1 開会 


2 報告 


いわ て 未来 づく り 機 構 
平成 2 7 年 度 第 2 回 ラウ ンド テー ブル 


次 


日 時 : 平成 27 年 11 月 5 日 ( 木 )15:00<16:45 
会 場 : 岩手 銀行 本 店 9 階 大 会 議 室 


「 岩 手 県 人 ロビ ジョ ン 」、「 岩 手 県 ふる さと 振興 総合 
戦略 」 の 策定 に つい て 


3 協議 


「 地 域 を 担う 人 材 の 育成 と 地元 定着 」 


























4 その 他 

5 閉会 
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氏 名 所 属 ・ 職 名 
谷村 邦久 | 汗 手 県 商工 会 議 所 連 人 会 長 、 み ちの く コ カ ・ コ ー フ ラボ トリ ング (株 ) 代表 取締 役 会 長 
鈴木 厚 人 | 岩手 県 立 大 学長 
















































































高橋 真 裕 | (一 社 ) 岩 手 経済 同友 会 代表 幹事 、( 株 ) 岩 手 銀行 代表 取締 役 会 長 
米谷 春夫 | 大 船渡 商工 会 議 所 副 会 頭 、( 株 ) マ イヤ 代表 取締 役 社長 
岩渕 明 | 岩手 大 学長 








岩手 県 人 ロビ ジョ ン の 概要 


〇 「 岩 手 県 人 口 ビ ジョ ン 」… 本 県 に お ける 人 口 の 現状 を 分 析 し 、 今後 の 人 口 の 展望 を 示す も の で 、2040 年 、 及 びそ の 先 の 超 長 期 的 な 展望 を 示し ます 。 






































⑥ ふる さと 振興 の 展開 © 人 口 の 展望 


人 口 減少 は 、 地 域 の 活力 を 失わ せ 、 ふ る さと 岩手 の 存続 が 危 恨 され る 切迫 し た 現実 で す 。 


〇 仮に 、 合 計 特殊 出生 率 が 人 口 置換 水準 で ある 2.07 ま で 向上 し て も 、 県 か ら の 転出 が 県 へ の 転入 を 
人 口 減少 を 引き 起こ す 様々 な 「 生 き に くさ 」 を 「 生 き や す さ 」 に 、「 住 み に く さ 」 を 「 住 みや すさ 」 1 


上 回 る 社会 減 の 状況 が 続く 限り 、 本 県 の 人 口 は 2115 年 以降 も 減少 を 続け ます 。 (下図 ①~③) 
〇 活力 ある 岩手 で あり 続け る た め に 、 人 口 減少 に 歯止め を か け 、 超 長期 的 な 人 口 増 の 可能 性 も 視 


に 、「 学 びに くさ 」 を 「 学 び や す さ 」 に 、「 働 き に くさ 」 を 「 働 き や す さ 」 に 、「 結 婚 し に くさ 」 を 「 結 婚 し 
や すさ 」 に 転換 し て いく と と も に 、 国 が 掲げ る 「 東 京 一 極 集中 」 の 是正 に 呼応 し 、 岩手 へ の 新 し 


い 人 の 流れ を 生み 出す 「 ふ る さと 振興 」 を 積極 的 に 展開 し て いき ます 。 I (下図 ④) 


〇 2040 年 以降 に お いて も 、 合 計 特 殊 出 生 率 や 社会 増減 が 安定 を 続け る と 、2060 年 に は 、 あ ら ゆ る 世 
画 ふる さと 振興 の 3 つの 柱 代 の 人 口 が 安定 し 始め 、2110 年 頃 に は 、 岩手 県 の 人 口 は 80 万 人 に な る と 見 込ま れ ま す 。 
「 岩 手 で 働く 」、「 岩 手 で 育て る 」、「 岩 手 で 暮らす 」 の 3 つの 柱 で ふる さと 振興 を 進め ます 。 










岩手 で 働く 本 県 の 人 口 の 長期 的 な 見 通し 
① や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 岩 手 へ の 新た な 人 の 流れ の 創出 を 目指 し ます 。 




































































































人 口 の 展望 が 実現 し た 場合 の 2060 年 人 口 構造 
| 国 が 掲げ る 東京 一 極 集中 の 是正 に 呼応 し 、 若 者 が 仕事 に 求め る や り が いや 、 満 足 に 生活 する た め の 所 得 の < あら ゆる 世代 が 安 
| 向上 な ど に より 、 よ り 生 き が い を 感じ る 、 働 きやすい 、 住 みや すい 岩手 を 実現 し 、 若 者 を は じ め 多く の 方 々 が 岩 | 定 し 始め る 
| 手 に 向かう 人 の 流れ を 生み 出し て いく 必要 が あり ます 。 | 
2040 ot 
、 103.9 万 人 2 2060 年 
2014 年 現在 の 人 口 構造 N NN 1 
@ 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出 生 率 の 向上 を 目指 し ます 。 ooo | | -= 団塊 の 世代 Re 
| 子育て に 関す る 恵まれ た 家庭 環境 や 、 岩 手 が 持 つ 豊 か な 自然 、 安 全 ・ 安 心 な 食 な ど 、 子 育て に 適し た 環境 を mE 访 志 
| 更に 伸ばし な が ら 、 就 労 や 出会い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産 、 子 育て を 支援 し 、 中 長期 的 に 人 口 置換 水準 まで 出生 | 
| 率 の 向上 を 図っ て いく 必要 が あり ます 。 
岩手 で 暮らす 
③ 医療 ・ 福 祉 や 文化 、 教 育 な ど 豊 か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め 、 地 域 の 魅力 向上 を 目指 し ます 。 
| 多く の 県 民 が 、 岩 手 で ふる さと へ の 思い に あふ れ 、 心 豊か に 安心 し て 暮らし て いく こと が 出来 る よう 、 地 域 の | 一 一 QD 社 人 研 推計 (出生 動向 に 変化 が な く 、 社 会 増減 は 一 定 程度 収束) 
| | 魅力 を 最大 限 に 高め て いく 必要 が あり ます 。 | ーー② 社 人 研 推 計 を ベー ス に 出生 率 向上 (2030 年 1.8、2040 年 2.07) 
ー ョ ュー③ ② に 加え 、 対 東京 圏 の 社会 増減 ゼロ ( 国 の 総合 戦略 の 考え 方 ) ① 24.7 万 人 
100 a vy 一 太 卓 へ] 加計 
加 ふる さと 振興 の 10 の 基本 姿勢 ー@ 一 ④ 2040 年 に 出生 率 2.07 と な り 、 2020 年 以降 に 本 県 の 社会 増減 ゼロ 
国 の 総合 戦略 に 掲げ られ た 政策 5 原則 「 自 立 性 」、「 将 来 性 」、「 地 域 性 」、「 直 接 性 」、「 結 果 重 視 」 を OCI 网 Co 
踏ま えな が ら 、 岩 手 独自 の 10 の 基本 姿勢 で 、3 つ の 柱 を 強力 に 推し 進め ます 。 | ズバ ババ ズバ ババ ズ バナ バズ バブ ププ メ バズ ブナ バズ ズブ ババ ズバ : 


全 


「 万 月 NE ニコ + 旦 LU 目 > 
① 岩手 の 人 口 減少 を 認識 し 、 将 来 へ の 道筋 を つけ る @ 地域 に 根差し た 価値 生か し た 産業 で 地域 経済 を 国 「 人 口 の 展望 」 が 実現 し た 場合 の 岩手 県 の 次 
振興 する 5 本 < 


ロロ < ゞ 网 し < いい と さ ss 
et 〇 岩手 で 、 子 ども か ら お 年 寄り まで 、 あ ら ゆ る 世代 が 生き 生き と 暮らす 


ら の 復興 を 推進 する 若 :岩手 将 口 は 2040 年 以降 も 減少 し ます が 、2060 年 頃 に は 、 あ ら ゆ る 世代 の 人 口 が 安定 し 始め ます 、 こ うし 
た 人 口 構 造 は 、 そ の 後 の 将 来 人 口 の 安定 に も つなが り 、 持続 可能 な 岩手 の 実現 が 期待 され ます 。 
③ 復興 する 中 で 得 ら れ た 様々 な つなが り を 生か し 、 新 ⑧ es 出会い 、 結婚 、 妊 娠 ・ 出 産 、 〇 県 外 と つなが り 、 新 し い 発想 に 岩手 が あふ れる 























た な 発想 で 前 進 する 























東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 を 成し遂げ 、 そ の 過程 で 生ま れ た 「 つ な が り 」 が 県 内 各地 に 
⑨ 高齢 者 の 元気 が あら ゆる 世代 の 活力 を 引き 出し 、 根 を 張り 、 内 外 の 新た な 発想 と 力 で 岩手 県 の 更 な る 発展 が 期待 され ます 。 
人 々 が 共に 生き 生き と 暮らす 地域 づく り を 進め る 〇 地方 が 主役 に な る 日 本 の 姿 が 岩手 で 実現 する 
地域 社会 の あら ゆる 力 を 結集 し 、 県 民 総 参加 で 人 子育て を する 若い 世代 が 地方 で 働き 、 地 方 で 子育て する こと が 当たり 前 に な る 「 地 方 が 主役 に な る 
口 減少 に 立ち 向かう 社会 」 が 岩手 で 実現 する こと が 期待 され ます 。 









































/ 超 長期 の 人 口 展望 ) 
! 中 長期 的 に 、 岩 手 県 の 政策 的 な 目標 は 、 岩 手 の 活力 を 低下 させ る 社会 減 を 抑制 し 、 転 出 ・ 転 入 を 均衡 さす る と と も に 、 国 を 挙げ た 結婚 支援 や 子育て 支援 に より 、 出 生 率 の 向上 を 図る こと で す 。 
! 一 方 、 国 立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 の 調査 で は 、 夫 婦 の 理想 子ども 数 は 2.42 人 で す 。 諸 外国 に は 、 理 想 の 子ども 数 が 2 人 を 下回る 国 も ある 中 、 日 本 、 岩 手 に は まだ 大 き な 希望 が あり ます 。 
! 本 県 に お いて 、 出 生 率 が 人 口 置換 水準 を 更に 上 回 り 、 仮に 2.3 程 度 ( 注 ) ま で 向上 する と 仮定 し た 場合 、 本 県 の 人 口 は 、2095 年 に 上 昇 局面 を 迎え ます 。 

【 


岩手 県 に お ける 人 口 の 現状 と 分 析 





〇 岩手 県 の 人 口 の 現状 


3 人 口 の メカ ニズム (社会 注 
1 長期 的 な 人 口 の 推移 人 カ (社会 減 ) 


・ 若 年 女性 は 、 全 国 的 に は 減少 し て いま せん が 、 岩 手 県 で は 減少 







































































































































































し 続け て いま す 。 ・ 人 口 の 社会 減 は 、 雇 用 情勢 と 関係 が 深く 、 本 県 の 有効 求人 倍率 
e by の 2 \ = マ ヽ や さ 
岩手 県 の 人 口 は 1997 年 以降 減少 し 続け て いま す 。 ・ 合計 特殊 出生 率 は 、1.44 と 人 口 置換 水準 を 割り 込ん で いま す 。 が 全国 平均 を 上 回 る と 社会 滅 が 縮小 し 、 全 国 平均 を 下回る と 社会 
( 図 1) S S 
丰硕 的 各 册 拉客 ( 図 3) 15 て 49 歳 女性 人 口 (1960 年 三 100) の 推移 a 拡大 する 傾向 が あり ます 
i | ( 図 5) 社会 増減 数 と 有効 求人 倍率 の 関係 
1 に 1000 | 05 
100 生産 年 齢 ロ レ a | M 
600 6,000 T + 0 
ww IL | 6 
0 Rs (sg (00) 他 Ge 85) 人 Gm (00) 05) (10) 2 G3 G4 mos 和 pe a os) 邊 
出典 : 総 務 省 統計 局 「 国 勢 調 」 「 人 推計 」 全国 女性 人 口 指数 本 コ 本 県 女性 a 32 ーー 本 県 出生 率 ( 右 目盛 ) WB 有効 求人 倍率 の 岩手 県 と 全国 の 差 (= 岩手 県 - 全国 石 目盛 ) ーー 社会 増減 数 (左目 刻 ) (Pp 
出典 : 総 務 省 「 国 勢 調査 」「 人 口 推計 」、 岩 手 県 政策 地域 部 「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」、 ーー ュー ー 人 
2 人 口 減少 の メカ ニズム (自然 減 ) 厚生 労働 省 「 人 日動 態 統計 」 | 出典 : 岩 手 県 政策 地域 部 「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」、 厚 生 労働 省 「 一 般 職業 紹介 状況 」 




















・1999 年 以降 、 死 亡 数 が 出生 数 を 上 回 る 「 自 然 減 」 の 状況 に あ 
り 、 若 年 女性 の 減少 と 出生 率 の 低迷 が 原因 と な っ て いま す 。 
・ 出 生 率 低迷 の 背 基 に は 、 未 婚 化 ・ 晩 婚 化 の 進行 が あり ます 。 


・ 男 女 と も 、 未婚 率 が 上 昇 し て いま す 。 


・ 人 口 の 社会 減 は 、 進 学期 、 就 職 期 の 若者 の 転出 に よる 影響 が 大 
・ 特 に 男性 の 未婚 率 が 高く 、29 歳 まで は 6 割 、34 歳 まで は 4 割 を 


きく 、 特 に 就職 期 の 女性 の 転出 が 多く な っ て いま す 。 
























































































































































































































































超え て いま す 。 
( 図 2) ( 図 6) 
本 県 の 自然 増減 の 推移 ( 図 4) 内 。 年 齢 別 社会 増減 数 2014 年 (平成 26 年 ) 
合計 特殊 出生 率 
(左目 盛 ) 90% 
25,000 10000 
20.009 有 本 有 大 学卒 業 、 就 職 
15,000 二 | ，， 品目 由 0 本 -200 
S| || 
100 40% -300 
10000 ] 5,000 
8.918 
7273 _400 進学 ・ 就 職 
5000 | 10.000 oso 20% ーー 
10% sc Mh 女性 
3 和 37 40 45 50 55 60 平成 2 7 12 17 2 26 A 0.00 + 0% 
(1962) (1965) (1970) (1975) (1980) (1985) (1990) (1995) (2000) (2005) (2010) (149 Ce A , 和 Ee a a () 
還 呈 自然 間 当 (右目 民 ) コー 出生 =e= 死 记 一 一 合计 特殊 出 生 率 ( 左 目 右 ) 一 二男 性 5 一 29 癌 。 男性 30--34 歳 。 一 一 女性 25~29 艇 。 。 一 一 女性 3034 龍 0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100 
AR 出典 : 総 務 省 「 国 勢 調査 」、 厚 生 労 働 省 「 人 口 動態 統計 」 出典 : 岩 手 県 政策 地域 部 「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」 
1 地域 経済 へ の 影響 / 3 教育 ・ 地 域 文化 へ の 影響 5 地域 コミ ュ ュ ニテ ィ へ の 影響 ] | 【 問 い 合 わせ 先 】 
生産 年 齢 人 口 の 減少 に より 、 労働 力 不足 と 生産 量 ( 生 児童 生徒 の 減少 に より 、 学校 教 育 や 地域 の 文化 継承 過 貴 と 高齢 化 の 進行 に より 。 共助 機能 の 低下 が 懸念 さ 岩手 県 庁 政策 地域 部 
産 高 ) の 低下 が 懸念 され る 。 \ へ の 影響 が 懸念 され る 。 れ 、 補完 の 必要 性 が 高まる 。 ノ 政策 推進 室 政策 担当 
加 の TEL 019-629-5508 
2 地域 医療 、 福 祉 ・ 介 護 へ の 影響 「 4 地域 公共 交通 へ の 影響 6 県 ・ 市 町 村 の 行 財政 へ の 影響 FAX 019-629-5254 
後期 高齢 者 の 増加 に より 医療 、 福 祉 ・ 介 護 の 需要 増加 利用 者 の 減少 に 伴う 経営 上 の 影響 が 見 込ま れる 一 方 、 経済 規模 が 縮小 し た 場合 、 税 収 減 と 財政 の 硬直 化 が E-mail AA0001@prefiwateJp 
が 見 込ま れる 一 方 、 人 材 流出 も 懸念 され る 。 | 高齢 者 の 増加 に より 必要 性 が 高まる と 見 込ま れる 。 懸念 され る 。 J 











岩手 県 人 ロビ ジョ ン 


て 地方 が 主役 に な る 日 本 を 岩手 か ら ~ 


平成 27 年 10 月 
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長期 的 な 人 口 の 推移 
人 口 減少 の メカ ニズム 
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地域 経済 へ の 影響 

地域 医療 、 福 祉 ・ 介 護 へ の 影響 
教育 ・ 地 域 文化 へ の 影響 

地域 公共 交通 へ の 影響 
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ふる さと 振興 の 展開 

ふる さと 振興 の 3 つの 柱 「 岩 手 で 働く 」「 岩 手 で 育て る 」「 岩 手 で 暮らす 」 
ふる さと 振興 の 10 の 基本 姿勢 

人 口 の 展望 


「 人 口 の 展望 」 が 実現 し た 場合 の 岩手 県 の 姿 ・ 上 上 上 ーー 24 
岩手 で 、 子 ども か ら お 年 寄り まで 、 あ ら ゆ る 世代 が 生き 生き と 暮らす 
県 外 と つなが り 、 新 し い 発想 に 岩手 が あふ れる 

地方 が 主役 に な る 日 本 が 実現 する 
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1 
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目指 すべ き 和 将来 の 方 向 
超 長 期 の 人 口 展望 
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は じ め に 









































岩手 県 で は 、 長年 に わた り 人 口 減 少 を 県 政 の 重要 課題 と し て 捉え 、 そ の 対策 に 取り 
組ん で きま し た 。 昨年 度 は 、 庁 内 に 設置 し た 人 口 問題 対策 本 部 (本 部 长 : 岩手 県 知事 ) 
に お いて 、1 年間 人 口 減少 問題 に 関す る 議論 を 重ね 、9 月 に は 「 人 口 間 題 に 関す る 中 
間 報 告 」 を 公表 し 、 本 年 3 月 に 「 人 口 問題 に 関す る 報告 」 を と り ま と め ま し た 。 
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この 間 、 昨 年 5 月 に は 、 民 間 有 識者 団体 日 本 創成 会 議 ・ 人 口 減少 問題 検討 分 科 会 に 
お いて 「 ス トッ プ 少 子 化 ・ 元 気 戦略 」 が 公表 され 、7 月 に は 、 全国 知事 会 に お いて 「 少 
子 化 非常 事態 官 言 」 が 決議 され る な ど 、 人 日 減少 は 、 全 国 的 な 課題 と し て 大 きく 取り 
上 げ ら れ て きま し た 。 







































































こう し た 中 、 国 に お いて は 、11 月 に 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 法 」 を 施行 し 、12 
月 に 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生長 期 ビ ジョ ン 」 及 び 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合戦 
略 」 を 策定 する な ど 、 人口 減 少 、 地 方 創 生 に 対し て 国 を 挙げ て 取り 組 ぉ こと と され ま 
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本 ビジ ョ ン は 、 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 法 に 基づき 、 岩手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 
( 都 道 府 県 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総合 戦略 ) を 策定 する に 当たっ て 、 こ れ ま で の 本 
県 の 人 口 の 現状 等 を 分 析 し 、 今 後 の 人 口 の 展望 を ボ す も の で す 。 






































II 岩手 県 に お ける 人 口 の 


1 長期 的 な 人 口 の 推移 


現状 





〇 岩手 県 の 人 口 は 1997 年 以降 減少 し 続け て いる 。 


























岩手 県 の 人 口 は 1997 年 以降 減少 し 続け て お り 、2014 年 の 岩手 県 の 人 口 は 128 万 








人 で ある 。( 図 1) 


mn 
WW 














生産 年 齢 人 口 は 、 ピ ー ク で ある 1985 年 と 比べ 21 万 人 、 年 少 人 口 は ピー ク で ある 











1955 年 と 比べ 37 万 人 減少 し て いる 一 方 、 老 年 人 口 は 最も 少な か っ た 1935 年 と 比 








べべ 33 万 人 増加 し て いる 。 
( 図 1) 












































( 千 A) 本 県 の 人 口 の 推移 
総 人 口 約 128 万 人 (2014 年 ) 
1.400 オー ー -一 - ー _ - = = ーー 
1,200 
約 96 万 人 (ピー ク ) 

1,000 - 

約 74 万 人 (2014 年 ) 
800 
600 

約 38 万 人 (2014 年 ) 
400 
200 - 

約 16 万 人 (2014 年 ) 








2 人 口 減少 の メカ ニズム 


① 本 県 の 人 口 増減 の 特徴 
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1920 1925 1930 1935 1940 1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 





























出典 : 総 務 省 統計 局 「 国 勢 調査 」「 人 口 推 






































計 」 





〇 2000 年 以降 、「 自 然 減 」 と 「 社 会 減 」 が 相まって 人 口 が 減少 し て いる 。 





本 県 で は 、 戦 前 ・ 戦 後 の 一 時 期 を 除く と 、1960 年 代 、1980 年 代 後 半 及 び 2000 
年 代 か ら 現在 に 続く 3 つの 人 口 減少 期 が ある 。 ( 図 2) 

















1960 年 代 及 び 1980 和 
然 増 」 を 上 回 っ た こと 





E 代 後半 の 人 
で 生じ た 。 








減少 は 、 一 時 期 に 拡大 し た 「 社 会 減 」 が 「 自 





一 方 、2000 年 以降 は 、「 社 会 減 」 と 「 自 然 減 」 が 相まって 減少 する と いう 本 格 





的 な 人 口 減少 期 に 入っ 


た 
ーo 


本 県 の 人 口 の 増減 数 
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: 総 務 省 「 国 








勢 調査 」「 人 




















② 本 県 の 自然 増 

















推計 」「 住 








民 表 











本 台帳 人 








減 の 推移 








移動 報告 」、 厚 4 
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動態 統計 」 





〇 1999 年 以降 、 死 亡 数 が 出生 数 を 上 回 る 「 自 然 減 」 の 状況 に あり 、 若年 女性 の 減少 と 出生 
率 の 低迷 が 、 原因 と な っ て いる 。 
〇 出生 率 低 迷 の 背景 に は 、 未 婚 化 、 晩 婚 化 の 進行 が ある 。 























岩手 県 の 人 
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少 に 転じ 、 以 降 は 減少 数 が 拡大 傾向 に ある 。 


死亡 数 は 、1980 年 代 後半 
出生 数 の 減少 の 第 1 中 要 
少 で あり 、 若い 世代 の 県 外 流 出 が 、 女 性 人 口 の 減少 の 原 
E 率 が 著しく 向上 し た と し て も 、 昌 
女性 人 口 の 増加 に 至る まで 期間 を 要する こと か ら 、 短 期間 に お ける 改善 は 





て 、 短期 間 に 出 3 


る 。 


出 4 
80 年 代 以 降 、 人 口 置換 水 # 








E 数 の 減少 の 第 2 の 要 



















































































(15 て 49 歳 ま で の 女 司 


然 増減 は 、 出 生 数 の 減少 、 死 亡 数 の 増加 に より 
( 図 3) 

か ら 増 加 傾向 に ある 。 
办 法、 女性 人 口 




















、1999 年 に 減 


E) その も の の 減 
因 と な っ て いる 。 し た が っ 


H 生 数 の 増加 に つなが る 年 齢 層 の 





E 移 し 、2013 年 に は 全 


を 上 回 っ て いる も の の 、1.46 に と ど ま っ て いる 。( 図 4 ) 
| 人口 移 動 が な く 、 死 亡 の 水準 が 一 定 と し た 場合 に 、 人 口 が 長 


























生 中 水 9 








和仁 を いう 。 





























期 的 に 増加 も 減少 も せ ず に 一 定 と な る 出 











木 





難 で あ 








因 は 、 出生 率 の 低迷 で ある 。 岩手 県 の 合計 特殊 出生 率 は 
E19) 2.07 を 下回っ て 指 














国 平 均 1. 43 











( 図 3) 







































































py 本 県 の 自然 増減 の 推移 th 
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出典 : 岩 手 県 「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」 
( 図 4 ) 15>49 歳 女性 人 口 (1960 年 三 100) の 推移 
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H 典 : 総 務 省 「 国 勢 調査 」「 人 
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(80) (85) (90) (95) (oo) (059 (10) (12) (13") (14) 
西本 県 女性 人 口 指数 ーー 全国 出生 率 (右目 盛 ) ー* 一 本 県 出生 率 ( 石 目盛) 
推計 」、 岩 手 県 政策 地域 部 「 岩 手 県 毎月 人 口 推 計 」、 厚 生 労働 省 「 人 日 動態 統計 」 














全国 的 に み ら れ た いわ ゆる 第 2 次 ベビ ー ブ ー ム (1971 年 て 1974 年 ) 時 期 に お い 


て も 、 岩 手 県 に お いて は 出生 率 、 出 生 数 と も 大 きく 上 昇 す る こと な く 、1970 年 代 
か ら 低 下 傾向 を 示し て きた 。 


合計 特殊 出生 率 の 低迷 は 、 未婚 率 の 上 昇 、 晩 婚 化 な ど が 直接 的 な 要因 で あり 、 そ 


の 背 藤 に 














は 、 子 育て 世代 の 所 得 の 低下 、 非 正規 労働 者 の 増加 、 子 育て と 仕事 の 両 

















































































































月 京 
立 が 困難 で ある こと な ど が ある も の と 考え られ る 。( 図 5) 
( 図 5) 本 県 の 未婚 率 の 推移 
2.50 100% 
合計 特殊 出生 率 
(左目 盛 ) 90% 
2.00 ] 80% 
70% 
1.50 + 60% 
50% 
1.00 ゴ 40% 
30% 
0.50 - 20% 
10% 
0.00 + r r T 十 0% 
昭和 35 45 55 平成 2 12 22 
(1960) (1970) (1980) (1990) (2000) (2010) 
一 一 合计 特殊 出 生 率 ( 左 目 盛 ) ー 革 一 男 性 25--29 歳 ーー 男性 30~34 歳 ーー 女性 255~29 歳 一 一 女性 30~34 歳 
出典 : 総 務 省 「 国 勢 調査 」、 厚 生 労働 省 「 人 動態 統計 」 
育て 世帯 の 所 得 を 年 代 別に 見 る と 、20 代 男 性 で は 、2002 年 に は 最も 多い 収入 
階 300 万 円 台 で あっ た の に 対し 、2012 年 で は 、200 万 円 前 半 代 に 下がっ て いる 。 











また 、30 代 男 性 で は 、 最 も 多い 収入 階級 は 10 


年 前 と 変わ ら ず 、 年 収 300 万 円 台 





で ある が 、 若 干 そ の 割合 が 下がっ て いる こと に 加え 、400 万 円 以上 の 雇用 者 が 減少 
し 、 一 方 300 万 円 未満 が 増加 し て いる 。 ( 図 6 、 7) 



























































(区 6 ) (加 7 ) 
(%) 収入 階級 別 雇用 者 数 (岩手 県 ・2O 代 男性 ) (%) 収入 階級 別 雇用 者 数 (岩手 県 ・3o 代 男性 ) 
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で を H14 (2002) 一 時 一 日 24 (2012) 


で を 日 14 (2002) 一 昌一 H24 (2012) 


出典 : 総 務 省 「 就 業 構造 基本 調査 












































女性 の 最も 多い 収入 階級 は 、20 代 、30 代 と も 100~149 万 円 で や る が 、 こ れ は 男 
性 に 比べ 、20 代 で 100 万 円 、30 代 で 200 万 円 少な く な っ て いる 。( 図 8 て 9) 








( 図 8) ( 図 9) 
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H 典 : 総 務 省 「 就 業 構造 基本 調査 














ke 








雇用 形態 別 の 有 配 偶 率 を 見 る と 、 男性 で は 、 い ずれ の 年 代 に お いて も 、 正 規 の 職 
員 ・ 従 業 員 の 方 が 、 有 配偶 率 が 高く な っ て いる 。 ( 図 10) 

一 方 、 女 性 で は 非 正規 の 職員 ・ 従 業 員 の 方 が 、 有 配偶 率 が 高く な っ て いる 。 ( 図 
11) 

若年 層 を 中 心 と し た 雇用 情勢 が 、 結婚 や 出産 に 影響 を 与え て いる と の 指摘 も な さ 
れ て いる 
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出典 : 総 務 省 「 就 業 構造 基本 調査 」 

















③ 本 県 の 社会 増減 の 推移 


人 人 口 の 社会 減 の 波 は 、 全 国 と の 経済 ・ 雇 用 情勢 の 差 と の 関係 が 見 られ る 。 ハバ 
〇 人 口 の 社会 減 は 、 進 学期 、 就 職 期 の 若者 の 転出 に よる 影響 が 大 きく 、 特 に 就職 期 の 女 
性 の 転出 が 多い 。 


〇 東北 圏 出身 は 、 東 京 在住 の 割合 が 他 圏 域 出 身 者 と 比べ 、 極 め て 高く 、 東 京 一 極 集 中 が 
顕著 で ある 。 
> 4 














岩手 県 の 人 口 の 社会 増減 に は 、1960 年 代 、1980 年 代 後半 、2000 年 代 後半 を 減少 
の ピー ク と する 3 つの 波 が 存在 し て いる 。 ( 図 12) 











・ 最も 社会 減 が 少な か っ た の は 1995 年 の へ 329 人 で あり 、 そ れ 以 降 、 社 会 減 の 拡 
大 が 続い て いた 。2008 年 か ら 社 会 減 は 縮小 し 、2013 年 まで 6 年 連続 で 減少 幅 は 縮 
小 し て いた が 、2014 年 、7 年 ぶり に 拡大 し た (2014 年 : 人 2, 975 人 )。 





( 図 12) 
本 県 の 社会 増減 の 推移 
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出典 : 
































岩手 県 政策 地域 部 「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」 














・ 人 口 の 社会 減 は 、 雇用 情勢 と 関係 が 深く 、 本 県 の 有効 求人 倍率 が 全国 平均 を 上 回 








る と 社会 減 が 縮小 し 、 全 国 平均 を 下回る と 社会 減 が 拡大 する 傾向 が ある 。 ( 図 13) 
(加 13) 社会 増減 数 と 有効 求人 倍率 の 関係 
(人 ) 
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FE 県 毎月 人 口 推計 」、 厚 生 労働 省 「 一 般 職 業 紹介 状況 」 














| -0.3 


-0.4 

















・ 岩手 県 の 社会 減 は 、18 歳 の 進学 ・ 就 職 期 、22 歳 前 後 の 就職 期 に 顕著 で あり 、 特 
に 22 歳 前後 で は 、 女 性 の 社会 減 が 大 きい 。 ( 図 14) 

・ これ は 、 高 校 卒業 者 の 希望 する 進学 先 の 希望 や 、 県 内 に お ける 若者 の 希望 に 合 う 
就職 先 の 確保 (職種 、 給 与 条件 、 求 人 数 等 ) が 、 社 会 増減 に 影響 を 与え て いる と 考 
えら れる 。 

(加 14) 年 齢 別 社会 増減 数 2014 年 (平成 2 年 ) 
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出典 : 岩 手 県 政策 地域 部 「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」 
14 に 現れ る 傾向 は 、 近 年 、 変 わら な いも の で あり 、1998 年 以降 18~24 歳 の 
年 齢 層 は 、 常 に 社会 減 と な っ て いる 。 ( 図 15) 






































(加 15) 本 県 の 年 齢 別 社会 増減 の 推移 
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出典 : 岩 手 県 政策 地域 部 「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」 
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・ 本 県 の 社会 増減 を 地域 ブロ ッ ク 別 に 見 る と 、 東京 圏 で の 社会 減 が 最も 多く 、 次 い 
で 東北 地域 が 多く な っ て いる 。( 図 16) 
・ 本 県 の 社会 減 が 最も 少な か っ た 1995 年 は 、 東 京 圏 に 対し 、 本 県 は 社会 増 と な っ 
て いる 。 
四 16) 本 県 の 地域 ブロ ッ ク 別 社会 増減 の 推移 
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(1995) (2010) 
北海 道 較 記 東北 王 コ 北 関東 mm 東京 A 関西 その 他 一 社会 増減 計 
E 県 政策 地域 部 「 岩 ヨ 月 人 口 推計 」 
・ この 傾向 は 、 特に 本 県 は じ め 東 北 圏 域 に お いて 顕著 な 傾向 で ある こと が 、 別に 国 
立 社会 保障 ・ 人 日 問題 研究 所 が 行っ て いる 調査 に お いて 、 明 ら か で ある 。 
東北 圏 出身 の 東京 隊 割合 は 、 他 圏 域 中 の 東京 在住 の 割合 に 比べ 極め 
て 高く 、 東 北 圏 と 東京 圏 の 人 口 動態 は 、 東 京 一 極 集中 問題 の 象徴 と 言え る 。 ( 図 17) 
(加 17) 
表 出生 地 ブロ ッ ク 別 に みた 現住 地 ブ ロッ ク の 状況 
割合 (%) 
} 総 あ AL EE ~ 
出 生地 総数 北海 道 東京 圏 | 中 部 ・ 北 陸 四国 | 九州 沖縄 
北海 道 1.310 81.1% 2.2% 
東北 1.407 2.0% 2.4% 0.1% 
北 関東 1.675 0.2% - 10% 00% 
東京 5.337 0.4% 90.4% 1.7% 0.1% 
中 部 ・ 北 陸 3.626 0.2% 11.7% 81.6% 00% 
中 京 2.680 00% 5.0% 1.5% 0.1% 
大 阪 3.46 1 0.1% 5.9% 1.3% 0.5% 
京阪 周 ) 822 00% 4.1% 09% 00% 
中 国 2.037 0.1% 6.8% 0.7% 0.6% 
四国 995 00% 6.4% 08% 75.8% 
九州 ・ 沖 3.895 0.2% 8.1% 0.9% 0.3% 
外国 316 7.9% 35.4% 8.5% 0.9% 
計 27.561 4.2% 25.7% 12.0% 2.9% 
国立 社会 保障 ・ 人 査 」(2011 年 





























④ 沿岸 市 町 村 か ら の 人 口 流 


Mia 、 東 日 本 大 震 災 津波 に より 、 大 きく 減少 し た が 、 一 部 に は 明る い 兆 し が 


・ 沿岸 地域 の 人 口 は 、 全 県 的 な 傾向 と 同様 に 、 東 日 本 大 震 災 津波 直前 まで 社会 減 
が 減少 し て いた も の の 、 岩 災 の 発生 に より 人 口 が 大 きく 減少 し た 。( 表 1) 平成 
26 年 に は 、 社 会 減 が 震 災 直前 の 水準 に まで 縮減 し て き て いる 

































































( 表 1) 沿岸 市 町 村 の 人 口 
H23.3.1 人 口 (人 ) | H27.4.1 人 口 (人 ) 増減 (人 ) 


17,775 16,449 人 1,326 和 人 7.5 




















: 岩 手 県 政策 地域 部 「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」 



































・ 一 方 、 世代 に よっ て は 、 前 年 に 比較 し て 人 口 増加 が 見 られ 、 特 に 若い 世代 に お け 


















































る 人 口 増加 は 、 震 災 に 見 舞 わ れ た 沿岸 市 町 村 に と っ て 明る い 兆 し が 見 られ る と ころ 
で ある 。( 表 2) 
( 表 2) 沿岸 12 市 町 村 の 年 齢 区 分 別人 口 推移 




















被災 前 
( 対 H22) 


88.9% 
81.2% 
77.5% 
84.4% 














14.777 
15,747 





92.4% 
88.8% 
81.6% 
93.8% 
97.9% 
100.0% 

































































出典 : 総 務 省 「 国 勢 調査 」、 岩 手 県 政策 地域 部 「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」 
























































五 人 口 減少 に 伴う 課題 

人 日 の 減少 は 、 各地 域 に お ける 様々 な 需要 の 減少 を も た らし 、 地 域内 か ら の 各種 サー 
ビス 産業 の 撤退 や 減少 な ど に つなが り 易 い 。 こ の こと に よる 生活 利便 性 の 低下 が 、 更 な 
る 人 口 減少 の きっ か け と な り 、 地域 の 社会 シス テム の 維持 ・ 存 続 に 大 き な 影 響 を 及ぼ す 
0 

この ほか に も 、 人 口 減少 は 住民 生活 の 様々 な 分 野 に 影響 を 与え る こと が 予想 され る 。 
En は 、 都市 部 の 過 徐 化 の 解消 な ど プ ラス の 影響 も 考え られ る が 、 本 ビジ ョ ン に お 
いて は 、 本 県 に お ける 今後 の 施策 の 方 向 性 を 検討 する た め 、 急激 な 人 口 減少 に 伴い 克服 
し て いか な けれ ば な ら な い 課 題 に つい て 取り 上 げた 。 





















































1 地域 経済 へ の 影響 
〇 生産 年 齢 人 口 の 減少 に より 、 労働 力 不足 と 生産 量 (生産 高 ) の 低下 が 懸念 され る 。 | 











今後 人 口 規模 が 縮小 する と と も に 、 生 産 年 齢 人 口 が 減少 し 、 人 口 構 造 が 大 きく 変 
化し て いく こと が 見 込ま れ て いる 。 ee 人 口 の 6 割 ほ ど で あ っ た 生産 年 齢 人 
口 の 割合 は 、2040 年 に は 総 人 口 が 減少 する 中 で 5 割 程度 まで 低下 し 、 各 地域 に お 
いて 労働 不足 や それ に 伴う 生産 量 (生産 高 ) の 低下 が 懸念 され る 。 

また 、 人 口 減少 は 、 都市 部 に お いて 市 街 地 の 空洞 化 を 招く こと な ど に より 、 都 市 
の 活力 が 低下 し 地域 経済 の 衰退 等 に つなが る お それ が ある 。 さ ら に 、 農村 部 で は 過 
疎 化 が 進行 し 、 生 産 力 の 低下 と と も に 後継 者 不足 が より 深刻 と な る お それ が ある 。 

総 人 口 の 減少 、 中 で も 支出 の 多い 子育て 世代 の 減少 に より 、 県 内 の 消費 支出 全体 
が 減少 する こと が 懸念 され る 。 
仮に 国立 社会 保障 ・ 人 口 間 題 研 究 所 の 推計 どおり 人 口 減少 が 進ん だ 場合 に あっ て 
は 、 今後 の 全 産業 の 労働 生産 性 上 昇 率 を 年 平均 1.5% 程 度 と 仮定 し て も 、 県 内 経済 

ほぼ マイ ナス 成長 が 続く と 予想 され る 。 (网 18) 

( 国 18)| oo 
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県 内 経済 の 成長 見 通し 
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2 地域 医療 、 福 祉 ・ 介 護 へ の 影響 





〇 後期 高齢 者 の 増加 に より 医療 、 福 祉 ・ 介 護 の 需要 増加 が 見 込ま れる 一 方 、 人 材 の 流出 も 懸 


念 され る 。 








本 県 の 老年 人 








更に 2030 年 ま 
































一 方 、 生 産 年 齢 
足 が 懸 念 さ れる 。 
さら に 、 首 都 園 で は 、 









































は 2020 年 まで 増加 が 見 込ま れ て お り 、 特 に 、 
* 増 加 し て いく た め 、 






































医療 、 福祉 ・ 介 












































今後 、 急 速 な 老年 人 











医療 、 福 祉 ・ 介 護 の 震 





後期 高齢 者 人 口 は 
要 の 増加 が 見 込ま れる 。 
の 減少 が 見 込ま れ て お り 、 こ うし た 需要 に 応え る 労働 力 の 不 

















要 増 加 が 見 込ま れ て お り 、 これ ら を 担う 人 材 が 地方 か ら 流 出す る こと も 懸念 され る 。 


3 教育 ・ 地 域 文化 へ の 影響 





〇 児童 ・ 生 徒 の 減少 に より 、 学 校 教 育 や 地域 の 文化 継承 へ の 影響 が 懸念 され る 。 | 








今後 さら に 児童 ・ 


けけ 

















あたり の 児童 ・ 生 入 
また 、 子ども た ちの 部 
な どの 影響 が 懸念 され る 。 

さら に 、 地域 文化 の 伝承 に 及ぼ 
伝統 行事 な ど が 引き 継が れ て いる が 、 少 子 化 の 影響 や 過疎 化 の 
減少 し 、 こ うし た 地域 文化 が 衰退 する お それ が ある 。 





4 地域 公共 交通 へ の 影響 
















































































影響 も 懸念 され る 。 県 内 に は 多く の 

















E が 減少 する こと が 見 込ま れ て お り 、 学 級数 の 減少 、1 学級 
E 数 の 減少 の 進行 が 予想 され る 。 


動 の 種類 の 減少 や 、 単 独 校 で の チー ム 編 成 が 


困難 (に な る 








ーー る た ヒム ビ 
去 統 芸能 


に より 担い 手 が 





利用 者 の 減少 に 伴う 経営 上 の 影響 が 見 込ま れる 一 方 、 高 齢 者 の 増加 に より 必要 性 が 高 ま 


〇 
る と 見 込ま れる 。 








人 日 減 少 に 伴 う 
も た らし 、 こ れ が 公 】 
一 方 、 公 共 交 通 機関 は 高齢 
高齢 者 の 増加 に よっ て その 必要 性 が より 高まる こと が 予想 され る が 、 人口 減 少 や 市 
交通 機関 の 経営 効率 が 下がる こと に より 、 そ の 需要 に 































































































E の 減少 や 生産 4 

















の 減少 は 、 通勤 通学 





























機関 の 経営 に 影響 を 及ぼ すこ と が 懸念 され る 。 
日 常 生 活 に 欠か せな 


等 に と っ て も 




















街 地 の 低 密度 化 に よっ て 公 』 




















応え る こと が 困難 と な る お それ が ある 。 
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の 減少 を 























移動 手段 で あり 、 








5 地域 コミ ュ ニ ティ へ の 影響 


〇 過疎 と 高齢 化 の 進行 に より 、 共 助 機能 の 低下 が 懸念 され 、 補 完 の 必要 性 が 高まる 。 | 












































人 口 減少 は 、 こ れ ま で の 傾向 か ら 、 県 内 一 律 に 減少 する の で は な く 、 特 に 東日本 
大 震 災 津波 に より 被災 し た 沿岸 地域 に お いて より 顕著 に 表れ る と 懸念 され て いる 。 
また 、 産 業 の 集積 が 進ん で いな い 県 北 や 中 山間 地域 に お いて も 、 よ り 人 口 減少 が 
進む と 推計 され て いる ほか 、 同 一 市 町 村内 で も 、 中 心 部 か ら 離 れ た 地域 で より 人 口 
減少 と 高齢 化 が 進む こと も 予想 され る 。 

こう し た 地域 で は 、 人 日 減少 と 高齢 化 の 進行 に より 、 こ れ ま で 地域 の コミ ュ ニ テ 
ィ が 果たし て きた 共助 機能 の 低下 が 懸念 され 、 こ う し た 機能 を 市 町 村 や N PO 等 が 
補完 し て いく 必要 性 が 高まる と 考え られ る 。 









































































































































6 県 ・ 市 町 村 の 行 財政 へ の 影響 
〇 経済 規模 が 縮小 し た 場合 、 税 収 減 と 財政 の 硬直 化 が 懸念 され る 。 | 








今後 人 日 減少 に 伴い 、 県 や 市 町 村 の 経済 規模 が 縮小 し た 場合 、 そ れ に 伴い 税収 等 

の 落 込 み が 予 想 さ れる が 、 高 齢 化 に 伴い 社会 保障 関係 経費 等 の 増加 が 見 込ま れる と 
と も に 、 人 件 費 及 び 公 債 費 等 、 歳入 の 減少 に 応じ た 削減 が 難し いも の も あり 、 財 政 
の 硬直 化 が 進行 する お それ が ある 。 

小 規 模 町 村 に お いて は 、 現状 で も 少な い 職 員数 で 行政 サー ビス を 提供 し て いる と 
ころ で ある が 、 今 後 も 更に 少な い 職 員数 で 事務 を 行わ な けれ ば な ら な く な り 、 個 々 
の 職員 の 多忙 化 と と も に 、 十 分 な 業務 執行 体制 が と れ な く な る お それ が あり 、 行 政 
サー ビス の 低下 に つなが る 可能 性 が ある 。 



































































































































〇 上 記 の よう な 人 口 減少 に より も た ら さ れる 課題 の ほか に 、 高 度 経済 成長 期 に 整備 し た 公 
共 施設 ・ イ ン フ ラ の 老朽 化 に も 直面 し ます 。 今後 これ ら の 維持 更新 費 が 増大 し て いく 一 方 
で 、 水 道 、 下 水道 、 道 路 等 の イン フラ に つい て は 、 人 日 の 減少 に より 、 住 民 一 人 あたり の 
行政 コス ト が 増加 し て いく こと か ら 、 よ り 効 率 的 な 維持 管理 の 実現 が 必要 と な り ま す 。 

また 、 高 齢 者 が 増加 し て いく こと か ら 、 ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イン を 推進 する 必要 性 が 高 ま 


























此 



































































































































っ て いく も の と 考え られ ます 。 








13 


IV 岩手 県 に お ける 人 口 の 展望 


| < 国 の まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生長 期 ビ ジョ ン > | 
| 国 の まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生長 期 ビ ジョ ン (以下 「 長 期 ビ ジョ ン 」 と いう 。) で は 、 | 
| 3 つの 基本 的 視点 を 基 に 、 目 指す べき 将来 の 方 向 と し て 、 次 の 方 向 が 掲げ られ て い | 
| ます 。 | 
103 つの 基本 的 視点 
| ① 「 東 京 一 極 集中 」 を 是正 する 

② 若い 世代 の 就労 ・ 結 婚 ・ 子 育て の 希望 を 実現 する 
| 图 地域 の 特性 に 即 し た 地域 課題 を 解決 する 
| O 目 指す べき 将来 の 方 向 



























































































































































(1) 人 口 減少 に 歯止め を か ける 

(2) 若い 世代 の 希望 が 実現 する と 、 出 生 率 は 1.8 程度 に 向上 する 

(3) 人口 減 少 に 歯止め が か か る と 、2060 年 に 1 億 人 程度 の 人 口 が 確保 され る 

(4) さら に 、 人 口 構造 が 「 若 返る 時 期 」 を 迎え る | 
(5) 「 人 口 の 安定 化 」 と と も に 「 生 産 性 の 向上 」 が 図ら れる と 、2050 年 代 に 実質 | 
GD PF 成長 率 は 1.5~ 2 % 程 度 が 維持 され る 























1 ふる さと 振興 の 展開 




















前 章 ま で の 検証 で 明らか な よう に 、 本 県 に お いて は 、2000 年 以降 、 自 然 減 と 社 
会 減 が 相まって 人 口 減少 が 進行 する 本 格 的 な 人 口 減少 期 に 入っ て いま す 。 
自然 減 に あっ て は 、1980 年 代 か ら 合計 特殊 出生 率 が 人 口 置換 水準 で ある 2.07 を 
大 きく 割り 込ん だ こと に 加え 、 若い 女性 の 県 外 へ の 転出 が 続い て いる た め 、 死亡 数 
を 上 回 る 出生 数 が 確保 で き て いな いこ と に より 起こ っ て いま す 。 
社会 減 に あっ て は 、 世界 的 な 経済 状況 の 変化 や 首都 圏 が 中 心 と な る 経済 政策 等 の 
影響 を 大 きく 受け な が ら 、 戦 時 を 除き 、 一 貫 し て 社会 減 が 続い て いま す 。 近年 は 、 
復興 需要 等 も あり 、 本 県 の 社会 減 は 縮小 し て き て いた も の の 、 昨年 7 年 ぶり に 人 社会 
減 が 拡大 し て いま す 。 

人 口 減少 は 、 地域 の 活力 を 失わ せる ば か りか 、 中 山間 地域 に あっ て は 、 そ の まま 
集落 の 消滅 を 招く 可能 性 も あり 、 ふ る さと 岩手 の 存続 も 危 眉 され る 切迫 し た 現実 で 
す 。 私 た ち は 、 あ ら ゆ る 施策 を 講じ 、 活 力 に あふ れ た ふる さと 岩手 の 実現 を 図り 、 
人 口 減少 に 歯止め を か け て いか な けれ ば な り ま せん 。 

人 口 減少 の 背景 に は 、 子育て に 要する 支出 の 上 昇 や 、 仕事 と 育児 の 両立 が 困難 で 
ある こと 、 非 正規 雇用 の 拡大 な どの 雇用 情勢 の 悪化 、 首都 圏 と の 経済 格差 の 拡大 な 
ど 、 様 々 な 生き に くさ が ある と 考え られ ます 。 
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岩手 県 は 、 こ うし た 人 口 減少 を 引き 起こ す 様々 な 「 生 き に くさ 」 を 「 生 き や す さ 」 
に 、「 住 み に く さ 」 を 「! 住 みや すさ 」 に 、「 学 びに くさ 」 を 「 学 び や す さ 」 に 、「 働 
き に くさ 」 を 「 働 き や す さ 」 に 、「 結 婚 し に くさ 」 を 「 結 婚 し や すさ 」 に 転換 し て 
いく と と も に 、 国 に よる 「 東 京 一 極 集中 」 の 是正 に 呼応 し 、 本 県 の 特性 を 生か し な 
が ら 、 岩 手 へ の 新た な 人 の 流れ を 生み 出す 「 ふ る さと 振興 」( ま ち ・ ひ と ・ し ご と 
創 生 ) を 積極 的 に 展開 し 、 人 口 減少 に 歯止め を か け て いき ます 。 

この よう に し て 、 本 県 の 将来 に お ける 一 定 の 人 口 を 確保 し つつ 、 長期 的 に は 人 口 
の 定常 状態 の 実現 を 図る こと に より 、 国 の 「 目 指す べき 将来 の 方 向 」 の 実現 に 頁 献 
する と と と も に 、 超 長期 的 な 人 口 増 の 可能 性 も 視野 に 入れ て いき ます 。 



















































































































































































2 ふる さと 振興 の 3 つの 柱 


『 岩 手 で 働く 』 
(1) や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 岩手 へ の 新た な 人 の 
流れ の 創出 を 目指 す 








岩手 県 の 社会 減 は 、 18 歳 の 進学 ・ 就 職 期 、 22 歳 前 後 の 就職 期 に 頭 閉 で あり 、 
この 傾向 は 、1980 年 代 か ら 一 貫 し た 傾向 で す 。 

一 方 、 近年 の 本 県 の 有効 求人 倍率 は 1.0 を 超え る 状況 が 続い て お り 、 仕 事 自 
体 は 一 定 程度 確保 され て いる 状況 に あり 、 こ うし た 状況 に も 関わ ら ず 、 岩 手 県 
か ら 東 京 圏 に 向かう 若者 が 増加 し 社会 減 と な っ て いる 状況 を 食い 止め る に は 、 
単なる 雇用 の 量 で は な く 、 質 を 伴う 仕事 を 確保 し て いく 必要 が あり ます 。 
若者 の 県 外 転 出 は 、 都会 へ の 憧れ と いう 特有 の 感情 が 影響 し て いる こと も 谷 
定 で きま せん が 、 一 方 で 、 仕 事 に 相応 し た 賃金 や 安定 し た 雇用 形態 、 や り が い 
や プラ イド を 持っ て 働け る 仕事 が 地方 で 得 ら れ な いこ と な ど に より 地方 か ら 
転出 する 若者 が いる こと も 指摘 * さ れ て いま す 。 

雇用 の 質 を 重視 する た め に は 、 県 内 企業 の 労働 生産 性 を 上 げ る こと に より や 
り が いと 賃金 の 向上 を 図る こと が 重要 で す 。 沿岸 企業 で は 震 災 か ら の 復興 に 際 
し 、 カ イ ゼ ン を 導入 し 、 被 災 前 の 売り 上 げ を 超え る 業績 を 見 せ て いる 企業 が あ 
る ほか 、 こ うし た カイ ゼン の 取組 は 県 内 全域 に 広がり を 見 せ 始 め て いま す 。 
また 、 全 国 初 の 岩手 県 立 大 学 敷地 内 の 産学 連携 サポ ー ト 施設 (滝沢 市 I PU 
イノ ベー ショ ン セ ンタ ー) に 、 2015 年 、 初め て 岩手 県 立 大 学 の 卒業 生 が り タ ー 
ン に より 企業 を 設立 し まし た 。 

岩手 に は 、 進 化す る 企業 や チャ レン ジ で きる 環境 が 整っ て いま す 。 

国 に よる 「 東 京 一 極 集 中 」 の 是正 に 呼応 し 、 若 者 が 仕事 に 求め る や り が いや 、 
満足 に 生活 する た め の 所 得 の 向上 な ど に より 、 よ り 生 き が い を 感じ る 、 働 き や 
すい 、 住 みや すい 岩手 を 実現 し 、 若 者 を は じ め 多 く の 方 々 が 岩手 に 向かう 人 の 
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2 第 1 回 まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 会 議 (冨山 和彦 氏 提出 資料 ) 
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流れ を 4 











E み 出し て いく 必要 が あり ます 。 


『 岩 手 で 育て る 』 
(2) 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出 生 率 の 向上 を 目指 す 














わが 国 で は 、 子 育て 世代 で 、 近 年 、 雇 用 の 非 正 規 化 や 所 得 の 低下 、 晩 婚 化 、 
未婚 率 の 上 昇 な ど が 発生 し て お り 、 こ うし た こと が 、 合 計 特 殊 出 生 率 の 低下 に 
つなが っ て いる と 考え られ て いま す 。 

若い 世代 が 、 岩手 で 生き 生き と 仕事 を し 、 楽し みな が ら 子 育て を する こと が 


で きる た め に は 、 働き に くさ や 結婚 し に くさ 、 子 育て し に くさ の 解消 を 社会 全 
体 で 実現 し て いく こと が 必要 で す 。 
告 は 、 




















































































































先 に 示 し た 長期 ビジ ョ ン に お いて 、 莉 者 の 希望 が 実現 し た 場合 、 出 生 





























率 が 1.8 程度 まで 向上 し 、 そ の 後 、 人 口 置換 水準 で ある 2.07 まで 出生 率 が 向 
上 する と し て お り 、 本 県 に お いて も 、 国 に 呼応 し 出生 率 の 向上 を 目指 し て いく 
こと が 重要 で す 。 

最新 の 社会 生活 基本 調査 "に よる と 、 本 県 の 小学 校 就学 前 の 子供 を 持つ 夫 の 子 








育て 従 3 

























































































時 間 は 全国 で 10 位 、 ま た 、 夫 の 家事 時 間 は 全国 1 位 と な っ て いま す 。 


一 














さら に 、 親子 と その 親 が 共に 暮らす 3 世代 同居 率 が 7 位 と 、 子育て に 関す る 家 











庭 環 境 を 示す 指標 は 、 い ずれ も 全国 で 高い 状況 に あり ます 。 





























こう し た 本 県 の 家庭 環境 や 、 岩手 が 持つ 豊か な 自然 、 安全 ・ 安 心 な 食 な ど 子 



































育て に 適し た 環境 を 更に 伸ばし な が ら 、 就 労 や 出会い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産 、 子 
育て を 支援 し 、 中 長期 的 に 人 口 置換 水準 まで 出生 率 の 向上 を 図っ て いく 必要 が 

































































あり ます 。 
『 岩 手 で 暮らす 』 
(3) 医療 ・ 福 祉 や 文化 、 教育 な ど 豊 か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め 、 地 
域 の 魅力 向上 を 目指 す 
医療 ・ 福 祉 や 公共 交通 な ど 日 常 生 活 の 利便 性 や 、 教育 環境 の 充実 や 多様 な 文 





























化 、 豊か な スポ ー ツ ライ フ の 振興 は 、 地域 で 人 々 が 豊か で 快適 に 生活 する た め 
の 基礎 を 形成 する も の で す 。 
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E 国 で 最も 多い 県 立 病院 等 を は じ め と する プラ イマ リー ケア か ら 高 度 医 療 
まで を 提供 する 地域 医療 の ネッ トワ ー ク を 生か し た 医療 提供 体制 や 、 高 い 
館 普 及 率 な ど 、 全 国 に 勝る 社会 環境 が 整備 され て いま す 。 



















































































また 、 学校 と 家庭 、 地域 が 連携 する 教育 振興 運動 が 実践 され る な ど 、 全 国 に 








誇れる ひと づく り の 基盤 が あり ます 。 こ うし た ひと づく り の 風土 が 、 石川 吹 木 
や 宮沢 賢治 な どの 詩人 ・ 作 家 、 新渡戸 稲造 や 後藤 新平 を は じ め と し た 国際 人 を 









































3 総務 省 





「 社 会 4 





E 活 



































基本 調査 」(2013) 
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輩出 し て きま し た 。 

さら に 、 岩手 は 、 i 鬼 剣 舞 を は じ め と する 民俗 芸能 の き 
庫 で あり 、 高 校 の 文化 活動 等 に より 、 こ うし た 伝統 文化 を 後世 に 伝え る 取組 
盛ん に 行わ れ て いま す 。 
また 、 20183 年 (平成 25 年 ) に は 、 国内 の 研究 者 が 国際 リニア コラ イダ ー (I 
LC) の 建設 候補 地 に 北上 山地 を 選定 し 、 加速 器 関連 産業 へ の 県 内 企業 の 参入 
に 向け た 動き が 活発 化す る な ど 、 岩 手 県 へ の 注目 が 高まっ て いま す 。 

これ か ら も 多く の 県 民 が 、 岩手 で ふる さと へ の 思い に あふ ぶれ 、 心 豊 か に 安心 
し て 暮らし て いく こと が で きる よう 、 地 域 の 魅力 を 最大 限 に 高め て いく 必要 が 
あり ます 。 





















































































































































3 ふる さと 振興 の 10 の 基本 姿勢 












































到 の 総合 戦略 で は 、 人 口 減 少 の 克服 と 地方 創 生 を 確実 に 実現 する た め 、「 自 立 性 」、 
「 将 来 性 」、「 地 域 性 」、「 直 接 性 」、「 結 果 重 視 」 の 5 つの 原則 を 定め 、 関 連 す る 施策 
を 展開 する こと と し て いま す 。 

こう し た 国 の 5 原則 も 踏ま えな が ら 、 本 県 で は 、 次 の と お り 、 の 基本 姿勢 を 
掲げ 、 ふ る さと 振興 の 3 つの 柱 の 実現 に 取り 組み ます 。 

実現 に は 、 まず 、 現状 認識 を 十分 に 踏ま ほえ た 戦略 の 策定 と それ を 着実 ( 
いく 強い 思い が 重要 で す 。 将 来 も 岩手 県 が 活力 ある 地域 で あり 続け る た め に 、 今 、 
ふる さと 振興 の 道筋 を 付け な けれ ば な り ま せん 。 
また 、 本 県 沿岸 地域 は 、 従 来 か ら 社会 減 が 続い て きた こと に 加え 、 東 日 本 大 震 災 
津波 の 発 炎 に より 、 職 や 住居 を 失っ た 多く の 方 が 域外 に 移動 し まし た 。 人 々 が 一 日 
も 早く 帰る こと が で きる ふる さと を 取り 戻す た め 、 復旧 ・ 復 興 と ふる さと 振興 を 両 
輪 で 進め て いく こと が 重要 で す 。 
一 方 、 県 内 陸 部 に お いて も 、 人 口 減少 は 深刻 な 課題 で す 。 各 地 で 取り 組ま れ て い 
る 小さ な 取組 を 更に 磨き 上 げ 、 岩 手 な ら で は の 魅力 を 内 外 に アビ ピール し て いく こと 
が 重要 で す 。 
また 、 こ うし た 視点 に 加え 、 具体 的 に 「 岩 手 へ の 新た な 人 の 流れ を 創出 」 す る 施 
策 や 「 出 生 率 の 向上 を 目指 す 」 施 策 等 を 推進 し て いく 上 で は 、「 ロ ー カ ル 経 済 」* の 
振興 や 地域 資源 を 生か し た 経済 の 振興 、 若者 と 女性 の 活躍 の ほか 、 社会 全体 で 子 育 
て 支援 を する こと や 高齢 者 が より 元気 で 長生 き し 、 あ ら ゆ る 人 々 が 生き 生き と 暮 ら 
す 地 域 づ くり を 進め る 視点 で 取り 組ん で いく こと が 重要 で す 。 
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4 株 式 会 社 経営 共 創 基盤 代表 取締 役 CEO 冨 山 和彦 氏 が 唱え る 、 日 本 の 経済 圏 を 製造 業 、 大 企業 が 中 心 
の グロ ー バ ル 経 済 と サー ビス 産業 、 中 堅 、 tn 
本 の 雇用 ・GDP の 約 7 割 が ロー カル 経済 に 、 地 方 企業 ・ 経 済 を 活性 化 さ せな いか ぎり 、 日 本 の 真 
の 成長 は な いと 主張 する 。 
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その 上 で 、 ふ る さと 振興 は 、 行 政 の 取組 だ け で は な く 、 雇 用 を 担う 民間 事業 者 や 
子育て を 支援 する N PO、 高 度 な 人 材 育成 を 担う 大 学 な ど 地 域 の 多様 な 主体 と の 協 
動 に より 県 民 総 参加 の 取組 を 進め て いく こと が 必要 で す 。 






































(1) 岩手 の 人 口 減少 を 認識 し 、 将 来 へ の 道筋 を つけ る 
仮に 、 短期 的 に 合計 特殊 出生 率 が 人 口 置換 水準 に 到達 し て も 、 今後 し ば らく 
の 間 、 人 口 減少 は 避け られ ませ ん 。 私 た ち は 、 こ うし た 現実 を 認識 し 、 
その 上 で 、 何 と し て も 、 人 口 減少 を 食い 止め る と いう 強い 思い で 、 人 口 減少 対 
策 に 取り 組ん で いく こと が 必要 で す 。 
合計 特殊 出生 率 の 回 復 の 遅れ は 、 将来 の 定常 状態 の 人 口 を 減少 させ ます 。 一 
定 の 仮定 で 推計 し た 場合 、 本 県 で は 、 出生 率 の 回 復 と 社会 減 の 回 復 が 5 年 遅れ 
る ご と に 、 定 常 状態 の 人 口 が 8 万 人 ずつ 減少 する と 見 込ま れ ま す 。 
「 待 っ た な し 」 の 覚悟 で 、 人 日 減少 対策 に 取り 組み 、 将 来 に 道筋 を 付け て い 
く こ と が 重要 で す 。 




































































































































































(2) 被災 者 一 人 ひと り に 寄り 添い 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 を 推進 する 

東日本 大 震 災 津波 の 被災 地 は 、 未だ 復興 の 途上 に あり 、 将 来 、 被災 地 が 活気 
を 取り 戻し 、 海 で な り わ い を 立て 、 海 と 共に 暮らし 続け て いく た め に 、 復 旧 ・ 
復興 を 着実 に 推進 し て いく 必要 が あり ます 。 
一 人 ひと り の 幸福 追求 権 を 保障 し 、 犠牲 者 の 履 卿 へ の 思い を 継承 する と の 原 
則 に 基づき 、 人 間 本 位 の 復興 を 目指 し 、 岩手 ・ 三 陸 の 力強い 創造 を 進め る こと 
が 重要 で あり 、 そ の こと が 被災 地 ひ いて は 岩手 県 の 人 口 減少 対策 に 繋が り ま す 。 









































































































































(3) 復興 する 中 で 得 ら れ た 様々 な つなが り を 生か し 、 新 た な 発想 で 前 進 する 
大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 は 、 ボ ラン ティ ア を は じ め 国 内 外 の 多く の 方 々 
に 支え られ な が ら 、 推 進 し て いま す 。 
その つなが り は 、 復興 の その 先 に ある 岩手 県 を 支え る 重要 な 推進 力 に な り ま 
す 。 震 災 ボラ ンティア が 緑 で 生ま れ た カッ プル や 、 ボ ラン ティ ア で 訪れ た の を 
機 に 岩手 に 定住 を 始め て いる 方 々 が 多く いま す 。 
手 の 底 力 と つなが り の 力 で 、 岩手 に 新た な 発想 と 多様 な 価値 を 生み 、 将来 
手 を 力強く 前 進 さ きせ て いく こと が 重要 で す 。 
















































































(4) 小さ な 地域 の 小さ な 取組 を 推進 する 
ee RES 自治 体 サ ミッ ト 」 
が 開催 され まし た 。 サ ミッ ト 参 加 自 治 体 か ら は 、「 ま た 来 た い 町 」 や 「 都 市 を 
離れ 地方 へ 」 A られ 、 実 際 に 、 高 校 を 活用 し 
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「 ロ ー カ ル 経 済 」 を 振興 する 


(5) 























立 社 会 保障 ・ 人 口 





















































画 的 に 失 
同 条 例 に 
いて 果たす 


興 を 図る こ 























ます 。 






































岩手 県 は 、 企 業 の 99.8% が 
動い て いま す 。 

県 で は 、2015 年 (平成 27 年 )、 
E 進 する こと を 目的 に 岩手 県 中 小 企業 振興 条例 を 制 
より 取組 を 進め て いく に 当たっ て は 、 昌 
訟 識 し 、 持 続 可能 で 活力 ある 「 ロ 

















度 割 の 重要 性 を 謎 
と が 重要 で す 。 








問題 研究 
和賀 町 で は 、 西 わ ら び を 使 


組 な こと が 上 























小 企 





























所 の 将来 推計 で 、 
っ た 6 次 産業 化 の 


業 で あり 、 











県 内 で 最も 人 口 
色 組 が 地域 を 盛り 





山村 留学 や キャ ベツ を 用 いた 地域 お こし な ど 、 地 域 な ら で は の 魅力 を 生か し 
取組 が 各地 で 盛ん に 行わ れ て いま す 。 
天国 
進む と され る 西 
上 げ て いま 
地域 の 魅力 で 大 都市 と 勝負 する 小さ な 
う し た 施策 を 県 内 各地 で 取 


減少 が 





X 組 は 、 ふ る さと 振興 の 柱 で あり 、 そ 
E 要 で す 。 


従業 者 の 88.1% が 中 小 企業 で 


リル 小 企業 振興 に 関す る 施策 を 














定 し まし 











総合 的 か つ 計 
こ o 今後 、 
P 小 企業 が 地域 の 経済 社会 に お 





ー カ ル 経 済 」 の 振 


地域 に 根差し た 価値 を 生か し た 産業 で 地域 経済 を 振興 する 
加工 し 、 鉄道 で 売る 」 と いう 「 な 


(6) 


り わい 」 
この 取組 は 、 岩 手 
言う べき 多様 な 


る 取組 を 推 


「 あ 








まち ゃ ん 」 で は 
RED 

















進 

















、「 ウ ニ を 獲 り 、 弁当 に 


こし 、 地 域 住 








若者 と 女性 の 力 で 岩手 の 将来 を 切り 拓く 


(7 ) 


活力 の ある 地域 に 


2 


や 運営 に 多 
才能 
于 es 


014 年 








、 若 者 と 女性 の 存在 と 

















(平成 26 年 ) 








一 








* 内 外 に アビ ピー ル さ れ ま 





























県 内 で は 
すい わ て 旅 の 会 











く の 若 者 が 関 











「 モ ノ づ く 























SR 
な で し こ iwate」 や 「 邊 飼い 女子 」、 
よる 様々 な 取組 も 広がっ て いま 


」 な ど 、 女性 の 新た な 発想 に 














性 の 力 で 、 岩 手 の 上 魅力 を 切り 拓 い て いく こと が 
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よっ て 、 岩手 の 若 


占 躍 は 欠か せま せん 。 
か ら 開 催さ れ て いる 「 い わ て 若者 文化 祭 」 
わり 、 多く の 参加 者 に 














| 

















要 下 二。 








民 全 員 を 元気 づけ まし た 。 

2 の 岩手 に は 、 地 域 の 宝 
域 資 源 が あり ます 。 
地域 資源 を 発掘 し 、 磨 き 上 げ 、 





付加 価値 を 高め な が ら 、 地 域 の 内 外 と つなが 
し 、 地 域 経済 を 振興 し て いく こと が 重要 で す 。 


「 輝 女 を い 





(8) 社会 全体 で 出会い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産 、 子 育て を 支援 する 

岩手 県 の 人 口 を 将来 的 に 定常 さむ せる た め に は 、 出 生 率 の 向上 が 必要 で す 。 

結婚 や 出産 は 個人 の 決定 に 基づく も の で あり 、 こ れ を 基本 と し つつ 、 社会 全 
体 で 個人 を 支え て いく こと が 必要 で す 。 

2015 年 (平成 27 年) 4 月 か ら 施 行 さ れ た 「 い わ て の 子ども を 健やか に 育む 
条例 」 に 基づい て 、 結 婚 支援 セン ター の 開設 に よる 出会い の 場 の 提供 や や 機運 醸 
成 な ど を は じ め 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産 、 子 育て の ライ フス テー ジ に 応じ 
た 支援 を 行っ て いく こと が 重要 で す 。 







































































(9) 高齢 者 の 元気 が あら ゆる 世代 の 活力 を 引き 出し 、 人 々 が 共に 生き 生き と 暮 ら 
す 地 域 づ くり を 進め る 
人 口 の 単なる 維持 に 止ま ら ず 、 子 ども か ら お 年 寄り まで 、 あ ら ゆ る 世代 、 あ 
ら ゆ る 環境 の 人 々 が 共に 生き 生き と 暮らす 地域 で や る こと が 重要 で す 。 
今後 、 高齢 者 の 増加 が 見 込ま れる 中 、 高齢 者 が より 元気 で 長生 き し 、 そ の 培 
っ た 豊か な 能力 や 経験 を 生か し て 就業 や 社会 活動 に 参加 で きる よう 支援 し て 
いく と と も に 、 医療 や 介護 を 要する 状態 と な っ て も 、 安心 し て 住み 慣れ た 地域 
で 暮らす こと が で きる よ 2 う 必 要 な 支援 が 一 体 的 に 提供 され る 地域 包括 ケア の 
体制 や 仕組 み づ く り が 重要 で す 。 
高齢 者 の 元気 は 、 岩 手 の 大 き な 原 動力 と な り ま す 。 

また 、 様々 な 事情 に より 、 地域 の つなが りか ら 取 り 残 され て いる 方 々 に つい 

も 、 誰 も が 持つ 能力 を 発揮 で き 、 つ な が り 合 う 社 会 を 目指 す ナ ソ ンー シャ ル ・ イ 

ンク ルー ジョ ン " の 考え 方 に より 、 地 域 で 支え て いく こと が 重要 で す 。 


































































































































































































(10) 地域 社会 の あら ゆる 力 を 結集 し 、 県 民 a 
人 口 減 少 を 吉 服 し 、 地 域 振興 を 推進 する た め に は 、 行 政 の み で は な く 、 民 間 
用 
子育て や 福祉 に 関す る 社会 的 支援 や N PO 活動 、 地域 コミ ュ ニ ティ の 維持 ・ 
再生 活動 は 、 こ れ ま で も 岩手 の 底力 と し て 、 岩手 の 地域 振興 を 推進 し て きま し 
1 
人 口 減少 問題 を 県 民 全体 の 問題 と し て 捉え 、 地 域 の 担い 手 で ある 多様 な 主体 
と の 協 働 に より 、 県 民 総 参加 の 取組 を 進め 、 地域 が 主役 と な っ た ふる さと 振興 
を 実現 し て いく こと が 重要 で す 。 




























































































































































































5 地域 や 職場 、 家庭 で の つなが り が 薄れ 、 社 会 的 に 孤立 し 生活 困難 に 陥っ た 人 々 を 、 も う 一 度 社会 の 中 に 
包摂 し よう と する 政策 理念 。 
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4 人 口 の 展望 

人 口 減少 に 歯止め を か け 、 超 長期 的 な 人 口 増 の 可能 性 も 視野 に 入れ 、2040 年 
に 100 万 人 程度 の 人 口 を 確保 し ます 
岩手 県 は 、 戦 前 ・ 戦 後 の 一 時 期 を 除き 、 一 貫 し て 続い て いる 社会 減 と 、1999 


(1) 





年 以降 の 自然 減 が 相まって 、 近 年 毎 有 

















こう し た 傾向 が 、 今 後 も その まま 継続 する と し て 人 

















E 1 万 人 程度 の 人 口 減少 が 続い て いま す 。 
口 推計 を 行っ た の が 日 本 創 








会 議 ( 図 19①) で あり 、 和 社会 増減 は 一 定 程度 収束 する が 社会 減 は な お 継続 





る と し て 推計 を 行っ た の が 、 国 立 社会 保障 ・ 人 














問題 研究 所 ( 図 19②) で す 。 
































































































































( 図 19) 
本 県 の 人 口 の 長期 的 な 見 通し 
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この 2 つの 推 放 



































[は 、 い わ ば 、 何 ら 対策 を 講じ な か っ た 場合 の 人 口 推計 で す が 、 
国立 社会 保障 ・ 人 口 間 題 研究 所 の 推計 に よる と 、 岩手 県 の 人 口 は 2040 年 に 93 万 








8 千 人 に な る と 見 込ま れ 、 更 に その 後 も 減少 を 続け 、2115 年 に は 24 万 人 まで 減 


少 す る と 試算 され て いま す 。 




















一 方 、 出 生 率 が 人 口 置 換水 準 に 回 復 


6 千 人 程 
年 に は 51 























度 に な る と 見 込ま れ ま す が 、 











し た 場合 、2040 年 の 岩手 県 の 人 口 は 98 万 


























本 県 の 社会 減 は 























定 程度 続く た め 、2115 





万 6 千 人 まで 減少 する と 試算 され て いま す 。 ( 図 19③) 
また 、 東 京 圏 の 社会 増減 を 均衡 させ る と の 国 の 総合 戦略 の 目標 が 実現 し た 場合 、 








2040 年 の 岩手 県 の 人 口 は 102 万 人 に な る と 見 込ま れ ま す が 、 依 然 と し て 東京 圏 
以外 の 地域 と の 社会 増減 が 発生 し 続け る た め 、 そ の 後 も 人 口 は 減少 を 続け 、 2115 
年 に は 68 万 4 千 人 まで 減少 する と 試算 され て いま す 。 ( 図 19④) 





これ ら ① て ④ の 試算 は 、 い ずれ の 場合 も 岩手 か ら の 人 
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流出 、 社会 減 が 続く た 





( 














め 、 出 生 率 が 人 口 置換 水準 で ある 2.07 に 達し 得 て も 、 な お 人 口 が 減少 し 続け る 
推計 で す 。 

し た が っ て 、 本 県 で は 、 ふ る さと 振興 を 進め る こと に より 、 出 生 率 の 向上 と 社 
会 減 ゼ ロ を 実現 し 、 超 長期 的 な 人 口 増 の 可能 性 も 視野 に 入れ た 人 口 の 定常 状態 を 
目指 し 、2040 年 に 100 万 人 程度 の 人 口 を 確保 し ます (加 19⑤)。 











2) 出生 率 が 向上 し 、 社会 増減 が 均衡 し た 場合 は 、 さ ら に 次 の よう な 状況 が 期待 で 
きま す 。 
ア 人 口 構造 の 若返り が 期待 で きる 
国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 の 推計 に よる と 、 本 県 の 2040 年 の 人 口 は 、15 
歳 か ら 64 歳 ま で の 生産 年 齢 人 口 が 500% に な っ て お り 、1 人 の 労働 世代 が 1 人 の 
被 扶養 世代 を 支え る 肩車 状態 に な る こと が 見 込ま れ て いま す 。 更に 、 そ の 先 も 生 
産 年 齢 人 口 の 割合 は 減り 続け 、 支 える 、 支え られ る と いう バラ ンス が 崩れ る こと 
も 想定 され ます 。 
一 方 、 出生 率 が 向上 し 、 岩手 県 で 社会 増減 が 均衡 し た 場合 の 生産 年 齢 人 口 の 割 
合 は 、 未 だ 2040 年 時 点 で は 50% に 留まる も の の 、 将 来 的 に は 57% ま で 改善 し 、 
人 口 の 若返り が 期待 で きま す 。 ( 図 20) 
( 図 20) 
































































































































本 県 の 年 齢 区 分 別人 口 の 推移 と 長期 的 な 見 通し 
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イ GDP の プラ ス 成 長 が 期待 で きる 

国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 の 推計 どおり に 本 県 の 人 口 が 推移 する と 、 実質 
GDP は 将来 の 生産 性 上 昇 率 を 各 年 1.5% と 仮定 し て も ほぼ マイ ナス 成長 が 続く 
と 見 込ま れ て いま す 。 
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一 方 、 出生 率 が 向上 し 、 和 社会 増減 が 均衡 し た 場合 、 将来 の 実質 GDP は プラ ス 
成長 が 可能 と な り ま す 。 ( 図 21) 


( 図 21) 実質 GDP 成長 率 の 見 通し 
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ーー 将来 人 口 が 「 社 人 研 準 拠 推計 」 で 推移 し た 場合 ~- 寺 一 持 来 人 口 が 「 国 準拠 社会 増減 ゼロ 」 と な っ た 場合 



































二 この 場合 、 生 産 年 齢 人 口 の 減少 も 一 定 程 度 緩和 で きる こと か ら 、 消 費 に 与 
る 影響 も 、2040 年 に は 、 国 立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 の 推計 に 比べ 、700 億 円 
ほ 前 し 上 げ る こと が 期待 され ます 。 ( 図 22) 













































































































































































( 図 22) 需要 の 縮小 が 消費 に 与え る 影響 
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V 「 人 口 の 展望 」 が 実現 し た 場合 の 


ふる さと 振興 を 進め る こと に より 、 人 


岩手 県 の 姿 


減少 に 歯止め を か け 、 超 長 期 的 な 人 口 増 の 








可能 性 も 視野 に 入れ 、2040 年 に 100 万 人 程度 の 人 口 を 確保 する と の 「 人 口 の 展望 」 




















は 、 そ の 実現 に よっ て 、 将 来 の 岩手 県 ! 
1 岩手 で 、 子 ども か ら お 年 寄り まで 、 
若い 世代 の 希望 や 岩手 で 住み た い 、 
に 応え 、 人 
更に 、 将 来 的 に 人 口 は 安定 期 を 迎え 、 
で きま す 。 














( 図 23) 
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この よう な 人 


構造 は 、 若い 世代 7 
て 、 地 域 に は 子ども 達 の 声 が あふ れ 、 







































こ お い て 、 次 の よう な 姿 が 期待 で きま す 。 


あら ゆる 世代 が 生き 生き と 暮らす 
働き た い 、 帰り た いと 願う 多く の 方 々 の 希望 


口 の 展望 が 実現 する と 、2040 年 に 人 口 は 100 万 人 程度 確保 され ます 。 
待 














図 23 の よう な 人 口 構造 を 迎え る こと が 




















推計 に よる 特 来 の 人 口 構 

















高齢 者 の 割合 が 
高く いび つ 























展望 が 実現 し た 場合 の 人 
E 率 が 向上 し 社会 増減 が 均衡 
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2 あら ゆる 世代 
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岩手 で 働き な が ら 、 安心 し て 子ども を 生み 育 
そう し た 姿 を 経験 と 知識 を 持っ た 高齢 者 が 温 























か く 見 守る 、 と いう あら ゆる 世代 が 4 


E き が い を 持ち 、 豊か に 暮らす 岩手 で ある 。 生 











き が い を 持つ 高齢 者 は 、 健康 や 長生 き を 支援 する た め の 施 策 と 相まって 、 よ り 元 気 

















に 老後 を 過ごす よう に な り 、 岩 手 県 の 人 
と が で き 、 持 続 可能 な 岩手 の 実現 が 期待 され ま 

















日 は 更に 高い 水準 に な る こと も 思い 描く こ 
す 。 
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2 県 外 と つなが り 、 新 し い 発想 に 岩手 が あふ れる 


3 























岩手 県 は 、 
を 継承 する こ 
その 過程 で は 、 
な が り が 生 











人 人 ひと り の 幸福 追求 権 を 保障 する こと 」、 


[物性 























くく < yy 






































東日本 大 震 : 





と 」 を 原則 に 、 


火 宇 






































末日 


ァ ン に な り 、 岩手 へ の 定住 


E を 決め た 方 も い 











岩手 を 訪れ 、 岩手 を 第 2 の 故郷 と 考え て くれ る 若者 が 大 勢い ま 
十 力 を 与え 、 岩 手 の 大 き な 財 産 と な っ て お り 、 復興 





手 に 沼 











り は 、 埋 





い 存 在 と な っ て いま す 。 

















東日本 大 岩 
生ま れ た こと は 
な 光明 で す 。 








災 津 波 は 、 我々 に 大 き な 了 困 


復興 を 進 


1EE 


























は 、 




















2040 年 の 岩 ヨ 





震 伙 災 前 以上 の 
が り 」 は 県 




















内 各地 





県 は 、 復 興 を 確実 に 成し遂げ 


波 か ら の 復旧 
地元 の 底力 が 発揮 され る と と も に 
まれ て いま す 。 
本 大 震 災 津波 を きっ か け に 、 周 手 に 訪れ た 
= 





、 国 内 外 の さ 











難 を も た らし まし た が 、 
め 、 そ の 先 に ある 「 希 望郷 いわ て 」 の 実現 














NSR 














され ます 。 








まま その 時 、 











地方 が 主役 に な る 日 本 の 姿 が 岩手 で 実現 する 


人 日 





に 本 社 機能 
動き が 見 られ 
子育て を す 
可能 























地方 で 働き 、 地方 で 子 




















岩手 で 実現 す 


新しい 発想 と 多様 な 価値 に あふ れる 本 県 に お いて 、 若 い 
い 、 イノ ベー ショ ン が 創出 され 、 沼 











の 人 々 が 集 
より 、 本 県 が 








の 「 東 京 
企業 や 大 学 、 


























極 集 中 」 の 問題 は 
政府 機関 の 地方 移転 を 1 


























中 進 

















一 部 移転 する な ど 、 日 
の より に か の で きま も た 。 
る 若い 世代 に と っ て 、 仕 事 




















育て する こと を 望み よ 
る こと が 期待 され ます 。 











日 本 を けん 引 し て いく 姿 も 思い 
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H の 「 東 京 一 


本 に お いて も 、 首都 


を 往診 
性 が 高い も の で あり 、 今後 、 企 業 や 政府 機関 の 移転 が 進め ば 








極 集 
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うに な る 























十 力 ある 地域 社 
上 曲 く こと が で き 3 


























ボラ ンティア の 
それ 以上 に 





ま ざ 








沿岸 被災 地 を 含む 全 
震 災 で 生ま れ た 「 つ な 
こ 根 を 張り 、 内 外 の 新た な 発想 と 力 で 岩手 県 の 更 な る 発展 が 期待 





て の 両立 は 地方 に お いて こそ 実現 
、 若 い 世 代 
「 地 方 が 主役 に な る 社会 」 


の 故郷 へ の 
・ 復 興 に 信 進 し て お り 、 
まな 方 々 と の つ 














得 Vv、 








に は 、 
毎 
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に お い 


手 の フ 





EU 
岩 
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まめ に 
し た つなが 
で て 欠か せな 








新た な つなが り が 




















こ 向 か う 大 き 


て の 地域 が 、 











!」 の 問題 と も 言え ます 。 
する 施策 が 掲げ られ る 中 、 
か ら 地 方 へ の 企業 移転 の 


YKK が 富山 














の 
ほど 、 
が 





世代 を は じ め と する 多く 


会 が 形成 され る こと に 


ます 。 


く 超 長期 の 人 口 展望 > 

本 人 口 ビ ジョ ン に お いて は 、2040 年 を 目途 と し た 人 口 の 展望 を 示し つつ 、2115 年 
まで の 超 長 期 の 人 口 に つい て も 展望 し ま し た 。 
その 展望 は 、 国 の 総合 戦略 に 沿う 形 で 人 々 の 希望 が 実現 し 、 出 生 率 が 2040 年 に 2.07 
に 向上 し 、 ま た 県 外 転 出入 に つい て 2020 年 に 均衡 (社会 増減 が 均衡 ) する 場合 、 岩 
手 県 の 人 口 は 2040 年 に 100 万 人 程度 確保 され る と いう も の で あり 、 超 長期 的 に は 80 
万 人 程度 で 定常 状態 を 迎え る と いう も の で す 。 

日 本 に は 、 例 は 多く あり ませ ん が 、 既 に 定常 状態 を 迎え て いる 自治 体 が あり ます 。 
長野 県 下條 村 は 、 独 自 の 住宅 施策 や 子育て 支援 策 を 実施 する こと に より 、 出 生 率 1.92 
(H25) を 実現 し て いま す 。2010 年 に は 、 老 年 人 口 が 減少 を 始め 、 生 産 年 齢 人 口 が 
増加 する な ど 、 人 口 は 定常 状態 を 迎え て いま す 。 ( 図 24) 

図 24) 












































長野 県 下條 村 の 人 口 推 移 
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定常 状態 は 、 自治 体 ひい て は 日 本 が 永続 的 な 社会 を 形成 し て いく 上 で 、 最低 
すべ き 水 準 で す 。 








へ 合計 特殊 出生 率 は 地方 ほど 高い て 

本 ビジ ョ ン に お いて は 、 国 の 長期 ビジ ョ ン を 勘案 し 、 出生 率 が 2040 年 に 2.07 まで 
向上 する こと を 前 提 と し て いま す 。 

一 方 、 出 生 率 は 、 首 都 園 に 比べ 地方 が 高い こと が 一 般 的 で あり 、 岩 手 県 に お いて も 、 
これ まで 概ね 全国 平均 を 上 回 る 状況 が 続い て きま し た 。 過去 に 全国 平均 出生 率 が 2 程 
度 で あっ た 時 の 岩手 県 の 出生 率 は 2. 3 程度 で あり 、 全 国 平均 の 出生 率 が 2.07 で あれ 
ば 、 岩 手 県 に お いて は 、 よ り 高 い 出生 率 に な っ て いる こと は 十分 考え られ る こと で す 。 

この 考え 方 に 基づき 、 推 計 を 行っ た の が 、 次 に 示す 図 25 で す 。 






























































( 図 25) 
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準拠 + 社会 増減 ゼ 


























1,200,000 | 出生 率 2.3+ 社会 増減 ゼ 























・A 推 計 は 、2060 年 か ら 2080 年 に か け て 出生 率 が 2.3 ま で 上 昇 す る と 仮定 し た 場合 の 推計 。 な お 、 出 生 率 2.3 
は 、 全 国 平均 の 出生 率 が 2.0 程 度 で あっ た 1960 年 当時 の 本 県 の 出生 率 で ある 。 


S Q 
ざ , ぐ 
Vv V7 























本 県 の 出生 率 が 2014 年 に 1.44 で ある 現状 に お いて 、2040 年 に 2.07 の 出生 率 は 現 
時 点 で 高い 水準 で ある こと か ら 、2060 年 まで は この 水準 を 保ち 、 そ の 後 、2060 年 以 
降 に 出生 率 が 更に 向上 し 、2080 年 に か け て 2.3 まで 向上 する と 仮定 し た 場合 の 人 口 
推計 が 図 25 に 示す A 推計 で す 。 こ の 場合 、 人 口 は 2095 年 を 目途 に 上 昇 局面 を 迎え ま 
す 




























































































国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 が 2010 年 に 行っ た 調査 ? に よる と 、 夫 婦 の 理想 子 ど 
も 数 は 2.42 と 、 依 然 と し て 高い と の 調査 結果 が 示さ れ て いま す 。EU の 世論 調査 機 
関 が 行っ た 調査 に よる と 、 ド イツ や オー スト リア に お いて は 、 若年 女性 の 理想 子ども 
数 が 人 口 置換 水準 を 下回っ た と 報告 され て いま す ( ド イツ :1.74、 オ ー ス トリ ア 1.72) 
が 、 日 本 に お いて は 、 理 想 子 ども 数 が 人 口 置換 水準 を 上 回 っ て いる 状況 が 続い て お 


























































































































り 、 出 生 率 向上 の 望み は 十分 に あり ます 。 





ぐ て 理想 卿 > 
1 世紀 と いう 長い 期間 を 想定 し た 超 長 期 的 な 将来 を 見 通す 場合 に あっ て は 、 日 本 や 
岩手 県 に お いて 、 社 会 経済 状況 や 県 民意 識 が 大 きく 転換 する こと も 十分 想定 され ます 。 
どの 家庭 に も 子ども が 3 人 いて 、 子 育て を 楽し みな が ら 生 活 す る こと が 当たり 前 に 
な っ て いる と いう 社会 が 実現 し た 場合 の 推計 が 次 に 示す 図 26 で す 。 


























































































































6 国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研 究 所 「 出 生 区 本 調査 」 (2010) 
7 河野 向 果 「 人 口 学 へ の 招待 」( 中 公 新書 












































ーー 国 準拠 + 社会 増減 ゼ 
一 血 一 A 出生 率 2.3+ 社会 増減 ゼ 
… ま …B 出生 率 3.0( 長 期 的 に ) + 社会 増減 ゼ 
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・A 推 計 は 、2060 年 か ら 2080 年 に か け て 出生 率 が 2.3 ま で 上 昇 す る と 仮定 し た 場合 の 推計 。 な お 、 出 生 率 2.3 
は 、 全 国 平均 の 出生 率 が 2.0 程 度 で あっ た 1960 年 当時 の 本 県 の 出生 率 で ある 。 


・B 推 計 は 、 ど の 家庭 に も 子ども が 3 人 いる の が 当たり 前 に な る 社会 が 実現 し て いる と 仮定 し た 場合 の 推計 で 
あり 、2060 年 以降 、2100 年 に か け て 出生 率 が 3.0 ま で 上 昇 す る と し て 行っ た も の 。 
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日 生 率 3. 0 の 社会 は 、 将来 に お ける 社会 経済 状況 の 革命 的 変化 を 前 所 と し た 、 い わ 
ば 理想 卿 と で も 呼ぶ も の で す 。 

一 方 、 子 ども が 2 人 いる 夫婦 で あっ て も 、25^29 歳 の 妻 で は 47. 5%、30~34 歳 の 
妻 で は 28. 3% が 、 更 な る 出産 希望 を 持っ て いる と の 調査 デー タ * も あり ます 。 

また 、 例 えば 「 サ ザ エ さん 」 に 見 られ る 3 人 上 兄弟 で 、3 世代 が 同居 する 家庭 、 そ し 
て その 周り の 人 々 が 織り な す 日 常 生活 は 、 日 本 人 に 馴染 み の 深い 家族 像 で す 。 

今 は 、 な か な か 想像 が 難し い 将 来 展望 で す が 、 仮 に 、2100 年 頃 に 出生 率 3.0 が 実 
現す る と 仮定 する と 、 岩 手 県 の 人 口 は 2085 年 頃 に 上 昇 局面 を 迎え ます 。 












































































































































仁 会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 ) 「30 代 後半 を 含め た 近年 の 出産 ・ 結 婚 意向 」(2013) 
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岩手 県 人 口 ビ ジョ ン は 、 人 々 の 生 














「 東 京 一 極 集 
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自然 減 に 関し て は 、 生き 生き と 仕事 を し 、 楽し みな が ら 子 
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今 、 岩手 に 人 


RE E む 県 
と に より 、 人 口 減少 に 









































2 

















日 
げ 
え 
いい 


ま 
て 


転出 ・ 転 入 を 均衡 させ る こと で あり 、 国 


マラ 
守 


ジ と 


会 で あり 、 岩 手 


や E 


き 


し 、 


域 
取 











指し て 、 





超 長 期 の 人 口 展望 


一 方 、 本 ビジ ョ ン で は 、 超 長期 的 に 出生 率 の 更 な る 向上 が 実現 
こつ いて も 指 
仮定 し た 出生 率 3. 0 と いう 数 字 は 、 今 の と ころ 、 夢 物語 か も し れ ま せん が 、 
査 に よる と 、 理想 子ども 数 は 未だ に 
に は 軒 : 


加 す る 可能 性 





た 国立 社会 保障 ・ 人 
て お り 、 更 に 同一 
ます 。 

















ドイ ツン や オー スト リア の よう に 
「 低 出生 率 文化 」 が 醸成 され 、 出 生 率 の 回 復 は 
日 生 率 回 復 の 大 き な 希 望 が 残っ て いま す 。 
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医療 ・ 福 祉 や 文化 、 教 育 な どの 充実 を 更に 図 


民 一 人 ひと り が こう し た 観点 


E 計 を 行い ま 





日 問題 研究 
間 査 を 遡っ て いく と 、2002 年 以前 


に は まだ 日 


指す こと が 重要 で す 。 
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県 の 総力 を 尽く し て いき ます 。 
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き に くさ を 生き や すさ に 転換 し 、 ま た 、 攻 


!」 の 古 正 に 呼応 し た 岩 


ド を 持っ て 働け る 付 


り 、 地 域 の 魅力 向上 を 目 # 


立っ て 、 そ れ ぞ れ の 分 野 で 
こ 100 万 人 程度 が 維持 


理想 了 ど も 数 まで も が 人 口 
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長期 的 に は 、 





の 向上 を 











超 長 期 的 な 展望 は 、 更 
然 
な い 国 民 マ イン ド 、 県 
に な る も の と 考え ます 。 
今回 描い た 人 
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全体 が 活力 に 
に その 先 、 
肖 減 に = 関し て は 、 相応 の 分 析 を 行い 、 


口 の 展望 が 2040 
県 民 総 参加 で 人 口 減少 に 立ち 向かう こと が 重要 で す 。 本 ビジ ョ ン に 基づい て 、 
求 な 主体 が 人 日 ( 
ん で いく こと が 求め られ ます 。 





本 県 の 政策 的 な 目標 は 、 岩 手 の 活力 を 1 





多 下 并 世故 和 

















が 掲げ 
手 へ の 新しい 人 の 流れ を 生み 出す ふる さと 振 
止め を か け て いく も の で す 。 











育て を する 環境 を 更に 1 
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満ち た 社会 で す 。 
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こ 関 する 認識 を 共 





を 挙げ た 結婚 支援 や 子育て 支援 
図る こと で す 。 そ れ は 、 岩手 県 が 目指 し て きた 、 
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上 会 減 を 抑制 し 、 
に より 、 出生 
若者 と 女性 の 活躍 する 








22 世紀 の 理想 と し て 描い た も の で す 。 社会 増減 
原因 を 探り まし た が 、 
民 マ イン ド も 将来 的 な 人 口 展望 を 考え る 上 で は 、 大 き な 要 素 


は 数 値 化 で 











会 の あら ゆる 力 を 結 














連携 し て ふる さ と 振興 に 
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手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 の 概要 
HU 人口》 


「 岩 手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 」…・ 岩 手 県 人 口 ビジ ョ ン を 踏ま そえ 、 ふる さと を 振興 し 減少 に 立ち 向かう た め の 基 本 目標 を 定め る と と も に 、 今後 5 年 間 の 主 な 取組 方 向 や 具体 的 な 施策 、 数値 目 標 等 を 示す も の で す 。 









































総合 戦略 (平成 27 年 度 一 平成 1 年 度 の 5 か 年 ) 


画 3 つの 施策 推進 目標 画 総合 戦略 の 展開 (10 の プロ ジェ クト ) 图 主 な 重要 業績 評価 指標 (KPI) ※2) 
2040 年 及び その 先 の 将来 人 口 を 展望 














本 = = 高座 者 の 県 内 就職 率 :67.096 [H26 63.496] 
ここ ここ グル ー プ 創業 支援 及び 若者 創業 活動 支援 に よ 


る 支援 件 数 (累計 ) :75 件 

・ も の づく り ・ 食 産業 等 の 振興 に よる 雇用 の 創出 3 正 必 人 数 ) ; 

Rs 観光 宿泊 者 数 (延べ 人 数 ) :261.0 万 人 泊 
農 






(1) や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら 
- れる 仕事 を 創出 し 、 岩 手 へ の 新た な 人 の 
| ふる さと 振興 の 展開 流れ の 創出 を 目指 す 施策 

































































[H26 249.8 万 人 泊 ] 



















































































































































ッ < 
ス 人選 洲 少 を 引き 起こす 、 あら め る EE REE 林 水 産業 振興 プロ ジェ クト 新規 就農 者 数 :260 人 (毎年 度 ) [H26 246 人 ] 
7 学 き に くさ / を / 学 き や ず さ / た に 間 葵 EPS SE . 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 の 形成 、6 次 産業 化 の 推進 展 業 産出 額 :2.440 億 円 【H26 2,433 億 円 
医 大 へ の 人 の 小刀 を 生 A - ・ 地域 を けん 引 す る 経営 体 の 育成 新規 各 業者 の 育成 。 農林 水産 物 の 輸出 額 :29 億 円 [H26 19 億 円 
A ん の <| ゼロ じ 
ーー トニ ュー ニー I ふる さと 移住 ・ 定 住 促進 プロ ジェ クト 県 外 か ら の 移住 ・ 定 住 者 数 : 1.350 人 
し ふる さと 振興 の 3 つの 柱 画 人 口 の 社会 増減 (年 間 ) の 内 9 な 性 信 体 抽 の 和信 。 秒 仁 情報 の 売 信 強 化 等 [H26 1,107 人 ] 
※ “EA J 于 2E 届 和 侈 导入 六 呈 軸 1P 寺 ミ 火 ・ 
① や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れ A sade de se i ・ 相 談 窓口 体制 の 強化 ・ 移 住 ・ 交 流体 験 の 推進 移住 相談 件 数 :540 件 
る 仕事 を 創出 し 、 岩 手 へ の 新た な 人 の 流 


れ の 創出 を 目指 し ます 。 











A 結婚 、 妊 娠 ・ 出 産ま る ご と 結婚 サポ ー ト セン ター の 会 員 成 婚 数 :50 組 


支援 プロ ジェ クト 不妊 治療 に 係る 治療 費 の 延べ 助成 件 数 ( 男 
・ 子 育て し な が ら 働き や すい 労働 環境 の 整備 性 不妊 治療 含む ) : 697 件 [H26 632 件 ] 
・ 出 会 い ・ 結 婚 支 援 の 強化 
・ 妊 娠 ・ 出 産 に 対す る 支援 


放課後 児童 クラ ブ の 設置 数 (累計 ) :331 箇 所 
子育て 支援 プロ ジェ クト [H26 306 箇 所 〕 


② 社 会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出 生 率 の (2) 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出 生 率 
向上 を 目指 し ます 。 の 向上 を 目指 す 施 策 
































③ 医 療 ・ 福 祉 や 文化 、 教育 な ど 豊 か な ふ < 施策 推進 目標 > 
a 結婚 や 出産 は 個人 の 決定 に 基づく も の 
で ある こと を 基本 と し つつ 、 若い 世代 の 就 



























に ニア コー rw 保育 を 必要 と する 子ども に 係る 利用 定員 : 
労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産 、 子 育て の NC 31,477 人 [H26 26,425 人 ] 

ー ト に ラ 3 电工 、 
願い に 応え 、 出 生 率 の 向上 を 目指 し ま 3 ・ 子 ども に 対す る 医療 の 充実 と 子育て 家庭 へ の 支援 








人 口 の 展望 が 実現 し た 場合 の 岩手 県 の 姿 


| 人 口 の 展望 


人 万 涛 少 /- 萝 从 的 入 办 /人 族長 称 
な 人 ワ 誰 の 尺 須 彦 る 厚 影 に 、 
2040 年 /2100 万 人 敌 庆 0D 人口 站 了 骨 
放し ぎす 。 


画 合 計 特殊 出生 率 
1.44(H26) > 1.45 以 上 (H31) 


災害 公営 住宅 整備 率 :100%(H30)[H26 25.8%] 
x、 SL os 元気 な コミ ュ ニ ティ 特選 団体 数 (累計 ) :162 団 
魅力 ある ふる さと づく り プ ロジ ェクト 体 [H26 137 団 体 ] 
・ 被災 し た 治 岸 地域 の に ぎわ い の あ る まち づく り の 推進 、 三 セク 鉄道 ・ バ ス の 一 人 あたり 年 間 利用 回 数 
・ 地 域 づ くり の 担い 手 の 育 成 ・ 新 た な 担い 手 の 確 保 19.5 回 [H26 18.3 回 〕 
・ 公 共 交 通 の 利用 促進 ・ 水 と 緑 を 守る 取組 の 推進 


明夫 gy :> 美术 馆 入 馆 者 数 :70,000 人 [H26 44,958 人 ] 
"处 一 * 时 口 、 を に 0 。 2 
文化 芸術 ・ ス ポー ツ 振 興 プ ロジ ェクト 東京 2020 オ リッ ピッ ク - バ ラリ ン ヒ ッ 2 競技 大 会 事前 合 
・ 文 化 芸術 活動 の 活発 化 と 支援 体制 の 構築 宿 等 の 誘致 決定 数 ( 果 計 ) : 4 
・ ス ポー ツ の 振興 に よる 地域 活性 化 の 促進 mn 
























































































































(3) 医療 ・ 福 祉 や 文化 、 教 育 な ど 豊 か な 
ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め 、 地 
域 の 魅力 向上 を 目指 す 施策 


















































































特定 健康 診査 受診 率 : 70.096[H25 46.296] 
・ 人 材 の 確保 ・ 定 着 ・ 育 成 ・ 地 域 包 括 ケ アシ ステ ム の 構築 。 自殺 死亡 率 ( 人 口 10 万 人 当たり ) :23.2 
・ が ん 対策 ・ 脳 卒 中 予防 ・ 自 殺 対 策 [H26 26.6] 


A 日 3 し ブ ロジ に ノ ト PP = に ks h 
※1 国 の 総合 戦略 に お いて 、 東京 圏 の 転出 入 者 均衡 に ※2 重要 業績 評価 指標 (KPI:Key Performance Indicator) 


・「 い わ て の 復興 教育 」 の 推進 ・ 地 域 を 担 2「 ひ と 」 [H26 45.0%%] 
関す る 目標 年 次 が 2020 年 (H32) で あり 、 国 の 取組 と 呼 の 略 。 政策 ご と の 達成 すべ き 成 果 目 標 。 の 確保 ・ 養 成 ・ 生 涯 を 通じ た 学び の 環境 づく り 
応 し な が ら 取 り 組 ん で いき ます 。 


画 国 民 所 得 に 対す る 県 民 所 得 水準 の か い 離 縮小 
93.3(H25 速 報 値 ) > 93.4 以 上 (H31) 
※ 一 人 当たり 所 得 水 準 ( 国 三 100) 


〇 地方 が 主役 に な る 日 本 の 姿 が 
岩手 で 実現 する 。 
































Se いわ て 若者 交流 ポー タル サイ ト 登 録 団体 数 ( 累 
〇 岩手 で 、 子 ども か ら お 年 寄り ま 上 < 施策 推進 目標 > I 若者 ・ 女 性 の 活躍 支援 プロ ジェ クト 計 ) :70 団 体 H26 18 团 体 ] 
で 、 あ ら ゆ る 世代 が 生き 生き と 暮 岩手 に 住み た い 、 働 きた い 、 帰 り た いと I ・ 若 者 間 の ネッ トワ ー ク 構築 の 促進 
ら す 。 1 ・ 地域 に お ける 男女 共同 参画 の 推進 人 
〇 県 外 と つなが り 、 新 し い 発想 に 岩手 を つ PR H30) 〔H26 124.6 
岩手 が あふ れる 。 ! 保健 ・ 医 療 ・ 福 祉 充実 プロ ジェ クト 
| | 
| | 




















画 県 民 総 参加 の 取組 


商工 業 ・ 観 光 産業 振興 、 仕 事 創 出 プ ロジ ェクト 


県 以外 (企業 ・ 事 業者 等 ) 

の 主体 ・ 新 事業 及び 経営 革新 へ の 取組 、 販 路 の 開拓 
・ 海 外 市 場 進出 、 買 易 ノウ ハウ の 習得 、 実 貴 

(産業 支援 機関 等 ) 

・ 中 小 企業 の 経営 力 向 上 に 向け た 取組 支援 

・ 買 易 相 談 へ の 対応 、 貿易 情報 の 提 


県 ・ 中 小 企業 の 経営 革新 計画 策定 へ の 支援 
・ 創 業 セ ミナ ー の 開催 や 事業 計画 の 策定 支援 
・ 物 産 展 、 商 談 会 開催 な ど 販 路 開 拓 に 係る 事業 の 企 
画 ・ 実 施 









































農林 水産 業 振興 プロ ジェ クト 


県 以外 (企業 ・ 団 体 ・ 生 産 者 ) 

の 主体 ・6 次 産業 化 の 実践 ・ 連 携 ・ 協 力 、 交流 ・ 商 談 会 等 へ の 
参加 
・ 安 全 ・ 安 心 ・ 高 品質 な 農林 水産 物 の 生産 
・ 農 林 水 産業 の 経営 体 の 育成 、 新 規 就業 者 の 受入 れ 


県 ・6 次 産業 化 の 実践 サポ ー ト 、 取組 拡大 の 支援 、 交 流 ・ 
商談 機会 の 提供 及び 拡充 
・ 農 林 水 産業 の 担い 手 確保 
・ 農 林 水 産業 の 生産 性 、 収 益 性 の 向上 に 向け た 技術 
開発 と 普及 


ふる さと 移住 ・ 定 住 促 進 プ ロジ ェクト 


県 以外 (企業 ・NPO・ 県 民 等 ) 

の 主体 移住 者 受入 環境 の 整備 
・ 就 職 面接 会 等 U り イタ ー ン 就職 希望 者 と 企業 の マッ チ 
ング 機会 の 提供 
・ 移 住 者 の サポ ー ト 


・ 移 住 推進 体制 及び 首都 圏 等 で の 相談 窓 
・ 全 県 的 な 情報 発信 

・ 市 町 村 の 取組 支援 

* 中 小 企業 へ の 県 外 の 業務 経験 豊富 な 中 核 人 材 の お 
試し 就業 の 受入 れ 





















































の 整備 














画 国 を 挙げ て 取り 組む べき こと 


〇 社会 減 対策 と し て 、 地 方 重視 の 経済 財政 政策 を 実施 する こと や 、 自 然 減 対策 と し て 、 高 水準 の 社会 保障 制度 、 出 産 


就労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産ま る ご と 支援 プロ ジェ クト 
県 以外 
の 主体 


(医療 機関 ) 

・ 周 産 期 医療 機関 等 と の 機能 分 担 と 連携 の 推進 
(企業 ・ 団 体 ) 

・「“ い きい き 岩 手 ” 結 婚 サ ポー ト セ ンタ ー」 の 設置 運営 
・ 県 及び 市 町 村 が 実施 する 施策 へ の 協力 

(県 民 ・NPO 等 ) 

・ 県 及び 市 町 村 が 実施 する 施策 へ の 積極 的 な 参加 
(学校 ) 

・ 健 や か な 妊娠 ・ 出 産 の た め の 正 し い 知 識 の 普及 啓発 


・「“ い きい き 岩 手 ” 結 婚 サ ポー ト セ ンタ ー」 の 運営 支援 
・ 若 者 の 出会い ・ 結 婚 に 関す る 広域 的 な 施策 の 実施 
・ 周 産 期 医 療 の 確保 

・ 市 町 村 が 実施 する 妊産婦 支援 に 関す る 施策 の 調整 
・ 不 妊 に 悩む 夫婦 へ の 総合 的 な 支援 の 充実 























子育て 支援 プロ ジェ クト 


県 以外 
の 主体 


子育て サー ビス 体制 を つく る こと な ど 、 地 方 を 重視 し た 施策 を 実施 する こと が 必要 で す 。 


く 社 会 減 対策 ( 主 な も の ) > 
・ 地 方 重視 の 経済 財政 政策 の 実施 











ぐ 自 然 減 対 策 ( 主 な も の ) > 
・ 結婚 支援 対策 の 充実 ・ 強 化 















































・ 地方 へ の 移住 ・ 定 住 の 促進 


























・ 高等 教育 機関 の 地方 分 散 、 支 援 の 充実 
・ 雇用 環境 の 改善 












































・ 地方 単独 医療 費 助 成 事業 の 現物 給付 化 に よる 国庫 負 
担 金 の 減額 調整 の 廃止 
・ 子育て し や すい 労働 環境 の 整備 


〇 国 に よる 政府 関係 機関 の 地方 移転 に つい て 、 岩手 県 で は 次 の と お り 、 提 案 を 行っ て いま す 。 











① 防災 科学 技術 研究 所 (災害 リス ク 研 究 ユ ニッ ト ) :提案 地 区 大 船渡 市 ・ 陸 前 高田 市 

















② 森林 技術 総合 研修 所 : 提 案 地 区 北上 市 ・ 久 慈 市 ③ 国立 文 




















④ 森林 研究 所 の うち 漆 研 究 部 門 : 提 案 地区 二戸 市 ⑤ 水産 総合 研究 セン ター 養殖 部 門 : 提 案 地区 山田 町 




















上 財 機構 : 提 案 地 


(子ども ・ 子 育て 支援 機関 等 ) 

・ 専 門 的 な 知識 ・ 経 験 を 生か し た 子育て 支援 の 実施 
(企業 ・ 団 体 ) 

仕事 と 子育て が 両立 で きる 職場 環境 の 整備 

・ 県 及び 市 町 村 が 実施 する 子育て 支援 に 関す る 施策 へ 
の 協力 

(県 民 ・NPO 等 ) 

・ 地 域 力 を 活か し た 子育て 支援 活動 の 実施 

・ 児 童 の 健全 育成 活動 の 実施 











1 用 県 0 有人 際 (001 00. (2 
事業 支援 計画 の 適切 な 進行 管理 

・ 教 育 ・ 保 育 の 確保 対策 等 に 関す る 技術 的 助言 の 実施 
保育 従事 者 等 の 確保 に 向け た 取組 の 実施 

子育て に 関す る 施設 整備 や 運営 に 対す る 支援 























・ 子 育て に や さ し い 職場 環境 づく り に 向け た 総合 的 な 施 
策 の 展開 

・ ワ ー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス ( 仕 事 と 生活 の 調和 ) に 関す る 
総合 的 な 施策 の 実施 























魅力 ある ふる さと づく り プ ロジ ェクト 

県 以外 (企業 ・ 団 体 ・ 県 民 等 ) 

の 主体 都市 計画 や 復興 まち づく < り 計画 へ の 住民 参加 
・ 地 域 コミ ュ ニテ ィ 活 動 へ の 参画 

県 。 ・ 被 災 者 の 住宅 再建 等 へ の 支援 
・ 地 域 コミ ュ ニ ティ 活動 を 担う 人 材 の 育成 


文化 芸術 ・ ス ポー ツ 振 興 プ ロジ ェクト 

県 以外 (企業 ・ 団 体 ・ 県 民 等 ) 

の 主体 ・ 文 化 芸術 活動 ・ 伝 承 、 文化 芸術 活動 へ の 支援 
・ 地 域 ス ポー ツ 活 動 へ の 積極 的 な 参加 
文化 芸術 振興 施策 の 総合 的 策定 ・ 実 ヵ 
・ ラ グ ビ ー ワ ー ル ドカ ッ プ 2019 の 開催 準 1 


若者 ・ 女 性 の 活躍 支援 プロ ジェ クト 


県 以外 (若者 団体 ・ 企 業 ・NPO 等 ) 
の 主体 ・ 取 組 を 行 お うと する 若者 へ の サポ ー ト 
・ ソ ワーク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス を 推進 する た め の 就 労 環境 整備 


・ 若 者 団体 自ら が 実施 する 事業 の 支援 
・ 審 議会 等 政策 決定 過程 へ の 女性 の 参画 促進 
保健 ・ 医 療 ・ 福 祉 充実 プロ ジェ クト 


県 以外 (団体 ・ 企 業 ・ 県 民 ・NPO 等 ) 
の 主体 ・ 地 域 医療 を 支え る 県 民 運 動 の 取組 
・「 い わ て 減 塩 ・ 適 塩 の 日 」 に 伴う 減 塩 等 の 取組 


・ 医 師 を は じ め と し た 医療 従事 者 の 養成 ・ 確 保 等 
・ 地 域 包括 ケア の 構築 に 取り 組む 市 町 村 へ の 支援 
・ 脳 卒 中 死亡 率 全 国 ワ ウー ス ト 1 脱却 へ の 取組 実施 


ふる さと の 未来 を 担う 人 人 づくり プロ ジェ クト 


県 以外 (学校 ・ 家 庭 ・ 地 域 等 ) 
の 主体 ・「 い わ て の 復興 教育 」 の 推進 
* 国 際 理 解 教育 の 推進 ・ 学 校 教育 へ の 参画 ・ 協 働 


県 経済 的 理由 で 修学 困難 な 高校 生 等 へ の 支援 



















































































图 総合 戦略 の 推進 と 市 町 村 と の 協 働 








その 着実 な 推進 を 図り ます 。 


いく 必要 が あり ます 。 


区 一 関 市 








メ 

















〇 「 地 域 経営 」 の 考え 方 で 本 戦略 に 定め た 取組 を 着実 に 推進 する と と も に 、 効果 を 検証 し 、 見 直し を 行っ て いく 
た め 、PDCA サ イク ル を 構築 し ます 。 


〇 戦略 の 進捗 管理 に 当たっ て は 、 マ ネジ メン ト サ イ クル を 確実 に 機能 させ る こと に よっ て 、 戦 略 の 実効 性 を 高め 、 
〇 本 県 内 で は 、 全 て の 市 町 村 が 平成 27 年 度 中 に 地方 版 総合 戦略 を 策定 する 予定 で す 。 ふる さと 振興 は 、 地 域 
づく り を 担う 市 町 村 と の 連携 が 不可 欠 で あり 、 県 は 市 町 村 総 合戦 略 の 取組 と 一 体 と な っ て 、 対 策 に 取り 組ん で 


引き 続き 、 県 ・ 市 町 村人 口 問題 連絡 会 議 等 を 通じ 、 幅 広く 意見 交換 を 行っ て いく と と も に 、 市町村 と の 連携 を 
十分 に 密 な も の と し 、 県 ・ 市 町 村 の 総合 戦略 で 掲げ る 施策 が 効果 的 に 発揮 され る よう 進め て いき ます 。 








右手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 


> 岩手 県 まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合戦 略 ~ 


平成 27 年 10 月 
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IT ふる さと 振興 の 3 つの 基本 目標 (施策 推進 目標 ) ・…… ド ドド ーー 3 
J 失 合 并 有 罗 展 国 Do 19 
TV 総合 戦略 の 推進 と 市 町 村 と の 協 働 111 














岩手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 は 、 岩 手 県 の 人 口 ビ ジョ ン を 踏ま え 、 ふ る さ 




















と を 振興 し 、 人 口 減少 に 立ち 向かう た め の 基本 目標 を 定め る と と も に 、 今 後 
5 年 間 の 主 な 取組 方 向 や 具体 的 な 施策 、 数 値 目 標 等 を 示す も の で す 。 








I 


は じ め に 


1 本 戦略 の 位置 づけ 

岩手 県 の 人 口 は 1997 年 以降 減少 を 続け 、 2014 年 は 128 万 人 と 、 ピ ー ク で 
ON 12% 減 少し て いま す 。 国 立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 
所 の 人 口 推計 に よれ ば 、 冊 手 県 の 人 口 は 今後 も 減少 を 続け 、2040 年 に ( 

93 万 8 千 人 に な る こ の まれ 、 そ の 後 も 人 口 減少 は 止ま ら な いた め 
2115 年 に は 24 万 人 まで 減少 する と 推計 され ます 。 

し か し な が ら 、 こ の 推計 は 、 い わ ば 何ら 対策 を 講じ ず 、 現 状 が この まま 
継続 する こ と を 前 提 と し て いま す 。 

岩手 県 人 ロビ ジョ ン で は 、 人 口 減少 を 引き 起こ す 様々 な 「 生 き に くさ 」 を 
「 生 き や す さ 」 に 、「 住 み に く さ 」 を 「 住 みや すさ 」 に 、「 学 びに くさ 」 を 「 学 
び や す さ 」 に 、「 働 き に くさ 」 を 「 働 き や す さ 」 に 、「 結 婚 し に くさ 」 を 「 結 
婚 し や すさ 」 に 転換 し て いく と と も に 、 岩手 へ の 新た な 人 の 流れ を 生み 出す 
「 ふ る さと 振興 」 を 積極 的 に 展開 し 、2040 年 に は 100 万 人 程度 の 人 口 を 確 
保 す る よう 展望 し まし た 。 

この 推計 で は 、2115 年 に は 80 万 人 程度 の 定常 状態 を 迎え ます が 、 超 長期 
的 に は 人 口 増 の 可能 性 を 視野 に 入れ て いく も の で す 。 

本 戦略 は 、 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 法 第 9 条 の 規定 に 基づき 、 国 の まち ・ 
ひと ・ し ご と 創 生 総 合戦 略 を 勘案 し て 策定 する も の で あり 、 岩手 県 人 ロビ ジ 
ョ ン を 踏ま そえ 、 人 々 の 希望 の 実現 を 図る た め に 、 ふ る さと を 振興 し 、 人 口 減 
少 に 立ち 向かう た め の 基 本 目標 を 定め る と と も に 、 今 後 5 年間 の 主 な 取組 方 
向 や 具体 的 な 施策 、 数 値 目標 を 示す も の で す 。 


























































































































2 計画 の 期間 
国 の 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合戦 略 」 と 合わ せ 、 平 成 27 (2015) 年 
度 か ら 平 成 31 (2019) 年 度 ま で の 5 年 間 と し ます 。 











3 いわ て 県 民 計 画 と の 関係 
いわ て 県 民 計画 は 、 県 政 全 般 に わた る 政策 や 施策 の 基本 的 な 方 向 を 総合 
的 か つ 体 系 的 に 定め て いる 計画 で す 。 こ れ に 対し 、 本 戦略 は 、 国 の まち ・ 
ひと ・ し ご と 創 生 総 合戦 略 を 勘案 し 、 人 口 減少 に 歯止め を か ける こと を 目 
的 に 策定 する も の で あり 、 県 政 全 般 を 対象 と し た いわ て 県 民 計画 の 関係 す 
る 分 野 を 展開 する た め の 戦 略 と 位置 づけ られ る も の と な り ま す 。 
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県 民 総 参加 の 取組 











ふる さと 振興 は 、 県 の み で は な く 、 市 町 村 、 県 民 や 企業 、NPO の 方 々 
と 共に 考え 、 県 民 総 参加 で 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 





FLT 


周 手 県 で は 、 い わ て 県 民 計 画 を は じ め 各 種 の 計画 等 に お いて 、 地 域 


























-个 
LA 


を 構成 する あら ゆる 主体 が 総力 を 結集 し て いく と いう 「 地 域 経営 !』 の 考え 
方 に 基づく 取組 を 進め て お り 、 ふ る さと 振興 に お いて も 、 産 学 官 金 労 言 の 


目 





y= 























内 の あら ゆる 主体 が 、 一 体 と な っ て 人 口 減少 に 立ち 向かっ て いく こと が 
重要 で す 。 


この よう な 考え に 基づい て 、 県 は 、 人 口 減少 は 県 民 全 体 の 問題 で ある こ 


と な どの 周知 を 図 





























り 、 様 々 な 機会 を 通じ て 意見 交換 を 行い 、 民 間 事 業者 や 


関係 団体 な ど と の 協 働 を 進め な が ら 、 県 民 総 参 加 の 取組 と し て ふる さと 振 
興 に 取り 組ん で いき ます 。 
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結 














県 民 、 企 業 、NPO、 市 町 村 や 県 な どの 地域 社会 を 構成 する あら ゆる 主体 が 、 共 に 支え 合い 、 総 力 を 





































































































開 す る こと に より 、 地 域 の 価値 を 高め て いく こと 。 
2 

















し な が ら 、 地 域 の 歴史 的 ・ 文 化 的 ・ 経 済 的 ・ 人 的 資源 を 最大 限 に 活用 し 、 地 域 の 個性 や 特色 を 生か し 
取組 を 』 


II ふる さと 振興 の 3 つの 基本 目標 (施策 推進 目標 ) 
























































































































































(本 章 の 構成 ) 
1 ふる さと 振興 の 3 つの 基本 目標 (施策 推進 目標 ) ・… 上 ドド ドド ドー ドド ーー 4 
基本 目标 @ や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 
岩手 へ の 新た な 人 の 流れ の 創出 を 目指 す ‥ 4 
基本 目標 ② 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出 生 率 の 向上 を 目指 す … ド ドド ーー 7 
基本 目標 ③ 医療 ・ 福 祉 や 文化 、 教 育 な ど 豊 か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め 、 
地域 の 魅力 向上 を 目指 す …… 1 
2 国 を 挙げ て 取り 組む べき こと 11 
(1) 社会 減 対策 と し て 、 地 方 重視 の 経済 財政 政策 を 実施 する こと 12 



































(2) 自然 減 対 策 と し て 、 高 い 水 準 の 社会 保障 制度 、 
出産 ・ 子 育て サー ビス 体制 を つく る こと ・・ 16 


























く ポ イン トッ > 


〇 岩手 県 人 ロビ ジョ ン に 基づい て 、 ふる さと 振興 は 、 人口 減少 を 引き 起こ す 様 々 な 
「 生 き に くさ 」 を 「 生 き や す さ 」 に 変え 、 人 口 減少 に 立ち 向かう た め 、 次 の 3 つ 
の 柱 で 取組 を 進め ます 。 
① や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 岩 手 へ の 新た な 人 の 流 
れ の 創出 を 目指 し ます 。 
② 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出 生 率 の 向上 を 目指 し ます 。 
③ 医療 ・ 福 祉 や 文化 、 教育 な ど 豊 か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め 、 地 域 
の 魅力 向上 を 目指 し ます 。 
〇 。 国 に お いて は 、 若 者 ・ 女 性 の 生き に くさ の 解消 に 向け た 制度 設計 や 、 出産 ・ 子 育 
て に 関す る 高い サー ビス の 提供 を 行う と と も に 、 地 方 を 重視 し た 経済 財政 政策 を 実 
施す る こと が 強く 求め られ ます 。 
また 、 地方 が 行う 取組 に 対し て は 、 人 口 の 社会 増減 や 財政 力 な ど 、 そ れ ぞ れ の 地 
方 の 実態 に 応じ た 支援 策 を 講じ る こと が 必要 で す 。 





1 ふる さと 振興 の 3 つの 基本 目標 (施策 推進 目標 ) 





人 様々 な 「 生 き に くさ 」 を 「 生 き や す さ 」 に 転換 する ふる さと 振興 を 進め て いく た め の 3 人 
本 目标 
① や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 られ る 仕事 を 創出 し 、 岩 手 へ の 新た な 人 の 流れ の 創 
出 を 目指 し ます 。 
② 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出生 率 の 向上 を 目指 し ます 。 
③ 医療 ・ 福 祉 や 文化 、 教育 な ど 豊 か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め 、 地 域 の 魅力 
、、 身上 を 目指 し ます 。 

















人 口 減少 問題 は 様々 な 要因 に よっ て 引き 起こ され て いる も の で あり 、 そ の 要因 の 根 
底 に ある 「 住 み に く さ 」「 学 びに くさ 」 「! 働 き に くさ 」 「 結 婚 し に くさ 」 な どの あら 
ゆる 「 生 き に くさ 」 を 「 住 みや すさ 」「 学 び や す さ 」「 働 き や す さ 」「 結 婚 し や すさ 」 
に 転換 し 、 多 く の 人 々 が 「 住 みた い 、 働 きた い 、 帰 り た い 」 と 思え る 岩手 を 創っ て い 
く こ と か が 必要 で す 。 

人 口 ビ ジョ ン で は 、 岩手 県 の 人 口 減少 の 要因 と な っ て いる 若年 層 の 県 外 転出 や 出生 
率 の 低迷 等 を 克服 する た め 、「① や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 
し 、 岩手 へ の 新た な 人 の 流れ の 創出 を 目指 す 」、「② 社 会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出 
生 率 の 向上 を 目指 す 」、「⑨ 医 療 ・ 福 祉 や 文化 、 教 育 な ど 豊 か な ふる さと を 支え る 基 
盤 の 強化 を 進め 、 地 域 の 魅力 向上 を 目指 す 」 を 、 ふ る さと 振興 の 3 つの 柱 に 掲げ まし 








































































































































































































で は 、 こ の 3 つの 柱 を 基本 目標 に 据え 、 そ の 実現 に 向け た 具体 的 な 施策 推 
定 し 、 ふ る さと 振興 を 進め て いき ます 。 









































『 岩 手 で 働く 』 
(基本 目標 ①) や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 岩 手 へ の 新た な 
人 の 流れ の 創出 を 目指 し ます 。 





く 施 策 推進 目標 > 
若者 の 仕事 や 移住 に 関す る 願い に 応え 、 県 外 へ の 転出 超過 を 解消 する 社会 減 ゼ ロ を 目 
指し ます 。 
画 人 口 の 社会 増減 (年 間 ) へ 2.975 人 (H26) 一 0 人 (H32) 
※ 国 の 総合 戦略 に お いて 、 東 京 圏 の 転出 入 者 均衡 に 関す る 目標 年 次 が 2020 年 
(H32) で あり 、 国 の 取組 と 呼応 し な が ら 取 り 組 ん で いき ます 。 








エピ ヒ 


歯 














止め が か か ら な いこ と か ら 、 視 


等 の 県 外 転 H 






































な っ て いま す 。 若 















































人 口 ビ ジョ ン の 「 人 口 の 展望 」 に お ける 推計 の と お り 、 仮 に 2040 年 に 出生 率 が 人 
置換 水準 ?* の 2.07 に 達し 得 て も 、 岩 手 県 か ら の 県 外 転 出 が 続く 限り 人 口 減少 に 
[会 減 ゼ せ ロ を 達成 する こと が 必要 で す 。 

口 の 社会 減 に 歯止め を か ける た め に 、 次 の 施策 を 展開 し て いき ます 。 











(商工 業 ・ 観 光 産 業 振興 、 仕 事 創 出 プ ロジ ェクト ) 
HH を 食い 止め る た め に は 、 商 工業 ・ 観 光 産 業 の 振興 を 通じ た 多様 
E( に こよ る 仕事 の 創出 、 雇 用 の 質 の 向上 が 重要 で す 。 





























外 転 出 が 人 口 の 社会 減 の 大 き な 要 因 と 














手 県 で は 、18 て 20 歳 台 前 半 の 若者 の 






























































の 県 外 転 出 の 主 な 理由 


は 、 進 学 と 就職 で す が 、 特 に 注視 し な け 























れ ば な ら な い の が 就 職 で す 。 企 業 等 が 集積 する 東京 圏 に お いて は 、 多 様 な 職種 の 求 
人 が あり 、 初任 給 に つい て の 格差 も 見 られ る 中 で 、 多く の 若者 が 県 外 に 転出 し て い 




















さら に 、 仕 事 に + 
助け る 職場 づく りな ど 、 雇 用 の 質 





持っ て 信 
























































この 流れ を 食い 止め る た め に 、 若 者 ・ 女 性 な ど へ の 創業 文 援 の 充実 や 、 今 後 さ ら 












































な る 増加 が 見 込ま れる 外国 人 観光 客 の 受入 態勢 の 整備 ・ 誘 客 促進 等 を 通じ た 新た な 
電 用 の 創出 に 取り 組み ます 。 




































































岩手 県 に お いて は 、 企 業 の 99. 8% が 















































応 し た 賃金 や 安定 し た 雇用 形態 、 若者 が や り が いや プラ イド を 
の 向上 を 図っ て いく こと が 重要 で す 。 























! 小 企業 で あり 、 県 南 広域 圏 を 中 心 に 集積 











する も の づく り 産 業 で 広く 取り 組ま れ て いる 「 カ イ ゼ ン 」* な ど を 全 県 的 に 普及 さ 


せ 、 














小 企业 常人 














還 生 産 性 を 高め る 取組 
























































応え て いき ます 。 





ーー 
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(農林 水産 業 振興 プロ ジェ クト ) 
農山 漁村 地域 に お ける 若者 等 の 転 B 
力 ある 農山 漁村 」 を 創造 する こと が 必要 で す 。 


























岩手 県 の 農林 水産 業 は 、 生産 物価 格 の 低迷 等 に より 所 得 が 減少 する ほか 、 担い 手 
の 減少 や 高齢 化 が 進ん で いま す 


















































E の 


























移動 が な く 、 死 亡 の 水準 が 一 定 と し た 場合 に 、 
準 を いう 。 
主 に 製造 業 の 4 














5 


人 日 が 





| が 一 層 必 要 と な り ま す 。 
この よう な 取組 を 推進 し 、 県 内 の ロー カル 経済 の 振興 を 図る と と も に 、 進化 の た 
め チ ャ レン ジ す る 県 内 中 小 企業 の や り が いや 魅力 を 若者 に 発信 し 、 仕事 へ の 願い に 














HH を 食い 止め る た め に は 、「 強 い 農 林 水 産業 」 














一 方 、NHK 連 続 テ レビ 小説 「 あ まち ゃ ん 」 で 描か れ た 「 ウ ニ を 獲 り 、 弁 当 に 加 





























期 的 に 増加 も 減少 も ゃ せ ず に 一 定 と な る 出 





车 











E 産 現場 で 行わ れ て いる 作業 の 見 直 し 活動 の こと 。 


工 し 、 鉄道 で 売る 」 な どの 地域 資源 を 生か し た 6 次 産業 化 * の 取組 は 、 豊か な 大 地 や 














豊富 な 森林 資源 、 世 界 有数 の 漁 











場 で ある 三 





陸 の 海 に 恵 





要 で あり 、 今 後 多様 な 展開 が 期待 され ます 。 








農林 水産 物 の 生産 性 ・ 市 場 性 




















を 高め 、6 次 産業 化 を 





まれ た 岩 











手 県 に お いて 特に 




















推進 する こと な ど に より 所 


得 ・ 雇 用 機会 を 確保 ・ 拡 大 する と と も に 、 グ リー ン ・ ツ ー リ ズム な どの 都市 農村 交 
促進 し て いき ます 。 

















流 や 農山 漁村 へ の 移住 ・ 定 住 を 





























(ふる さと 移住 ・ 定 住 促 進 プ ロジ ェクト ) 




































































































































































































































































岩手 へ の 人 の 流れ を 創り 出す た め に は 、 若者 等 へ の 移住 ・ 定 住 の 支援 を 行う こと 
が 必要 で す 。 

国 が 行っ た 調査 ? に よれ ば 、 近 年 10 歳 台 ・20 歳 台 の 若年 層 や 50 歳 台 の 東京 在住 
者 の 、 1 が 高い こと が うか が われ ます 。 

また 、 全国 的 に 、 都 市 か ら 農山 漁村 へ の 移住 、 い わ ゆ る 「 田 園 回 帰 」 が 注目 され 、 
特に 、 こ ee 日 本 創成 会 議 が 消滅 可能 性 都市 と 指摘 し た 中 国 地方 の 自治 体 で 
顕著 で ある と の 指摘 も 見 られ ます "。 

都市 か ら 農 山 漁村 へ 移住 する り ・ I ター ン を 実現 する た め に は 、 まず 定住 先 に お 
いて 、 や り が い が あ り 、 生 活 を 支え る 所 得 Pe 、 住 居 の 








確保 等 が 必要 で す 。 





さら に は 、 定住 先 で の 「 暮 らし 」 の 魅力 も 大 き な 診 





定め て 岩手 が 持つ 上 魅力 を 強力 に 





> する こと や 、 岩手 ! 





に 寄り 添っ た 岩手 な ら で は 











こ 発 信 し 、 














岩手 ファ ン の 拡大 を 


こ 移 住 し た 後 も 安心 し て 暮らせ る よう 、 











の 移住 施策 を 推進 し て いき ます 。 











因 と な る た め 、 タ ー ゲ ッ ト を 
図り 、 岩手 で の 暮らし 
一 大 小 


この よう な 取組 を 通じ 、 若者 を は じ め 多 く の 人 々 の 仕事 や 移住 に 関す る 願い に 応 




















え 、2020 年 に 社会 減 を ゼロ に する こと を 、 施 策 推 進 目 
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6 

















農林 水産 業 (1 次 産業 ) が 、 加 工 (2 次 産業 ) 、 流 通 ・ 販 売 (3 次 産業 ) を 
多角 化 を 進め る 取組 (1 次 、2 次 、3 次 の それ ぞ れ の 産業 分 野 が 密接 に 結び つい た 5 她) 。 8 
































内 閣 官 房 「 東 京 在住 者 の 今後 の 移住 に 関す る 意向 
























































調査 」。 














標 と し ます 。 


取り 入れ 、 の 高 





























小田 切 徳 美 「 農 村 た た み に 抗 する 田園 回 帰 」 (世界 2014.9 月 号 ) 、 



































2014) 。 





后 山村 は 














消 注 し な い (岩波 新書 、 





ui 


『 岩 手 で 育て る 』 


(基本 目標 ②) 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出 生 率 の 向上 を 目指 し ます 。 





く 施 策 推進 目標 > 


結婚 や 出産 は 個人 の 決定 に 基づく も の で ある こと を 基本 と し つつ 、 若 い 世 代 の 就 
労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産 、 子 育て の 願い に 応え 、 出 生 率 の 向上 を 目指 し ます 。 


合計 特殊 出生 率 





1.44 (H26) 


一 1.45 以 上 (H31) 











人 日 ビ ジョ ン に お いて 検証 し た と お り 、 我 が 国 で は 、 雇 用 の 非 正規 化 や 所 得 の 低下 、 








晩婚 化 、 未婚 率 の 上 昇 な ど が 要 





る と 考え られ ます 。 

















玉 の 長期 ビジ ョ ン で は 、 若 























因 と な り 、 出生 率 が 低下 し 、 人 日 減少 に つなが っ て い 








の 希望 が 実現 し た 場合 、 出 生 率 が 1. 8 程度 まで 向上 し 、 






































その 後 、 人 口 置換 水準 で ある 2.07 まで 出生 率 が 向上 する と し て お り 、 岩 手 県 に お い 
て も 、 国 に 呼応 し 出生 率 の 向上 を 目指 し て いく こと が 必要 で す 。 








人 口 の 自然 減 を 食い 止め る た め に 、 














次 の 施策 を 展開 し て いき ます 。 





(就労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産ま る ご と 支援 プロ ジェ クト ) 
出生 率 の 向上 を 図る た め に は 、 職 場 で の 待遇 改善 や ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス を 
有 有 きやすい 細 境 を 社会 全体 で 整備 する と と も に 、 結 婚 を 希望 し 











実現 し 、 全て の 人 が 人 





て いる 人 、 さ ら に は 子ども を 4 


が 必要 で す 。 








識 調 査 結果 (な どか ら 
ま す 。 



























































E み た いと 願っ て いる 人 を 社会 全体 で 支え て いく こと 








出生 率 低迷 の 原因 の 一 つと し て 挙げ られ て いる 未婚 化 、 晩婚 化 は 、 国 が 行っ た 意 














、 径 济 的 到 








E 田 


や 就労 環境 の 悪化 な ど が 背景 に ある と 考え られ 

















男性 の 育児 休業 取得 率 が 低い こと や 長 時 間 労 働 な ど 国 の 長期 ビジ ョ ン " で も 指摘 














され て いる 「 生 き に くさ 」 を 解消 し 、 働き や すい 就労 環境 の 土台 を 社会 全体 で 形成 





し て いく た め の 取 組 を 進め ます 











O 











また 、 結 婚 し な い 理由 に は 、 出 会 い の 機会 が 少な い 、 適 当 な 相手 に 巡り 会 わな い 
行い 、 結 婚 し た いと の 希望 に 応え て いき ます 。 





(子育て 支援 プロ ジェ クト ) 



































出生 率 の 向上 を 図る た め に は 、 子育て 中 の 家庭 を 社会 全体 で 支え 、 子 ども を 育て 








や すい 環境 を 築い て いく こと か が 必要 で す 。 
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まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生長 } 
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H 生 動向 基本 調査 」。 
































平成 26 年 12 月 27 日 閣議 決定 ) 。 


























日 本 の 出生 率 は 1.42 (H26) と 、 人 口 置換 水準 (2.07) を 下回る 状況 が 長く 続 
いて いま す 。 出生 率 の 低迷 は 、 若 者 や 女性 の 生き に くさ が 、 数 字 と し て 表れ た も の 
と 捉え る こと が で き 、 そ の 原因 の 一 つと し て 、 子育て の し に くさ が 挙げ られ ます 。 









































































































































弄 際 的 な 比較 に お いて 、 国民 が 子ども を 育て や すい と 感じ て いる 国 の 出生 率 は 高 
い 傾向 が 見 られ ます "。 

また 、 国 内 に お いて は 、 少子 化 対策 に 積極 的 に 取り 組ん で いる 自治 体 の 出生 率 に 
改善 傾向 が 見 られ る と の 分 析 も あり ます 『"。 

子育て 中 の 親 た ちや 、 ボ ラン ティ ア 、N PO など が 連携 し 、 地 域 社会 全体 で 子 育 
て 家庭 を 支援 し 、 子 育て の し に くさ を 解消 し て いき ます 。 





























この よう な 取組 を 通じ 、 若 い 世 代 の 就労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産 、 子 育て の 
願い に 応え 、 出 生 率 の 向上 を 目指 すこ と を 、 施 策 推 進 目標 と し ます 。 

















『 岩 手 で 暮らす 』 
(基本 目標 ③) 医療 ・ 福 祉 や 文化 、 教 育 な ど 豊 か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め 、 
地域 の 魅力 向上 を 目指 し ます 。 
く 施 策 推進 目標 > 


岩手 に 住み た い 、 働 きた い 、 帰 り た いと いう 人 々 の 願い に 応え られ る 豊か な ふる さと 
岩手 を つく りあ げ ま す 。 

画 国 民 所 得 対す る 県 民 所 得 水準 の か い 離 縮小 

93.3 (H25 速報 値 ) 一 93.4 以上 (H31) ※ 一 人 当たり 所 得 水準 ( 国 三 100) 








医療 ・ 福 祉 や 公共 交通 な どの 日 常 生活 の 利便 性 や 、 教 育 環境 等 の 充実 は 、 地 域 で 人 々 
が 豊か で 快適 に 生活 する た め の 基 礎 を 形成 する も の で す 。 

地域 の 基盤 の 強化 や 魅力 の 向上 を 図り 、 そ の 地域 で 暮らし た いと いう 人 々 の 希望 に 
応え る こと が 、 人 日 減少 を 食い 止め る た め に 必要 で す 。 

豊か な ふる さと 岩手 を つく りあ げ る た め に 、 次 の 施策 を 展開 し て いき ます 。 




































































(魅力 ある ふる さと づく り プ ロジ ェクト ) 

人 々 が ふる さと で 豊か な 暮らし を 続け る た め に は 、 ふる さと の 魅力 を 更に 高め て 
いく こと が 必要 で す 。 

この た め 、 高齢 者 を は じ め 地 域 に 住む 人 々 が 近 場 で 買い 物 が で きる 地元 商店 街 の 
活性 化 や 、 東 日 本 大 震 災 津波 で 被害 を 受け た 地域 の 再建 な ど に 取り 組み ます 。 
















































































内 閣府 資料 (高橋 美恵 子 氏 (大 阪 大 学 大 学院 言語 文化 研究 科 教 授 ) 作成 資料 ) 。 
内 閣府 資料 (「 地 方 公共 団体 に お ける 少子 化 対策 等 の 現況 調査 に つい て 」 (2014.9) ) 。 
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また 、 国 際 リ ニア コラ イダ ー (I LC) を 核 と し た 国際 学術 研究 拠点 の 形成 を 目 
指し 、 外国 人 研究 者 や その 家族 な どの 受入 れ 環境 整備 の 検討 を 進め な が ら 、 地域 の 
型 際 化 を 展望 し ます 。 
さら に 、 地域 コミ ュ ニ ティ の 強化 や 公共 交通 の 利用 促進 、 多様 で 豊か な 環境 の 保 
全 な ど を 通じ て 豊か な ふる さと を 実現 し 、 人 々 の 「 岩 手 に 住み た い 」 と いう 願い に 
応え て いき ます 。 











































































































(文化 芸術 ・ ス ポー ツ 振 興 プ ロジ ェクト ) 

文化 芸術 は 、 心 豊 か で 活力 ある 地域 社会 の 実現 に と っ て 重要 な 意義 を 持っ て いま 
す 。 

本 県 は 、 世 界 遺 産 を 含む 文化 芸術 の 情報 発信 の 強化 や 若者 の 新しい 文化 芸術 へ の 
支援 、 文 化 芸 術 に 「 触 れる 」 機 会 の 増加 、 伝 統 文化 の 保存 ・ 継 承 、 文 化 芸 術 活動 支 
MEMS 
また 、 人 々 が いき いき と 暮らす た め に は 、 ラ イフ スタ イル に 応じ て スポ ー ツ を 楽 
し め る こと が 必要 で す 。 
子ども か ら 高 齢 者 まで 、 誰 も が 生涯 を 通じ て 豊か な スポ ー ツ ライ フ を 送る こと が 
で きる 環境 整備 を 進め る と と も に 、 ラ グ ビ ー ワ ー ル ドカ ッ プ 2019 等 の 国際 的 スポ 
ー ツ イベ ント な ど を 通じ て 、 内 外 の 人 々 の 交流 が 広がる 地域 づく り を 進め ます 。 






















































































































































































(若者 ・ 女 性 の 活躍 支援 プロ ジェ クト ) 

ふる さと が いき いき と 上 躍動 し 、 人 々 を 引き 付け る 地 で ある た め に は 、 若 者 と 女性 
の 活躍 を 促進 する こと が 必要 で す 。 
若者 の 活躍 は 、 今 まで に な い 発 想 や や 行動 を 生み 出し 、 そ れ ら は 岩手 、 日 本 の 未来 
を 切り 拓く 大 き な 力 に な る こと が 期待 され ます 。 また 、 女性 の 活躍 を 推進 する と と 
も に 、 男女 が 対等 な 構成 員 と し て 参画 する こと に より 、 誰 も が 生き や すい 社会 に つ 
な が る こと が 期待 され ます 。 

若者 や 女性 が 活躍 で きる た め の 支 援 に 取り 組み 、 全 て の 人 々 に と っ て 住み よい 、 
魅力 ある 地域 づく り に 取り 組ん で いき ます 。 














































































































(保健 ・ 医 療 ・ 福 祉 充実 プロ ジェ クト ) 

高齢 者 等 が 住み 慣れ た 地域 で 安心 し て 暮らし て いく た め に は 、 保健 ・ 医 療 ・ 福 祉 
の 充実 が 必要 で す 。 

一 人 ひと り の ニー ズ に 応じ た きめ 細か な 医療 、 福祉 ・ 介 護 等 の サー ビス を 提供 し 
て いく た め 、「 地 域 包括 ケア シス テム 」 の 構築 に 向け 、 市 町 村 の 取組 を 積極 的 に 支 
援 し て いき ます 。 









































また 、 人 々 が 生涯 を 通じ て いき いき と 暮らす た め に は 、 子 ども か ら お 年 寄り 3 


あら ゆる 世代 、 あ ら ゆ る 環境 の 人 々 が 健康 に 長生 きす る こと が 必要 で す 。 
が ん の 早期 発見 や 早期 治療 な どの 包括 的 な が ん 対策 や 、「 い わ て 減 塩 ・ 適 塩 の 

































































等 の 脳卒中 予防 の た め の 取 組 や 、 喫 牙 の 課題 で ある 本 県 の 自 
取組 を 強化 し て いき ます 。 

















(ふる さと の 未来 を 担う 人 づく り プ ロジ ェクト ) 





ふる さと 振興 の 要 は 人 で す 。 人 が 岩手 を 創り 、 ま た 、 岩手 が 人 を 創る 好 循 環 を 生 





み 出 し ます 。 
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林 タ 


E 亡 率 の 改善 を 





図る 





この た め 、 岩手 の 将来 を 担う 子ども た ち を 育て 、 岩手 を けん 引 す る 人 材 の 育成 が 











Il 


ほ 要 で す 。 




















また 、 人 が その 土地 に 住み 続け る た め に は 、 郷 土 べ の 愛着 や 誇り が 必要 で す 。 


特に 若者 の こう し た 郷土 に 対す る 思い を 醸成 する た め に は 、 本 県 な ら で は の 教育 























に 取り 組み 、 郷 土 べ へ の 誇り を 育む こと が 必要 で す 。 












































復興 ・ 発 展 を 担い 、 郷 土 愛 に あふ れる 人 づく り を 進め て いき ます 。 

















東日本 大 岩 災 津波 に よる 被災 体験 を 踏ま え 復興 教育 に 引き 続き 取り 組み 、 岩手 の 


この よう な 取組 を 通じ 、 岩手 に 住み た い 、 働 きた い 、 帰 り た いと いう 人 々 の 願い 

















に 応え 、 豊 か な ふる さと 岩手 を つく りあ げ る こと を 、 施 策 失 














E 進 











標 と し ます 。 


2 国 を 挙げ て 取り 組む べき こと 





〇 地方 を 重視 し た 経済 財政 政策 を 充実 させ る 。 

〇 若者 ・ 女 性 の 生き に くさ の 解消 に 向け た 全国 統一 的 な 制度 設計 や 、 日 本 の どこ で 産ん 
で も 出産 ・ 子 育て に 関す る 高い サー ビス が 受け られ る よう な 仕組 み を 創る 。 

〇 地方 が 行う 取組 に 対し て 、 人 口 の 社会 増減 や 財政 力 な ど 、 そ れ ぞ れ の 地方 の 実態 に 応 
じ た 支 援 策 を 講じ る 。 » 




















人 口 ビ ジョ ン で 検証 し た よう に 、 人 口 の 社会 増減 に は 、 地域 の 雇用 環境 が 強く 関 

わっ て いま す 。 雇 用 環境 は 、 有 効 求 人 倍率 な どの 就職 環境 を 始め 、 正 規 ・ 非 正規 雇 
用 の 別 や 賃金 水準 な ど 広範 に わた り ま す が 、 こ うし た 環境 は 、 国 の 経済 政策 や 労働 
政策 に よる と ころ が 大 きく 、 地 方 だ け の 取組 で は 十分 な 改善 が 困難 で す 。 県 と し て 、 
雇 用 対策 や 産業 振興 に 努め る こと は も ちろ ん 、 国 に よる 大 胆 な 政策 が 不可 欠 で す 。 
また 、 人 口 の 自然 増減 は 、 こ れ ま で 団塊 の 世代 な ど に 支え られ 、 増加 基調 に あり 
まし た が 、 全 国 に お いて も 2008 年 を ピー ク に 減少 に 転 し ま し た 。 合 計 特 殊 出 生 率 
は 全都 道府県 で 人 口 置 換水 準 の 2.07 を 下回っ て お り 、 こ の まま の 水準 で 推移 し た 
場合 、 日 本 の 将来 人 口 は 、 2110 年 に 4, 000 万 人 程度 に な る と の 推計 も あり ます ( 国 
の 長期 ビジ ョ ン ) 。 
また 、 合 計 特 殊 出 生 率 の 向上 に は 、 就 労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産 、 子 育て の 
ライ フス テー ジ に 応じ た 施策 が 必要 で す 。 こ の た め 、 地域 な ら で は の 出会い の 場 の 
提供 や 地域 環境 を 生か し た 子育て 支援 な ど 、 地方 が 自ら の 特色 を 生か し た 施策 を 実 
施す る こと は も ちろ ん 、 就労 環境 の 整備 や 子育て に 関す る 社会 保障 の 充実 な ど 、 国 
こ お い て 実施 すべ き 政 策 が 非常 に 重要 で す 。 
型 の 経済 政策 に お いて 、 首 都 圏 を 中 心 に 展開 し 、 そ の 施策 効果 を 地方 に 波及 させ 
る と いう 首都 圏 先行 型 の 政策 は 、 地 方 か ら の 人 口 流出 が 加速 する 恐れ が あり ます 。 
地方 久生 の た め に は 、 ま ず は 国 に お いて 、 地方 を 重視 し た 施策 を 実施 する こと が 必 
要 で す 。 
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(1) 社会 減 対策 と し て 、 地 方 重視 の 経済 財政 政策 を 実施 する こと 


(地方 の 働き に くさ を 解消 する 地方 重視 の 経済 財政 政策 ) 





人 口 移 動 に ( 
イル ショ ッ ク 3 


よ 、 こ れ ま で 3 つの 波 が 存在 する と いわ れ て いま す 。 1960 年 代 か ら オ 





























まで の 第 1 期 人 口 移动 期 、1990 年 代 か ら バブ ル 有 崩壊 まで の 第 2 期 人 品 















































移動 期 、 そ し て 2000 年 代 に 始ま る 第 3 期 人 口 移动 期 D 3 つ で す 。 ( 図 1) 
( 図 1) 
三 大 都市 園 及び 地方 園 に お ける 人 口 移 動 (転入 超過 数 ) の 推移 
(転入 超過 数 人 ) 1 ”第 1 人 口 移动 期 | 第 2 人 口 移动 期 1 1 第 3 人 口 移动 期 
1 に (1980~ 1 1 (2000~) 
1 92 すめ ) 1 1990( ハ プル 骨 壊 )) 3 
800,000 | ! 
1 2012 年 。 2013 年 。 2014 年 
1 ! 东京 图 67,209 96,524 109.408 
600,000 I 二 和 
地 方 圈 人 69,753 人 89,786 A 人 96,883 
图 | 
1 
1 
1 
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I 
1 | 地方 園 か ら の 転出 超 骨 ビ - ク 









































一 一 名 古 屋 图 

-800.000 ー 関西 園 
義人 Eni 
東京 較 : 埼 玉 県 、 千 葉 県 、 東 京都 、 神 奈川 県 名 古屋 園 : 岐 阜 県 、 愛 知 県 、 三 重 県 関西 園 : 京 都 府 、 大 阪 府 、 兵 庫 県 、 奈 良 県 一 一 三 大 都 市 图 
三 大 都 市 图 :东京 图、 名古屋 图 、 天 西 图 ”地方 圈 : 三 大 都 市 圈 以 外 地 域 一 一 地方 图 


































































































二 轴 记 四 时 期 注 、 高 度 经 济 成 长 它 八 了 了 几 径 济 矿 上、 首都 圈 上 地 方 圈 中 和 经济 格 闫 办 
拡大 し た 時 期 で あり 、 こ うし た 時 期 に 、 首 都 園 へ の 人 口 移 動 が 加速 し て いま す 。 
一 方 、 人口 移 動 が 縮小 傾向 を 見 せる の は 、 国 に よる 地方 重視 の 経済 対策 が 実施 さ 





れ て きた 時 期 と 重なっ て お り 、 こ うし た 政策 を 採用 する こと が 地方 か ら の 人 口 流出 



























































を 抑制 する 一 つの 大 き な 手 段 と な り ま す 。 


この こと ! は 、 









































岩手 県 の 人 口 の 社会 増減 の 推移 を 見 て も 明らか で あり 、 国 に お け 


る 、 地 方 重視 の 経済 財政 政策 を 実行 する こと が 必要 で す 。 








(大 胆 な 政府 関係 機関 の 地方 移転 や I LC な ど 新 た な 機関 の 建設 に つい て ) 
平成 23 (2011) 年 に 国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 が 行っ た 調査 に よる と 、 岩 手 
































県 を は じ め 東 北 圏 の 出身 者 は 、 地 元 定着 率 が 58.09%% と 他 圏 域 と 比べ 低く 、 ま た 、 東 

















北 圏 出身 者 が 東京 圏 に 留まる 割合 も 30.4% と 、 北 関東 圏 (15.1%) や 中 部 ・ 北 陸 圏 
(11.7%) に 比べ て も 、 圧 倒 的 に 高い こと が うか が えま す 。 ( 図 2) 
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「 人 口 移 動 調査 」 に よる 出生 地 ブ ロッ ク 別 に 見 た 現住 地 ブ ロッ ク の 割合 

























































































































































































出 生地 | 調査 人 数 i 現住 地 (96) 
(人 ) | 中 部 北陸 | 中 京 園 | 大 孤 圈 | 京阪 周辺 四国 | 九州 沖縄 
北海 道 1310| 811 07 09 11.2 2.2 1.8 0.6 00 02| 02 10 
東北 1407 20IC 580D  s7C 3049 24 11 11 0.3 02 | 0.1 06 
北 関東 1.675 0.2 0 81.3 15.1 10 0.8 0.6 0.3 02 | 00 0.4 
东京 图 5.337 04 0. 2.7 90.4 17 1.3 15 0.4 06| 0 0.9 
中 部 ・ 北 陸 | 3.626 02 00 11 11.7 81.6 2.9 14 0.4 04 00 02 
中 京 園 2.680 00 00 03 50 1.5 89.9 15 07 03 0 0.8 
大 了 3,461 0. 0.0 0.1 5.9 1.3 2.4 79.9 6.8 14| 05 15 
京阪 周辺 822 0.0 0. 00 41 09 1.9 10.9 80.4 09 00 0.7 
中 国 2.037 0. 0. 0.1 6.8 0.7 1.9 70 07 797 06 2.1 
四 国 995 0.0 0. 04 64 0.8 1.8 98 12 26 75.8 10 
九州 沖縄 | 3.895 02 0.0 0.4 8.1 09 2.6 42 07 17| 03 80.8 











2011 年 第 7 回 人 口 移 動 調査 (国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 ) 
の 調査 結果 が 表す よう に 、 東京 一 極 集 中 問題 の 大 き な 部 分 は 、 東 京 圏 と 東北 圏 

pe よっ て も た ら さ れ て いる と 言っ て も よい と 考え ます 。 
国 の 総合 戦略 で は 、 政府 関係 機関 の 地方 移転 を 打ち 出し 、 地方 劉生 に 資す る と 考 
えら れる 政府 関係 機関 に つい て 、 道府県 等 の 提案 を 踏ま を 、 そ の 必要 性 や 効果 に つ 
いて 検証 し た 上 で 移転 機関 を 決定 する と し て いま す 。 

岩手 県 と し て も 、 UG 意見 を 踏ま え 、 次 の 5 機関 の 地方 移転 や 新た な 人 研 
究 機 関 等 の 設置 に つい て 、 国 に 対し 、 提 案 を 行っ て いま す 。 
国 に お いて は 、 先 に 揚げ た デー タ を 踏ま え 、 地 方 創 生 を 始め る に は 、 ま ず 東 北 か 
ら と の 意気 込み を 持っ て 、 政 府 関係 機関 の 大 胆 な 移転 推進 を 期待 し ます 。 


















































































































































【 岩 手 県 が 移転 の 提案 を し て いる 政府 関係 機関 】 















































提案 地区 | 政府 関係 機関 地域 特性 と 移転 に お いて 期待 され る こと 
大 船渡 市 ・ | 防災 科学 技術 | 提案 地区 は 東日本 大 震 災 津波 で 最も 大 き な 被 害 を 受 
際 前 高田 市 | 研究 所 けた 地区 の 一 つ で あり 、 被 災 地 で ある 研究 フィ ー ル ド を 
(災害 リス ク | 生か し 、 全 国 の 防災 研究 に 貢献 する こと が 可能 で す 。 



































研究 二 三 之 また 、 機関 移転 の 実現 は 、 震 災 復 興 の シン ボル と も な 
ト ) り 得 る も の で す 。 
北上 市 ・ 久 | 森林 技術 総合 | 提案 地区 は も と より 県 全域 に お いて 、 森 林 資 源 が 豊富 
慈 市 研修 所 で ある と と も に 、 木材 関連 産業 の 集積 が 進ん で お り 、 生 








産 か ら 加 工 、 販売 ま で の 一 貫 し た 体制 が 県 内 で 構築 され 
て お り 、 研 修 素材 が 豊富 で す 。 
研修 所 の 移転 は 、 林業 に 関わ る 官民 連携 体制 の 一 層 の 
構築 が 図ら れ 、 森 林 県 岩手 の 発展 が 大 きく 期待 され ま 
す 。 













































































一 関 市 





国立 文化 財 機 
構 


























本 県 は 、 提案 地区 で ある 平 尽 は じ め 、 釜石 市 橋 野 鉄鉱 
山 、 一 戸町 御所 野 遺跡 な ど 、 多 様 な 遺産 を 有 し て お り 、 
文化 財 機 構 の 東日本 に お ける 研究 フィ ー ル ド と し て 最 
適 で す 。 

機構 の 移転 は 、 日 本 列島 北部 の 歴史 や 文化 研究 の 一 層 
の 推進 が 図ら れる と と も に 、 多 く の 交 流 人 口 の 創出 が 期 
待 さ れ ま す 。 



























































森林 研究 所 の 
うち 漆 研 究 音 
站 





文化 庁 は 、 国宝 や 重要 文化 財 の 修復 に 100% 国 産 深 を 
使用 する と の 方 針 を 出し て お り 、 日 本 一 の 国産 深 産 地 で 
ある 提案 地区 に お いて 、 増 産 に 向け た 研究 を 行う こと が 
最適 で す 。 

研究 部 門 の 移転 は 、 漆 産業 に 携わる 者 の や り が いや 誇 
り を 生み 、 更 な る 産業 振興 に つなが る こと が 期待 され ま 
す 。 































































































山田 町 


水産 総合 研究 
セン ター 養殖 
部 門 

















提案 地区 は 、 殻 付き カキ 生産 で 高 評価 を 受け て いる 山 
湾 を 擁し 、 固 有 の 生態 系 は 、 今 後 の 「 育 て る 漁業 」 の 
研究 フィ ー ル ド と し て 最適 で す 。 

既に ある 研究 セン ター 宮古 庁舎 と の 相乗 効果 に より 、 
三陸 沿岸 に お いて 総合 的 な 研究 が 可能 と な り 、 岩 手 の 水 
産業 振興 に つなが る こと が 期待 され ます 。 













































































主 7E、 











日 本 で の 建設 が 最 有 力 と され て いる 





国際 リニア コラ イダ ー (1 LGC) は 、 


日 本 が 世界 に 大 きく 貢献 する こと の で きる 施設 で す 。 東北 I LC 推進 協議 会 の 報告 


に よる と 、 


され 、 人 





























ILC の 建設 に よる 関連 人 
減少 が 進む 東北 地方 に お いて 大 き な 起 爆 剤 と な る こと は 確実 で す 。 
国内 研究 者 に よる I LC 立地 評 








口 の 増加 は 20 年 間 で 1 万 人 以上 ( 図 3) と 


貼 会 議 は 、 





国内 建設 候補 地 と し て 北上 山地 が 最適 























で ある と 評価 し た と ころ で あり 、 国 が I LC 日 本 誘致 の 方 針 を 早期 に 決定 する こと 
を 期待 し ます 。 


( 図 3 ) 














14000 








12000 - 





一 一 1 LC 職員 
ーー うち 職員 + 研究 者 等 














(地方 の 生活 し に くさ を 解消 する 弱者 に 優し い 施 策 ) 

人 口 減少 が 進む 地方 で は 、 公共 交通 機関 の 路線 維持 や 運行 回 数 の 確保 が 困難 な 場 
合 も あり 、 こ の こと が 、 住 民 の 生活 し に くさ に つなが り 、 社 会 減 の 一 因 と な っ て い 
る と も 考え られ ます 。 
また 、 地 方 で は 、 都 市 部 に 先行 し て 高齢 化 が 進ん で いま す 。 高齢 者 等 の 移動 に 支 
障 を 感じ て いる 人 や 、 居 住地 周辺 に 商店 街 や 病院 等 が な いた め に 日 常 生活 に 不便 を 
感じ て いる 人 々 が 多く いま す 。 地 方 で は 、 こ うし た 人 々 に 対す る きめ 細か な 対応 に 
努め て いま す が 、 今後 、 人 口 減少 、 高 齢 化 の 進行 に より 、 更 な る 取組 が 必要 と な る 
も の と 考え ます 。 

民 に お いて は 、 鉄 道 や バス な どの 生活 路線 に 対す る 恒久 的 な 支援 な ど 、 地 方 に お 
ける 生活 し に くさ の 解消 に 向け た 取組 を 更に 進め る こと を 期待 し ます 。 
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【 国 に 期待 する 施策 例 】 

地方 食 生 の 推進 を 支え る 地方 財政 基盤 の 充実 
地方 重視 の 経済 財政 政策 の 実施 
地方 へ の 移住 ・ 定 住 の 促進 
高等 教育 機関 の 地方 分 散 、 支援 の 充実 

企業 の 本 社 機 能 移転 、 自 治 体 の 企業 誘致 へ の 支援 
雇用 環境 の 改善 

高校 生 等 の 修学 に 対す る 支援 
女性 の 活躍 推進 事業 へ の 支援 の 継 # 
情報 通信 基盤 整備 等 へ の 支援 
バス 路線 の 維持 確保 に 係る 財政 支援 の 一 層 強 化 な ど 















































































































































St 















































(2) 
くる こと 


(若者 ・ 女 性 の 生き に くさ の 解消 に 向け た 制度 設 
、 出 産 や 子育て に 関わ る 社会 保障 施策 、 女 性 の 働き や すい 
正規 ・ 非 正規 雇用 に 代表 され る 
公表 され た OECD『 
減 や 保育 サー ビス の 拡充 な どの 対策 が 適切 ! 
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Ss 


2005 年 ! 











H 然 増減 は 








計 ) 











FE 


ン 台 ビ ヒビ 




















] な どの 影響 を 受け る も の と 考え 


























レポ ー ト で も 、 


ング 大 











自然 減 対 策 と し て 、 高 い 水 準 の 社会 保障 制度 、 出 産 ・ 子 育て サー ビス 体制 を つ 


職場 環境 、 
られ ます 。 











日 本 に お いて 、 育 児 費 








1 の 直接 的 軽 














二 = 挂 
一 叶 寺 








する 可能 性 が ある と され て いま す 。 








これ まで 


(例え ば 、 配 偶 


一 
ks 


か ら は 、 


強い 、 女 性 の ネ 





日 本 は 、 






































全 准时 

















労働 
の 保険 料 も 労作 
の よう な 政策 を 捉え 、 我 が 医 
する 傾向 が 強かっ た こと が 指摘 され て いま す "“。 この こと が 、 男 性 ( 


























ニニ ョ 








了 A 上 ED 


日 を 阻 


西 





し か し な が ら 、 生 産 年 齢 人 日 








長 時 間 労働 を 前 提 
動き 方 を 可 
充実 な ど 、 若者 ・ 女 性 が より 安心 し て 生活 























と を 期待 し 





ます 。 



































1 人 が 一 家 を 支え る 家族 
動 者 が 負担 。、) が 講 











用 態 を 前 捉 と し た 


じ ら れ れ ば 、 出 生 率 が 2.0 まで 回 復 


[会 保障 政策 














に お いて は 福 雇 

















祉 政策 より も 


























ー 
二 
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! に あっ て 【 




















肖 加 する 





























じ ら れ て きま し た 。 一 


部 の 識者 





用 政策 を 重視 
長 時 間 労働 を 

する 要因 と な っ て きた と も 考え られ ます 
が 減少 し 、 高 齢 者 が 
こ 形 成 さ れ て きた 職場 環境 の 改善 や 、 一 人 ひと り の 希望 に 応じ た 
能 と する 多様 な 雇用 形態 の 普及 と と も に 、 生 涯 を 通し た 社会 保障 制度 の 
で きる 制度 設計 が 国 に お いて 行わ れる こ 











よ 、 男 性 の 





(全国 一 律 の 高い 水準 の 出産 、 子 育て サー ビス を どこ で 産ん で も 受け られ る 取組 ) 


本 来 、 出 産 や 子育て は 、 日 














本 








全国 どこ に お いて も 一 定 水準 の 高い サー ビス が 受け 











られ る こと が 望ま れ ま す 。 











社会 保障 の 一 施策 で ある 
ら 中 学校 を 卒業 する まで の 間 、 
て いま せん 。 さら に 、 千 代 
また 、 神 奈川 県 川崎 市 に お いて も 0 歳児 



































時 まで 一 定 
いま す 。 























方 、 県 内 の ある 市 で は 、 全 人 額 助成 は 実施 し て お ら ず 、 助成 も 小学 校 卒 業 時 ま 
入院 の み ) に と ど ま っ て いま す 。 





(小学 生 は 


の 年 収 要件 の 下 、 全 額 助 成 (小 2 一 中 3 来 
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経済 開発 協力 機構 (OECD : Organisation 
(有斐閣 、2008 年 ) 。 





宮本 太郎 


「 福 祉 政治 」 


メ は 、 



































医療 費 助成 を 例 に と っ た 場合 、 東 京 23 区 で は 、0 歳 か 
医療 費 全 額 助成 を 実施 し て お り 、 自 己 負 担 は 発生 し 














高校 生 の 


医療 費 も 全額 助成 を 行っ て 








いま す 。 

















に 対す る 全額 助成 を は じ め 、 


学校 卒業 








(区 





4 ) 
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で は 入院 費 の み ) を 実施 し て 





SE 


For Economic Co-operation and Development) 。 





( 図 4) 











地方 公共 団体 独自 の 医療 費 助成 の 例 (平成 25 年 10 月 現在 ) 


自己 負担 な し 0 歳 こ 就学 前 
・ 自 己 負 担 額 か ら 1 診 
療 報 酬 明細 書 ご と に 
以 | 纺 - 自己 負担 2 割 1 歳 一 小学 1 年 生 | 入院 外 1 月 750 円 , 入 
"自己 负担 本 (年 | 院 1 月 2500 円 を 差し 
706 万 円 以下 の 場合 ) | 引い た 額 を 助成 (年 収 
要件 な し ) 


[人 
0 歳 て 中 学校 卒業 ま 
で 自己 負担 な し (全額 入院 の み 自 己 負 担 額 
3 助 成 か ら . 1 診療 報酬 明細 
自己 負担 3 割 小学 2 年 ~ 書 ご と に 1 月 2500 円 を 
中 学校 卒業 差し 引い た 額 を 助成 
・ 入 院 の み 自 己 負担 |( 年 収 要 件 な し ) 
な し (年 収 706 万 円 以 


下 場合 ) 
ye 5 自己 負担 3 割 自己 負担 3 割 
| 15 歳 | 


※「 社 会 保障 と 税 の 一 体 改 革 」 財 務 省 資料 を 参考 に 作成 。 
各地 方 公共 団体 と も 、 非 課税 世帯 等 に 対す る 制度 は 別途 あり 。 






























































それ ぞ れ の 地域 が 自ら の 地域 を 住み や すく 、 そ の 魅力 を 高め る こと は 、 今後 、 一 
層 重 要 な 取組 と な っ て きま す が 、 出 産 、 子 育て 等 に 必要 な サー ビス に つい て は 、 地 
方 の 財政 力 に よっ て 差 が 出 な いこ と が 望ま し いと 考え ます 。 

その た め に も 、 国 に お いて は 、 地 方 財源 の 偏在 是正 な ども 含め 様々 な 取組 を 進め 
る こと を 期待 し ます 。 












































【 国 に 期待 する 施策 例 】 
結婚 支援 対策 の 充実 ・ 強 化 
乳幼児 等 医療 費 助 成 の 一 律 化 
地方 単独 医療 費 助 成 事業 の 現物 給付 化 “『 に よる 国庫 負担 金 の 減額 調整 の 廃止 
子ども ・ 子 育て 支援 新制 度 の 円 滑 な 実施 
子育て し や すい 労働 環境 の 整 1 




























































































大 起 








に 











に 掲げ た 施策 の ほか 、 特に 若者 ・ 女 性 の 生き に くさ の 解消 や 働き に くさ の 解消 
向け た 各種 施策 が 広く 浸透 する よう 、 国 民意 識 が 醸成 され る こと に も 大 い に 期 待 
0 
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13 医療 費 助 成 の 受給 者 が 医療 機関 の 窓口 で 助成 額 を 差し 引い た 受給 者 負担 の み を 支払 う 方 法 。 
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ここ で は 、 ふ る さと 振興 の 3 つの 基本 目標 ご と に 、 取 組 の 方 向 や 内 容 を 揚げ て いま 
す 。 


それ ぞ れ の 施策 分 野 ご と 








振興 の 取 
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組 や 成果 目標 、 県 、 




















現状 と 課題 を 示し た 上 で 、 そ れ ら を 踏ま を えた ふる さと 








市 町 村 、 関 係 団体 等 の 役割 を 表す 構成 と し て いま す 。 








基本 目標 ① や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 られ る 仕事 を 創出 し 、 岩 手 へ の 新た 
な 人 の 流れ の 創出 を 目指 し ます 。 


基本 目標 ② 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出 生 率 の 向上 を 目指 し ます 。 


(⑪⑰ 就 労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産ま る 


(2 子育て 支援 プロ ジェ クト 
ご と 支援 プロ ジェ クト 0 2 


基本 目標 ③ 医療 ・ 福 祉 や 文化 、 教 育 な ど 豊 か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進 
め 、 地 域 の 魅力 向上 を 目指 し ます 。 


1) 魅力 ある ふる さと づく り プ ロジ ェクト (②) 文 化 芸 術 ・ ス ポー ツ 振 興 プ ロジ ェクト 


(3 若者 ・ 女 性 の 活躍 支援 プロ ジェ クト (4) 保 健 ・ 医 療 ・ 福 祉 充実 プロ ジェ クト 
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や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 岩手 へ の 新た な 人 の 流れ の 
代 出 を 目指 す 施策 
く ポ イン トッ > 


〇 就職 期 に お ける 若者 の 県 外 流出 を 食い 止め る た め 、 関 係 機関 が 連携 し 、 雇 用 の 
創出 と 創業 支援 の 充実 ・ 強 化 に 取り 組み ます 。 


〇 農山 漁村 に お ける 人 口 の 社会 減 を 食い 止め る た め 、 農 林 水 産業 の 活性 化 等 に よ 


る 所 得 ・ 雇 用 機会 の 確保 を 図る と と も に 、 交 流 人 口 の 拡大 等 に より 移住 ・ 定 住 を 
促進 し ます 。 


〇 岩手 に 関心 を 持つ 、 来 て みる 、 地 元 ・ 地 域 に 慣れ る 、 住 ん で みる 、 定 住 す る と 
いう 移住 プロ セス に 沿っ て 、 情 報 発信 や 移住 ・ 定 住 体 験 の 推進 、 移 住 者 の フォ ロ 
一 等 、 希 望 者 の ニー ズ に 応じ た きめ 細か な 施策 を 推進 し ます 。 


〇 岩手 が 有する 、 優 れ た 県 産品 の 販路 拡大 や 観光 振興 、 移 住 ・ 定 住 の 促進 、 企 業 
立地 推進 、 6 次 産業 化 、 県 産 米 ブラ ンド 化 な ど 、 あ ら ゆ る 分 野 の 総合 的 な 情報 発 
信 を 図り 、 岩 手 を まる ご と 売り 込む こと に よっ て 、 外 貨 の 獲得 や 雇用 の 確保 を 推 
進 し 、 岩 手 へ の 新た な 人 の 流れ を 創出 し て いき ます 。 
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《<muao 太 和 > ハ 


就職 期 に お ける 若者 の 県 外 流出 を 食い 止め る た め 、 関係 機関 が 連携 し 、 雇 用 の 受け 皿 と 

な る 魅力 ある 企業 づく りや 創業 支援 を 行う と と も に 、 企 業 の 採用 力 を 強化 し 、 新 規 学 相 者 等 
と の マッ チン グ を 促進 する ほか 、 社 会 人 の U・1 タ ー ン に 取り 組み ます 。 ま た 、 観 光 資源 の 活用 
に よる 交流 人 口 や 経済 交流 の 拡大 に 取り 組む と と も に 、 復 興 道路 等 や 港湾 な ど 産業 振興 を 
人 多 











[现状 上 课题 ] 
〇 本 県 に お いて は 、 近 年 有効 求人 倍率 が 1.0 を 超え る 状況 が 続く な ど 、 人 手 不足 が 発生 

し て いる 状況 で す 。 商 工業 、 建 設 業 、 農 林 水 産業 を は じ め 幅 広い 分 野 に お いて 、 今 後 一 
層 、 人 材 の 確保 が 必要 と な り 、 人 材 の 育成 は 急務 で す 。 

本 県 の 産業 の 柱 で あわ る も の づく り 産 業 に お いて は 、 以 前 か ら 、 地 域 も の づく り ネ ッ ト 
ワー ク 14 が 中 心 と な り 、 技 能 に 注目 し た 人 材 育 成 を 図っ て きま し た が 、 企 業 は 、 開 発 力 や 
マネ ジメント 力 と いっ た 幅広 い 知識 を 有 し た 人 材 も 求め て お り 、 こ うし た 高度 な 人 材 の 

育成 に も より 力 を 入れ て 行く こと が 必要 で す 。 






































































































































〇 県 内 大 学 や 高校 等 の 新規 学卒 者 の 県 内 就職 率 は 、 近 年 上 昇 傾向 に あり ます が 、 県 内 大 
学 に 対す る 県 内 企業 か ら の 求人 件 数 の 割合 は 低い 状況 で す 。 

県 内 企業 に お いて は 、 経 営 、 技 術 両 面 の イノ ベー ショ ン を 推進 し 事業 と 雇用 の 拡大 を 
図り な が ら 、 県 外 企業 と の 実質 的 給与 水準 の 格差 の 縮小 を 実現 する と と も に 、 本 社 部 門 
や や 研究 開発 部 門 の 拡充 な ど 、 学 生 の 求職 ニー ズ に 応え 、 多 く の 学 生 ・ 生 徒 の 就職 先 と し 
て 選ば れる よう に する 必要 が あり ます 。 















































































































































〇 本 県 の 地域 資源 と 文化 に 育ま れ た 地場 産業 は 、 新 た な ライ フス タイ ル の 提案 や 本 県 の 
魅力 の 発信 を は じ め 、 移住 ・ 定 住 の 促進 、 さ ら に は 若者 女性 等 の 創業 機会 の 創出 な ど 様 々 
な 可能 性 を 有する こと か ら 、 持 続 的 な 事業 展開 及び 発展 を 支援 する こと が 必要 で す 。 
















































































〇 本 県 に お いて は 、 東 日 本 大 震 災 津波 に より 被災 し た 事業 所 の うち 7 割 以 上 が 事業 を 再 
開 し て いま す が 、 小 規模 事業 者 を 中 心 に 後継 者 が いな いこ と や 顧客 ・ 販 路 の 喪失 な ど を 
理由 に 約 2 割 の 事業 者 が 廃業 や し て いま す 。 






















































































14 県 内 の 産 官 学 が 一 体 と な っ て 地域 の 産業 人 材 を 育て る た め の 組 織 。 県 内 全域 を 網羅 する 形 で 5 つの ネ 
ットワーク が 設立 され て いる 。 
「 平 成 27 年 【第 2 回 】 被 災 事 業 所 復興 状況 調査 」 (岩手 県 ) 。 
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この よう な 状況 の 下 、 被 災 地 の 地域 経済 を 活性 化す る た め 














業 を 促進 する こと が 必要 で す 。 





























自然 や や 食 な ど 本 県 の 優れ た 観光 資源 の 活 




















下 当 











が ら 取 組 を 進め て いく こと が 必要 で す 。 











東日本 大 震 災 津波 の 被災 地 で は 、 こ れ ま で の 復興 の 取組 等 
ク が 構築 され て いま す 。 ま た 、 復 興 道 路 の 整備 や 山田 線 の 再 
より 、 地 域 が 文字 通り 一 つ に 繋が か る こと か ら 、 こ うし た 状況 
な 観点 か ら 、 地 域 資源 の 活用 に よる 観光 な どの 産業 】 





























経済 成長 を 取り 込む 海外 戦略 は 、 本 県 に お ける 産業 振興 と / 
信人 態勢 の 充実 に よる 国内 外 か ら の 観光 客 の 増加 が も た ら す 
企業 の 海外 ビジ ネス 展開 が 今後 大 きく 期待 で き 、 市 町 村 や 関係 機関 ・ 団 体 と 連携 し な 


1 に よる 交流 人 口 





に も 、 地 域 資 源 を 活用 し た 








個性 豊か な 商品 ・ サ ービス の 提供 や 暮らし と 雇用 を 支え る 生活 関連 事業 な ど 、 様 々 な 起 


の 拡大 や 、 東 アジ ア 諸 国 の 

















1 の 拡大 に 極め て 重要 で す 。 












































呈 広 い 経 済 波及 効果 や 、 県 














を 通じ て 様々 な ネッ トワ ー 



































開 と 三陸 鉄道 の 一 貫 経営 に 
を 最大 限 に 生か し 、 広 域 的 









































長興 や 定住 ・ 交 流 の 促進 、 新 た な 三 








陸 ブ ラン ド の 形成 な ど に 向け た 取組 を 加速 する こと が 必要 で す 。 








fs 


























道 の 駅 」 は 、 特 産物 や 観光 資源 等 の 地域 の 魅力 を 発信 する 拠点 と し て 、 大 い に 活 用 





され て お り 、 地 域内 外 の 交流 人 口 の 更 な る 拡大 や 地域 活性 化 
観点 や 地域 の 実情 等 を 考慮 し た 、 更 な る 機能 の 充実 ・ 強 化 を 図る こと が 必要 で す 。 



































を 図る た め に も 、 広 域 的 な 























〇 婚 存 企業 の 求人 、 採 用 数 の 拡大 と 併せ 、 創 業 (開業 ) に よる 雇用 の 場 の 拡大 も 必要 で 


O 


す 。 県 内 で ビジ ネス 立 上 げ に チャ レン ジ す る 者 へ の 支援 の 充実 や 、 首 都 圏 等 で 一 定 の 顧 
客 や ノウ ハウ を 持つ 社会 人 が U・I ター ン し 創業 し よう と する 際 の 情報 提供 や 支援 体制 





を 更に 充実 させ る こと が 必要 で す 。 












































県 内 に 数 多く 存在 する 優良 企業 が 、 学 生 ・ 




























































































生徒 や その 保護 者 に 必ず し も 知ら れ て お ら 





ず 就 職 に 結び つか な い 現 状 も あり ます 。 就 職 活 動 期 よ り 早 い 時 期 か ら の PR や 接点 づく 


り が 必要 で す 。 




















〇 低い 県 内 就職 率 や 新卒 就職 者 の 高い 離職 率 、 産 業界 の 求め 


O 


マッ チ 等 の 課題 を 解決 する た め 、 地元 産業 界 と 協 信 








et 























の 調和 に 向け た 働き 方 の 見 直し の 推進 、 正 規 雇 用 の 
重視 し た 職場 づく り に 向け た 地元 企業 の 理解 を 深め る 




























































































県 内 企業 の 採用 活動 は 、 県 外 企業 に 比べ 開始 時 期 が 遅く 、 








胃 し 、 長 時 間 労 働 の 抑制 仕事 と 生活 
大 や 処遇 の 改善 等 、 雇 用 の 質 を 
必 組 が 必要 で す 。 


る 人 材 と 学校 教育 と の ミス 















































また 、 イ ンタ ー ン シッ プ の 


受入 態勢 が 十分 で な いな ど 、 学生 ・ 生 徒 に 対す る アプ ロー チ が 弱い と の 指摘 が あり ます 。 
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〇 県 外 に 就職 し て いる 本 県 出身 の 社会 人 、 あるいは 本 県 に 様々 な 魅力 を 感じ て いる 、 潜 
在 的 な り ・ I ター ン 希 望 者 に 働き か け て いく た め 、 そ の 拠点 と な る 東京 U り ター ン セ ンタ 
ー" の 活動 の 強化 や 、 (労働 局 ) が 持つ ノウ ハウ や 情報 の 活用 、 共 有 が 必要 で す 。 
























































〇 県 外 の 大 学 等 に 進ん だ 学生 に は り タ ー ン 就職 を 希望 する 者 も 多い も の の 、 県 内 企業 の 
情報 に 触れ る 機会 が 県 内 の 学生 に 比べ 少な く 、 そ の まま 県 外 就職 を 選択 する 一 因 に な っ 
て いま す 。 県 外 学生 に 対す る 情報 提供 ルー ト を 多様 化し 、 情 報 に アク セス し や すい 環境 
を 整え る こと が 必要 で す 。 






























































〇 建設 業 は 、 地 域 経 済 を 支え る と と も に 、 地 域 の 雇用 を 確保 する た め に 重要 な 役割 を 担 
っ て いま す 。 ま た 、 県 民 の 安全 で 安心 な 暮らし を 守り 、 地 域 経済 や 日 常 生活 に 欠か せな 
い 社 会 生活 基盤 の 整備 や 維持 管理 の 担い 手 で も ある こと か ら 、 技 術 と 経営 に 優れ た 建設 
企業 が 存続 し 成長 で きる 環境 の 整備 や 、 建 設 業 の 次 世代 を 担う 人 材 の 育成 確保 の 取組 を 

支援 し 、 技 術 や 技能 の 着実 な 継承 を 図る こと が 必要 で す 。 
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O OE Od set Ad ミ き 家 」) が 数 多く 存在 し て いま す 。 

一 方 、 若者 を 中 心 に リノ ベー ショ ン TY7 が 浸透 レニ ー ズ も 高まっ て いま す が 、 不動 産 と し 
て 流通 に 乗っ て いな い ケ ー ス が 多く 、 不 動産 業界 と の ミス マッ チ が 発生 し て いま す 。 
ミス マッ チ を 解消 し 地域 の 魅力 の 向上 や り ・ I ター ン 等 を 促進 する た め 、 地 域 に 残る 
優良 な 建築 スト ッ ク を 流通 させ る シス テム の 構築 を 進め る こと が 必要 で す 。 











































































































〇 本 県 は 、 都 市 間 の 移動 に 長い 時 間 を 要 し て お り 、 地 域 間 の 連携 や 交流 の 拡大 、 物 流 の 
効率 化 、 観 光 客 の 利便 性 等 を 阻害 する 大 き な 要 因 と な っ て いま す 。 一 方 、 本 県 の 重要 港 
湾 は 、 東 日 本 大 震 災 津波 で 被災 し た も の の 、 港 湾 機 能 は お お むね 回 復 し 、 取 り 扱 い 貨物 

量 も 大 岩 災 津波 前 の 水準 まで 回 復 し て いま す 。 
現在 、 復 興 事 業 に より 、 復 興 道路 を は じ め と する 高 規 格 道路 ネッ トワ ー ク の 整備 が 進 

め ら れ て お り 、 整 備後 の 変化 を 踏ま えた 地域 活性 化 の 方 策 に つい て 検討 を 行う と と も に 

港湾 の 機能 高度 化 や 利用 拡大 に 向け た ポー ト セ ー ル ス を 展開 する 必要 が あり ます 。 












































































































































16 岩手 県 へ この り リターン ・ 』 ター ン 就 職 を 希望 する 方 へ の 相談 対応 、 職 業 紹介 等 を 行っ て いる 。 東 京都 の 
いわ て 銀河 プラ ザ 内 に 所 在 。 
7 既存 建築 物 を 大 規模 に 改修 する こと に より 、 現 状 よ り も 性 能 や 機能 、 価 値 を 高め る こと 。 
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ふる さと 振興 の 具体 的 な 取組 

〔 主 な 取組 内 容 〕 

① 雇用 の 受け 自 と な る 地域 産業 の 振興 
本 県 経済 の 基盤 と な る 地域 産業 の 活力 を 高め 、 長 期 的 ・ 安 定 的 な 雇用 を 確保 する た め 
に 、 次 の と お り 、 関 係 機関 と 連携 し な が ら 企 業 の 支援 等 を 行い 、 産 業 振興 ・ 拡 大 を 図り 
ます 。 



















































































0 一 1 競争 力 の 高い も の づく り 産 業 の 振興 

本 県 の も の づく り 産 業 の 中 核 で ある 自動 車 ・ 半 導体 関連 産業 に つい て 、 一 層 の 集積 
拡大 と 競争 力 強 化 を 図り ます 。 ま た 、 三 次 元 デ ジタル 技術 や 情報 通信 技術 等 を 活用 し 
た 設計 開発 や 生産 技術 力 の 強化 な ど 「 も の づく り 革 新 」 を 支援 し 、 地 場 企業 の 「 高 4 
産 性 」「 高 付加 価値 型 」 へ の 転換 を 促進 し ます 。 
自動 車 関連 産業 で は 、 主 要 大 手 部 品 メ ー カ ー と の 協 働 に よる サプライ チェ ー ン "構築 
や や 次 世代 モビ リティ 開発 に 向け た 低 コ スト 化 、 軽 量化 の 研究 開発 、 新 製品 開発 、 
化 に 対す る 支援 を 行い ます 。 
また 、 自 動車 産業 振興 で 培っ た ノウ ハウ 等 を 横 展開 し 、 県 内 各地 の 中 核 的 企業 を 中 
心 と し た 「 地 域 ク ラス ター"」 の 形成 を 促進 し 、 サ プラ イチ ェ ー ン の 強化 と 地域 雇用 の 
拡大 に つなげ ます 。 
半導体 関連 産業 に つい て は 、 中 核 企業 の ニー ズ と 地場 企業 ・ 大 学 の シー ズ の マッ チ 
ング の 強化 を 図る ほか 、 企 業 に よる 展示 会 出展 や 研究 会 活動 を 支援 し 、 成 長 分 野 と の 
事業 連携 ・ 協 業 の 拡大 を 促進 し ます 。 
医療 機器 、 ロ ボッ ト 、 航 空 機関 連 な ど 新た な 成長 分 野 を 中 核 産業 と する た め 、 企 業 
間 連 携 や 産学 官 金 連携 に よる 新 技術 ・ 新 製品 開発 と 事業 化 の 促進 、 生 産 体制 確立 や 販 
路 拡 大 へ の 支援 等 を 通じ て 、 県 内 企業 の 参入 を 促進 し ます 。 

今後 成長 が 見 込ま れる 加速 器 関 連 分 野 へ の 県 内 企業 の 参入 を 促進 する た め 、 自動 車 ・ 
半導体 協議 会 と 加速 器 関連 産業 研究 会 と の 交流 を 促進 する と と も に 、 企業 と KEK と 
の マッ チン グ を 共同 研究 等 を 支援 し ます 。 
も の づく り 人 材 の 育成 に 当たっ て は 、 産 学 官 が 連携 し 、 未 来 を 担う 児童 ・ 生 徒 へ の 
段階 的 な キャ リア 教育 や 保護 者 、 教 員 の 地元 企業 へ の 理解 促進 を 進め る ほか 、 組 込み 
ソフ トウ ェ ア 等 の 高度 技術 者 の 育成 を 推進 し ます 。 ま た 、 企 業 が 求め る 高度 な スキ ル 
を 有する 人 材 と 県 内 の 大 学 等 高等 教育 機関 の 学生 の 求職 ニー ズ と の マッ チン グ を 通じ 
て 、 企 業 と 学生 双方 の 地元 定着 の 取組 を 進め ます 。 
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山中 
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六 

















原材料 ・ 部 品 の 調達 か ら 、 製 造 、 在 庫 管理 、 販 売 、 配 送 ま で の 製品 の 全体 的 な 流れ の こと 。 

9 関連 する 産業 及び 事業 が 結び つく こと に よっ て 、 新 た な 相乗 効果 を 生み 出す 産業 ・ 事 業 群 の 総称 。 

大 学 共同 利用 機関 法人 「 高 エネ ルギー 加速 器 研究 機構 」。 物 理学 ・ 加 速 器 科学 ・ 物 質 構造 科学 な どの 
S 合 研究 機関 で 、 加 速 器 と 呼ば れる 装置 を 使っ て 基礎 科学 を 推進 する ほか 、 国 際 リ ニア コラ イダ ー 等 の 
加速 器 本 体 の 研究 を 行っ て いる 。 











[4 三 
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企業 誘致 に 当たっ て は 
どの 関連 部 門 、 さ ら に 


製造 














は 、 


















































































































































や 情報 通信 業 な どの 製造 ・ 技 術 部 門 に 加え 、 物 流 な 
は 本社 機 角 E も 視野 ( 

















に 入れ た 総合 的 な 移転 や 関連 企業 の 誘致 を 推 
進 す る ほか 、 企 業 間 連 携 に よる 事業 拡大 に 向け た 支援 を 通じ て 、 県 内 企業 の 一 層 の 拠 
点 化 を 推進 し 、 競 争 カ の 高い 産業 の 集積 を 目指 し ます 。 
| KPIT: 還 も の づく り 関 連 分 野 (輸送 機械 、 半 導体 製造 装置 、 電 子 部 品 ・ デ バイ ス 等 ) の 製造 品 出 “| 
| 荷 額 : 17,000 億 円 〔H26 実績 値 15,362 億 円 
画 食 意 工夫 功労 者 受賞 者 数 (累計 ) : 378 人 〔H26 実績 値 128 人 ] 
图 新 规 立地 增设 件数 (累计) : 323 件 〔H26 実績 値 223 件 ] 

















軒 高 座 者 の 県 内 就職 率 : 67.0% [H26 実績 値 63.4%] 


く 県 民 総 参 加 の 取組 > 


も の づく り 産 業 の 競争 力 を 高め 地域 経済 の 活力 を 確 


援 機関 





























市 町 村 等 と 連携 し て 取り 組み 





ます 。 


E 保 する た め 、 企 業 や 大 学 、 産 業 支 











県 以外 
の 主体 


(企業 ・ 団 体 等 ) 


・ 技 術 力 、 競 省力 の 強化 に よる 取引 拡大 


























・ 地 元 学生 の 新規 雇用 拡大 
(教育 機関 ・ 産 業 支援 機関 等 ) 
技術 力 、 経 営 力 の 向上 支援 
開発 、 取 引 拡大 支援 






































に よる 高度 技術 ・ 技 能 人 材 育成 な ど 























企 


(市 町 村 ) 


・ 地 域内 の 産業 振興 施策 の 























な 調整 
業 誘致 





全 国 






































爱 、 人 材 育 








的 な 産業 振興 施策 の 企画 調整 
ワー ク の 構築 
成 と その 基盤 整 


ん と 


用 = 于 























9 一 2 


食 産業 の 振興 





本 県 な ら で は の 地域 資源 を 生か し た 付加 価値 の 高い 商品 づく り を 通じ て 、 Me 














































































































手 ブ プラ ンチ 」 
向け た 取 














持続 的 に 発展 する た め 、 事 業者 や 生産 者 に 加え 産業 支援 、 金 融 、 行 政 の 各 機 関 に 
陣 働 体制 の 「 フ ー ド ・ コ ミュ ニケ ーション ・ プ ロジ ェクト (FCP) 2% 岩 
等 を 活用 し 、 農 商工 連携 や 事業 者 間 連 携 に よる 新た な 事業 展開 や 人 材 育成 に 
組 を 強化 し ます 。 

人 1 重要 業績 評価 指標 (KPI : Key Performance Indicator) 。 政 策 ご と の 
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標 。 た だ し 、 
農林 水産 省 が 提唱 し て いる も の で 、 食 品 事業 





























| 成 27 年 度 て ヨ 














成 31 年 度 の 系 計 









































化 ” する こ 




















と に より 、 食 に 対す る 消 
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成 31 年 度 に 達成 すべ き 成 果 

直 と し て いる も の 等 も ある 。 
が 主体 的 に 行う 「 食 の 安全 ・ 

音 の 信頼 向上 や 、 企 業 業 績 の 向上 に つなげ よう と する 取組 。 
































安心 」 の 活動 を "見え る 














環境 の 変化 に 柔軟 に 対応 し 、 起 業 や 新 商品 ・ 新 サー ビス の 開発 な ど 新 た な 事業 活動 
こ 取 り 組 む 事 業者 等 の 商品 開発 や 販路 開拓 、 工 程 改善 等 に よる 経営 基盤 強化 の 取組 を 










































































く 県 民 総 参 加 の 取組 > 

食 産 業 が 付加 価値 と 生産 性 の 高い 総合 産業 と し て 成長 する た め 、 
ー ズ を 捉え た 商品 開発 や 販路 開拓 、 工 程 改善 等 を 一 層 進 め ま す 。 
県 は 、 市 町 村 及 び 産 業 支 援 機関 等 と 連携 し 、 こ れ ら の 取組 を 総合 的 に 支援 し ます 。 

















ln 











事業 者 は 、 消 費 者 ニ 









































県 以外 | (事業 者 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・F CP の 協 働 の 取組 へ の 積極 的 な 参画 ・ 地 域内 の 振興 施策 の 企画 











・ 消 費 者 ニー ズ を 捉え た 新 商品 ・ 新 サー ビス の 開 | 調整 
発 、 販 路 の 開拓 、 工 程 改善 等 生産 性 向上 の 取組 ・FCP の 協 働 の 取組 へ の 













































































・ 他 の 生産 者 、 事 業者 と の 連携 積極 的 な 参画 
(産業 支援 機関 、 金 融 機 関 ) ・ 県 及び 産業 支援 機関 等 と 
・FCP の 協 働 の 取組 へ の 積極 的 な 参画 連携 し た 支援 











・ 商 品 開発 、 加 工 技 術 開発 、 販 路 開 拓 等 の 支援 
・ 経 営 力 向 上 の 支援 
・ 各 種 研修 ・ セ ミナ ー に よる 人 材 育 成 
























































県 ・ 広 域 的 な 振興 施策 の 企画 調整 
・FCP 岩 手 ブ ラン チ を 中 核 と し た 産学 官 金 に よる 事業 支援 、 連 携 促進 及び 人 
材 育成 























・ 岩 手 県 産業 創造 アド バイ ザー 等 専門 家 の 活用 に よる 助言 、 指 導 
・ 各 種 文 援 制 度 の 活用 に よる 商品 開発 等 の 支援 
・ 県 内 外 で の 商談 会 や 物産 展 、 大 手 量販 店 等 で の フェ ア の 開催 










































































一 3 地場 産業 の 振興 
アン テ ナ シ ョ ッ プ 物産 展 等 の 販売 機会 確保 に 色 め 、 消 費 者 ニー ズ の 把 提 や 効果 的 
な 情報 発信 に よる 販売 拡大 を 図り ます 。 
首都 圏 に お ける 展示 販売 会 等 を 通じ 、 幅 広い 世代 の 消費 者 に 対し て 、 暮 らし を 彩る 
県 産品 や 、 そ の 魅力 を 生か し た 新た な ライ フス タイ ル を 提案 し 、 新 た な 購買 層 の 開拓 
を 図り ます 。 
大 手 百貨 店 の バイ ヤー 等 か ら 商 品 開発 や 販売 戦略 に 関す る アド バイ ス を 受け る な ど 、 
新た な 販路 の 開拓 に つなげ る 取組 を 進め ます 。 
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ライ フス タイ ル の 変化 や 多様 な 消費 者 ニー ズ 
等 を 産業 支援 機関 等 と 一体 と な っ て 支援 し ます 。 




















に 対応 し た デザ イン 開発 や 新 商品 開発 



























































く 県 民 総 参加 の 取組 > 

事業 者 は 、 他 の 事業 者 や 異 業 種 と 連携 し 、 ラ イフ スタ イル の 提案 も 含め た デザ イン 開 
発 や 新 商品 開発 、 販 路 開 拓 等 に 取り 組む と と も に 、 新 た な 担い 手 を 育成 し ます 。 

県 は 、 市 町 村 及 び 産 業 支援 機関 と 連携 し 、 こ れ ら の 取組 の 支援 を 行う と と も に 、 国 内 


外 に 向け て の 総合 的 な 情報 発信 や 販売 機会 の 創出 等 に 取り 組み ます 。 




































































県 以外 | (事業 者 ) 
















































































(市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 消 費 者 ニー ズ 、 ラ イフ スタ イル に 適合 し た デザ | ・ 販 売 機会 の 創出 、 販 路 開 
イン 開発 や 新 商品 開発 拓 の 支援 、 情 報 発信 
・ 他 の 事業 者 、 異 業種 と の 連携 ・ 支 援 制 度 を 活用 し た 販路 
・ 販 路 の 開拓 開拓 、 新 商品 開発 等 の 促進 
・ 新 た な 担い 手 の 育成 な ど ・ 後 継 者 の 確保 、 育 成 等 の 
(産業 支援 機関 ) 担い 手 対策 











・ 専 門 家 の 派遣 等 に よる デザ イン 開発 、 新 商品 開 
発 、 経 営 力 向上 等 に 関す る 支援 

・ 他 の 事業 者 、 異 業種 と の 連携 支援 

・ 地 域 団体 商標 23 等 の 活用 支援 な ど 

県 ・ 広 域 的 な 振興 施策 の 企画 調整 、 連 携 支援 

・ 首 都 圏 等 で の 物産 展 等 の 開催 や 展示 販売 会 等 へ の 昌 
・ ア ン テ ナ ショ ッ プ を 活用 し た 販売 機会 の 提供 、 情 
・ 支援 制度 を 活用 し た 販路 開拓 、 新 商品 開発 等 の 促進 

















































































































支援 














CA 
= 
nil 



































ぐる ①ー4 商業 ・ サ ービス 業 の 振興 
商業 ・ サ ービス 業者 の 持続 的 な 発展 や 円 滑 な 事業 承継 等 に 資す る た め 、 市 町 村 、 商 
団体 及び 商店 街 組織 等 に よる 事業 者 の 経営 力 向 上 や 魅力 ある 商品 







































































・ サ ービス 及び 店 
舗 づ くり な どの 取組 を 支援 する と と も に 、 そ の 成果 で ある 取組 事例 の 普及 を 図り ます 









































O 





3 [地域 名 」 と 「 商 品名 」 か ら な る 文字 商標 。 こ れ ま で 県 内 で は 、「 南 部 鉄器 」「 江 刺 り ん ご 」 等 が 登 
録 さ れ て いる 。 
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各地 域 の 商店 街 が 抱 を える 、 に ぎわ い 創 出 、 魅 力 創造 、 後 継 者 育成 等 の 課題 を 解決 す 
る た め 、 市町村 、 商 工 団体 及び 商店 街 に よる 社会 経済 環境 の 変化 に 伴う 住民 ニー ズ 等 
へ の 的 確 な 対応 や ソー シャ ルビ ジネス うき 等 を 通じ た 先駆 的 な 取組 を 支援 し ます 。 






























































KP { : 画 卸 売 ・ 小 売 業 に お ける 就業 者 1 人 当たり の 県 内 総 生産 : 4.978 千 幅 
[H25 実績 値 4.786 千 
置 沿岸 部 の 市 町 村 に お ける 営業 再開 し た 商業 サー ビス 業者 の 本 設 移行 率 : 100.0% 





























= 
































[H26 実績 値 55.696] 
く 県 民 総 参加 の 取組 > 
商業 ・ サ ービス 業者 が 自ら 経営 力 を 向上 させ 個 店 の 魅力 を 高め る と と も に 、 商 店 街 全 
体 と し て の 魅力 を 高め ます 。 
また 、 沿 岸部 の 商業 機能 の 回 復 、 新 た な 商店 街 の 構築 に つい て は 、 ま ち づ く り の 主体 
で ある 市 町 村 を 中 心 に 、 商 工 団体 等 の 産業 文 援 機関 と 一 体 と な っ て 進め ます 。 





































































































































































































県 以外 | (商業 ・ サ ービス 業者 等 ) (市 町 村 ) 

の 主体 | ・ 経 営 力 向 上 等 を 図る た め の 取 組 ・ ま ち づ く り に 関す る ビジ 
・ 顧 客 の ニー ズ に きめ 細か く 応 じ た 事 業 活動 ョ ン の 明確 化 
・ 商 店 街 活性 化 に 向け た 取組 な ど ・ 空 き 店 舗 の 解消 の 取組 な 
(産業 支援 機関 ) ど 地 域内 の 商業 、 サ ービス 
・ 商 店 街 や 事業 者 の 経営 力 向上 等 を 図る た め の き | 業 振興 施策 の 企画 調整 
め 細 か な 支援 な ど 

県 ・ 効 果 的 な 支援 施策 の 立案 、 実 施 














< 





・ 市 町 村 等 に よる 事業 者 の 
りな どの 取組 へ の 支援 
・ 市 町 村 等 に よる 商業 、 サ ービス 業 で の 創業 を 目指 す 若 者 や 女性 に 対す る 創業 
体験 機会 の 提供 な どの 取組 へ の 支援 

・ 支 援 事業 に よる モデ ル 的 取組 の 創出 と 成果 の 全 県 へ の 波及 

・ 市 町 村 等 に よる 商店 街 活性 化 に 向け た 先駆 的 な 取組 へ の 支援 

・ 国 、 市 町 村 等 と 連携 し た 新た な 商店 街 の 構築 に 向け た 整備 等 へ の 支援 


ほ 営 力 向 上 や 魅力 ある 商品 、 サ ービス 及び 店 舗 づ く 






























































































































































24 住民 、NPO、 企 業 な どの 様々 な 主体 が 協力 し な が ら ビ ジネス の 手法 を 活用 し て 行う 、 環 境 保護 、 高 
齢 者 ・ 障 が い 者 の 介護 ・ 福 祉 、 子育て 支援 、 まちづくり 、 観光 な どの 地域 社会 の 課題 解決 に 向け た 取組 。 


29 






























































一 5 i i 




































































































































































































































































































































































地域 の 経済 社会 に 重要 な 役割 を 担う 中 小 企業 を 総合 的 に 振興 する た め 、「 中 小 企業 振 
興 条例 」 に 基づき 、 os 多様 な 就業 機会 の 創出 、 地 域 で 生産 さ 
れる 商品 の 消費 促進 な ど 、 関 係 機関 が 一 体 と な っ て 取り 組み ます 。 

中 小 企業 者 が 、 社 会 経済 環境 の 変化 に 的 確 に 対応 し 、 新 分 野 へ の 進出 、 新 商品 の 開 
発 な ど 新た な 事業 活動 に 取り 組め る よう 、 経 営 革新 計画 の 策定 段階 か ら 、 事 業 実施 

標 達成 まで を 一 貫 し て 支援 し ます 。 

な お 、 計 画 に 基づく 事業 実施 の 段階 に お いて は 、 資 金 面 、 技 術 面 、 販 路 開 拓 な ど 企 
業 ニ ー ズ に 応じ た 重層 的 な 支援 を 行い ます 。 

中 小 企業 者 の 持続 的 な 発展 を 図る た め 、 事 業 活動 の 中 核 を 担う マネ ジメント 人 材 の 育 
成 に 取り 組み 、 経 営 力 の 一 層 の 向上 を 支援 し ます 。 

製造 業 ・ 水 産 加工 業 に お いて 導入 を 進め て きた 工程 改善 等 に つい て 、 他 業種 へ の 普及 
拡大 を 図り ます 。 

KPI : 画 産 業 分 野 (農林 水産 業 除 く ) に お ける 就業 者 1 人 当たり の 県 内 総 生産 : 7,451 千 F 
[H25 実績 値 7,163 千 円 〕 











コー ニニ ーー ニー ニー コミ ニニ ミー ミニー ニニ ー コ ーー と ここ ミニー ニー コニー ニー ミニ ニニ ーー ニー ミニ ニー ミニー ビー コニー ミニー ミー ニー ニー ニー ニー ミニー ビー ニー ミミ ー ニ ニー ミニー コニー ここ ここ ニー ココ ーー ミニ ーー コニー ニニ ニー ニー ビー コニー ミー ニー ニー ミニー ミニ ニー ミニ ビーニー ニコ ーー ニニ ミニ ーーー= ニ ニニ ミコ ピー ビー ニー ニニ ニニ ニニ ニー ニー ミニ ニニ ミニ ニニ ニニ ここ ニニ ニ ニー 


く 県 民 総 参 加 の 取組 > 














































































































































































































































































































































































































中 小 企 業者 は 、 そ の 人 材 や 技術 力 な ど 経 営 資源 を 最大 限 活 用 し 、 更 な る 成長 ・ 発 展 に 
努め 、 商 工 団体 等 の 産業 支援 機関 は 、 中 小 企業 の 潜在 能力 や 可能 性 を 発揮 で きる よう 支 
援 し ます 。 

県 や 市 町 村 は 、 こ う し た 中 小 企業 者 、 産 業 支 援 機関 の 取組 を 促し 、 支 援 し ます 。 

県 以外 | (中 小 企業 者 、 後 継 者 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 財 務 基 盤 の 強化 ・ 支 援 施 策 の 立案 、 調 整 、 実 
・ 新 事業 、 経 営 革 新 へ の 取組 施 
経営 セミ ナー 等 を 通じ た 自己 啓発 の 取組 ・ 県 、 産 業 支援 機関 と 連携 し 
(産業 支援 機関 、 金 融 機関 ) た 経営 ・ 金 融 支援 
・ 中 小 企業 者 の 経営 力 向上 に 向け た 取組 を 促進 
する 支援 
・ 県 、 市 町 村 等 と 連携 し た 経営 ・ 金 融 文 援 
・ 経営 者 、 後 継 者 向け の 経営 セミ ナー や 経営 体 
験 等 の 機会 提供 
中 小 企業 新 事業 活動 促進 法 に 基づき 、 事 業者 が 新 事業 活動 を 行う こと に より 、 そ の 経営 の 向上 を 図る 
こと を 目的 と し て 作成 する 計画 。 事 業者 は 、 こ の 計画 の 承認 を 受け る こ こよ り 、 い ね わ て 希望 ファ ンド 
(経営 革新 枠 ) に よる 助成 や 県 の 琴 資 制度 等 の 支援 を 受け る こと が 可能 に な る 。 
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i 
連携 し た 専門 家 派遣 に よる 助言 等 
. 金融 上 并 上 过 扒 大 朋 消 办 资金 供 答 























県 ・ 支 援 施策 の 立案 、 調 整 、 実 施 
回 
上 






























































令 中 一 6 被災 事業 者 の 再建 支援 
将来 に わた っ て 持続 可能 な 地域 社会 の 構築 を 目指 す 復興 の 取組 を 強力 に 推進 する た 
め 、 東 日 本 大 震 災 津波 に よる 被災 事業 者 に つい て 、 引 き 続 き 本 設 の 事業 所 へ の 移転 等 
を 支援 し 早期 の 事業 再開 を 図る と と も に 、 販 路 拡 大 や 労働 力 の 確保 等 に よる 収益 性 の 
回 復 を 支援 し ます 。 
水産 加工 業 に つい て は 、 競争 力 を 高め 、 経営 基盤 の 強化 を 図る た め 、 上 記 の ハー ド ・ 
ソフ ト 両 面 の 支援 を する と と も に 、 工 程 改善 ・ コ スト 削減 等 に よる 生産 性 向上 の 取組 



















































































































































































| KP I : 加 中 小 企业 东 日 本 震 伙 复 内 资金 贷 付 金 上 忆 融 资 额 (累计 ) : 8.579 億 円 


[H26 実績 値 1,531 億 円 





















































yy 












































画 水 産 加 工 品 粗 付加 価値 額 : 200 億 F [H26 実績 値 148 億 円 



































ご 県 民 総 参加 の 取組 > 
被災 企業 の 事業 再開 に 向け た 自助 努力 を 支援 し 、 沿 岸 地域 の 産業 再生 に 向け て 、 関 係 機 
関 が 連携 し て 取り 組み ます 。 





















































県 以外 | (企業 等 ) (市 町 村 ) 

の 主体 | ・ 早 期 の 事業 再開 及び 事業 再開 後 の 経営 安定 | ・ 支 援 施 策 の 立案 、 調 整 、 実 施 
化 へ の 取組 、 産 業 文 援 機関 と 連携 し た 
・ 商 品 開発 、 販 路 拡大 等 ・ 人 金融 支援 

・ 工 程 改善 等 の 生産 性 向上 の 取組 

(産業 支援 機関 、 金 融 機 関 ) 

・ 被 災 企 業 の 共同 化 ・ 高 度 化 、 円 滑 な 資金 繰 






















































































本 a 
阿 : 涯 
























































り を 支援 
・ ワ ンス トッ プ に よる 被災 企業 の 経営 ・ 金 融 
相談 対応 

県 ・ 支 援 施 策 の 立案 、 調 整 、 実 施 

















・ グ ルー プ 補 助 金 等 助成 金 を 通じ た 被災 事業 所 の 再生 支援 
・ 販 路 開 拓 ・ 商 品 開発 等 に つい て 、 産 業 支援 機関 と 連携 し た 専門 家 派遣 に よる 


登 侍 
百 于 


・ 金 融 機関 と 連携 し た 円 滑 な 資金 供給 
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② 国内 外 と の 交流 人 口 及び 経済 交流 の 拡大 


地域 の 特色 ある 観光 資源 ・ 県 


る と 


観光 関連 ビジ ネス 及び 県 産品 販路 の 拡大 と 雇 
$②ー 1 
そそ 
わ て 観光 キャ ン ペ 


大 ( 
被災 


CA 
Ce 


外国 人 観光 容 の 1 CT 利用 




















ん と 


~ 











産品 





の 上 魅力 を 磨き 上 げ 、 国 内 外 と の 交流 人 口 


を 拡大 す 





と も に 、 成 長 著 し い 東 アジ ア 地 域 を は じ め と する 世界 経済 の 活力 を 取り 込む こと で 、 


























県 内 各地 の 多様 な 資源 を 組み 合わ せ 、 












































観光 産業 の 振興 
重要 な 観光 資源 で ある 世界 遺産 を 県 





テー 

















コ で 複数 


























1 の 促進 に つなげ ます 





O 








する 優位 性 を 生か 





し 、 こ れ を 核 と し 




















こ 取 り 組 み ま す 。 








す 。 





也 の 観光 客 受 入 態 勢 
オ パ ー ク や みち の く 清 風 ト レイ ル な どの 新た な 技 力 を 生 
を 促進 し ま 


= 


布 














ン 推 進 協議 会 」 を 





3 
地 








の 充実 に 取り 組む と 





産 官 連携 
心 に 、 教 育 旅行 を 含め 


の オ 





と も に 








ル 岩 手 の 捧 








E 進 体制 で ある 「 い 


























国 
リピ ビー ター と 



























































と 








図り ます 。 

















Ed 
































日 観光 客 が 急 











ズ 等 を 





EE 握 し な が ら 、「 
報 発信 に 取り 組み ます 。 


最 車 点 市 場 で ある 






































E の 魅力 を 体感 し 、 岩 


望郷 いわ て 国体 、 い わ て 大 会 や ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019 開催 
内 外 か ら 本 県 を 訪れ た 方 々 が 岩 
SC 








国内 外 か ら の 誘客 の 拡 


、 三 陸 鉄 道 を は じ め 、 三 陸 ジ 
か し た 観光 周遊 シー ト の 構築 





な ど を 契機 と し 














FE に 来 て よかっ た と 感じ 
再び 本 県 を 訪れ て いた だ く た め 、 和 観光 事業 者 を は じ め 本 県 全体 
の 「 お も て な し の 向上 」 を 
二 次 交 通 の 確保 、 全 て の 人 が 利用 
勢 の 整備 を 促進 し 』 
観光 客 の ニ 
わ て まる ご と 売込み 」 の 情 
イン バウ ンド に つい て は 、 
や 訪 


し ゃ すい ユニ バー サル デザ イン の 導入 な ど 受 入 態 


食 」 や 「 物 産 」 な ど と 観光 を 組み 合わ せ た 「 い 





台湾 か ら の フル シー ズン で の 誘客 促進 


し て いる ASEAN タ な ど 新 規 市 場 の 開拓 に 取り 組み ます 。 

















環境 等 の 受入 態勢 の 








整備 や 


台湾 と の 国 














際 定 期 便 就航 に 向 











けた 取組 、 外 航 ク ルー ズ 客 船 の 寄港 誘致 を 推進 し ます 。 


地域 拠点 と し て の 「 道 の 駅 」 の 更 な る 利 
る 機能 の 強化 を 推進 し 、 交 流 人 
観光 地 づ くり プラ ッ 


( 


[Sl 





復興 道路 の 整備 、 山 








| 


青 報 発信 な どの プ 




















の 拡大 や 





ジホ ポー 
































ロモ ーション 活動 等 を 促進 し a 
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東南 アジ ア 諸 国 





























や 通信 に 








情事 


観光 地域 づく り 推 : 


源 を 組 




















难 























四 推进 














lH 





主体 。 
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ます 。 


連合 (ASEAN : Association of South - East Asian Na 
関す る 技術 の 総称 (ICT : Information and Communication Technology) 。 
法人 (DMO:Destination Marketing/Management Organization) 。 様々 な 地域 資 


| み 合 わせ た 観光 地 の 一 体 的 な プラ ンド づく り 等 に つい て 、 地 域 が 主体 と な っ 





E イ ベン ト の 実施 、 


Lions) 。 





逢 用 を 促進 する た め 、 地 域 の 魅力 を 発信 す 
出 域 活性 化 过 
ム の 機能 を 強化 ・ 拡 充 し 、 地 域 の 多様 な 取 % 
マネ ジメント する 「 岩 手 版 DMO28」 の 整備 を 進め ます 。 
の 再開 な ど に 合わ せ 、 各 利 


収 り 組み ます 。 


的 











キシ ンー 


て 行う 観光 地 づ くり 


er トー と タン こ ニテ さよ さこ ニュ ここ = ラッ よー ュ デ ビエラ ペッ デコ ニ = ニュー ニッ ニ = ニ テー テマ ュー ニテ ー ウ っ こ コ ニン ミュ ーーー 


| KP I: 雷 観 光 入 込 客数 (延べ 人 数 ) : 2.895.6 万 人 回 〔H26 実績 値 2.886.1 万 人 回 ] 
| 加 组 光 痊 泊 者 数 ( 延 人 人 数 ) : 261.0 万 人 泊 【H26 実績 値 249.8 万 人 | 
※ 従業 員 10 人 以上 で 観光 目的 の 宿泊 者 の 割合 が 50% 以 上 の 宿泊 施設 | 
画 外 国人 和 宿泊 者 数 (延べ 人 数 ) : 8.3 万 人 泊 [H26 実績 値 7.3 万 人 | 
※ 従業 員 10 人 以上 の 宿泊 施設 | 
国人 各 工 花 卷 空港 忆 航 空 机 利用 者 数 : 44.8 万 人 〔H26 実績 値 39.6 万 人 ] | 
画 案 内 機能 を 強化 し た 道 の 駅 数 : 21 駅 


コー ニー ニュ ニニ こ ーー ニー と ー ニ ニニ ニ ーー ニー こと ー ニ ニニ ニニ ーー ジーニ ニ ニニ ニー ニニ ーー ニニ ニニ ニー ニュ ミー ニニ ニニ ニー ニニ ニー ニー ニュ ニ ニニ ー ニ ニー ニー ニニ ニニ ニー ニニ ーーー ニ ミニ ミニ ー ミ ニー と ここ ミニ ミニ ニニ ミー ここ ミニ ビニ ニー ニュ こ ニー ニニ ニニ ミー ミニ と と ニニ こ ニニ ミー ニニ ここ ここ ミニ ニニ コミ ニニ と ミニ ここ ミニミニ ニー ミニ ニニ ジーニ ミニ ミニ ミニ と ーー ニニ ニニ ーーー 
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く 県 民 総 参 加 の 取組 > 

国内 外 か ら の 診 客 を 促進 する た め 、 観 光 に 携わる 企業 ・ 団 体 ・ 市 町 村 ・ 観 光 協 会 が 連携 
し 、 魅 力 あ る 観光 地 づ くり 等 を 進め る と と も に 、 県 は これ ら の 取組 を 支援 する ほか 、 積 
的 な 宣伝 誘客 ・ 情 報 発信 に 取り 組み ます 。 







































































































































































県 以外 | (企業 ・ 団 体 ) (市 町 村 ・ 観 光 協 会 ) 
の 主体 | ・ 地 域 資源 の 掘り 起こ し 、 磨 き 上 げに よ | ・ 地 域 観 光 施策 の 企画 、 コ ー デ ィ ネ 
る 旅行 商品 造成 と 情報 発信 ー ト 、 実 施 
・ 旅 行者 が 快適 に 過ごせ る 受入 環境 の 整 | ・ 地 域 資 源 を 生か し た 魅力 ある 観光 
備 地 づ くり と 情報 発信 
・ 旅 行者 に 満足 し て で もらう お も て な し の | ・ 地 域内 の 民間 事業 者 と の 連絡 調整 、 
実践 取組 支援 
・ い わ て 花巻 空港 の 利用 ・ 地 域内 の 二 次 交 通 の 利便 性 向上 、 
整備 促進 
県 ・ 広 域 的 な 観光 施策 の 企画 、 コ ー デ ィ ネ ー ト 、 実 施 




















・ 市 町 村 、 民 間 事 業者 、 地 域 リ ー ダ ー へ の 協力 と 支援 

・ 国 内 外 へ の 全 県 的 な 情報 発信 

・ 広 域 二 次 交通 の 充実 や I C 芽 を 活用 し た 広域 周遊 の 促進 

・ 海 外 誘客 拡大 の た め の 受 入 態勢 の 整備 促進 と 海外 プロ モー ショ ン の 実施 
・ い わ て 花巻 空港 の エア ポー ト セ ー ル ス の 展開 

・ 道 の 駅 の 情報 発信 等 の 機能 強化 















































$② 一 2 県 産品 や 事業 者 の 海外 市 場 へ の 展開 
多く の 人 口 を 有 し 、 経 済 発展 に より 購買 カ の 高まる 東 ア ジア 地域 を 、 本 県 海外 展開 
に お ける 重点 地域 と 捉え 、 地 方 政府 や 事業 パー トナ ー 等 と の 関係 を 強化 ・ 活 用 し な が 
ら 、 県 産品 輸出 の 一 層 の 促進 を は じ め 、 事 業者 の 海外 ビジ ネス 展開 に 対す る 支援 を 進 
め ま す 。 
県 産品 の 販路 拡大 に つい て は 、 こ れ ま で 構築 し た 海外 大 手 商社 や 国内 大 手 流通 事 き 
者 等 ビジ ネス パー トナ ー と の ネッ トワ ー ク を 活用 し た 商品 取引 を 継続 ・ 拡 大 する と と 
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も に 、 現 地 ニ ー ズ に 対応 し た 商品 づく り 等 を 推進 し ます 。 
海外 事務 所 等 の 有効 活用 や 、 商 談 会 ・ 展 示 会 へ の 出展 、 輸 出 体制 の 整備 等 に より 、 
安全 安心 な 県 産品 を バイ ヤー や 消費 者 に P R し 、 県 産品 の 海外 輸出 促進 を 図り ます 。 
いわ て 海外 展開 支援 コン ソー シア ム 29 や 海外 事務 所 を 活用 し な が ら 、 海外 ビジ ネス 展 
開 に 取り 組む 事業 者 の 計画 、 商 談 、 貿 易 実 務 等 の 各 段 階 を 一 貫 し て 支援 し 、 事 業者 数 
の 拡大 を 図る と と も に 、 専 門 家 に よる 個別 指導 、 セ ミナ ー 等 の 開催 な どの 支援 を 展開 












































































































































| KP1I : 画 東 ア ジア 地域 へ の 県 産品 輸出 額 : 36.3 億 円 [H26 実績 値 22.5 億 円 ] 
图 海外 展开 企业 支援 件数 (累计) : 164 件 〔H26 実績 値 64 件 ] 


ニー コニー ニー ニー ニニ ー= コ ニニ ーー ニー ニニ ニニ コニー コー コー ニー=- ニ ニニ ーー ゴー ニ ニー ニー ニー ニニ コニー ニー ニー ニーー ニ ー ニ ゴー ニーーー ニ ニュ ー ニ ニニ ーー ニー ニー ニー ニーー デ ニー ニニ ニニ ーー ニニ ーー ニー ニー ニニ ビ ミニ ニーー= ニ ニニ ニー ご ニ ビー ニー ニニ ー ニ ニニ ニニ ーー ニー ニニ ニー ニー ニー ニー ニー ニニ ビニ ーー ーー ヨゴ ニー ニニ ーーー ニ ニー ニー ニニ ーーー ニー ニニ ーー ニー ニニ ニニ ーー- ニ ーー ニー ニー ニー ニニ ーーー コ | 















































く 県 民 総 参加 の 取組 > 
生産 者 ・ 団 体 ・ 企 業 等 は 、 質 易 実 務 や 海外 と の 商 慣 涯 の 習得 、 海 外向 け 商品 の 研究 開発 を 


行い 、 県 は 、 市 町 村 や 各 産 業 支 援 機関 等 と 連携 し 、 こ れ ら の 取組 を 多面 的 に 文 援 し ます 。 




















































































































県 以外 | (生産 者 ・ 団 体 ・ 企 業 等 ) (市 町 村 ) 

の 主体 | ・ 海 外 市 場 進出 へ の 積極 的 対応 ・ 事 業者 の 海外 展開 等 意欲 
・ 買 易 ノ ウ ハ ウ の 習得 、 実 貴 の 喚起 
・ 海 外向 け 製 品 の 研究 、 開 発 ・ 特 産品 の 発掘 と 磨き 上 げ 

















HH 

・ い わ て 海外 展開 支援 コン ソー シア ム や いわ て 農 | ・ 住 民 等 に 対す る 啓発 活動 
林 水 産物 輸出 促進 協議 会 な ど を 通じ た 取組 
(産業 支援 機関 ) 

・ 大 連 経 済 事 務 所 の 運営 及び 事業 者 支援 
・ 質 易 相 談 へ の 対応 、 質 易 情 報 の 提供 
・ 海 外 と の 学術 、 技 術 交流 

(いわ て 海外 展開 支援 コン ソー シア ム ) 
・ 支 援 機関 相互 の 情報 共有 
・ 海 外 展開 支援 施策 の 調整 、PR、 韓 旋 


二 


・ 海 外 展開 支援 施策 の 協 働 実施 
















































































































































































県 内 企業 の 海外 展開 を 支援 する 関係 機関 (県 、 ジ ェ ト ロ 盛 岡 、 い わ て 産業 振興 セン ター、 商 工 団体 、 
金融 機関 、 岩 手 県 産 株 式 会 社 な ど ) に より 構成 され る プラ ッ ト フ ォ ー ム 組織 。 
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・ い わ て 海外 





産 展 、 商 談 会 開催 


展開 支援 コン ソー シア ム に よる 事業 者 の 計画 
の 各 段 階 に 応じ た 海外 ビジ ネス 支援 

















な ど 販 路 開 拓 に 係る 事 
































・ 事 業者 の 海外 見 本 市 出 
年 ロロ 品 の 海外 へ の P R 活動 























展 等 へ の 支援 











恵 的 か つ 多 








町 的 な 連携 【 




















施 、 支 援 





こ 向 けた 経済 交流 や 人 的 交流 、 


業 の 企画 ・ 実 施 


学術 、 技 術 交 流 の 実 








次 世代 に つなが る 新た な 産業 の 育成 


大 学 等 と 連携 し 、 次 ] 





成 に 取り 組み ます 。 


世代 産業 創出 や 岩 災 





復興 














地域 資源 を 生か し た 新た な 人 


1 値 の 創造 や コー ディ ネー 











ー ズ と の マッ チン グ を 促進 し ます 。 


























































































































に 向け た 有望 な 研究 シー ズ の 創出 











タ に 








よる 














究 シ ー ズ と 企業 ニニ 


































































































































































































































































































次 世代 自動 車 、 海 洋 ニ ネル ギー 産業 な どの 次 世代 産業 や 震 炎 復興 へ 向け た ニー ズ に 
つい て 、 産 学 官 が 方 向 性 を 共有 し な が ら 、 そ れ ぞ れ の 強み を 生か し た 有力 研究 シー ズ 
の 応用 化 の 研究 開発 を 推進 し ます 。 
事業 化 に 向け た 研究 開発 を 促進 し 、 県 内 企業 の 海 洋 エネ ルギー 産業 や 加速 器 関 連 産 
業 等 へ の 参入 を 支援 する と と も に 、 関 連 企 業 な どの 誘致 活動 に 取り 組み ます 。 
KP I : 画 製 造 業 の 従業 員 一 人 当たり の 付加 価値 額 916 万 円 〔H26 実績 値 758 万 円 
く 県 民 総 参加 の 取組 > 
企業 、 研 究 機関 、 県 や 市 町 村 等 の 産学 官 が 連携 し 、 新 産業 ・ 新 事業 の 創出 、 新 製品 の 開 
発 に 取り 組み ます 。 
県 以外 | (企業 、 大 学 ) (市 町 村 ) 
の 主体 実用 化 ・ 製 品 化 に 向け た 研究 開発 ・ 地 域 企 業 の 支援 
・ 多 様 な シー ズ の 創出 へ 向け て 研究 開発 (公設 試験 研究 機関 ) 
・ 技 術 レ ベル 向上 へ の 取組 ・ 基 盤 技 術 の 研究 開発 の 推進 
・ 研 究 開発 人 材 の 育成 ・ 産 と 学 と の 橋渡し 
(産業 支援 機関 ) ・ 人 材 育成 の 支援 
・ 産 学 官 金 連携 の コー ディ ネー ト 活 動 の 推進 | ・ 企 業 に 対す る 技術 支援 
・ 国 等 の 研究 開発 資金 獲得 支援 
研究 開発 や 事業 化 に 向け た 取組 支援 
県 産学 官 金 の 連携 推進 
研究 開発 及び 事業 の 支援 
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・ 研 究 開発 基盤 の 整備 
・ 科 学 技術 研究 拠点 化 の 促進 
・ 知 的 財産 の 創造 ・ 保 護 ・ 活 用 の 促進 
④ 若者 や 女性 な どの 創業 支援 の 充実 ・ 強 化 
創業 を 目指 す 若 者 や 女性 等 に 対し 、 創 業 セ ミナ ー の 開催 や 事業 計画 の 策定 支援 、 創 
業 体験 の 場 の 提供 を 行う と と も に 、 個 人 の みな ら ず グル ー プ で の 創業 も 支援 し ます 。 
創業 時 に 取り 組む 新た な 商品 ・ サー ビス の 開発 等 に 対し 、 資金 面 で の 支援 、 専 門 家 
を 派遣 し て の 助言 な ど 継続 的 に 創業 後 ま で 密着 し た 支援 を 行う こと に より 、 創 業 支援 
の 一 層 の 強化 を 図り ます 。 
県 内 大 学 の 理工 系 学科 等 に お ける 研究 成果 を 基盤 と する ベン チャ ー 企 業 の 支援 、 県 
A NC GC at en i 
ォ ロ ー ア ッ プ な ど に 引き 続き 取り 組み ます 。 
被災 地 に お ける 起業 を 促進 する た め 、 起 業 に 向け た 事業 計画 の 策定 支援 や 初期 費用 
の 補助 、 起 業 後 の 経営 安 定 化 の た め の 販路 開拓 支援 な ど に 取り 組み ます 。 
| KP I : 画 グル ー プ 創業 文 援 及び 若者 創業 活動 支援 に よる 支援 件 数 ( 黑 计 ) : 75 件 


画 県 制度 に よる 創業 資金 の 融資 額 (累計 ) 






































: 55.8 億 F 











[H26 





績 値 21.3 億 F 

















く 県 民 総 参 加 の 取組 > 























































































































創業 者 の 自主 的 な 取組 に 対し て 、 知 識 ・ ノ ウ ハ ウ の 提供 や 資金 面 で の 支援 な ど 、 関 係 機 
関 が 連携 し 、 取 り 組 み ま す 。 
県 以外 | (創業 者 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 新 事業 、 経 営 革 新 へ の 取組 、 事 | ・ 支 援 施策 の 立案 、 調 整 、 実 施 
業 計画 の 策定 ・ 県 、 産 業 支援 機関 と 連携 し た 経営 ・ 金 融 
支援 
・ 創 業 支 援 事 業 計画 策定 等 に よる 創業 支援 
(産業 支援 機関 、 金 融 機関) 
・ 事業 計画 策定 文 援 、 資 金 供給 
県 ・ 支 援 施策 の 立案 、 調 整 、 実 施 
・ 市 町 村 及 び 産 業 支援 機関 等 に よる 商業 、 サ ービス 業 で の 創業 を 目指 す 若 者 や 























































































































女性 に 対す る 創業 体験 機会 の 提供 な どの 取組 へ の 支援 

・ 金 融 機関 と 連携 し た 円 滑 な 資金 供給 

産業 支援 機関 と 連携 し た 創業 セミ ナー の 開催 や 事業 計画 の 策定 支援 

・ 販 路 開 拓 ・ 商 品 開発 等 に つい て 、 商 工 団体 等 と 連携 し た 専門 家 派 遣 に よる 助 
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⑤ 経営 人 材 の 育成 と 円 滑 な 事業 承継 支援 
中 小 企業 の 持続 的 な 事業 展開 を 支援 する た め 、 後 継 者 や 事業 活動 の 中 核 を 担う マネ 
ジメント 人 材 育成 の た め の 施 策 を 高等 教育 機関 と の 連携 も 視野 に 入れ て 、 積 極 的 に 展 
開 し ます 。 
特に 、 技 術 革 新 、 海 外 へ の 事業 展開 な ど 、 人 
専門 家 に よる 指導 、 産 業 文 援 機関 に よる 助言 ・ 指 導 等 を 通じ て 、 
組 を 支援 し ます 。 
商店 街 の 運営 や まち づく り の 人 材 育成 を 行う 商工 団体 へ の 支援 や 、 若 者 、 女 性 等 へ 
の 店 舗 経営 体験 の 機会 提供 な ど を 通じ て 、 こ れ か ら の 商業 ・ サ ービス 業 を 担う 人 材 育 
成 を 支援 し ます 。 
また 、 娠 手 県 事業 引継 ぎ 支 援 セ ンタ ー“ (盛岡 商工 会 議 所 ) 等 関係 機関 と 連携 し 、 専 
門 家 に よる アド バイ ス や 事業 引受 希望 者 に 関す る 情報 提供 な ど を 行い 、 円 滑 な 事業 承 
継 を 支援 し ます 。 
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| 区 P : 還 マネ ジメント 人 材 育成 等 に 関す る 研修 会 ・ セ ミナ ー 参 加 者 数 (累计 ) : 250 人 





























く 県 民 総 参 加 の 取組 > 












































































































































中 小 企業 の 経営 者 、 後 継 者 に よる 経営 ノウ ハウ の 習得 を 関係 機関 が 連携 し て 文 援 し ます 。 

県 以外 | (中 小 企業 の 経営 者 、 後 継 者 ) (産業 支援 機関) 

の 主体 | ・ 経 営 セ ミナ ー 等 を 通じ た 自己 諸 発 | ・ 経 営 者 、 後 継 者 向け の 経営 セミ ナー や 
の 取組 経営 体験 等 の 機会 提供 
・ 将 来 の 経営 を 担う 人 材 の 確保 ・ 育 | ・ 岩 手 県 事業 引継 ぎ 支 援 セ ンタ ー 等 と の 
成 連携 に よる 事業 承継 支援 








いわ て 産業 振興 セン ター、 各 公設 試験 
究 機 関 等 に よる 専門 的 助言 

・ い わ て 海外 展開 支援 コン ソー シア ム 等 
に よる 助言 、 支 援 











+ 














県 ・ 支 援 施 策 の 立案 、 調 整 、 実 施 
・ 産 業 支援 機関 と 連携 し た 後継 者 等 育成 の た め の セ ミナ ー 開 催 

・ 若 者 、 女 性 等 へ の 店 舗 経営 体験 の 機会 提供 な ど を 通じ し た 、 こ れ か ら の 商業 、 
サー ビス 業 を 担う 人 材 育成 

・ 産 業 支援 機関 と 連携 し た 専門 家 派遣 に よる 支援 等 



















































































30 




















後継 者 不足 な ど で 事業 の 存続 に 悩み を 抱え る 中 小 企業 者 の 相談 等 へ の 対応 、 助 言 、 情 報 提供 及び 事業 
引受 希望 者 と の マッ チン グ 支 援 等 を 行っ て いる 。 
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各地 域 に 設立 
ら 高校 生 3 





中 





も の づく り 人 材 の 育成 と 地元 へ の 就職 の 促進 
され た 地域 も の づく り ネ ットワーク の 取組 を 基盤 と 
E で の 各 成 長 ス テー ジ で 段階 的 に 「 も の づく り 」 を 学ぶ パッ ケー ジ 型 の 人 材 
成 1 を 実施 し ます 。 
地元 定着 を 促進 3 




















進 」 の 取組 を 強化 し ます 。 


地域 と 企業 が 連携 し た キャ リア 教育 ・ 地 元 定 
づく り 企 業 へ の 理解 増進 」 の 取組 を 全 県 的 に 有 











する た め 、 教 員 や 保護 者 に 対す る 「 地 域 も の づく り 企 業 へ の 理 








し て 、 小 中 学生 か 





























解 


の モデ ル 事 業 を 立ち 上 げ 、「 地 域 も の 







































































企業 で の 処遇 や 職場 環境 の 改善 、 企 業 内 教育 の 充実 と と も に 、 地 元 人 材 の 積極 的 な 
採用 な ど を 支援 し ます 。 


高等 教育 機関 ・ 大 学 と 協 働 し 、 地 場 企業 の ニー ズ に 合致 し た 高度 技術 者 育 
組む こと に より 、 地 元 へ の 就職 を 促進 し ま 




















す 。 




















く 県 民 総 参 加 の 取組 > 
「 い わ て も の づく り 産 業 人 材 育成 指針 」 に 基づき 、 企 業 が 参加 する 地域 も の づく り ネ ッ 
トワ ー ク や 教育 機関 、 行 政 等 が 一 体 と な っ た 取組 を 推進 し ます 。 







































































































































































































































































































































































県 以外 | (企業 ・ 団 体 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 地 域 も の づく り ネ ットワーク へ の 参 | ・ 地 域 も の づく り ネ ットワーク へ の 参加 
加 ・ 地 場 企業 の 情報 発信 
・ 企 業 、 工 場 見 学 の 受入 れ (教育 機関 ) 
・ 処 骨 、 職場 環境 の 改善 な ど 上 魅力 の 向 | ・ 地 域 も の づく り ネ ットワーク へ の 参加 
上 ・ 企 業 等 と 連携 し た キャ リア 教育 の 実施 
・ 地 元 人 材 の 積極 的 採用 ・ 教 員 や 保護 者 へ の 情報 提供 
県 ・ 地 域 も の づく り ネ ットワーク の 構築 
・ 企 業 の 魅力 向上 、 情 報 発信 に 対す る 支援 
・ 教 育 機関 と の 連携 、 調 整 
⑦ 雇用 ・ 労 働 環境 の 整備 
若者 や 女性 を は じ め 全 て の 人 が 健康 で 安心 し て 働き 続け る こと が で き 、「 働 きた い 」 
と 思え る 雇用 ・ 労 働 環境 の 整備 を 図る た め 、 産 業 振興 施策 の 展開 等 に よる 雇用 機会 の 
拡大 や や 職業 訓練 等 の 就業 支援 に 取り 組む と と も に 、 仕 事 と 生活 の 調和 に 向け た 働き 方 
の 見 直し 、 正 規 雇 用 の 拡大 や 処遇 の 改善 等 を 促進 し ます 。 
"工場 見 学 、 出 前 授業 等 を 組み 合わ せ た 体 系 的 な 教育 メニ ュー を 実施 する こと に より 、 就 職 ま で 連続 し 
た も の づく り 人 材 の 育成 に 取り 組む も の 。 
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職 を 促進 し ます 
































県 、 経 済 団体 や 教育 関係 者 等 で 構成 する 推進 組織 を 設立 し 、 若 者 や 女 情 


県 内 企業 の 人 事 ・ 採 用 担当 者 が 、 新 規 採用 者 や 若手 






















































































E 等 の 県 内 就 











上 員 の 育成 な どの 人 材 育成 力 を 











強化 する スキ ル を 習得 する 機会 の 提供 や 、 専 門 家 に よる 個別 コン サル ティ ング 、 就 職 

















情報 サイ ト の 活 / 




































































] な どの 情報 発信 へ の 支援 を 行い ます 。 
就職 を 希望 する 若者 や 女性 の 就業 を 支援 する た め 、 学 校 ・ ハ ロー ワー ク ・ 企 業 等 と 
連携 し た 就業 支援 貞 に よる 就業 の マッ チン グ を は じ め 、 ジ ョ ブ カ フ ェ や 職業 訓練 を 通 
じ た 就 業 ス キル の 向上 を 図り ます 。 


























































































































































































































































































































































































































































































































KP I : 軒 大 手 就職 サイ ト を 活用 し た 県 内 中 小 企業 へ の 経費 補助 に より 就職 決定 し た 人 数 (累计 ) : 150 人 
画 ジ ョ ブ カ フ ェ 等 の サー ビス 提供 を 受け て 就職 決定 し た 人 数 (累計 ) : 16.977 人 
[H26 実績 値 6.977 人 ] | 
画 高 赤 者 の 県 内 就職 率 : 67.0% 〔H26 実績 値 63.4%] | 
画 区 騰 者 等 の 職業 訓練 受講 者 の 就職 率 : 75.0% (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 78.8%] 
く 県 民 総 参加 の 取組 > 
企業 等 は 、 雇 用 の 維持 ・ 確 保 や 労働 環境 の 改善 、 企 業 内 の 人 材 の 育成 に 努め て いき ま 
す 。 県 は 、 国 や 市 町 村 、 関 係 機関 等 と 緊密 に 連携 し 、 産 業 振興 施策 等 に よる 雇用 機会 の 
拡大 や 、 長 時 間 労 働 の 抑制 、 年 次 有給 休暇 の 取得 促進 な ど 働 き 方 の 見 直し 等 を 推進 し ま 
す 。 
また 、 若 者 が 早期 に 安定 し た 職 に 就け る よう きめ 細か な 支援 を 行う と と も に 、 関 係 機 
関 が 連 携 し 、 若 者 の 県 内 就職 の 促進 に 取り 組み ます 。 
県 以外 | (企業 ・ 労 働 団体 等 ) ( 国 ) 
の 主体 | ・ 雇用 の 維持 、 拡 大 ・ 法制 度 の 整備 、 監 督 指導 
・ 労働 環境 の 改善 ・ 助成 制度 等 に よる 支援 
・ 人 材 の 育成 、 確 保 ・ 人 材 の 育成 、 確 保 と 若年 者 の 就業 支援 
・ 採用 力 の 強化 (市 町 村 ) 
・ 産業 振興 施策 の 展開 等 に よる 雇用 創出 
・ 企業 へ の 要請 、 意 識 啓 発 
・ 離職 者 等 の 生活 支援 
・ 人 材 の 確保 と 若年 者 の 就業 支援 
県 ・ 産 業 振興 施策 の 展開 等 に よる 雇用 創出 
雇用 創出 事業 等 の 実施 
・ 企 業 へ の 要請 、 意 識 啓 発 、 ] 力 強化 の 支援 
・ 離 職 者 等 へ の 就業 、 生 活 支援 
・ 人 材 の 育成 、 確 保 と 若年 者 の 就業 支援 
・ 県 が 締結 する 契約 に 関す る 条例 に 基づく 労働 環境 の 改善 に 向け た 取組 
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@ り ・! ターン の 促進 
本 県 へ の り ・ 1 ター ン を 促進 する た め 、 岩 手 県 ひ ロタ ー ン セン ター や 国 等 関係 機関 と 
の 連携 を 強化 し ます 。 
就職 面接 会 等 の マッ チン グ や 、U・ IT ター ン の ポー タル サイ ト 開 設 に よる 情報 提供 
等 、 移 住 希 望 者 へ の PR の 充実 を 図り ます 。 

学生 の り ・I ター ン に つい て は 、 岩 手 県 ひ リターン セン ター に よる 大 学 等 訪問 の 強 
や 、 中 小 企業 の 大 手 就職 情報 サイ ト の 利用 を 支援 し 、U・ 1 ター ン を 促進 し ます 。 
















































































一 、 
[ 














中 小 企 業 の 経営 力 強 化 に 資す る た め 、 県 外 の 業務 経験 豊富 な 中 核 人 材 の 「 お 試し 就 
業 」 と し て の 受入 れ を 支援 し 、 県 外 か ら 県 内 へ の 中 核 人 材 の 還流 を 促進 し ます 。 




















| KP TI : 画 けり ュ エグ > 就 职 支援 件数 (累計 ) : 5,406 件 〔H26 実績 値 1.906 件 ] 






































画 大 手 就職 サイ ト を 活用 し た 県 内 中 小 企業 へ の 経費 補助 に より 就職 決定 し た 数 (累计 ) : 150 人 








く 県 民 総 参 加 の 取組 > 








で と 




































































全会 人 や 学生 の 本 県 へ の り ・ I ター ン の 促進 に つい て 、 国 、 市 町 村 、 企 業 及 び 関 係 団体 
と 連携 し て 取り 組み ます 。 
県 以外 | (企業 ) ( 国 ) 
の 主体 | ・U り ・ 1I ター ン 者 の 採用 ・ 首 都 圏 か ら 地 方 へ の 人 材 還 流 促進 
(関係 団体 ) (市 町 村 ) 

















・ 就 職 面接 会 等 り ・] ター ン 就 職 希 望 者 | ・U り ・ I ター ン 就 職 支援 
と 企業 の マッ チン グ 機 会 の 提供 
・ イ ンタ ー ン シッ プ 支 援 

県 ・U・I ター ン 希 望 者 へ の 相談 対応 及び 県 内 企業 と の マッ チン グ 支 援 

・ ポ ー タ ル サ イ ト 等 に よる U・ 1I ター ン 情 報 発信 

・ 中 小 企業 へ の 大 手 就 職 サ イト の 利用 の 支援 

・ 中 小 企業 へ の 県 外 の 業務 経験 豊富 な 中 核 人 材 の お 試し 就業 の 受入 れ の 支援 




































































⑨ 建設 業 の 振興 と 人 材 の 育成 ・ 確 保 
技術 と 経営 に 優れ た 地域 の 建設 企業 が 存続 で きる よう 、 本 業 を 中 心 と し た 経営 改善 











の 取組 を 支援 する と と も に 、 次 世代 を 担う 人 材 を 確保 ・ 育 成す る た め 、 建 設 企業 の イ 
メー ジア ッ プ 建設 業 に 従事 する 若者 ・ 女 性 等 の 人 材 育成 等 の 取組 を 支援 する な ど 、 
安心 し て 働け る 雇用 の 拡充 を 図り ます 。 
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| KP TI : 置 経営 革新 アド バイ ザー 派遣 企 業 数 : 65 社 [H26 実績 値 50 社 ] 
| 経営 力 強 化 等 を テー マ と し た 講習 会 受講 者 数 : 680 人 [H26 実績 値 587 人 ] 














優良 建築 スト ッ ク の 流通 促進 を 行う 事業 者 の 育成 ・ 支 援 
優良 建築 スト ッ ク の 流通 促進 を 行う 事業 者 を 育成 ・ 支 援 し 、 地 域 に 残る 魅力 的 な 優 
良 建 築 ス トッ ク を 発掘 、 流通 させ る た め 、 新 し い ビ ジネス モデ ル の 構築 を 推進 し ます 。 





















































| KPT : 軒 空き 家 活用 等 モデ ル 事 業 の 施 地区 数 (H27H30 累計 ) : 3 地 区 












































⑪ 復興 道路 等 を 活用 し た 産業 振興 等 の 支援 策 の 検討 
復興 道路 等 の 供用 時 期 を 見 据え 、 産 業 振興 や 観光 客 の 利便 性 向上 、 地 域 間 の 連携 
交流 の 拡大 に 関す る 支援 等 に つい て 検討 を 進め る と と も に 、 物 流 拠点 と し て の 港湾 機 
能 高度 化 や 集荷 体制 の 強化 、 港 湾 所 在 市 町 と 連携 し た ポー ト セ ー ル ス を 展開 する な ど 、 
雇用 の 拡充 等 も 図り ます 。 


UN NO ODT NTN MCN TU OR OTN CO ND NE 


| KP TI : 軒 溢 浴 取扱 貨物 量 : 660 万 トン 〔H26 実績 値 544 万 トン 】 
画 観 光 入 込 客数 (延べ 人 数 ) : 2.895.6 万 人 回 [H26 実績 値 2.886.1 万 人 回 


に ーーー ニニ ニニ ニニ = ミニー ニー トニ ニー ニニ ニー ニニ ーーー ニニ シー ニュ ーー コー ニニ ニニ ニー ニュ ニニ ニー ニー ニニ ニニ ニュ ーー ニー コニー ニー ニニ ュー ニーー ニ ニニ ニニ ニュ ー ミ ニー ミニ ニニ ニニ ニュ ニー コー ニニ ニニ ご ニニ ニニ ーー ニュ ニニ ニニ = ニニ ニニ ーー ュー ニニ ニニ ニュ ニニ ニー ニニ ニニ ニニ ニュー ニー ニニ ニニ ニニ ニュ ニニ ーー に ニニ < ニニ ミニー ニコ ニニ ニュ ニニ ニー ニニ ーー ミニ ニニ ニュ ニ ニニ ーーー ニニ ニニ ニニ ニニ ーー ゴ 














































































































べく 県 民 総 参加 の 取組 > 
企業 や 関係 団体 と 連携 し な が ら 建設 業 の 人 材 育成 や 確保 を 支援 し 、 建 設 業 の 振興 に 取り 
組み ます 。 ま た 、 市 町 村 等 と 連携 し 、 復 興 道 路 や 浴 湾 等 の 整備 に よる 効果 を 活用 し た 産業 
振興 を 進め る と と も に 、 雇 用 の 拡充 等 を 図り ます 。 

















! 
































































































































県 以外 | (企業 ・ 団 体 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 経 営 基盤 の 強化 や 建設 企業 の イメ ー ジ ア | ・ 港 湾 管 理 者 と 連携 し た ポー ト セ 
ー ル ス の 展開 










































































育成 
県 ・ 建 設 企業 が 行う 経営 改革 、 イ メー ジア ッ プ 、 人 材 育成 等 の 取組 を 支援 
・ ポ ー ト セー ルス に よる 港湾 利 活用 の 促進 
・ 優 良 建築 スト ッ ク の 流通 促進 を 行う 事業 者 へ の 支援 
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1 -(2)| 農林 水産 業 振興 プロ ジェ クト 














る 取組 の 方 向 > 

農山 漁村 に お ける 人 口 の 社会 減 を 食い 止め る た め 、 安定 し た 所 得 と 新た な 雇用 を 生み 出 
す 「 強 い 農林 水産 業 」 と 都市 農村 交流 や 移住 定住 に より 、 若 者 等 が 集い 、 に ぎわ う 「 活 力 あ 
る 農山 漁村 」 を 創造 し ます 。 





[現状 と 課題 
〇 農山 漁村 の 基幹 産業 で ある 農林 水産 業 は 、 生 産物 価格 の 低迷 等 に よる 所 得 の 減少 、 担 
い 手 の 減少 や 高齢 化 の 進行 な ど 様 々 な 課題 を 抱 を てい ます 。 
農林 水産 業 が 持続 的 に 発展 し 、 農 山 漁村 に お ける 若者 等 の 流出 を 食い 止め る た め に は 、 
意欲 と 希望 を 持っ て 生産 活動 に 勤しむ こと が で きる 「 強 い 農 林 水 産業 」、 豊 か な 自然 と 共 
生 し 農山 漁村 で いき いき と 暮らす こと が で きる 「 活 力 ある 農山 漁村 」 を 創造 し 、 所 得 ・ 
雇用 機会 を 確保 ・ 拡 大 する こと に より 、 若 者 等 の 地域 へ の 定着 を 図り 、 に ぎわ い を 取り 
戻し て いく こと が 必要 で す 。 




























































































〇 安全 ・ 安 心 で 高 品質 な 農林 水産 物 の 生産 を 拡大 し 、 ブ ラン ド 化 を 推進 する と と も に 、 
地域 資源 を 活か し た 6 次 産業 化 、 農 商工 連携 、 農 林 水 産業 関連 企業 の 立地 な ど を 進め る 
こと に より 、 農 山 漁村 ・ 農 林 水 産業 の 所 得 と 雇用 機会 を 確保 ・ 拡 大 し て いく こと が 必要 
で す 。 









































〇 地域 の 農林 水産 業 を けん 引 し 雇用 の 受け 皿 と な る 経営 体 を 育成 する と と も に 、 担 い 手 
や や 新規 就業 者 の 確保 ・ 育 成 に 取り 組ん で いく こと が 必要 で す 。 






































〇 農地 の 大 区 画 化 、 林 道 等 の 路 網 や 漁業 関連 施設 な ど 生 産 基盤 の 整備 を 推進 し 、 生 産 コ 
スト の 低減 や 作業 の 効率 化 を 進め る こと が 必要 で す 。 



































〇 農山 漁村 に 受け 継が れ て きた 豊か な 自然 や 伝統 ・ 文 化 な ど 魅 力 ある 地域 資源 を 活用 し 、 
都市 農村 交流 を 進め る と と も に 、 多 様 な 人 材 の 移住 ・ 定 住 を 促進 し て いく こと が 必要 で 

















〇 東日本 大 震 炎 津波 の 被災 地 に お いて は 、 農 林 水 産業 の 生産 基盤 等 の 着実 な 復旧 ・ 整 備 
を 進め て いく こと が 必要 で す 。 
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ふる さと 振興 の 具体 的 な 取組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 
① 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 の 形成 、 6 次 産業 化 等 の 推進 


農林 水産 業 就業 者 の 所 得 
場 性 の 高い 産地 の 】 
農業 に お いて は 、 機 械 化 

















を 向上 し 、 











雇用 


を 創出 する た め 、 














彩 成 や 6 次 産業 化 等 を 失 



































E 進 し ます 。 








員 体 系 な ど に 


度 な 生産 技術 の 導入 に より 生産 性 の 向上 を 





踏ま え 、 





HH 


品質 や ョ 








よる 作業 の 効率 1 
図る と と も に 、# 





























味 し さ な ど に こだわ っ た 4 





の 高い 産地 づく り を 進め ます 。 





林業 に お いて は 、 計 画 的 な 伐採 
源 の 循環 利用 を 促進 する と と も に 、 





まま すら 


水産 業 に お いて は 、 サ ケ 、 ア ワリ ワ ビ 等 の 安定 的 な 資 消 
養殖 生産 の 効率 化 、 高 次 加工 等 に よる 生産 
殖 業 の 持続 的 な 3 











E 産 体制 の 構築 を 





























区 




















農林 水産 物 の ブラ ンド 化 を 推進 す 
販売 力 の 強化 な ど に 取り 組み ます 。 








元 
全 












































り 3 























国 ト ッ プ レベ ル の 安全 ・ 安 心 産地 を 確 





・ 造 林 や 木質 バイ オマ ス の 利 活 / 
多様 で 高 品質 な 木材 製品 の 安定 供給 体制 を 確立 し 





























次 の と お り 、 生 























宇 








ヒ や I CT 等 を 活用 し た 高 
和 費 者 や 実 震 者 の ニー ズ を 
E 産 ・ 販 売 を 推進 する こと に より 、 市 場 性 

















HH] など に よる 森林 資 












































物 の 付加 人 





値 向上 な ど を 推進 し 、 漁 業 ・ 養 
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の 適切 な 管理 














村。 
る た め 、 








工程 管理 や 水産 分 野 に お ける 高度 衛生 品 
県 内 外 の 研究 機関 ・ 大 学 等 と 連携 











農林 漁業 


者 が 農 

































































オ テ ク ノロジー 











の 農林 水産 物 の 加工 等 に 関わ る 企業 の 立地 な ど を 進め ます 。 











ん と 








調合 HH 
遇 中 コ 


E す 


qd 








ディ ネ 
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に > 

















中 食 ・ 外 食 産業 等 























画 6 次 


産業 化 に よる 販売 額 : 299 億 F 








画 農 林 フ 





産物 の 輸出 額 : 29 億 F 


で の 











の 人 的 ネッ トワ ー ク を 活 









































を 活用 





取り 組む 6 次 産業 化 や 農 商 工 連 携 、 地 域 


] し 、 農 林 水 産物 の 輸出 











] を 拡大 する な ど 地 産地 消 





























偵 値 2,433 億 円 〕 











H26 実績 1 

















H26 実績 1 








直 212 億 円 
直 314 億 円 

















] 
] 




















[H26 実績 値 239 億 円 
































[H26 





績 値 19 億 円 





ーッ 























X 組 を 推 : 


県 オリ ジ ナ ル 品 種 の 開発 と 生産 の 拡大 、 





立 す る た め 、JGAP 等 の 高度 な 農業 生産 
質 管理 を 推進 し ます 。 


し た 品種 開発 や 特 














ここ = に ニニ ニー に ミュ ミュ コー ニー ニー ミニ ニニ コー ニュ ーー ニニ ニニ ニニ ーー ニー ビー ニニ ニニ ーー ニー ニニ ニニ ニニ ニコ ー こ ーー ニー ニニ ニニ ニー ミー ニー ニュ ニニ ニニ ーー ニー ニニ ニュー ニュ ニニ ニニ ーー ニニ ニー ニニ ーー ニー ニュ ニニ ニー ニニ ニニ ビニ ニニ ミニ ニニ ニー ニニ ビ ニニ ニー ミニ ニニ ニニ ミニ ニニ ニニ ニニ ビニ ニュ ニニ ニ ミニ ニニ ニニ と ミニ ビニ ミー ニニ ニニ ミニ ニコ ニュ ーー ニニ ニニ ニー 
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② 経営 体 の 育成 、 新 規 就 業者 の 確保 ・ 育 成 
農業 に お いて は 、 リ ー デ ィング 経営 体 \ を は じ め 地 域 の 中 心 と な る 経営 体 へ の 農地 の 
利用 集積 を 進め 、 経 営 の 規模 拡大 や 効率 化 を 促進 する と と も に 、 法 人 化 を 支援 する な 
ど 地 域 農 業 を けん 引 し 雇用 の 受け 皿 と な る 先導 的 な 経営 体 を 育成 し ます 。 
また 、 農 家 子 弟 、 若 者 ・ 女 性 や 新規 学卒 者 、 他 産業 か ら の U り ・T ター ン 者 な ど 多 様 
『 規 就農 者 の 確保 ・ 育 成 に 取り 組む と と も に 、 企 業 の 農業 参入 を 促進 し ます 。 
林業 に お いて は 、 地 域 け ん 引 型 林業 経営 体 の 育成 や 研修 機関 等 に よる 林業 技能 者 の 
養成 、 新 規 就業 者 の 確保 ・ 育 成 な ど に 取り 組み ます 。 
水産 業 に お いて は 、 専 業 漁家 の 経営 規模 の 拡大 を 促進 する と と も に 、 人 研修 ・ 雇 用 機 
会 の 創出 や 住居 確保 な ど 受 入れ 環境 の 整備 、 就 業 の マッ チン グ な ど に より 、 生 産 性 ・ 
収益 性 の 高い 中 核 的 漁業 経営 体 や の 育成 や 新規 漁業 就業 者 の 確保 に 取り 組み ます 。 


| KPIT : 還 リー ディ ング 経営 体 の 育成 数 (累计 ) : 80 経営 体 [H26 実績 値 21 経営 体 
| 国 新 规 就 农 者 数 : 260 人 (毎年 度 ) [H26 実績 値 246 人 ] 

图 林 业 技 能 者 数 : 550 人 〔H26 実績 値 395 人 ] 

画 中 核 的 漁業 経営 体 数 : 505 経営 体 [H26 実績 値 28 経営 体 
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③ 経営 資源 (生産 基盤 ) の 有効 か つ 効 率 的 な 活用 
生産 コス ト の 低減 や 作業 の 効率 化 等 を 図る た め 、 農 地 の 大 区 画 化 や 排水 対策 な ど 4 
産 基 盤 の 整備 を 推進 する と と も に 、 被 災 し た 沿岸 地域 に お いて は 、 農 地 の 復旧 と 一 体 
と な っ た は ほ場 整備 を 進め ます 。 
農業 用 水 を 安定 的 に 供給 する た め 、 農 業 水利 施設 の 予防 保全 や 補修 ・ 更 新 に 取り 組 
み ま す 。 
荒廃 農地 の 再生 利用 や 農業 委員 会 と 農地 中 間 
四 整地 支援 来 村。 

間伐 や 木材 生産 の 低 コ スト 化 等 を 図る た め 、 施 業 の 集約 化 と 計画 的 な 路 網 整備 に 取 
り 組 み 、 造 林 な どの 森林 整備 を 進め ます 。 

漁業 生産 コス ト の 低減 や 就労 環境 の 向上 を 図る た め の 浮 楼 橋 等 を 整備 する と と も に 、 
防波堤 、 岸 壁 等 の 整備 や 漁港 施設 の 長寿 命 化 な ど に 取り 組み ます 。 
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mR 











機構 と が 連携 し て 行う 農地 の 利用 























ul 
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| KP 1 : 国 水 田 整备 率 (30a 程度 以上 ) : 52.6% [H26 実績 値 51.196] 
画 造 林 面 積 : 1.180ha 〔H26 実績 値 733ha] 
画 養殖 作業 支援 ( 浮 楼 橋 等 ) の 漁港 整備 数 (累計 ) : 7 漁港 

































































E 間 販売 額 概ね 3 千 万 円 以上 又は 年 間 農業 所 得 概ね 1 千 万 
を 含む ) © 
3 年 間 販売 額 1 千 万 円 以上 の 経営 体 。 























を 確保 する 先導 的 な 経営 体 (1 戸 1 法人 
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④ 農山 漁 寺 に お ける 交流 人 口 の 拡大 と 移住 ・ 定 住 の 促進 


農山 漁村 に 受け 継が れ て きた 豊か な 自然 や 伝 
活用 し た 体験 プロ グラ ム の 開発 な ど 受 入れ 体制 






































HH 


統 的 な 行事 ・ 食 文化 な どの 地域 資源 を 
を 整備 する と と も に 、 地 域 の 上 魅力 を 発 


























信 す る こと に より 、 グ リー ン ・ ツ ー リ ズム な ど 都 市 と 農山 漁村 の 交流 を 促進 し ます 。 





就農 等 に 関す る 情報 を 広く 発信 する と と も に 








ど を 支援 する こと に より 、 農 業 に 就業 し な が ら 他 業種 に も 従事 する 「 半 農 半 X ( 兼 业 




















、 地 域 住 民 と の ネッ トワ ー ク づく りな 























就業 )」 な ど 農 山 漁村 へ の 移住 ・ 定 住 を 促進 し ます 。 





























⑤ 地域 協 働 に よる 農山 漁村 の 環境 保全 
地域 協 働 に よる 、 農 業 ・ 農 村 が 有する 多面 的 機能 等 を 維持 ・ 発 揮 す る た め の 活 動 を 
支援 する と と も に 、 地 域 の 景観 ・ 環 境 の 保全 や 鳥獣 被害 の 防止 対策 に 取り 組み ます 。 


| KPI : 置 自然 環境 の 保全 に 5 






































人 
十 
ON 
ME3 
4 
S 
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生産 方 式 を 導入 し た 農地 面積 : 5,500ha 


[H26 実績 値 2.428ha] 


画 水 田 に お ける 地域 協 働 等 の 取組 面積 割合 : 80.0%%  〔H26 実績 値 6.0%] 


し < ニニ ュー ビニ ーー ニニ ニニ ニュ ニー ニニ ゴー ニニ ニコニ ュー ニー コニー ニニ コピ ニニ 。 こ ニニ ニ ニニ ご ニュ ニー ミー ニニ ニニ ニー ミー ジコ ニ ニコニ ニニ ニュ ニー コー ニニ ニコニ ニュ ニニ ニコ ニニ っ ご ニュ ニー ニニ ニー ピコ ニニ ュー ニニ ニー ニー ニー ニー ご こ ー ニ ニニ ニコ ニニ ミニー ニニ ーー ニコ ニニ ニニ ニー ニニ ゴー ニニ ニニ ーー ミー ニー ニニ ニー ニニ ュ ニ ニニ ーー ニニ ニニ ニニ ュー ニニ ーー ニュ ニニ ュー ニー ニニ ニニ ニー ニコ 




















く 県 民 総 参 加 の 取組 > 


農山 漁村 に お ける 若者 等 の 流出 を 食い 止め る た め 、 

















E 産 者 を は じ め 、 関 係 機関 ・ 団 体 や 関連 企業 等 が 協 信 











農林 水産 業 が 持続 的 に 発展 する よ う 、 














七 し て 取り 組み ます 。 








県 以外 | (企業 ・ 団 体 ・ 生 産 者 ) 
の 主体 | 共通 
・6 次 産業 化 の 実践 ・ 連 携 ・ 協 力 、 交流 ・ 
商談 会 等 へ の 参加 

・ 安 全 ・ 安 心 ・ 高 品質 な 農林 水産 物 の 生 


年 


・ 農 林 水 産業 の 経営 体 の 育成 、 新 規 就業 
者 の 受入 れ 
・ 農 林 水 産業 の 生産 基盤 整備 の 合意 形成 

























































































・ 地 域 農 業 マ スタ ー プ ラン の 実践 
・ 農 業 水利 施設 等 の 維持 管理 
・ 体 験 プロ グラ ム 開 発 
・ グ リー ン ・ ツ ー リ ズム 等 に 関す る 情報 


















































発 1 


nl 





(市 町 村 ) 
共通 
・6 次 産業 化 の 実践 支援 、 交 流 ・ 商 
談 会 等 へ の 参加 支援 

・ 農 林 水 産業 の 経営 体 の 育成 、 新 規 
就業 者 受入 れ 環 境 の 整備 

・ 地 域 の 産地 形成 に 向け た 振興 施策 
の 企画 立案 
・ 農 林 水 産業 の 生産 基盤 整備 
合意 形成 、 事 業 化 支援 
























































a 
旨 業 の 





dm 






































・ 地 域 農業 マス ター プラ ン の 実践 支 
援 
・ 農 業 経営 改善 計画 等 の 作成 支援 ・ 






































・ 農 業 水 利 施設 等 の 維持 








ur 








45 

























































































































































































・ 鳥獣 被 害 防止 対策 の 実施 、 害 上 獣 の 捕獲 、| ・ グ リー ン ・ ツ ー リ ズム 等 の 施策 の 
侵入 防止 施設 等 の 整備 企画 ・ 調 整 
・ 鳥 獣 被害 防止 の 意識 啓発 、 鳥 獣 被 
害 防止 対策 の 実施 
林業 林業 
・ 県 産 材 の 安定 供給 体制 の 構築 公共 施設 や 公営 住宅 等 へ の 県 産 材 
・ 森 林 施 業 の 集約 化 と 森林 経営 計画 の 作 | 利用 促進 
成 ・ 造 林 、 間 伐 等 の 森林 整備 の 支援 と 
・ 造 林 、 間 伐 等 の 森林 整備 の 実施 実施 
・ 林 道 の 整 備 、 維 持 管理 
水産 業 水産 業 


























・ 地 域 再生 営 漁 計 画 の 実行 
・ 水 産物 の 衛生 品質 管理 の 高度 化 
・ 加 工 ・ 販 売 事業 者 と の 連携 















































・ 漁 業 ・ 養 殖 業 経営 の 規模 拡大 




















・ 共 同 利 用 設備 等 の 復旧 
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・ 整 備 











く 





援 





・ 生 産 者 と 加工 ・ 販 売 事業 者 等 が 連 
ほし た 取組 の 推進 
・ 共 同 利用 施設 等 の 復旧 ・ 整 備 の 支 
































・ 地 域 再生 営 漁 計 画 の 実行 の 支援 
・ 水 産物 の 高度 衛生 品質 管理 地域 づ 


















































り 

















・ 水 産物 の 流通 ・ 加 工 体制 の 再 構築 











向け た まち づく り 














































































































共通 





・6 商 産業 化 の 実践 サポ ー ト 、 取 組 拡 大 の 支 


充 

















援 、 交 流 ・ 商 談 機会 の 提供 及び 拡 


・ 農 林 水 産業 の 担い 手 の 確保 ・ 育 成 対策 の 総合 企画 ・ 調 整 
・ 農 林 水 産業 の 生産 基盤 の 整備 














A 








Ws 

















、 大 学 等 と 連携 し た 農業 綴 営 者 の 経営 





収益 性 の 向上 に 


























司 け た 技術 開発 と 普及 











司 上 の た め の 講 座 開 設 














・ 地 域 農 業 マ スタ ー プ ラ 


・ グ リー ン ・ ツ ー リ ズム ょ 等 ! 
・ 環 境 と 調和 し た 農業 に 関す る 技術 の 開発 ・ 























ン の 実践 支援 





・ 広 域 的 な 鳥獣 和 害 防止 の 施策 の 企画 ・ 





林業 

















・ 林 業 技能 者 の 養成 
・ 県 産 材 の 安定 供給 体制 



































の 構築 支援 








こ 関 する 県 内 外 へ の 情報 発信 








普及 





調整 
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・ 県 産 材 を 用 いた 優良 な 建築 物 等 の PR 

・ 森 林 施 業 の 集約 化 と 森林 経営 計画 作成 の 支援 

・ 造 林 、 間 伐 等 の 森林 整備 の 支援 

・ 林 道 の 整 備 

水産 業 
地域 再生 営 漁 計 画 の 実行 支援 

・ 高 度 衛生 品質 管理 体制 の 構築 支援 

・ 共 同 利 用 施設 等 の 復旧 ・ 整 備 の 支援 

・ 生 産 者 と 加工 ・ 販 売 事業 者 等 が 連携 し た 取組 の 推進 

・ 養 殖 作 業 省力 化 技術 の 開発 ・ 普 及 
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1 -(3)| ふる さと 移住 ・ 定 住 促 進 プ ロジ ェクト 














取組 の 方 向 テ 

岩手 に 関心 を 持つ 、 来 て みる 、 地 元 ・ 地 域 に 慣れ る 、 住 ん で みる 、 定 住 する と いう 移住 プロ 
セス に 沿っ て 、 情 報 発信 や 移住 ・ 定 住 体 験 の 推進 、 移 住 者 の フォ ロー 等 、 希 望 者 の ニー ズ に 
応じ た きめ 細か な 施策 を 推進 し ます 。 





[現状 と 課題 ] 

〇 移住 ・ 定 住 促 進 に つい て は 、 こ れ ま で も 各市 町 村 に お いて 取り 組ま れ て きま し た が 、 

県 、 市 町 村 、 関 係 団体 と の 連携 が 不 十分 で あり 、 施 策 の 重要 性 は 認識 され つつ も 、 こ れ 

まで 重点 化 さ れ に く か っ た 経緯 が あり ます 。 
この た め 、 役 割 分 担 も 含め 、 関 係 機関 が 一 体 と な っ た 全 県 的 な 推進 体制 を 構築 し て い 

く こ と が 必要 で す 。 











































































































〇 移住 ・ 定 住 施策 の 効果 的 な 展開 の た め に は 、 移 住 に 至る 一 般 的 な プロ セス (岩手 に ① 
関心 を 持つ 、② 来 て みる 、③ 地 元 ・ 地 域 に 慣れ る 、④ 住 ん で みる 、 ぐ ⑥⑤ 定 住 す る ) に 沿っ 
た 施策 に 取り 組ん で いく こと が 必要 で す 。 


























〇 移住 ・ 定 住 施 策 の ター ゲッ ト が 明確 に 定め られ て いな いた め 、 そ れ ぞ れ の 世代 や 家族 
構成 、 ラ イフ スタ イル に 応じ た 提案 型 の 情報 提供 な ど 、 施 策 タ ー ゲ ッ ト を 明確 化し た 取 
組 が 必要 で す 。 












































〇 東日本 大 震 災 津波 以降 、U・ I ター ン 希 望 者 交 録 数 は 増加 傾向 に ある も の の 、 就 職 数 
や 求人 数 は 伸び て いな い 現 状 に ある こと か ら 、 産 業 振興 施策 や 農林 水産 業 施策 と 連携 し 
た U・I エ ター ン 施 策 の 強化 や 創業 支援 な どの 取組 が 必要 で す 。 

また 、 県 外 に 就職 し て いる 本 県 出身 の 社会 人 、 あるいは 本 県 に 様々 な 魅力 を 感じ て い 

る 、 浴 在 的 な り ・ I ター ン 希 望 者 に 働き か け て いく た め 、 そ の 拠点 と な る 東京 U り ター ン 

セン ター の 活動 の 強化 や 、 国 (労働 局 ) が 持つ ノウ ハウ や 情報 の 活用 、 連携 が 必要 で す 。 



































































































































〇 本 県 へ の 移住 は せ 、U タ ー ン や 就農 、 定 年 退職 に よる 帰 卿 な ど 様 々 な パタ ー ン が あり ま 
す が 、 個 々 の 移住 希望 者 の 多面 的 な ニー ズ 、 リ クエ スト に 応じ た 支援 体制 と な っ て いな 
いこ と か ら 、 必 要 な 移住 情報 の 発信 や 首都 圏 で の 移住 コンシェルジュ 配置 な ど 、 移 住 希 
望 者 ご と の オー ダー メイ ド 型 の 支援 を 実施 する こと が 必要 で す 。 
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〇 移住 者 が 、 地域 活動 に 参画 
ef の ec っ な が ちよ うな MM の W7K2 天 で ナ 


〇 交流 人 口 の 拡大 は 、 定 住人 口 


〇 本 県 を 訪れ る 体験 型 教育 旅行 の 実施 学校 数 が 東 




































































特に 、 若者 の 定住 に つなげ る た め に は 、 その 地域 の コミ ュ ニ ティ 








こく い 事 例 も 見 られ る こと か ら 、 移 住 後 の フォ ロー な ど 、 


動 が 活発 に 行わ れ 、 





活 





若者 が 活動 に 参画 し や すい 環境 が 必要 で あり 、 地 域 全体 で 「 つ な が り を も ち 」、「 若 者 を 
お 世話 する 」 フ ォ ロ ー の 仕組 み が 必要 で す 。 
































訪れ る 人 々 を 増加 させ る 取組 を 














を 増加 させ る た め の き っ か け と な る も の で あり 、 岩 手 を 


強化 する 必要 が あり ます 。 














一 方 、 北 陸 新 幹線 や 北海 道 新幹線 の 開業 等 に 



































より 、 和 観光 に 関す る 地域 間 競 














ょ 一 層 激 


ーー 














し く な る こと が 予想 され 、 地 域 資源 を 活用 し た 魅力 ある 観光 地 づ くり を 進め る と と も に 


観光 情報 の 発信 強化 が 必要 で す 。 















































日 本 大 震 災 津波 前 の 状況 に 戻っ て いな 








い 中 で 、 全 国 各 地域 に お いて 体験 型 観 光 や グリ ー ン ・ ツ ー リ ズム で の 診 客 の 取組 が 活発 
予想 され る こと か ら 、 岩 手 な ら で は の 特徴 を 生か し た 交 
流 人 口 拡 大 に 向け た 施策 に 取り 組む こと が 必要 で す 。 





化し て お り 、 今後 競争 の 激化 が 





〇 より 多く の 方 々 に 、 岩 手 な ら 
接 体感 し て いた だ く こ と で 、「 旅 行者 」 か ら 「 リ ピー ター」 へ 、 さ ら に は 「 岩 手 フ ァ ン 」 
と な っ て いた だ く こ と が 肝要 で ある こと か ら 、 体 験 型 教育 旅行 や 滞在 型 観 光 を より 一 層 
誘致 する 施策 に 取り 組む こと が 必要 で す 。 











で は の 人 、 自 然 、 文 化 、 歴 史 、 生 











活 




















な ど 本 県 の 魅力 を 直 








〇 ブラ ンド 総合 研究 所 34 が 実施 する 地域 ブラ ンド 調査 の 都 道 府 県 ラ ン キ ング に お いて も 、 
ド | 日 




















本 県 の 認知 度 は 全国 中 位 に と ど 
要 で す 。 


ふる さと 振興 の 具体 的 な 取組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 
① 全 県 的 な 推進 体制 の 整備 


平成 27 年 7 月 に 組織 体制 

















まっ て お り 、 岩 手 県 の 魅力 発信 を 強化 し て いく こと か 必 

















を 拡充 し た 「 い わ て 定住 ・ 交 流 促進 連絡 協議 会 」 を 通じ 、 


市 町 村 や 農林 水産 業 、 商 工業 、 不 動産 業 、 金 融 機関 等 各 分 野 に 











化 を 図り 、 官 民 協 働 に よる 定住 



































お ける 取組 情報 の 共有 
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地域 ブラ ンド お よび 企業 ブラ ンド の 研究 と コン サル ティ ング を 行う 専門 企 
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Er 


不 o 





③ 相談 窓 





タダ 让 
に 





で の 移 有 




















を 高め 、 

国 が 運営 する 全 
市 町 村 
報 を 発信 する と と も に 
等 の 動向 も 泊 








国 移 人 























に 、「 生 























な ら で は の 暮らし 方 」 な ど 提 





復興 に 
動 カ や 情報 発信 力 を 持つ 女 1 
新た に 、 県 
の 情報 発信 力 を 高め て いき 8 














E イ ベン ト へ の 参加 に 加え 、 
開催 や 、 メ ディ ア 等 を 活用 し た 全 
岩手 ファ ン を 拡大 し 、 本 県 へ の 移住 ・ 定 
E ナ ビ の 岩手 
情報 等 の コン テン ツ の 充実 を 図り 、 常 に タイ ムリ ー で 、 


② 岩手 ファ ン の 拡大 と 移住 情報 の 発信 強化 等 

















= 























涯 活躍 の まち (日 


























生 を 意識 し た 岩手 の 魅力 発信 に 























民 の 多様 な 視点 で 岩手 の 魅力 を 発見 し 、 発 信 す る 取 





岩手 県 ひ U タ ー ン セン ター 等 関係 機関 と の 連携 を 強化 し 、U・ 


FE 可 














































































































首都 圈 忆 将 
国 向け の 岩手 の 魅力 発信 な 
を 誘導 し ます 。 

県 ペー ジ の 充実 や 定住 交流 ホー ムペ ー ジ に 


ける 県 外 


本 版 CCRC)」 構想 な ど 、 
E 視 し な が ら 、 ラ イフ スタ イル に 応じ て 移住 パタ ー ン を 類型 化し 、 
案 型 の 情報 提供 を 実施 し ます 。 


向け て 立ち 上 が る 岩手 の 姿 や 魅力 を 全国 に 向け て 情報 発信 

















は 自 


LT 


有 岩手 


E フ ェ ア 等 の 
県 に 対す る 関心 





の 移 信 








お ける 
魅力 の ある 情 
国 や 県 内 市 町 村 
「 い わ て 


訴求 力 や 











し 、 特 に 、 
み ま す 。 
組 を 支援 し 、 


取り 組 


























I ター ン 希 望 者 等 に 対 








































































































口 体制 の 強化 
日 本 大 震 災 津 














東 
県 へ の 移住 希 
対応 する た め 





























国 





者 






























































望 者 等 の 掘り 起こ 
へ の 常設 
等 に より 、 オ ー ダ ー メ イド 型 の 相談 窓 


数 : 1,350 人 〔H26 実績 


E 波 を 契機 し て 本 県 と の つなが り を も っ た 若者 や 本 県 出身 者 な ど 本 
こ 、 移 住 希望 者 一 人 ひと り の ニー ズ ( 
型 の 情報 提供 ブー ス の 設置 や 移 
を 整備 し ます 。 


し を 行う と と も に 











体 甫 














值 














し 、 求 人 、 住 宅 情報 の 提供 、 職 業 紹介 、 就 職 面接 会 等 の マッ チン グ 支 援 を 行う な ど 、 
総合 的 な り ・ 1I ター ン 施 策 を 実施 し ます 。 
また 、 ポ ボー タルサ イ ト を 充実 し 、 総 合 的 な 情報 発信 を 行い ます 。 
学生 の り ・I ター ン に つい て は 、 内 手 県 ひ り タ ー ン セン ター に よる 大 学 等 訪問 の 強化 
や 、 中 小 企業 の 大 手 就職 情報 サイ ト の 利用 を 支援 し 、U・ 1 ター ン を 促進 し ます 。 
中 小 企 業 の 経営 力 強 化 に 資す る た め 、 県 外 の 業務 経験 豊富 な 中 核 人 材 の 「 お 試し 就 
業 」 と し て の 受入 れ を 支援 し 、 県 外 か ら 県 内 へ の 中 核 人 材 の 選 流 を 促進 し ます 。 
: 画 イ ベン ト 等 へ の 参加 件 数 : 5 回 (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 5 回 
国民 公式 Twitter フォロワー 増加 数 : 2.000 人 (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 3.706 人 ] 
U・I エ I ターン 就 職 支援 件 数 (累計 ) : 5,406 人 [H26 実績 値 1.906 件 ] 
量 大 手 就職 サイ ト を 活用 し た 県 内 中 小 企業 へ の 経費 補助 に より 就職 決定 し た 人 数 (累計 ) : 150 人 
画 県 外 か ら の 移住 ・ 定 住 者 数 : 1,350 人 〔[H26 実績 値 1.107 人 ] 





TY 








EE コン シェ ル ジ ュ の 配 

















1,107 人 ] 


④ 移住 者 の フォ ロー の 充実 
任期 終了 後 の 地域 へ の 定着 率 が 高い 、 国 の 「 地 域 お こし 協力 隊 」 や 「 復 興 支援 員 」 
制度 を 有効 に 活用 し な が ら 、 若 者 の 本 県 へ の 移住 を 促進 する と と も に 、 市 町 村 と 連携 
の 上 、 地 域 住民 と 移住 者 と の 媛 談 会 を 地域 の 受入 能勢 を 調整 ・ 助 言 す る コー ディ イネ 
ター 育成 の た め の 研 修 会 の 開催 な ど 、 移 住 者 が 地域 に 溶け 込み 、 住 み 続 ける た め の 継 
続 的 な 支援 を 実施 し ます 。 

































































































































































⑤ 移住 ・ 交 流体 験 の 推進 
体験 型 観 光 や 教育 旅行 の 推進 な ど 観 光 施策 と の 連動 や 都市 と 農山 漁村 と の 交流 事業 
と の 連携 を 図り 、 岩 手 な ら で は の 体験 交流 を 推進 し ます 。 
市 町 村 や 関係 機関 と の 連携 を 図り 、 空 き 家 等 を 活用 し た 短期 滞在 住宅 の 整備 や 、 二 
地域 居住 も 見 据え た 居住 体験 メニ ュー、 農 林 漁 業 体験 等 短期 体験 プロ グラ ム メ ニュ ー 





HH 


















































































































































| KPT : 園 いわ て 奏 ら し 体験 ツア ー 開 催 回 数 : 4 回 (毎年 度 ) 
画 県 外 か ら の 移住 ・ 定 住 者 数 : 1,350 人 [H26 実績 値 1.107 人 ] 



























































ぐ 県 民 総 参加 の 取組 > 
移住 ・ 定 住 を 促進 する た め ・ 県 ・ 市 町 村 ・ 関 係 団体 の 連携 と と も に 、 企 業 や 県 民 と 
の 協 働 に より 総合 的 に 取り 組み ます 。 
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la 





































































































































































































































































































県 以外 | (企業 等 ) ( 国 ) 
の 主体 | ・ 移 住 者 受入 環境 の 整備 ・ 地 方 へ の 移住 ・ 定 住 の 促進 

・ 就 職 面 接 会 等 U り ・ IT ター ン 就 職 希 望 | ・ 首 都 圏 か ら 地 方 へ の 人 材 本 流 促進 

者 と 企業 の マッ チン グ 機 会 の 提供 (市 町 村 ) 

(県 民 ・NPO) ・ 移 住 相談 窓口 の 整備 

・ 移 住 者 の サポ ー ・ 移 住 施策 の 推進 

・ 移 住 者 と の 交流 ・ 移 住 者 の 受入 ・ フ ォ ロ ー 体 制 の 整備 
県 ・ 総 合 的 な 移住 ・ 定 住 施策 の 企画 ・ 調 整 

・ 移 住 推進 体制 及び 首都 圏 等 で の 相談 窓口 の 整備 

・ 全 県 的 な 情報 発信 

・ 産 学 官 金 の 連携 推進 

・ 市 町 村 の 取組 支援 

U・I ター ン 就 職 希 望 者 へ の 相談 対応 及び 県 内 企業 の マッ チン グ 支 援 
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・ ポ ボー タル サイ ト 等 に 』 


・ 中 小 企業 へ の 大 














ト る U・ 1 ター ン 情 報 発信 
E 就 職 サ イト の 利用 の 支援 
・ 中 小 企業 へ の 県 外 の 業務 経験 豊富 な 











F 核 人 材 の お 試し 就業 の 受入 れ 
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2 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出 生 率 の 向上 を 目指 す 施 策 


く ポ イン トッ > 


〇 就労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産 、 子 育て まで ライ フス テー ジ に 応じ た 切れ 目 
の な い 支 援 に より 、 県 民 の 結婚 し た い 、 子 ども を 生み た い 、 育 て た いと いう 希望 
に 応え る 取組 を 進め ます 。 


〇 保育 所 の 整備 や 保育 サー ビス の 拡充 、 保 育 従事 者 の 確保 に 取り 組む ほか 、 放 課 
後 児童 クラ ブ の 充実 、 子 育て と 仕事 の 両立 の 支援 な ど 子育て に や さ し い 環境 づく 
り を 目指 し ます 。 
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取組 の 方 向 > 

平成 27 年 4 月 か ら 施行 され た 「 い わ て の 子ども を 健やか に 育む 条例 」 の 基本 理念 に 基 づ 
き 、 就 労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 、 出 産ま で 切れ 目 な く 支 援 を 行い 、 結 婚 し た い 、 子 ども を 生み 
た いと 願う 県 民 の 希望 に 応え る 取組 を 推進 し ます 。 





[现状 上 课题 ] 

〇 本 上 岂 O 合 计 特殊 出 生 率 葬 、 近 年 持 妃 直 LOD 倾 向 注 为 召 刀 DO、 未 婚 化 、 晚 婚 化 砍 上 0 
影響 に より 低い 水準 に と ど ま っ て いま す 35。 
出生 率 低下 の 背景 に は 、 子 育て 世代 の 所 得 の 減少 や 非 正 規 労働 者 の 増加 、 教 育 に 関す 
費用 負担 と いっ た 経済 的 事情 、 出 産後 の 女性 の 就労 継続 の 困難 さ 、 子 育て 世代 の 長 時 
労働 と いっ た 就労 環境 の 問題 等 に 加え 、 婚 召 や 家族 に つい て の 考え 方 の 多様 化 な ど 、 
会 環境 な どの 外 的 な 環 NR Ok 

こう し た 様々 な 原因 に よっ て 起こ っ て いる 出生 率 の 低迷 に 対応 する た め に は 、 単 な る 
経済 的 支援 だ け で な く 、 子 育て を 社会 全体 で どの よう に 支え て いく か と noe 
て 、 幅 広く 取り 組ん で いく こと が 必要 で す 。 































































































































































































〇 男女 の 出会い 、 結 婚 か ら 妊 娠 ・ 出 産 、 子 育て に 至る ライ フス テー ジ に 応じ て 関係 機関 
が 連携 し て きめ 細か く 支 援 し 、 安 心して 子ども を 生み 育て る こと が で きる 環境 の 整備 を 
図る こと が 必要 で す 。 

特に 、 結婚 で き な い 理由 と し て 、 適当 な 相手 に 巡り 会 わな い 、 出会い の 機会 が 少な い 、 
結婚 に より 狭まる 人 生 設 計 へ の 不安 が あり 36、 出 会 い の 場 の 創出 、 結婚 を 望む 若者 へ の 支 
援 や 、 未 婚 者 に 対す る ライ フ デ ザイ ン の 構築 に 向け た 支援 が 必要 で す 。 



















































































〇 安心 し て 出産 に 対応 で きる 体制 を 構築 する た め 、 地 域 に お いて 、 妊 娠 や 出産 に 伴 
スク に 応じ た 医療 を 適切 に 提供 で きる 周 産 期 医 療 体制 の 整備 が 必要 で す 。 
妊産婦 に 対す る 相談 支援 な ど 母 子 保健 サー ビス 等 の 支援 の 有無 は 、 第 2 子 、 第 3 子 の 
出産 に 対す る 影響 が 少な か ら ず ある と ころ で あり 、 和 妊産婦 の ニー ズ に 応じ た 総合 的 な 相 
談 支 援 や 妊産婦 ケア に 従事 する 人 材 の 確保 ・ 育 成 な ど に 取り 組む こと が 必要 で す 。 
また 、 出 産 を 望む ゆ 人 々 に 対す る 不妊 治療 文 援 に 取り 組む こと が 必要 で す 。 








tt 
3 
a 






















































































” 2014 年 の 合計 特殊 出生 率 は 1.44。 
36 国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 「 第 14 回 出生 動向 基本 調査 」。 
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〇 第 2 子 、 第 3 子 を 望む 人 々 が 出産 を 決意 する 要因 の 一 つ に 、 パ ー ト ナー の 育児 参加 の 
有無 が 挙げ られ て お り 、 時 短 勤 務 な ど 男 女 が 共に 家事 ・ 子 育て に 参加 し や すい 働き 方 の 
普及 や 国 に よる 制度 の 創設 が 必要 で す 。 
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ふる さと 振興 の 具体 的 な 取組 
[ 主 な 取組 内 容 〕 
① 子育て し な が ら 働 きやすい 労働 環境 の 整備 
男女 が と も に 仕事 と 子育て を 両立 させ な が ら 働 き 続け る こと が で きる よう 、 事 業 
は 、 子 育て し や すい 労働 環境 の 整備 を 図る こと が 必要 で す 。 こ の た め 、 岩 手 労 働 局 
と 連携 し 、 雇 用 の 維持 、 長 時 間 労 働 の 抑制 等 の 「 働 き 方 改革 」 や 育児 休業 の 性 別に 関 
わら な い 取 得 促進 の 取組 、 賃 金 な どの 労働 条件 の 改善 等 に つい て 、 企 業 ・ 関 係 団体 へ 
継続 し て 働き か け ま す 。 
また 、 国 等 と の 連携 に よる 労働 相談 や 、 労 働 関係 法令 、 助 成 制 度 等 の 周知 ・ 啓 発 活 
動 を 行い ます 。 
経済 団体 や 産業 団体 と 連携 し 、 事 業 所 に お ける ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス や 女性 登 
用 を 推進 する た め の 研 修 会 等 の 開催 、 経 営 者 や 男性 の 理解 ・ 協 力 促進 の た め の 講 座 を 
開催 する な どの 取組 を 実施 し ます 。 


TN NTA TTT TTI Te TN NT TTT ON TI TT TTA TT NE NS 














































































































































































































































































































く 県 民 総 参加 の 取組 > 

出生 率 低迷 の 原因 を 仕事 の 面 か ら 取 り 除 く た め 、 企 業 に よる 子育て し や すい 労働 環境 
の 整備 に 大 きく 期待 が 高まる 中 、 国 、 県 、 市 町 村 、 関 係 団体 等 は 連携 し な が ら 、 そ の 取 
組 を 支援 し ます 。 




































































































































































県 以外 | (企業 ・ 労 働 団体 等 ) ( 国 ) 
の 主体 | ・ 雇 用 の 維持 ・ 拡 大 ・ 法 制度 の 整備 、 周 知 
・ 労 働 環 境 の 改善 ・ 助 成 制度 等 に よる 支援 
(経済 団体 等 ) (市 町 村 ) 
・ 会 員 団体 や 企業 等 へ の 意識 啓発 ・ 企 業 等 へ の 要請 、 意 識 啓発 
県 ・ 県 ホー ムペ ー ジ 等 を 活用 し た 労働 関係 法令 や 助成 制度 の 周知 
・ 労 働 環境 整備 を テー マ と し た セミ ナー 等 の 開催 に よる 啓発 
























































・ 国 等 と の 連携 に よる 企業 ・ 関 係 団体 に 対す る 雇 








ヘー 





] の 維持 や 働き 方 改革 の 推進 





























・ 就 業 支 援 員 等 に よる 労働 相談 



































55 


出会い 
































・ 結婚 支援 の 強化 
市 町 村 等 と 連携 し 、 若 者 の 出 会 
PO ON 
RE 
運営 し 、 婚 活 イ ベン ト 情 報 の 発信 や 、 会 員 登 





結婚 し た いと 願う 県 
セン ター」 を 設置 ・ 








支援 な ど を 実施 し 


ヽ ・ 結 婚 ・ 家 庭 を 考え る セミ ナー・ フ ォ ー ラ ム だ や 結 
情報 発信 を 行い ます 。 























登録 に よる マッ ャ チング 





大 学生 や 高校 生 な どこ れ か ら 親 と な る 若者 が ライ フ デ ザイ ン を 構築 する こと が で き 


る よう 、 子 ども や 家庭 を 持つ こと の 大 切 さ に つい て の 情報 提供 や 普及 啓発 に 














取り 組み 




















画 結 婚 サ ポー ト セ ンタ ー の 会 員数 : 1.000 人 
軒 結 婚 サ ポー ト セ ンタ ー の 会 員 成 婚 数 : 50 組 














妊娠 ・ 出 産 に 対す る 支援 
安心 し て 子ども を 生み 育 


セン ター」 





急 搬送 体制 の 確保 や 、 周 産 期 
女性 の 特定 不妊 治 






































て る 環境 を 整備 する た 
の 運営 を 支援 する と と も に 、「 周 産 期 医 療 情 報 ネ ットワーク 」 を 活用 し た 上 緊 
























































る 補助 を 創設 する と と も 





いま す 。 


女性 健康 支援 セン ター (保健 所 ) 
相談 を 継続 する ほか 、 








上 産婦 へ の ケア の 体 入 





























に よる 総合 相 




















め 、 県 内 10 箇所 の 「 周 産 期 母子 医療 
































医療 機関 の 機能 分 担 と 連携 の 強化 を 図り ます 。 
療 (体外 受精 、 顕 微 授精 ) へ の 補助 に 加え 、 男 性 不妊 治療 に 対す 
に 、 不 妊 治療 の 課題 解決 の た め の 協 議会 を 設置 し 、 検 討 を 行 












































談 や 不妊 専門 相談 セン ター で の 不妊 

















整備 に つい て の 市 町 村 と の 連絡 調整 会 議 




















の 開催 や 母子 保健 コー ディ ネ 
将来 の 子育て 世代 で ある 
識 、 子 ども を 生み 育 
































て る こと の 大 切 さ や 、 





ター な ど を 対象 と 
童 生徒 を 対象 に 、 





し た 研修 を 実施 し ます 。 











健やか な 妊娠 ・ 出 産 の た め の 正 し い 知 
命 の 大 切 さ に つい て の 普及 啓発 に 











取り 組み 





Fa i oe ee ee ee Rn RR ERI ESR a ee RE RR RARE Rn i ee 














療 情 報 ネ ッ ト ワ ー 








ク へ の 参加 割合 (市 町 村 及 び 分 學 取 扱 等 医療 機関 ) : 


る 治療 費 の 延べ 助成 件 数 (男性 不妊 治療 を 含む ) 














100.0% 











[H26 実績 値 98.6%] 
: 697 件 
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ネッ トワ ー ク 会 議 」 を 設置 
催 。 














結婚 支援 に 





























取り 組む 市 町 村 間 の 情報 
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も 有 や 意見 交換 の 場 と し て 、 平 成 25 年 度 か ら 「 い わ て 結婚 支援 
し 、 結 婚 支援 の 広域 的 な 取組 や 協 働 に よる 事業 恒 


























開 の 推進 の た め の 会 議 を 開 























く 県 民 総 参 加 の 取組 > 

市 町 村 は 、 出 会 い 事業 の 実施 、 民 間 主 催 の 出会い イベ ント へ の 支援 、 住 民 の 機運 醸成 な 
ど 、 若 者 の 出会い ・ 結 婚 に 関す る 施策 を 実施 し ます 。 ま た 、 妊 産婦 等 へ の 保健 指導 の 充実 
を 図る な ど 、 安 心して 出産 で きる 環境 の 整備 に 取り 組み ます 。 
医療 機関 は 、 周 産 期 医 療 機関 等 と の 機能 分 担 と 連携 の 推進 に 取り 組み ます 。 
企業 ・ 団 体 は 、 県 及び 市 町 村 が 実施 する 施策 に 協力 し ます 。 
県 民 ・NPO 等 は 、 就 労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産 の 支援 に つい て の 関心 と 理解 を 深 
め る と と も に 、 県 及び 市 町 村 が 実施 する 施策 に 協力 し ます 。 
県 は 、 市 町 村 や 企業 ・ 団 体 と 連携 を 図り な が ら 、「“ い きい き 岩 手 ” 結婚 サポ ー ト セン タ 
ー」 の 運営 を 支援 する ほか 、 若 者 の 出会い ・ 結 婚 に 関す る 広域 的 な 施策 を 実施 し ます 。 ま 
た 、 医 療 機関 等 と 連携 し 、 周 産 期 医 療 体制 の 整備 に 取り 組む と と も に 、 市 町 村 が 実施 する 
妊産婦 支援 に 関す る 施策 の 調整 や 、 不 妊 に 悩む 夫婦 へ の 総合 的 な 支援 な ど 、 安 心して 子 ど 
も を 生み 育て られ る 環境 を 整備 し ます 。 















































































































































































































































































































































































































































































































































県 以外 | (医療 機関 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 周 産 期 医 療 機関 等 と の 機能 分 担 と 連携 の 推進 ・ 若 者 の 出会い ・ 結 婚 に 関 
(企業 ・ 団 体 ) する 施策 の 実施 
・ 公 益 財団 法人 いき いき 岩手 支援 財団 に よる 「“ い | ・ 周 産 期 医 療 に 係る 医療 機 
きい き 岩 手 ” 結婚 サポ ー ト セン ター」 の 設置 ・ 運 | 関 と の 連携 
営 ・ 妊 産婦 等 へ の 保健 指導 の 
・ 県 及び 市 町 村 が 実施 する 施策 へ の 協力 充実 
(県 民 ・NPO 等 ) (学校 ) 
・ 県 及び 市 町 村 が 実施 する 施策 へ の 積極 的 な 参加 | ・ 健 や か な 妊娠 ・ 出 産 の た 
・ 行 政 、 企 業 、 団 体 と 連携 し た 取組 の 実施 め の 正 し い 知 識 の 普及 啓発 
県 ・「 さ いき いき 岩手 ” 結婚 サナ ポー ト セ ンタ ー」 の 運営 に 対す る 支援 
・ 若 者 の 出会い ・ 結 婚 に 関す る 広域 的 な 施策 の 実施 
・ 周 産 期 医療 の 確保 



































・ 市 町 村 が 実施 する 妊産婦 支援 に 関す る 施策 の 調整 
・ 不 妊 に 悩む 夫婦 へ の 総合 的 な 支援 の 充実 
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全く りー ウー タク /(、 


“< 到 0 方向 > | 


平成 27 年 3 月 に 改定 し た 「 い わ て 子ども プラ ン 」 や 、 平 成 27 年 4 月 か ら 施 行 され た 子 ど 
も ・ 子 育て 支援 新制 度 に よる 「 子 ども ・ 子 育て 支援 事業 支援 計画 」 に 基づき 、 保 育 所 の 整備 
や 保育 サー ビス の 拡充 、 保 育 従事 者 の 確保 に 取り 組む ほか 、 放課後 児童 クラ ブ の 充実 、 子 
育て と 仕事 の 両立 の 支援 、 子 育て 家庭 の 経済 的 負担 の 軽減 な ど 子育て に や さ し い 環境 づく 


WC 多 


[现状 上 课题 ] 
〇 少子 化 ・ 核 家族 化 の 進行 に より 、 子 育て 力 の 低下 やや 孤立 化 が 懸念 され て いる こと か ら 、 
「 い わ て 子ども プラ ン 」 な ど に 基づき 、 社 会 全体 で 子ども や 子育て の 支援 に 取り 組む こ 
と が 必要 で す 。 















































〇 企業 、 市 町 村 、 地 域 等 の 子育て 支援 策 の 取組 を 促進 する こと に よっ て 、 社 会 全体 で 子 
下 


て に や さ し い 環境 づく り を 行う 意識 の 啓発 や 機運 の 醸成 を 図る こと が 必要 で す 。 














〇  「 子 ども ・ 子 育て 支援 事業 支援 計画 」 に 基づき 、 子 育て と 就労 を 両立 する た め の 保 育 
所 等 の 整備 や 就労 形態 の 多様 化 に 伴う 各種 保育 サー ビス の 拡充 、 保 育 士 等 の 保育 従事 者 
の 確保 と と も に 、 放 課 後 児童 クラ ブ の 充実 な ど を 図る こと が 必要 で す 。 

また 、 子 育て 中 の 家庭 が 安心 し て 子育て を し 、 子 ども が 健やか に 成長 する こと が で き 

る よう 、 子 育て 家庭 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る こと や 、 東 日 本 大 震 災 津波 に より 保護 者 

を 亡くし た 未 就 学 児 の 健やか な 成長 を 支援 する こと が 必要 で す 。 

































































































































































ふる さと 振興 の 具体 的 な 取組 


[ 主 な 取組 内 容 〕 

① 子育て に や さ し い 環境 づく り 

子育て と 仕事 が 両立 で きる 職場 環境 づく り を 促進 する た め 、 子 育て に や さ し い 企業 

等 認証 ・ 表 彰 制 度 に 取り 組む と と も に 、 イ クメン ハン ドブ ッ ク や 子育て マン ガ の 配布 

等 に より ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス (仕事 と 生活 の 調和 ) の 普及 ・ 啓 発 を 行い ます 。 
地域 力 を 活か し た 子育て を 支援 する た め 、「 い わ て 子育て 応援 の 店 」 協 堆 店 舗 へ の 登 

録 を 働き か け て いき ます 。 
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: 軒 「 い わ て 子育て 応援 の 店 」 の 延べ 協 替 店 舗 数 (累计 ) : 1,800 店铺 [H26 実 績 値 1450 店 舗 〕 | 


画 い わ て 子育て に 






































や さ し い 企業 の 延べ 認証 数 (累計 ) :38 社 〔H26 実績 値 23 社 ] 











② 


保育 サー ビス 等 の 充実 














子ども ・ 子 
な 保育 
保育 














表 て 支援 



































ビス 等 の 充実 を 


支援 し ます 。 






































保育 士 ・ 保 育 所 文 援 セ ンタ ー」 の 利用 促進 な ど に より 保育 人 材 の 確保 に 


、 放 課 後 児童 クラ ブ に 従事 する 「 放 課 妥 








業 文 援 計 画 」 に 基づき 、 保 育 所 、 認 定 こ ども 園 な どの 多様 
育 施 設 の 整備 や 、 小 規模 保育 事業 
等 の 実施 な ど に より 、 待 機 児童 の 








、 放 課 後 児 童 ク ラブ 、 延 長保 育 、 病 児 ・ 病 後 児 
解消 や 就労 形態 の 多様 化 に 対応 し た 各種 保育 サ 






































取り * 
童 文 援 員 」 の 認定 資格 研修 を 実施 しま 














画 放 課 後 児童 クラ ブ の 設置 数 (累計 


















































1) 





E 员 : 31,477 人 〔H26 実績 値 26.425 人 ] 











: 331 箇所 [H26 実績 値 306 箇所 ] 

















③ 子ども に 対す る 医療 の 充実 と 子育て 家庭 へ の 支援 
中 医療 遠隔 支援 シス テム の 利 活用 の 促進 を 図る な ど 小 児 医療 体制 の 強化 に 取り 組 


ルリ 
むと と も に 

も 妊産婦 医療 費 
産婦 に 

児童 















































に 成 

















長 す る こと が で きる よう 、 


る な ど 、 子 育て 家 














ー ュ 未熟 児 や 小 





児 慢性 特定 疾病 
助成 及び ひと り 親 家庭 医療 費 助成 等 を 行う と と も に 、 未 就学 児 及 び 妊 
係る 医療 費 助成 の 現物 給付 化 に 

















病 に 対す る 医療 費 助成 を 行い ます 。 ま た 、 子 ど 











取り 組み ます 。 

































































手当 、 児 童 扶 養 手当 等 の 支給 や 母子 父子 究 婦 福祉 資金 等 の 貸付 け を 行う ほか 、 











東日本 大 震 災 津波 に より 保護 者 を 亡くし た 未 就学 児 が 安定 し た 養育 環境 の 下 で 健やか 
「 い わ て の 学び 希望 基金 」 を 活用 し た 給付 事業 を 実施 す 
庭 の 経済 的 負担 の 軽減 に 取り 組み ます 。 



































く 県 


ーー 


由 


央 才 に 努め る と と も 1 





や や 地域 子 
情 に 応じ た 子 育 
り 組 み ま す 。 


子ども ・ 子 育 
な が ら 、 子 ども ・ 子 育 


民 総 参 
町 村 は 








加 の 取組 > 
市 町 村 子 











て 支援 機関 等 








ども ・ 子 育て 会 議 に よる 「 子 ども ・ 子 育て 支援 事業 計画 」 の 着実 な 








て 支援 を 実施 し 





ER 























に 、 住 民 ニ ー ズ に 応じ た 教育 ・ 保 育 サ ービス の 提供 、 放 課 後 児童 対策 
育て 支援 拠点 に よる 放課後 や 家庭 に お 


























ける 子育て 支援 施策 の 実施 な ど 、 地 域 の 実 














て 支援 に つい て 、NPO や 地域 コミ ュ ニ ティ と 連携 し な が ら 、 主 体 的 に 取 





は 、 専 門 的 な 知識 及び 経験 を 生か し 、 県 及び 市 町 村 と 連携 し 
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企業 ・ 団 体 は 、 仕 事 と 子育て が 両立 で きる 職場 環境 の 整備 に 努め る と と も に 、 県 及び 市 
町 村 が 実施 する 子育て 支援 に 関す る 施策 に 協力 し ます 。 

県 民 ・NPO 等 は 、 子育て 支援 に つい て の 関心 と 理解 を 深め る と と も に 、 県 及び 市 町 村 
が 実施 する 施策 に 協力 し ます 。 

県 は 、 岩 手 県 子ども ・ 子 育て 会 議 に よる 「 岩 手 県 子ども ・ 子 育て 支援 事業 支援 計画 」 の 
適切 な 進行 管理 に 努め る と と も に 、 教 育 ・ 保 育 の 確保 対策 等 に 関す る 技術 的 助言 の 実施 、 
保育 従事 者 等 の 確保 に 向け た 取組 の 実施 、 子 育て に 関す る 施設 整備 や 運営 に 対す る 支援 、 
子育て 家庭 の 経済 的 負担 の 軽減 な ど 、 子 育て 支援 施策 を 総合 的 に 実施 し ます 。 





| 四 




























































































中 




















































































































































































































県 以外 | (子ども ・ 子 育て 支援 機関 等 ) (市 町 村 ) 

の 主体 | ・ 専 門 的 な 知識 ・ 経 験 を 活か し た 子ども ・ 子 | ・ 市 町 村 子 ども ・ 子 育て 会 議 に 
育て 支援 の 実施 よる 子ども ・ 子 育て 支援 事業 計 
・ 県 及び 市 町 村 と 連携 し た 支援 の 実施 画 の 着実 な 実施 
(企業 ・ 団 体 ) ・ 子 育て 家庭 へ の 医療 費 助成 の 
・ 仕 事 と 子育て が 両立 で きる 職場 環境 の 整備 | 実施 
・ 県 及び 市 町 村 が 実施 する 子育て 支援 に 関す | ・ 住 民 ニ ー ズ に 応じ た 教育 ・ 保 




















































































































る 施策 へ の 協力 育 サ ービス の 提供 
(県 民 ・NPO 等 ) ・ 放 課 後 児童 対策 や 地域 子育て 
・ 地 域 力 を 活か し た 子育て 支援 活動 の 実施 | 支援 拠点 等 に よる 放課後 や 家庭 
・ 児 童 の 健全 育成 活動 の 実施 に お ける 支援 施策 の 実施 
・ 行 政 、 企 業 、 支 援 機関 等 と 連携 し た 取組 の 
実施 

県 ・ 岩 手 県 子ども ・ 子 育て 会 議 に よる 子ども ・ 子 育て 支援 事業 支援 計画 の 適切 な 
































進行 管理 
・ 子 育て 家庭 へ の 医療 費 助成 の 実施 
育 ・ 保 育 の 確保 対策 等 に 関す る 技術 的 助言 の 実施 
・ 保 育 従事 者 等 の 確保 に 向け た 取組 の 実施 
・ 子 育て に 関す る 施設 整備 や 運営 に 対す る 支援 
・ 子 育て に や さ し い 職場 環境 づく り に 向け た 総合 的 な 施策 の 実施 


・ ワ ー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス (仕事 と 生活 の 調和 ) に 関す る 総合 的 な 施策 の 実 
























































车 
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3 医療 ・ 福 祉 文化 、 教 育 な ど 豊 か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め 、 地 域 の 魅 
力 向 上 を 目指 す 施 策 


く ポ イン ト > 

〇 日 常 生活 の 利便 性 の 向上 に より 暮らし や すさ を 実現 し 、 地域 の 魅力 を 高め ます 。 
また 、 地域 コミ ュ ニ ティ 活動 へ の 支援 、 公共 交通 の 利用 促進 、 豊か な 環境 の 保全 ・ 
形成 な ど 魅 力 あ る まち づく り を 進め ます 。 


〇 地域 の 伝統 文化 を は じ め と する 文化 芸術 や スポ ー ツ の 振興 を 図り 、 心 豊か で い 
きい き と 暮 ら せ る 地域 を つく り ま す 。 


〇 若者 や 女性 の 活躍 で きる 環境 づく り に より 、 若 者 た ち が 武 動 す る 地域 、 男 女 が 
共に 生き や すく ・ 活 気 ある 社会 を 形成 し ます 。 


〇 医療 、 福 祉 ・ 介 護 を 充実 し て いく と と も に 、 健 康 と 長生 き の た め の 取 組 を 推進 
し 、 若 者 か ら お 年 寄り まで 全て の 人 々 が 安心 し て 暮らせ る 地域 を つく り ま す 。 


〇 豊か な ふる さと の 将来 を 担う 人 づく り の 推進 や 教育 の 振興 を 図り 、 地 域 の 活性 
化 を 実現 し ます 。 
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3-(1) 魅力 ある ふる さと づく り プ ロジ ェクト 





の る 取組 の 方 向 > 





域 づく り を 進め ます 。 


> 


・ 商 店 街 の 活性 化 や 、 被 炎 商 店 街 の 本 格 的 な 復興 を 支援 する と と も に 、 通 信 イ ン フ ラ な 
ど 利便 性 の 向上 を 図り 、 ま ちの 魅力 を 高め ます 。 

・ 公共 交通 は 、 学 生 、 高 齢 者 を は じ め 交 通 手 段 を 持た な い 者 に と っ て 唯一 の 手段 で あり 、 
路線 維持 を 図り な が ら 、 そ の 利用 促進 と 利用 環境 の 改善 を 図り ます 。 

・「 岩 手 県 環境 基本 計画 」 に 基づき 、 岩 手 県 の 豊か で 多様 な 自然 環境 を 保全 し 、 そ の 魅 
力 を 次 の 世代 に 伝え る と も に 、 そ こ に 集う 人 々 と の 交流 を 促進 し 、 自 然 環境 を 生か し た 地 


、 





» 





[現状 と 課題 
る 魅力 ある まち づく り タ 





〇 人 々 が ふる さと で 豊か な 暮らし を 続け る た め に は 、 そ の 魅力 を 更に 高め て いく こと が 


必要 で す 。 


この た め 、 若 者 が 望む 


近 場 で 買い 物 が で きる 地元 商店 街 の 活性 化 、 出 産 や 子育て の し や すい 環境 の 向上 な ど 、 

















『 気 ある イベ ント の 実施 や 、 高 齢 者 を は じ め 地 域 に 住む 人 々 が 



































人 々 が 岩手 に 住み 続け た い 、 移 り 住 みた いと 思え る 魅力 ある まち づく り が 必要 で す 。 
































〇 商店 街 実態 調査 報告 書 (中 小 企業 庁 調査 。 平 成 25 年 3 月 ) に よる と 、 商 店 街 の 抱え る 








問題 と し て は 後継 問題 や 魅力 ある 店 舗 、 
こ お け る 生活 利信 
それ ぞ れ の 商店 街 の 魅力 の 向上 を 
また 、 内 閣 官 房 が 2014 年 8 月 に 





す 。 それ ぞ れ の 地域 
































業種 が 少な いと いっ た こと が 上 位 と な っ て いま 


















































性 を 確保 する た め に は 、 こ れ ら の 間 題 を 解決 し 、 


図る こと が 必要 で す 。 
行っ た 調査 3 に お いて は 、 移住 する 上 で の 不安 と し て 、 

















「 働 き 口 の 確保 」 に 次 いで 、「 日 常 生 活 の 利便 性 」 が 理由 に 挙げ られ て いま す 。 
































日 常 の 買い 物 、 交通 















































由 、 情 報 通信 等 各地 域 で 生活 する 上 で の 利便 性 の 確保 は 、 本 県 へ の 移 





住 を 推進 し て いく 上 で も 必要 な 取組 で す 。 











〇 東日本 大 震 災 津 渡 で 、 大 き な 被 害 を 受け た 沿岸 地域 に お いて は 、 大 幅 に 人 口 が 流出 し 
た と ころ で あり 、 ふ る さと に 住み た v 





要 で す 。 














「 東 京 在住 者 の 今後 の 移住 

















\ と 願う 一 人 ひと り の 思い に 沿っ た まち づく り が 必 

















に 関す る 意向 調 





宿 」 。 


日 
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〇 国際 リニア コラ イダ ー (I LC) は 、 世 界 に 


の 大 規模 研究 施設 で す 。 









































1 箇所 だ け 建 設 さ れる 世界 最高 ・ 最 先端 











I LC が 実現 する こと で 、 世 界 の 基礎 科学 水準 の 向上 や 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン が 促進 され 

















る と と も に 、 日 本 の 国際 的 影響 力 の 向上 や 大 き な 経 済 波及 効果 及び 雇用 創出 効果 等 が 期 








待 さ れ ま す 。 

































































I LC の 実現 は 、 本 県 の みな ら ず 、 東 北 全体 を 活性 化 さ せる 起爆 剤 に な る と と も に 、 


























東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 と 再生 に も 大 きく 寄与 し 、 さ ら に は 、 外 国人 研究 者 や その 
家族 ら の 居住 に より 定住 人 口 を 拡大 きせ る こと が 見 込ま れ ま す 。 















































I LC に つい て は 、 国 が 誘致 を 表明 し て いな いも の の 、 国 
候補 地 と し て 北上 山地 が 最適 で ある と 評価 し て いる こと か ら 、 
反り 組む な こと が 必要 で す 。 























立地 評価 会 議 が 、 国 内 建 


半 














その 実現 が 図ら れる よ 2 県 の 総力 を 挙げ て 』 


る 地域 コミ ュ ニ ティ 強化 タ 





〇 地域 コミ ュ ニ ティ は 、 雪 下ろ し ・ 草 刈り な どの 相互 扶助 、 自 
全 の 確保 、 伝 統 芸能 の 継承 な ど 、 さ ま ざ ま な 雷 
















































































に お いて 大 き な 








内 研究 者 で 組織 する ILC 








然 環境 の 保全 、 地 域 の 安 
役割 を 果たし て お り 、 地 








域 住 民 が 、 地 域 文化 や 優れ た 自然 な ど 多 様 な 豊か さ を 亭 受 し て いく 上 で 、 欠 か せな いも 




















の で す 。 


し か し な が ら 、 近年 で は 、 人口 減少 や 少子 高齢 化 の 進行 、 個 
東日本 大 震 炎 津波 の 被災 等 に より 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 機 能 の 1 








お り 、 そ の 対策 が 必要 で す 。 





〇 本 来 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 活 動 は 、 地 域 人 
が 望ま し いも の の 、 特 に 、 本 県 面積 の 約 7 香 
著しい 高齢 化 の 進展 に より 、 地 域 : 
大 き な 課 題し な っ て いる こと か ら 、 新 た な 担い 手 の 育 成 や 、} 
する 機運 醸成 な ど 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 維持 ・ 




















E 民 に よる 自 
在 占 
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4 























5 動 の リー ダー の 高齢 化 や } 


可 | 








人 の 価値 観 の 変化 に 加え 、 
氏 下 が 大 き な 課 題 と な っ て 


主 的 か つ 主 体 的 な 取組 で ある こと 
め る 過疎 地域 に お いて は 、 人 口 減少 と 
B 域 活動 の 担い 手 の 不足 が 
他 域 コミ ュ ニ ティ 活動 に 対 











E に 向け た 対策 が 必要 で す 。 


〇 今後 、 定 年 を 迎え た 団塊 の 世代 が 高齢 者 と し て 、 大 き な 
































ます が 、 高 齢 者 が 自ら の 知恵 や 経験 を 4 
地域 の 力 と な り 、 岩 手 全体 の 力 を 引き H 





韦 ， 


割合 





占め る こと が 見 込ま れ 

















E か し 、 い きい き と 充 実 し た 生活 を 送る こと は 、 
HH すこ と に つなが り ま す 





。 高齢 者 が 地域 の 一 員 と 








し て 、 生 き が い を 感じ 、 豊 か な 生活 を 送る こと が で きる よう 支援 し て いく こと が 必要 で 








す 。 


〇 地域 の 防災 活動 を リー ド す る 自 





れ て お り 、 そ の 組織 率 は 平成 25 年 度 に 初め て 全 
一 方 、 活 動 が 低調 な 組織 も 見 受け られ る こと か ら 、 自 ヨ 
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E 防 














災 組 





防災 組織 は 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ を 基盤 と し て 組織 さ 
国 平均 を 上 回 る 


な ど 、 年 々 高まっ て いる 
織 の 更 な る 育成 を 進め る 

















こと が 必要 で す 。 

また 、 消 防 団 に つい て は 、 自 主 的 に 参加 する 地域 住民 に より 構成 され 、 地 域 コ ミュ ニ 
ティ の 活性 化 等 に も つなが っ て いま す 。 社会 情勢 の 変化 等 に より 進む 団員 の 減少 と 高齢 
化 の 中 に お いて 、 団 員 の 確保 や 安全 対策 の 再 構築 が 必要 で す 。 




























































































る 公共 交通 の 確保 ・ 利 用 促進 > 
共 交 通 は 、 地 域 と 地域 を つなぐ 重要 な 交通 機関 で ある ほか 、 通 学生 や 高齢 者 、 障 が 

い 者 を は じ め 自 家用 車 等 の 交通 手段 を 持た な い 者 に と っ て 、 唯 一 の 移動 手段 で す 。 
また 、 医 療 、 福 祉 、 教 育 等 の 拠点 間 や 、 拠 点 と 居住 エリ ア を 結ぶ 交通 手段 と し て 大 き 
な 役割 が 求め られ て お り 、 今 後 、 一 層 、 公 共 交 通 の 確保 が 必要 で す 。 


〇 
D>) 







































































〇 駅 や バス ター ミナ ル は 、 地 域 を 活性 化す る た め 、 ま ちの 賑わい 創出 や 観光 客 等 の 来訪 
者 に 対す る 利便 性 向上 を 図る 上 で 、 そ の 中 核 と な る 施設 で あり 、 地 域 の 拠点 機能 を 有 す 
る 施設 と し て 維持 し て いく こと が 必要 で す 。 






























































〇 内 閣 官 房 が 2014 年 8 月 に 行っ た 調査 に お いて も 、 地 方 移住 の 不安 と し て 、 公 共 交 通 の 
利便 性 が 上 位 に 上 げ ら れ て お り 、 首 都 圏 在住 者 の 地方 移住 を 促進 する 上 で も 、 公 共 交 通 
を 維持 し て い 9 と が 必要 で す 。 


























































































































〇 本 県 の よう な 地方 で は 、 生 活 交 通路 線 と いえ ども 人 不 採算 路線 で ある こと が 多く 、 利 用 
促進 や 利用 環境 の 改善 等 を 図る な ど 、 路 線維 持 の た め に 官民 一 体 と な っ た 取組 が 必要 で 
すう 5 















































ぐる 多 様 で 豊か な 環境 の 保全 ・ 形 成 タ 

〇 岩手 県 の 豊か で 特色 ある 自然 環境 は 、 暮 らし を 支え る 基盤 で あめ る と と も に 、 観 光 を は 
じ め と する 交流 人 口 の 拡大 に 資す る 資源 と し て 、 次 代 へ 引き 継ぐ べき 貴重 な 財産 で す 。 
大 気 、 水 環境 、 里 山 の 保 全 を は じ め と する 環境 保全 の 取組 等 を 積極 的 に 推進 する と と も 
に 、 先 人 か ら 受 け 継 が れ て きた 自然 と の 共生 と いう 価値 観 を 守り 引き 継ぐ こと が 必要 で 
す 。 






























































































































































〇 本 県 に は 、 三 陸 復 興 、 十 和田 八幡 平 の 二 つ の 国立 公園 を は じ め 、 二 つの 国定 公園 、 七 
つの 県 立 自然 公園 、 さ ら に 、2013 年 9 月 に 日 本 ど ジオ パー ク に 認定 され た 三陸 ジオ パー ク 
が 存在 し ます 。 こ の 魅力 ある 自然 環境 を 活か し た 環境 学習 や 自然 体験 等 の 取組 を 通し て 、 
子ども た ちの 「 自 然 を 愛す る 心 」、「 ふ る さと へ の 愛着 」 を 育む こと が 必要 で す 。 
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〇 野生 動物 の 生息 数 の 増加 や 生息 域 拡 大 に よる 農林 業 被害 や 人 身 被害 な ど 、 県 民 の 生活 
NN 順 が 顕在 化し て いま す 。 人 と 野生 動植物 が 共生 する 社会 の 形成 
こ 向 けた 対策 が 必要 で す 。 














〇 豊か な 自然 環境 に 恵まれ た 本 県 は 、 導 入 量 が 全国 トッ プク ラス に ある 地熱 を 始め 、 風 
力 、 太 陽光 、 木 質 バ イオ マス な ど 、 多 様 な 再生 可能 エネ ルギー の 導入 の 可能 性 を 有 し て 
いま す 。2012 年 7 月 か ら 開 始 し た 固定 価格 買取 制度 を 契機 と し て 、 こ れ ま で 、 太 陽光 発 

電 を 中 心 に 導入 が 進ん で き て いま す が 、 地 域 の 特性 や エネ ルギー バラ ンス を 考慮 し た 導 

入 を 進め る こと が 必要 で す 。 


































































































〇 木質 バイ オマ ス な どの 再生 可能 エネ ルギー は 、 地 域 の 発展 を 担う 新た な 産業 と し て の 
役割 を 果たす こと も 期待 さも れる と と も に 、 エ ネル ギー の 地産 池 消 に も 資す る こと か ら 、 
県 民 や 事業 者 、 行 政 の 一 体 と な っ た 導入 拡大 に 向け た 取組 が 必要 で す 。 
























































〇 環境 と の 共生 や 地域 特性 を 活か し た 住ま いづ くり な ど 、 環 境 に 配慮 し 快適 で 豊か に 暮 
ら せ る 居住 環境 づく り を 推進 する こ と が ルル 、 要 で す 。 















































ふる さと 振興 の 具体 的 な 取組 


[ 主 な 取組 内 容 〕 

ぐる 魅力 ある まち づく り タ 

① 美しく 魅力 ある まち づく り の 推進 

自ら の 地域 に 誇り や 愛着 を 持て る 地域 社会 、 文 化 的 な 豊か さ を 感じ る ? こ と が で きる 
生活 環境 及び 個性 的 で 活力 ある 地域 社会 の 実現 を 図る た め に 、 岩 手 県 景観 計画 に 沿っ 
た 取組 を 展開 し 、 美 し く 魅 旋 あ る まち づく り を 推進 し ます 。 復興 ま ち わ づ くり に お いて 
も 、 東 日 本 大 震 災 津波 に より 一 部 損なわ れ た 景観 の 修復 と 創造 に 向け 、 岩 手 県 景観 計 
画 と 調和 が 図ら れ た 景観 まち づく り を 進め ます 。 






















































































計 座 

































































SREP EERE EG ED EDD EERE RL 


| KP 1 : 軒 景観 づく り に 取り 組む 地区 狼 (累計 ) : 45 地区 【H26 実績 値 35 地 区 ] 


时 














② ひと に や さ し い まち づく り の 推進 
公共 的 施設 等 が ユニ バー サル デザ イン の 視点 に 基づい た 施設 と な る よう 、 市 町 村 や 
民間 部 門 と 連携 し な が ら 整 備 す る と と も に 、 歩 道 の 段差 解消 等 へ の 取組 を 展開 し ます 。 


| KP TI : 男 不 特定 多数 の 者 が 利用 する 公共 的 施設 の バリ アフ リー 化 率 (特定 公共 的 施設 に お ける 整備 | 
区 準 全 項目 に 対す る 整備 実施 項目 の 割合 ) : 76.3% 〔H26 実績 値 68.296] 










































































































































































く 県 民 総 参 加 の 取組 > 
魅力 ある まち づく り を 推進 た め に 、 県 民 の 参加 は も ちろ ん 、 市 町 村 や 企業 ・ 関 係 団体 な 
ど が 協 働 で 取り 組み ます 。 





























県 以外 | (企業 ・ 関 係 団体 ・ 県 民 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 都 市 計画 や 復興 まち づく り 計 画 へ の 住民 | ・ 住 民主 体 の 復興 まち づく り の 推進 









































参加 ・ 岩 手 県 景観 計画 等 に 基づく 取組 の 
・ 美 し いま ちら づくり に 向け た 主体 的 な 取組 | 実施 

・ ひ と に や さ し い まち づく り へ の 主体 的 な 
取組 









































岩手 県 景観 計画 に 沿っ た 取組 の 展開 
・ 公 共 的 施設 の ユニ バー サル デザ イン 化 に 向け た 普及 ・ 啓 発 や 道路 環境 の 改善 
・ 住 民主 体 の 復興 まち づく り に 対す る 技術 的 支援 





















































③ 被災 し た 沿岸 地域 の に ぎわ い の あ る まち づく り の 推進 
東日本 大 震 災 津波 で 大 きく 低下 し た 沿岸 地域 の 商業 ・ サ ービス 業 の 機能 回 復 や 一 日 
で も 早い 安全 で に ぎわ い の あ る まち づく り に 向け 、 市 町 村 や や 商工 団体 等 と 連携 し な が 
ら 、 本 設 店 舗 で の 事業 再開 の た め の 各 種 支援 を 行い ます 。 
新た な 商店 街 の 構築 及び 集客 イベ ント 等 の た め の 各 種 補助 制度 の 活用 を 促進 する な 
ど 、 被 災 し た 沿岸 地域 の 住民 主体 の まち づく り を 支援 し ます 。 
彼 災 者 が 早期 に 安定 し た 生活 が 営め る よう 、 災 害 公 営 住宅 の 早期 整備 と 円 滑 な 入居 











































































































































































































| KPT1 : 置 沿岸 部 の 市 町 村 に お ける 営業 再開 し た 商業 サー ビス 業者 の 本 設 移行 率 : 100.0% 
[H26 実績 値 55.6%] 
国 伙 害 公 党 住宅 (県 及び 市 町 村 ) 整備 率 (累计 ) : 100.0% (H30) 〔H26 実績 値 25.8%] 









































ぐ 県 民 総 参加 の 取組 > 
沿岸 部 の 商業 機能 の 回 復 、 新 た な 商店 街 の 構築 に つい て は 、 ま ち づ く り の 主体 で ある 市 
町 村 を 中 心 に 、 商 工 団体 等 の 産業 支援 機関 と 一 体 と な っ て 進め ます 。 















































県 以外 | (商業 ・ サ ービス 業者 ・ 企 業 等 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 本 設 店 舗 で の 事業 再開 に 向け た 取組 ・ ま ち づ く り に 関す る ビジ ョ ン 




















・ 経 営 力 向 上 等 を 図る た め の 取 組 の 明確 化 
・ 顧 客 の ニー ズ に きめ 細か く 応 じ た 事 業 活動 | ・ 地 域内 の 商業 ・ サ ービス 業 の 
・ 商 店 街 活性 化 に 向け た 主体 的 な 取組 な ど 機能 回 復 や に ぎわ い の あ る まち 





















































DD 
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(産業 支援 機関 ) づく り 
・ 事 業者 の 本 設 店 舗 で の 事業 再開 や 、 経 営 ・ 施 策 の 企画 ・ 調 整 及び 主体 的 
力 向 上 等 を 図る た め 取 組 へ の きめ 細か な 支 な 取組 




































































































































































援 な ど ・ 被 災 者 の 住宅 再建 等 へ の 支援 
県 ・ 効 果 的 な 支援 施策 の 立案 ・ 実 施 

・ 市 町 村 及 び 産 業 支援 機関 等 と 連携 し た 事業 者 の 本 設 店 舗 で の 事業 再開 に 向け 

た 取組 へ の 支援 

・ 市 町 村 及 び 産 業 支援 機関 等 に よる 商業 ・ サ ービス 業 の 機能 回 復 や に ぎわ い の 























ある まち づく り に 向け た 取組 へ の 支援 
・ 国 、 市 町 村 等 と 連携 し た 新た な 商店 街 の 構築 に 向け た 整備 等 へ の 支援 
・ 被 災 者 の 住宅 再建 等 へ の 支援 






























































④ 情報 通信 基盤 の 整備 と 情報 通信 技術 の 利用 促進 
携帯 電話 不感 地域 の 解消 や 、 CN 情報 通信 技術 の 普及 に 向け た 
基盤 整備 に つい て 通信 事業 者 へ 働き か ける と と も に 、 防 災 や 観光 な どの 様々 な 分 野 に 
NM MHD 













































































DE Ep Tap つっ て る ERRNO 


| KP 1 : 置 携帯 電話 エリ ア 外人 口 : 3,109 人 〔H26 実績 値 3.980 人 ] 
画 イ ンタ ーネット 利用 率 : 78.1% [H26 実績 値 73.1%] 









































く 県 民 総 参 加 の 取組 > 
情報 通信 基盤 の 整備 と 情報 通信 技術 の 利用 促進 の た め に は 、 市 町 村 や 通信 事業 者 と 協力 
し て 整備 を 進め る ほか 、 整 備 さ れ た 情報 通信 基盤 を 





















































有効 活用 する 取組 を 推進 し ます 。 































































































































































































県 以外 | (通信 事業 者 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 携 帯電 話 不感 地域 の 解消 ・ 携 帯電 話 不 感 地域 の 解消 
・ ブ ロー ドバンド 基盤 の 整備 ・1 CT を 利 活 用 し た サー ビス 
・I CT を 利 活 用 し た サー ビス の 提供 の 提供 
(大 学 ) 
・ 1 CT を 利 活用 し た サー ビス の 提案 
(県 民 ) 
“I CT を 利 活 用 し た サー ビス の 積極 的 な 活用 
県 ・ 情 報 通信 基盤 の 整備 の 支援 
・ 1 CT を 利 活 用 し た サー ビス の 提供 
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⑤ I LC 実現 に 向け た 取組 
I LC を 核 と し た 国際 学術 研究 拠点 の 形成 を 目指 し 、 NSR 
を 深め る と と も に 外国 人 研究 者 や その 家族 な どの 受入 環境 整備 の 検討 を 進め 、 県 内 企 
業 の 加速 器 関連 産業 へ の 参入 を 支援 し ます 。 
犬 学 と の 共同 研究 や 、 関 係 機関 等 が 行う 現地 調査 等 へ の 支援 を 通じ し 、I LC の 実現 
に 向け た 取組 を 進め ます 。 






































































































































エーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー」 


| KPI : 置 ILC 講 演 会 等 の 開催 回 数 : 100 回 [H26 実績 値 84 回 ] 


ンー | 


















































く 県 民 総 参 加 の 取組 > 



























































君 手 県 国際 リニア コラ イダ ー 推 進 協議 会 ・ 東 北 T LC 推進 協議 会 を 中 心 と し て 、 大 学 や 
企業 等 と 連携 を 図り な が ら 、 東 北 が 一 体 と な っ た ILC 実 現に 向け て 取組 を 進め ます 。 










































































また 、 県 内 に お いて は 、 市町村 や 大 学 と の 連携 を 深め 、 幅広 い 普 及 啓 発 活動 を 行い ます 。 








県 以外 | (岩手 県 国際 リニア コラ イダ ー 推 進 協議 会 ・ 東 北 IL | (市 町 村 ) 
の 主体 | C 推 進 協議 会 ) ・ 市 民 向け 普及 啓発 活 






































































































































・ 国 内 外 へ の 情報 発信 、 関 係 団体 及び 自治 体 と 連携 し | 動 の 実施 
た 要望 活動 

(大 学 ) 

・ 県 民 向 け 普 及 啓 発 活動 の 実施 、 グ ロー バル 人 材 の 育 

成 支援 

(企业 等 ) 

・ 加 速 器 関連 産業 へ の 参入 に 向け た 研究 開発 等 の 実施 

(県 民 ) 


・I LC に つい て の 理解 増進 

(国際 交流 関係 団体 ) 

・ 地 域 の 国際 化 ・ 多 文化 共生 推進 に 向け た 取組 

県 ・ 関 係 団体 、 自 治 体 と 連携 し た 要望 活動 

・ イ ベン ト で の I LC 展示 等 に よる 国内 で の 情報 発信 
・ 地 域 の 取組 等 を 紹介 する 英語 版 広報 紙 の 発行 等 に よる 外国 人 研究 者 へ の 情報 
発信 

・1 LC 庁 内 ワー キン ググ ルー プ に よる 外国 人 研究 者 等 の 受入 環境 整備 の 検討 
・ 大 学 と の 共同 研究 に よる 調査 事業 等 

・ 研 究 者 の 視 宗 受入 及び 関係 機関 等 が 行う 現地 調査 等 へ の 支援 

・ 県 内 企業 の 加速 器 関連 企業 へ の 参入 に 向け た 活動 支援 
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る 地域 コミ ュ ニ ティ 強化 タ 

① 地域 コミ ュ ニ ティ 活動 に 関す る 意識 の 普及 啓発 
地域 コミ ュ ニ ティ 活動 の モデ ル と な る 団体 を 「 元 気 な コミ ュ ニ ティ 特選 団体 」 と し 
て 引き 続き 選定 し 、 関 係 団体 の 活動 促進 と 地域 コミ ュ ニ ティ 活性 化 を 図り ます 。 
地域 づく り に 関す る フォ ー ラ ム ・ セ ミナ ー 等 を 開催 し 、 県 内 外 の 先進 的 な 事例 を 広 
く 紹 介し 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 活 動 に 関す る 意識 の 普及 啓発 を 行い ます 。 

































































| KP I : 還 地域 づく り 等 に 関す る セミ ナー 参加 者 数 : 220 人 (每 年 度 ) [H26 実績 値 290 人 ] 
| 一元 気 な コミ ュ ニ ティ 特選 団体 数 (累計 ) : 162 団体 H26 実績 値 187 団体 ] 



































② 地域 づく り の 担い 手 の 育成 ・ 新 た な 担い 手 の 確 保 
地域 づく り の 新た な 担い 手 と し て 、 地 域外 の 人 材 (地域 お こし 協力 隊 や 復興 支援 員 
な ど ) の 受入 れ を 促進 し ます 。 
地域 外 の 人 材 が 地域 に 定着 する よう 、 外 部 人 材 の ネッ トワ ー ク 構築 を 図り 、 外 部 の 
視点 を 施策 に 生か す 取 組 を 進め ます 。 


Pan La nt a nn de Rt eo eR 








































































































③ 地域 の 安全 を 地域 が 守る 消防 団 や 自主 防災 組織 等 の 育成 ・ 強 化 
市 町 村 と 連携 し な が ら 、 消 防 団員 の 確保 や 消防 団 活動 の 充実 強化 に 向け た 取組 を 進 
め る と と も に 、 自 主 防災 組織 の 更 な る 育成 を 図り ます 。 













































































eh ei ei ne ni Ein hn me ha i ed ene nr ed rin et mn ec et ed ee et ee 


| KP 1 : 国 消防 团员 数 : 22,168 人 (每 年 度 ) [H26 実績 値 22,168 人 ] 
画 自 主 防災 組織 の 組織 率 : 91.49% (毎年 度 ) [H26 実績 値 84.1%] 


































































































く 県 民 総 参加 の 取組 > 

地域 コミ ュ ニ ティ 活性 化 の た め 、 個 々 の 地域 で 抱え る 課題 解決 に 向け た 地域 住民 の 主体 
的 な 参画 に よる 活動 を 支援 する と と も に 、 市 町 村 や 地域 づく り 団 体 等 の 関係 機関 と 連携 し 
た 取組 を 進め ます 。 




























































































































































































県 以外 | (県 民 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 地 域 の 構成 員 と し て の 地域 コミ ュ ニ ティ | ・ 地 域 住民 に 対す る 意識 啓発 
活動 へ の 参画 ・ 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 育成 ・ 活 性 
・ 自 主 防 災 組 織 や 消防 団 活動 へ の 協力 、 参 | 化 に 向け た 取組 (地域 コミ ュ ニ テ 
加 ィ 活 動 に 対す る 助言 ・ 助 成 、 情報 
提供 
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(地域 づく り 団 体 等 ) 


・ 課 題 解決 の 把握 
・ 課題 解決 に 向け た 








取組 





・ 地 域 コ ミュ ニテ ィ 活 生 





助 へ の 参画 








・ 地 域 コ ミュ ニテ ィ 活 
・ 消 防 団 協力 事業 所 へ の 登録 














動 情 報 の 発信 








・ 地 域 住民 と 連携 























E 握 と 課題 解決 に 

















ほし た 地域 課題 の 
こ 向け た 取組 











・ 各 市 町 村 区 域内 の 関係 機関 と の 





連絡 調整 


a 





・ 自 主 防 災 組 織 の 育成 強化 





・ 消 防 団 の 充実 中 














・ 外部 人 材 の 合 





少 


上 














横 喝 

















・ 関 
・ 消 





ご 先進 事例 % 紹介 等 


・ 市 


町 村 が 行う 地 








こよ る 地域 コミ ュ ニ ティ 活動 に 対す る 意識 の 普及 啓発 


Nr 





ミュ ニテ ィ 活 性 





ee 





L に 向け た 








・ 地 域 コ ミュ ニテ ィ 活 
係 機関 等 と の 連絡 調整 





























防 団 の 充実 強化 


























主 防災 組織 の 育成 に 


向け た 支援 











取組 へ の 支援 
動 を 担う 人 材 の 育成 、 外 部 人 材 の ネッ トワ ー ク 構築 
動 の 事例 収集 と * 
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る 公共 交通 の 確保 ・ 利 用 促進 
① 生活 交通 の 確保 
従 災 」R 線 に つい て 、 事 業者 に 対し 、 早 期 の 復旧 を 求め て いき ます 。 
三陸 鉄道 及び IGR いわ て 銀河 鉄道 に つい て は 、 関 係 市 町 村 と 連携 し 、 国 庫 補助 制 
度 を 活用 し な が ら 、 設 備 投資 や 設備 維持 等 に 要する 経費 に つい て 財政 支援 を 行い ます 。 
広域 的 か つ 幹 線 的 な バス 路線 に つい て は 、 国 庫 補助 制度 や 県 単 補助 制度 に よる 財政 


支援 を 行い 、 路 線 の 維持 を 図り ます 。 


per NO TONNE OTTO 


| KP I : 国庆 域 的 办 八 又 1 路線 当たり の 平均 乗車 窟 度 : 4.0 人 【H26 実績 値 3.8 人 ] 


(ドー。 ニ ニニ ニニ ニー ニュ ーー ニュ コー ニニ ー ニ ーー ビニ ニニ ーー ュー ニニ ゴー ニニ ニニ ニニ ミニ ーーー ニ ニニ ニ 。 ニ ニュ ニー ニコ ニニ ニー コー ニニ = ニ ニニ ニー ニニ = ニュ = ニー ニー ニニ ニニ ニニ ニュ ニー ミー ニニ ニニ ニコ ニュ ーー ニニ ー ニ ーー ニニ ニニ ニュ ニニ ニー ニー ニュ = ニニ ュ ニ ニニ ーー ニニ ニ < ニ ニュ ニニ ニニ ニー ニン = ビニ ュー ニニ ご ニニ ニコ ニュ ニニ ニー ニニ ニニ = ニー ニニ ニニ ュ ーーー ニュ ニニ ニー ニー ニー ニュ ニニ ニュ ニニ ニー ニニ ゴリ 


































































































































































































② 公共 交通 の 利用 促進 
住民 の 意識 を 啓発 する た め の シ ン ポ ジワ ウム の 開催 や 公共 交通 利用 を 前 提 と し た マッ 
f 




































































E 成 な ど 利 用 環境 の 改善 に 向け た 取組 に 対し て 、 先 行事 例 や 実施 ノウ ハウ の 提供 等 


o 


を 通じ て 支援 し ます 。 

公共 交通 の 利用 促進 や 効率 的 な 地域 公共 交通 体系 の 構築 を 図る た め 、 有 識者 等 に よ 
る 支援 チー ム を 設置 し 、 個 別 の 地域 課題 解決 に 向け て 支援 し ます 。 

日 常 生 活 に お ける 移動 手段 と し て の 車 と 公共 交通 を 上 手 に 使い 分 け す る よう な 期間 
を 設け る 県 民 運 動 を 展開 する な ど 、 公 共 交 通 機関 利用 へ の 誘導 を 図り ます 。 


| KPT: 還 ニセ ク 鉄 道 ・ パ ス の 一 人 当たり 年 間 利用 回 殺 : 19.5 回 [H26 実績 値 18.3 回 
置 公共 交 通 活性 化 支 援 チ ー ム に よる 支援 団体 数 : 16 団体 (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 16 団体 
一 バス 路線 維持 の た め の 改 善 検討 路線 数 : 10 路線 (毎年 度 ) [H26 実績 値 9 路線 
图 「 か し こい 交通 ライ フ 」 チ ャ レン ジウ ィ ー ク 参加 者 数 : 86.0 千 人 [H26 実績 値 18.0 千 人 ] 


し ーー ゴーー ニ ニー ニーー ーー ニー ゴー= ニ ーー ニー コニー ニー ニー ニニ ーー ニー ニー ニー ニー ニニ ー ニ ニー ニー ニニ ニニ ニニ ーー ニコ ーー ニー ニーー ニ ーー ニーー ニ ーー ニー ニニ ニニ ーーー ニー ニー ニー ニー ニー ニーーー ニ ーー ニニ ニー ニー= ニ ーー ニニ ニ ニー ニー コニー ニーー ニ ーー ニコ ーー ニー ニー ニー ニー ニー ニー ニー ニー ニニ ー プ ーー ニニ ニニ ーー ニー ニー ニー ニニ ニニ ーー ニーー ニ ーー ニニ ー ニ ニー ニニ ーーーー ニ ニー ニー ニー ニー ニニ ゴ 









































































































































































































































































































































③ 三陸 鉄道 ・1 GR いわ て 銀河 鉄道 の 集客 力 の 向上 
子供 向け の イベ ント 列車 や 地域 の 食材 を 味わう グル メ 列 車 な ど 、 目 的 を 持っ て 鉄道 に 乗 
車 す る 機会 蟹 出 の 取組 や 、 沿線 の 観光 資源 等 を 活か し た 着地 型 旅行 商品 の 造成 な ど を 支 


援 し ます 。 
















































































ee ee ee ne ee ne ee 
! 


| KPI :【 三 陸 鉄 道 】 画 企画 列車 の 催行 実績 : 108 本 (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 108 本 ] 
【IGR い わ て 銀河 鉄道 】 画 企 画 列車 の 催行 実績 : 39 本 (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 39 本 ] 
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く 県 民 総 参 


加 の 取組 > 



































































































































































































































































































































地域 公共 交通 の 維持 確保 に 当たっ て は 、 県 、 市 町 村 、 交 通 事業 者 が それ ぞ れ の 役割 を 果 
た し な が ら 取 り 組み ます 。 
県 以外 | (交通 事業 者 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 被 災 」R 線 の 早期 復旧 ・ 被 災 } R 線 の 復旧 に 向け た 支援 
・ 被 災 地 の 状況 等 に 応じ た 輸送 サー ビス | ・ 災 害 公 営 住宅 の 状況 等 に 応じ た 交 
の 提供 通 確保 
安全 で 、 安 定 し た 輸送 サー ビス の 提供 | ・ 県 と 連携 し た 三陸 鉄道 、L GR い 
サー ビス の 向上 や 経営 改善 の 取組 わ て 銀河 鉄道 へ の 支援 
・ 交 通 事業 者 間 の 連携 及び 利用 促進 策 の | ・ 交 通 事業 者 間 の 連携 に よる 利用 促 
展開 に よる 利用 の 拡 ブ 進 策 へ の 支援 
・ バ リア フリ ー 化 の 推進 ・ 市 町 村内 の バス 路線 の 維持 確保 
(県 民 ) ・ コ ミュ ニテ ィ バ ス 等 の 地域 の 実情 
・ 公 共 交 通 の 積極 的 な 活用 に 応じ た 効率 的 な 交通 体系 の 構築 
・ 公 共 交 通 の 利用 促進 
・ 公 共 交 通 の バリ アフ リー 化 の 支援 
県 ・ 被 災 JR 線 の 復旧 に 向け た 支援 
・ 沿 岸 地域 の 災害 公営 住宅 の 状況 等 に 応じ た 交通 確保 の 支援 











・ 広 域 的 な バス 路線 、 三陸 鉄道 及び IGR いわ て 銀河 鉄道 の 


援 

















・ バ ス 事 業者 、 
の 取組 へ の 支援 

・ 交 通 事業 者 間 の 連携 に 
・ 地 域 の 実情 に 応じ た 市 
通 の 利用 促進 















































よる 利 





促進 策 へ 








・ 公 共 交 通 の バリ アフ リー 化 の 支援 








の 支援 





町 村内 の 交通 体系 構築 の 支援 


の 維持 確保 に 係る 


嘉 


三陸 鉄道 及び IGR いわ て 銀河 鉄道 の 経営 改善 や サー ビス 向上 
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る 多 様 で 豊か な 環境 の 保全 ・ 形 成 タ 
① 良好 な 大 気 ・ 水 環境 の 保全 
大 気 環境 及び 水 環境 に つい て 、 広 く モ ニタ リン グ を 実施 する と と も に 
の 監視 及び 指導 を 実施 し ます 。 


| KP1 : 国 大 气 O) 二 酸化 窗 素 等 束 境 基准 巡 成 率 : 100.0% (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 100.0%] 





= 
类 
8 
) 





































































































② 水 と 緑 を 守る 取組 の 推進 
健全 な 水循環 、 健 康 で 快適 な 生活 の 確保 が 図ら れる よう 、 県 内 各地 域 で の 水 と 緑 を 
守り 育て る 環境 保全 活動 の 活発 化 に 向け た 支援 を 行う と と も に 、 水 生生 物 調査 等 を 実 








































































































学習 の 推進 と 県 民 等 と の 連携 ・ 協 働 の 取組 の 促進 

環境 学習 交流 セン ター の 各種 活動 を 通じ 、 県 民 の 環境 学習 を 推進 する と と も に 、 県 
民 、 事 業者 等 が 行う 地域 の 環境 保全 等 の 取組 を 情報 発信 する な ど 、 環 境 に 関す る 県 民 
等 と の 連携 ・ 協 働 の 促進 を 図り ます 。 























































































































| KPTI : 置 環境 学 習 交 流 セ ンタ ー 利 用 者 数 : 42.000 人 (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 41,497 人 ] 



































④ 自然 と の ふれ あい の 促進 
グリ ー ン ボラ ンティア 9 制度 の 周知 及び 応募 の 拡大 を 図り 、 マ ナー 啓発 や 美化 活動 、 
登山 道 の 補 修 等 に 県 民 協 働 で 取り 組み ます 。 ま た 、 自 然 の 魅力 や イベ ント 情報 等 を 積 
極 的 に PR し 、 自 然 公園 等 の 利用 促進 を 図り ます 。 
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⑤ 多様 な 野生 動植物 と の 共生 

人 間 と の あつ れき が 大 きく な っ て いる 野生 動物 (タマ 、 シ カ ) に つい て 、 個 体 数 管 
理 や 被害 防除 対策 等 を 総合 的 に 実施 し 、 人 と の 共生 を 推進 する と と も に 、 イ ヌ ワ シ 等 
の 希少 野生 動植物 が 生息 ・ 生 育 で きる 環境 づく り に 取り 組む な ど 、 生 物 多 様 性 の 確保 
を 図り ます 。 
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グリ ー ン ボラ ンティア : 自然 公園 や 自然 環境 保全 地域 で 、 高 山 植物 の 保護 、 利 用 者 へ の マナ ー 啓 発 や 
保全 活動 を 行う ボラ ンティア 。 
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⑥ 再生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 
防災 拠点 と な る 施設 や 住宅 、 事業 所 等 へ の 再生 可能 エネ ルギー 設備 の 導入 を 支援 し 、 
地域 の 防災 力 強 化 に 取り 組み ます 。 
市 町 村 と 連携 し な が ら 、 地 域 の 特性 に 応じ た 再生 可能 エネ ルギー 設備 の 導入 を 促進 
し 、 自 立 ・ 分 散 型 の エネ ルギー 供給 体制 の 構築 に 取り 組み ます 。 

































































































































































に 。 ーー ニニ ーー コー ビニ ー= コ ニニ ニー ジニ ーー ミニミニ ビ ニニ ニー コビー ミニ ニニ ー ニ ニー ミー ニコニ ニニ ニニ ニニ ミー ココ ここ ニー ニニ ニュー ニニ ニニ ニ ニニ ニニ ミニ ー ミ コト ニ ュー ニニ ミーコ ニ ニュ ーー ビニ ー コ ニニ ニー ニニ ニニ ミニミニ ニニ ニニ ニー ニー ゴビ ニニ ニー ニニ ミー ミニ ミニー ニュー ビニ ニコ ニニ ニー ニニ ビー ミ ミニミニ ニー ビ ビニ ココ ここ スニ こ さこ ミコ ニコニ と ニニ ニー ニュー ゴ 


⑦ 地域 特性 や 環境 に 配慮 し た 住宅 の 普及 促進 


岩手 県 の 特性 を 生か し た 住ま いづ くり や 省エネ ルギー 化 を 推進 する た め 、 県 産 木材 
の 活用 や 地域 性 の 配慮 等 の 岩手 らし さ に 省エネ ルギー 性 能 を 加え た 「 岩 手 型 住宅 」 の 
ブラ ンド 化 の 促進 、 普 及 を B 


| KPI : 軒 長 期 優良 住宅 の 認定 戸数 (累計 ) : 3.375 戸 〔H26 実績 値 796 戸 

































































加 
NS 
中 












































く 県 民 総 参加 の 取組 > 

多様 で 豊か な 環境 を 保全 し 、 上 魅力 ある 地域 づく り を 行う た め 、 自 然 と の 共生 、 大 気 ・ 水 
環境 の 保全 に つい て 理解 を 深め る と と も に 、 県 民 、NPO 等 、 企 業 ・ 団 体 、 市 町 村 な ど が 
連携 ・ 協 働 し て 豊か な 環境 を 次 世代 へ 引き 継ぐ た め の 取 組 を 進め ます 。 


に 




































































また 、 省 エネ ルギー の 取組 と 再生 可能 エネ ルギー の 導入 に よる 、 炎 害 に 強く 、 


境 と 共 
生 し た 魅力 ある 地域 づく り を 行う た め 、 県 


EN 






































































































































で 取り 組み ます 。 

県 以外 | (県 民 ・N PO 等 ) (市 町 村 ) 

の 主体 | ・ 地 域 の 特色 を 活か し た 環境 学習 ・ 環 境 保全 活 | ・ 地 域 や 学校 に お ける 環境 教 
動 の 実践 環境 保全 活動 の 推進 
・ 生 物 多 様 性 の 保全 に 関す る 活動 へ の 参加 ・ 協 | ・ 希 少 野 生 動植物 の 保護 な ど 
力 ， 
・ 自 然 と の ふれ あい 施設 を 利用 し た 活動 こ 関 する 活動 の 実施 や 普及 
・ 自 然 公 園 等 利用 時 に お ける マナ ー 遵 守 























・ 地 域 に 根ざし た 再生 可能 エネ ルギー の 導入 ・ 自 然 と の ふれ あい 施設 を 利 


| し た 活動 や イベ ント の 実 
施 
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(企業 ・ 団 体 ) ・ 再 生 可能 エネ ルギー の 率先 
・ 事 業 場 か ら の 排ガス ・ 排 水 の 排出 基準 の 遵守 | 導入 

業 所 や 工場 な ど を 環境 学習 の 場 と し て 活用 | ・ 地 域 に 根ざし た 再生 可能 エ 
・ 地 域 に 根ざし た 再生 可能 エネ ルギー の 導入 | ネル ギー の 導入 支援 、 普 及 啓 
・ 省 エネ ・ 再 生 可 能 エ ネル ギー の 新 技術 開発 や | 発 の 実施 





| 


























dn 
由 



















































































実用 化 、 製 品 開発 
. [岩手 型 住宅 | 中 推进 、 兽 及 : 情丝 



































・ 大 気 環境 及び 水 環境 の モニ タリ ング 

業 場 等 へ の 監視 及び 指導 
学習 ・ 環 境 保全 活動 の 支援 
・ 生 物 多 様 性 の 保全 及び 持続 可能 な 利用 に 関す る 取組 の 推進 
・ 自 然 と の ふれ あい 施設 の 整備 、 情 報 発信 
・ ボ ラン ティ ア 等 の 人 材 の 育成 、 組 織 化 等 
・ 野 生 鳥獣 の 保護 及び 管理 に 係る 総合 的 施策 の 企画 ・ 調 整 

可能 エネ ルギー の 率先 導入 や 県 民 ・ 事 業者 等 へ の 導入 支援 

・ 再 生 可 能 エ ネル ギー 導入 拡大 に 向け た 情報 発信 や 普及 啓発 の 実施 
・「 岩 手 型 住宅 」 の ブラ ンド 化 や 普及 ・ 啓 発 、 リ フォ ー ム 等 へ の 支援 























・ 理 




















梁 
剖 




































































Ln 
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ーー 





岩手 ファ ン の 増加 に つなげ ます 。 


域 づ くり を 進め る と と も に 、 


化 を 促進 し ます 。 


・「 岩 手 県 文化 芸術 振興 指針 」 に 基づき 、 先 人 か ら 受 け 継 い だ 伝統 文化 を 保存 ・ 継 承 す 
る と と も に 、 若 者 の 新しい 文化 芸術 活動 を 支援 し 、 地 域 の 魅力 を る 高め る こと に より 、 若 者 
た ちの 郷土 へ の 愛着 や 誇り を 醸成 する ほか 、 岩 手 の 文化 芸術 活動 を 積極 的 に 発信 し 、 


・「 岩 手 県 多 文化 共生 推進 プラ ン 」 に 基づき 、 多様 な 背景 持つ 人 々 が 交流 し 、 理 解 を 
深め 合う 地域 づく り を 進め 、 つ な が り が 新た な つなが り を 生む 地域 を 実現 し ます 。 

・ 子ども か ら 高 齢 者 まで 、 誰 も が 生涯 を 通じ て 豊か な スポ ー ツ ライ フ を 送る こと が で きる 地 
スポ ー ツ 振興 に よる 内 外 の 人 々 の 交流 拡大 な ど 、 地 域 の 活性 








[現状 と 課題 
文化 芸術 の 振興 タ 


〇 文化 芸術 の 振興 は 、 県 内 外 の 交流 人 
な ど 他 分 野 へ の 貢献 な ど 、 広 い 濾 及 
た 文化 芸術 活動 に より 


ws 
月 





で 


す 。 















































拡大 や 人 材 育 成 、 県 民活 動 の 活性 化 、 観 光 ・ 教 



































「 訪 れ た い 」・「 住 みた 





) 来 が 】 








月 待 され ます 。 本 県 の 魅力 や 特色 を 生か し 














\」 地域 づく り を 展開 し て いく こと が 必要 


〇 岩手 県 は 、 長 年 に わた り 培 われ た 多様 な 文化 芸術 に 恵まれ て いま す 。 県 内 の 人 々 に そ 
れ ぞ れ の 地域 の 魅力 を 理解 し 、 郷 土 へ の 愛着 や 誇り を 持っ て も ら う 一 方 、 県 外 の 人 々 に 


も 本 県 の 魅力 を 知っ て も らい 、 
報 を 県 内 外 に 対し て 積極 的 に 発信 


圭 
月 


ーー 


O 






























































一 人 で も 多く の 人 々 を 惹き つけ る た め 、 本 県 の 文化 芸術 
し 、 充 実 さ きせ て いく こと が 必要 で す 。 


若年 者 層 か ら 高 齢 者 層 ま で の 多 世 代 の 人 々 に よる 多様 な 文化 芸術 の 振興 を 図る た め 





県 内 外 の 文化 芸術 の 担い 手 (活動 者 ) 


























と 支え 手 








(鑑賞 者 ) それ ぞ れ の 希望 や ニー ズ を マ 






































ッ チ ング させ 、 そ の 橋渡し や 交流 の 場 を 提案 ・ 設 定 で きる サー ビス を 充実 し 、 県 内 の 文 
化 芸術 活動 を 活性 化し て いく こと が 必要 で す 。 





〇 文化 芸術 の 持つ 「 人 づく り 」 や 「 地 域 づ くり 」 の 力 に 着目 し 、 幼 少 期 か ら 各 段 階 に 応 
じ た 鑑 賞 と 活動 の 機会 を 増やす こと で 、 ee 優れ た 芸術 家 や 観 


客 


術 を 将来 に 保存 








層 を 








増やし て いく こと が 必要 で す 。 ま 
・ 継 承 し て いく 取組 、 東 日 








> 


芸術 復 | 








に 係る 取組 が 必要 で す 。 





た だ 、 
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先 人 た ち が 培 っ て きた 多く の 豊か な 文化 芸 





本 大 震 炎 津 渡 に より 被害 を 受け た 地域 の 文化 


〇 文化 芸術 を 通じ た 地域 づく り を 展開 し て いく た め 
可 欠 な こと か ら 、 各 地域 に お いて 文化 芸術 活動 文 


必要 で す 。 


る 多様 な 文化 の 理解 と 交流 タ 


〇 外国 人 も 暮らし や すい 環境 づく りや 、 地 域 住 民 の 国際 


〇 


〇 


に 


進め 、 





出 や 、 海 外 と の 交流 や 地域 産業 ・ 
域 の 魅力 向上 に つなげ て いく こと が 必要 で す 。 














本 県 を 

















湾 定 期 チ ャ ー タ ー 








が 、 


これ まで の 草の根 交流 











訪れ る 外国 人 観光 客 は 、 東 日 
後 回 復 傾向 に あり ます 。 本 県 で は 、 平 泉 の 文化 遺産 を 活用 し た 誘客 を 区 
更 の 就航 を 実現 させ る な ど 、 国 際 交 流 





















































こ は 、 地 域 が 一 体 と な っ た 
援 ネ ットワーク を 構築 し て いく こと が 








本 大 震 災 : 











る と 

















津波 の 影響 に より 減少 し まし た が 、 


取組 が 不 





解 を 深め る 機会 づく りな ど を 
世界 と の 「 様 々 な つなが り の 力 」 を 活か し て 地域 に 頁 献 す る グロ ー バ ル 人 材 の 莉 
経済 の 振興 、 さ ら に は 多 文 化 共生 社会 の 実現 に よる 地 





その 


プ ュ 
、 


と も に 














人 日 














* や 市 8 








] 村 の 姉妹 都市 交流 、 

















県 内 大 学 の 留 


と 合わ せ て 、 海 外 と の ネッ トワ ー ク の 維持 拡大 に 努め る こと が 必要 で す 。 











2014 





より 多く の 外国 


年 現在 、 
































県 内 の 外国 人 労 人 























人 が 本 県 に 居 











FE 从 





动 者 法 、2, 600 人 を 超え て お り 、 
OE NC 





























の 拡大 に 取り 組ん で いま す 
学生 な ど 

































































の 人 材 活用 


国 や フィ リピ ン 、 ベ 
I LC の 実現 
、 引 き 続 き 外国 


に よっ て 、 
人 も 暮らし 





や すい 環境 づく りや その 支援 が 必要 で す 。 


スポ ボー 


ツ の 振興 タ 





〇 子ども か ら 高 齢 者 まで 、 


〇 


〇 地域 の クラ ブ や や 学校 で 育成 され アス リー ト と し て の 経験 を 有する 指導 者 が 、 
ラブ の 指導 者 等 と し て 定 
確立 が 必要 で す 。 


已 








和英 の 健康 の 保持 } 








を 図る < と が 必要 で す 。 





地域 に 





携 









































クト 内 SG 育 





の 高校 、 



































H 














を も が 























肖 進 や 地域 社会 の 再生 


お ける スポ ー ツ を 通じ た 交流 を 促進 する 環境 整備 を 促進 する た め 
し 、 地 域 の 特性 や 住民 の ニー ズ ! 
て いる 総合 型 地域 スポ ー ツ クラ ブ の 活動 を 普及 、 充 実 し て いく こと が 必要 で す 。 


し 、 次 ] 


成 さ れ た スポ ー ツ 選 
大 学 の 競技 レベ ル の 引き 上 げ と 、 和 社会 人 に な っ て も 競技 を 続け られ る 環境 整備 








こ 応じ 、 





多種 目 ・ 多 世代 ・ 多 志向 を 特徴 と 
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市 町 村 と 連 


生涯 を 通じ て 豊か な スポ ー ツ ライ フ を 送る こと が 、 心 
に つなが る こと を より 一 層 意 識 で きる よう 、 








し 創設 され 





地域 の ク 


世代 に 還元 で きる よう な 人 材 育 成 の 好 循 環 サ イク ル の 
手 が 将 来 に わた っ て 県 内 を 拠点 に 活躍 で きる よう 、 県 内 


を 進め る こと が 必要 で す 。 











軍 動 能力 の 向上 に と ど ま ら ず 、 地 域 コ ミュ 
] 由 な ど 、 地 域 活性 化 の 


回 
县 


〇 スポ ー ツ の 振興 は 、 健 康 の 増進 や 体力 ・ 運 還 
ティ の 形成 や 地域 の 連帯 感 の 向上 、 観 光 等 に よる 経済 的 効果 の 人 
可能 性 を 大 きく 拡げ ます 。 東京 2020 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 の 開催 を 控 
え 、 本 県 で は 2016 年 に 希望 卿 いわ て 国体 ・ い わ て 大 会 が 開催 され る と と も に 、 ラ グ ビ ー 
ワー ルド カッ プ 2019 の 金古 開催 か 決定 し まし た 。 こ れ ら の 大 規模 スポ ー ツ イベ ント の 
取組 を 契機 に 、 国 内 外 と の 交流 人 口 の 更 な る 拡大 を 図る な ど 地 域 の 活性 化 を 促進 し て い 
く こ と か が 必要 で す 。 

































































































































































スポ ー ツ の 振興 を 通じ た 地域 の 活性 化 が 重要 と 考え られ る 中 で 、 近 年 、 地 域 密着 型 で 
営 す る プロ スポ ー ツ が 注目 され る よう に な り 、 本 県 に お いて も サッ カー、 バ スケ ッ ト 
ボー ル 等 の プロ チー ム の 活躍 に は 、 フ ァ ン (サポ ー タ ー・ ブ ー ス ター) を は じ め 多 く の 
県 民 の 期待 と 関心 が 高まっ て いま す 。 地 元 プ ロス ポー ツチ ー ム ・ 市 町 村 等 と 連携 し 、 ト 
ッ プ スポ ー ツ と 地域 に お ける スポ ー ツ の 好 循 環 の 形成 、 経 済 的 効果 の 拡大 や 県 民 の : 
感 の 醸成 等 を 図っ て いく こと が 必要 で す 。 
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大 “ 











ふる さと 振興 の 具体 的 な 取組 

〔 主 な 取組 内 容 〕 

文化 芸術 の 振興 

① 県 内 外 へ の 情報 発信 力 の 強化 

県 内 の 文化 芸術 の 魅力 や 本 県 の 世界 遺産 で ある 平泉 及び 橋 野 鉄鉱 山 の 普遍 的 価値 等 
を 広く 県 内 外 に 発信 する た め 、SNS40⑩ な ど 情 報 発信 手段 の 活用 や 、 海外 に 向け た 情報 

発信 へ の 対応 な ど 、 着 手 の 文化 芸術 の 新た な 振興 乗 に 取り 組み ます 。 

| KP I : 画 「 い わ て の 文化 情報 大 事典 」 ホ ー ム ペー ジ 訪 問 者 数 : 359,500 人 

| [H26 実績 値 857.025 人 ] 


② 若者 文化 ・ 新 し い 文化 芸術 分 野 へ の 支援 
若者 が 日 頃 培 っ た 文化 芸術 を 発表 する 機会 の 提供 や 新しい 文化 芸術 分 野 ( 例 : 
プ カ ル チャ ー な ど ) を 支援 し 、 幅 広い 分 野 ed 
支え 手 (鑑賞 者 ) の 両者 を 育成 し ます 。 





















































































































































































































































4 ソー シャ ル ・ ネ ッ ト ワ ー キ ング ・ サ ービス (SNS : Social Networking Service)。 
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③ 世界 遺産 の 普及 及び 新規 登録 に 向け た 取組 
本 県 の 世界 遺産 で ある 平泉 及び 橋 野 鉄鉱 山 な ど 、 豊 か な 岩手 の 文化 遺産 を 確実 に 守 
り 伝 え 、 本 県 の 世界 遺産 の 価値 を 国内 外 に 発信 する と と も に 、「 平 泉 の 文化 遺産 」 の 拡 
張 登録 及び 「 北 海道 ・ 北 東北 の 縄文 遺跡 群 」 の 登録 に 向け た 取組 を 進め ます 。 
















































































| KPI : 画 世 界 遺 産 が 所 在 する 市 町 村 数 : 3 市町村 〔H26 実績 値 1 市 町 村 ] 
i 画 平 泉 文化 の 研究 実績 件 数 : 30 件 〔H26 実績 値 15 件 

































































④ 優れ た 文化 芸術 の 鑑賞 機会 の 充実 
県 内 の 美術 館 や 博物 館 が 行う 各種 企画 展示 、 常 設 展 示 を 通じ て 、 優 れ た 作品 を 鑑賞 
する 機会 、 関 連 講座 へ の 参加 機会 を 提供 し ます 。 
より 多く の 子ども が 優れ た 文化 芸術 に 触れ て 感動 し 、 文 化 芸術 活動 に お いて 活躍 す 
る よう 、 文 化 芸 術 に 対す る 興味 ・ 関 心 の 向上 と 文化 芸術 活動 に 参加 する 取組 を 進め ま 
す 。 
学校 に お いて は 、 児 童 ・ 生 徒 に 優れ た 文化 芸術 の 鑑賞 機会 を 提供 する ほか 、 部 活動 
の 充実 を 支援 し 、 中 ・ 高 校生 の 文化 芸術 活動 の レベ ル の 向上 に 取り 組み ます 。 
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| KP TI : 軒 美術 館 入館 者 数 : 70.000 人 〔H26 実績 値 44.958 人 ] 

| 画 捕 物 館 入 館 者 数 : 40,000 人 [H26 実績 値 2.846 人 ] 

【 小 学生 】 画 青少年 劇場 の 開催 回 数 : 26 回 [H26 実績 値 25 回 〕 
【 中 学生 】 画 全国 中 学校 総合 文化 祭 派遣 数 : 27 人 [H26 実績 値 22 人 ] 

【 高 校生 】 画 高等 学校 文化 連盟 セミ ナー サポ ー ト 事業 実施 回 数 : 25 回 〔H26 実績 値 24 回 ] 


し = ニー ニニ ニュ ニー ニー ニー ニー ニ ニ ビニ ニー ニコ ニュ ーー ここ ニー ビニ ニニ ニニ = ニニ ニニ ニニ ニニ ここ ニュ ュー ニニ ーー ニニ ニニ ニニ ュー ニコ ここ ニュ こ ニニ ミー ニニ ーー ニニ ニュ ニニ ミニー ニー ご コニー ニニ ニニ ニー ニー ニー ニニ ニー ニニ ニー コー ニニ ニニ ニニ ニュ ーー ラー ニニ ニニ ニニ ュー ニコ ニニ ニニ ニニ ミニ ニニ ニニ ニー ニニ ニニ ニュ ニーーー ニ こ ニ ュー ニュ ニニ ニー こ ニニ ニュ ニニ ュー ニニ ニニ = ニニ ニニ ュー ニニ ニニ ーー ニニ ニコ 





























































































































⑤ 伝統 文化 ・ 生 活 文化 の 次 世代 へ の 確実 な 継承 
文化 財 、 伝 統 芸 能 を は じ め と する 伝統 文化 や 衣食 住 等 を 基盤 と し た 生活 文化 を 魅力 
ある 地域 資源 と し て 、 地 域 が 一 体 と な っ た 理解 の 促進 を 図る と と も に 、 保 存 ・ 継 承 し 
て いく た め の 機 会 の 確保 に 取り 組み ます 。 




































































| KPI : 雷 民 傘 芸 能 ネ ットワーク 加盟 団体 数 : 410 団体 [H26 実績 値 400 団体 ] 
































⑥ 被災 地 に お ける 文化 芸術 活動 の 復旧 支援 
東日本 大 岩 災 津波 の 被災 に より 、 活 動 の 休止 等 を 余儀 な くさ れ た 被災 地 の 文 化 芸術 
活動 再開 に 向け た 支援 を 行い ます 。 


| KPI : 置 活動 再開 に 至っ た 郷土 芸能 団体 数 〈 累 计 ) : 32 団体 (H30) 〔H26 実績 値 16 团体 ] 
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⑦ 文化 芸術 活動 の 活発 化 と 支援 体制 の 構築 
文化 芸術 団体 等 の 県 内 外 で の 活動 を 奨励 ・ 支 援 す る 「 文 化 振興 基金 事業 」 人 を 活用 し 、 
文化 芸術 活動 の 活発 化 と 伝統 芸能 の 保存 伝承 、 担 い 手 育成 に 取り 組み ます 。 
各 広 域 振興 了 閣 に 配置 し て いる 「 岩 手 県 文化 芸術 コー ディ ネー ター」 の 活用 に より 、 
時 内 外 の 文化 芸術 の 担い 手 (活動 者 ) と 支え 手 (鑑賞 者 ) それ ぞ れ の 希望 や ニー ズ の 
マッ チン グ を 行う な ど 、 交 流 人 口 の 拡大 や 移住 ・ 定 住 を 促進 する 関連 施策 と も 連携 
て 地域 に お ける 文化 芸術 活動 を 支援 し ます 。 
岩手 県 文化 芸術 コー ディ ネー ター を 核 と し た 文化 芸術 活動 支援 ネッ トワ ー ク の 形成 
を 促し 、 各 行政 機関 ・ 団 体 ・ 企 業 等 が 連携 ・ 協 力 し て 、 文 化 芸 術 活動 を 推奨 ・ 支 援 ・ 
活性 化す る こと が で きる 体制 を 構築 し て いき ます 。 
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| KP I : 軒 県 内 に 在住 し て いる 芸術 家 等 の 公立 文化 施設 及び 学校 へ の 派遣 回 数 : 10 回 (毎年 度 ) 
| [H26 実績 値 10 回 ] 
画 岩 手 県 文化 芸術 コー ディ ネー ター の 活動 件 数 : 295 件 〔H26 実績 値 272 件 ] 
























































く 県 民 総 参 加 の 取組 > 
文化 芸術 の 振興 の た め 、 県 民 、 団 体 、 企 業 、 学 校 教育 機関 、 文 化 施設 、 県 ・ 市 町 村 が お 
互い に 連携 、 協 力 し 合い 、 一 体 と な っ て 取り 組み ます 。 








| 










































































県 以外 | (県 民 ) (市 町 村 ・ 市 町 村 教 育 委員 会 

の 主体 | ・ 文化 芸術 活動 ・ 鑑 党 地域 の 文化 芸術 情報 の 発信 
・ 地域 文化 の 伝承 ・ 地域 文化 の 保存 ・ 伝 承 
(文化 芸術 活動 団体 等 ) ・ 郷土 芸能 の 保存 ・ 活 動 支援 























・ 特色 ある 文化 芸術 活動 文化 芸術 活動 ・ 成 果 発 表 機 会 の 提供 
・ 会 員 の 文化 芸術 活動 に 対す る 支援 | ・ 世界 遗产 登录 (拡張 登録 ) の 推進 
あき 





















































・ 県 民 に 対す る 鑑賞 機会 の 提供 上 財 の 調査 ・ 指 定 、 保 存 管理 の 








































































































・ 講師 派遣 協力 指導 、 公 開 ・ 活 用 
(企業 ・ 民 間 団 体 等 ) ・ 文化 財 等 を 活用 し た 地域 づく り の 推進 
・ 地域 の 文化 芸術 活動 に 対す る 支援 | ・ 復興 に 伴う 埋蔵 文化 財 調 査 の 推進 
・ 文化 芸術 を 活用 し た 地域 振興 (文化 施設 ) 
・ 鑑賞 機会 の 提供 

















・ 活動 場所 ・ 成 果 発 表 機 会 の 提供 





(県 ・ 県 教育 委員 会 ) 
・ 1 ・ 実 施 


洒 









































公益 財団 法人 岩手 県 文化 振興 事業 団 が 実施 する 県 内 文化 団体 等 の 文化 活動 に 対す る 助成 事業 。 
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・ 文化 芸術 情報 の 発信 











国 ・ 市 町 村 等 と の 連携 ・ 協 力 



































・ 文化 芸術 コー ディ ネー ター の 機能 強化 


・ 文化 財 の 調査 ・ 指 定 








・ ポッ プ カ ル チャ ー な ど 新 し い 文化 芸術 分 野 に 対す る 支援 

ぶ 統 芸能 団体 の 活動 支援 

・ 文化 芸術 施設 に お ける 鑑賞 機会 の 充実 ・ 普 及 プ ログ ラム の 推進 
・ 被災 地 な ど に お ける 文化 芸術 活動 支援 

・ 世界 遺産 登録 (拡張 登録 ) の 推進 
、 保 護 ・ 保 存 管理 の 指導 、 公 開 ・ 活 用 
・ 復興 に 伴 埋蔵 文化 財 調査 の 支援 
・ 歴史 的 ・ 文 化 的 景観 の 保全 ・ 活 用 促進 
・ 文化 芸術 活動 支援 ネッ トワ ー ク の 形成 な ど に よる 文化 芸術 活動 支援 
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る 多様 な 文化 の 理解 と 交流 タ 
① 言葉 の 壁 の 解消 
本 県 に 居住 する 外国 人 へ の 日 本 語学 習 の 支援 や 、 多 言語 に よる 行政 ・ 生 活 ・ 観 光 情 
報 の 提供 等 、 外 国人 に も 分 か りや すい 情報 提供 の 普及 を 図り 、 日 本 語 に 不安 の ある 外 
国人 で も 訪れ や すく 、 暮 らし や すい 環境 づく り を 推進 し ます 。 














































































































② 安心 で きる 暮らし の 構築 

外国 人 で も 安心 し て 暮らす こと が で きる よう 、 生 活 に 関す る 外国 人 相談 窓口 の 設置 
や 、 行 政広 報 誌 ・ ホ ー ム ペー ジ 等 に より 、 地 域 や 生活 に 関す る ルー ル 等 に つい て の 周 
知 を 図り ます 。 

市 町 村 ・ 関 係 団体 等 と 連携 し 、 医 療 や 教育 な ど 日 本 と 制度 の 異な る 分 野 に お ける サ 
ポー ト 体 制 の 構築 、 地 域 に お ける 見 守り 体制 の 構築 、T 上 C の 実現 を 見 据え た 外国 人 
研究 者 の 子弟 等 の 受入 れ に 関す る 教育 環境 整備 の 検討 な ひど 、 生 活 上 の 不安 を 解消 する 
取組 を 通じ て 、 外 国人 で も 安心 し て 暮らす こと が で きる よ 2 う 支援 し ます 。 

















































































































































































































③ 多 文 化 共 生 の 地域 づく り 

東日本 大 震 災 津波 の 発 災 以 降 、 様々 な 国々 か ら の 多く の 支援 に 、 県 民 一 人 ひと り が 、 
国籍 や 民族 等 の 違い を 超え た 「 つ な が り の カ 力 」 の 大 切 さ を 実感 し て いま す 。 こ うし た 
中 、 多 文化 共生 に つい て の 理解 を 深め る た め の 世 発 や 、 海 外 と の 交流 機会 の 提供 等 を 
通じ て 、 地 域 に 頁 献 する グロ ー バ ル 人 材 の 育成 と 活用 を 促進 し 、 世 界 に 開か れ た 地域 
づく り を 進め ひま す 。 
















































































































































































く 県 民 総 参 加 の 取組 > 

多 文化 共生 社会 の 実現 わた め 、 県 民 や 自治 会 、 県 、 市 町 村 、 大 学 ・ 学 校 、 国 際 交 流 協 会 、 
各 団 体 ・ 企 業 等 が 連携 し 、 協 力 し 合い 、 そ れ ぞ れ の 役割 を 十分 に 果たし な が ら 、 地 域 全体 
の 課題 と し て 取り 組み ます 。 
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県 以外 | (県 民 ・ 自 治 会 等 ) (市 町 村 ) 

























































































































































































の 主体 | ・ 自 治 会 情報 、 防 災 訓 練 情 報 等 の 提供 と 参加 勧奨 | ・ 外 国人 県 民 等 に 対す る 支 
・ 交 流 機会 へ の 参加 援 ・ 情 報 提供 ・ 啓 発 
(大 学 ・ 学 校 ) ・ 日 本 人 県 民 に 対す る 基 発 
・ 外 国人 等 児童 ・ 生 徒 へ の 日 本 語学 習 指導 、 情 報 
提供 
・ 多 文化 共生 等 の 視点 を 取り 入れ た 研修 ・ 学 習 の 
実施 





(各国 際 交 流 協会 ・ 団 体 ) 
・ 専 門 知 識 等 を 生か し た 広域 的 取組 、 地 域 ニ ー ズ 


































































































等 を 踏ま えた 事業 推進 
(企業 ) 
・ 外 国人 等 従業 員 へ の 支援 ・ 配 慮 
県 ・ 多 文化 共生 推進 プラ ン の 策定 ・ 施 策 実 施 
・ 全 県 的 視野 か ら の 広域 的 な 課題 へ の 対応 
・ 先 導 的 取組 の 推進 、 各 関係 機関 等 と の 連携 ・ 取 り ま と め 
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る スポー ツ の 振興 タ 
① 総合 型 地域 ス ポー ツク ラブ の 育成 支援 
多く の 市 町 村 に 創設 され て いる 総合 型 ク ラブ と 連携 し 、 総合 型 ク ラブ の 理念 や 趣 冒 、 
特徴 、 地 域 住民 の 関与 の 仕方 等 に 関わ る 情報 を 発信 し ます 。 合 
定 的 に 運営 され 、 会 員数 が 増加 する よう 支援 し ます 。 











































































































② 生涯 スポ ー ツ 指導 者 の 有効 活用 
市 町 村 の スポ ー ツ 推進 体制 の 核 と な っ て いる スポ ー ツ 推進 委員 等 と 連携 し 、 研 修 の 
充実 に よる 資質 向上 を 図る と と も に 、 総 合 型 ク ラブ へ の 参画 を 促す な ど 地 域 人 材 の 活 


村 


















































































































































③ スポ ー ツ の 振興 に よる 地域 活性 化 の 促進 

希望 卿 いわ て 国体 ・ い わ て 大 会 を 確実 に 成功 させ る と と も に 、 そ の 成果 を 生か し 、 

開催 地 で ある 短 石 市 を は じ め 、 市 町 村 ・ 関 係 団体 等 と 連携 し 、 ラグビー ワー ルド カッ 

SR 
市 町 村 ・ ス ポー ツ 団 体 等 と 連携 し 、 東 京 2020 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 
ne 誘致 を は じ め 、 関 連 イ ベン ト の 実施 、 岩 手 県 ス 
ポー ツ ツ ー リ ズム ょ 推進 連絡 会 議 を 通じ し た スポ ー ツ ツー リズ ム の 取組 を 推進 し 、 交 流 人 
の 拡大 に 取り 組み ます 。 
岩手 県 を 本 拠 地 と し て 活動 する プロ スポ ー ツ チー ム の 活躍 は 、 県 民 に 夢 や 楽し み 、 
感動 を 与え 、 明 る く 豊 か で 活力 ある 地域 社会 の 形成 に 資す る た め 、 チ ー ム や 企業 等 と 
連携 し た PR 活動 等 の 支援 を 通じ 、 県 民 の 一 体感 や 応援 機運 の 醸成 を 図る と と も に 
観戦 や 応援 イベ ント 等 に よる 交流 人 口 の 拡大 を 通じ た 地域 活性 化 の 取組 を 促進 し ます 。 


| KP 1 : 置 全国 知事 会 が 運営 する スポ ー ツ 施設 デー タベース サイ トト 登録 市 町 村 数 : 33 市 町村 
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画 東 京 2020 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 事前 合宿 等 の 誘致 決定 数 (累計 ) : 4 
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く 県 民 総 参 加 の 取組 > 

















スポ ー ツ の 振興 の た め に は 、 県 民 、 各 スポ ー ツ ・ レ クリ エー ショ ン 団 
村 教 育 委 員 会 が 、 そ れ ぞ れ の 役割 に 応じ て 計画 的 に 事業 展開 する と と も 
に より 、 学 校 ・ 家 庭 ・ 地 域 、 企 業 ・ 民 間 団 体 等 が 、 協 働 





























く こ と が 必要 で す 。 

















ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019 の 岩手 





























手 県 ・ 釜 石 市 開催 は 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 復旧 ・ 


復興 の た め に 国内 外 か らい た だ いた 御 支援 へ の 感謝 を 











に 向け て 発信 する 絶好 の 機会 と な り ま 
に 取り 組み ます 








O 





云え る と と も に 、 復 興 の 姿 を 世 
ます 。 大 会 の 成功 に 向け て 、 県 の 総力 を 挙げ て 汰 





体 、 市 町 村 ・ 市 町 
こ 、 地 域 住民 主導 

















し て スポ ー ツ 活動 に 取り 組ん で い 
































慎 逆 

















県 以外 | (県 民 ) 


・ 組 織 体制 の 充実 

・ 指 導 者 の 資質 向上 
・ 生 涯 スポ ー ツ の 推進 
(地域 ) 























境 整备 
・ 地 域 ス ポー ツ 活 動 の 推進 
(家庭 ) 
・ 地 域 ス ポー ツ 活 動 へ の 参加 
(企業 ・ 民 間 団 体 等 ) 
・ 生 涯 スポ ボー ツ 活 動 に 対す る 支援 





























の 主体 | ・ 地 域 ス ポー ツ 活 動 へ の 積極 的 な 参加 
(スポ ー ツ ・ レ クリ エー ショ ン 団 体 等 ) 


・ 地 域 全体 で スポ ー ツ に 親 し ゅ こと の で きる 環 





(市 町 村 ・ 市 町 村 教 育 委 員 会 
・ 生 涯 スポ ー ツ イベ ント 等 の 開 
催 
AV 
活動 へ の 住民 の 参加 促進 
・ ス ポー ツ 環 境 の 整備 
・ ス ポー ツン 合宿 等 の 誘致 



























































県 (県 ) 


・ ラ グ ビ ー ワ ー ル ドカ ッ プ 2019 の 開催 準備 
・ 東 京 2020 オリ ン ピ ッ ク ・ パ バラ リン 





























・ ス ポー ツ 合 宿 等 誘致 に 取り 組む 市 ! 
(県 教育 委員 会 ) 
・ ス ポー ツ 環 境 の 整備 


・ 広 域 ス ポー ツ セ ンタ ー 機 能 の 充実 


















































・ 総 合 型 地域 スポ ー ツ クラ ブ の 創設 ・ 


] 村 の 支援 





育成 支援 





ピッ ク 競 技 大 会 に 向け た 取組 の 推進 
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人 


・「 い わ て 青少年 育成 プラ ン 」 に 基づき 、 若 者 の 交流 の 輪 を 構築 し て 具体 的 な 行動 を 起こ 
す 若 者 を 支援 する と と も に 、 若 者 が 活躍 し や すく な る 仕組 み を 充実 し て いく こと で 、 若 者 た 
ち が 躍 動 す る 地域 づく り を 進め ます 。 

・ 男女 が 共に 生き や すく ・ 活 気 ある 社会 を 形成 する た め 、「 い わ て 男女 共同 参画 プラ ン 」 に 
基づき 、 男 女 双 方 の ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス の 確保 を 推進 し 、 女 性 の ライ フス テー ジ に 対 

TI 経済 団体 等 と も 連携 し て 進め ます 。 Wy 











[现状 上 课题 ] 
る 若者 の 活躍 > 
〇 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 の 中 で 、 高 校生 ・ 専 門 学校 生 ・ 大 学生 や 社会 人 な 
ど 県 内 外 の 多く の 若者 が 、 ま ち づ く り 活 動 や NPO 活 動 、 ボ ラン ティ ア な ど で 和 活躍 し て 
いま す 。 
この よう な 若者 の 活躍 を 継続 ・ 拡 大 さき せ て いく た め 、 若 者 の 交流 の 輸 を 構築 し て 、 具 
体 的 な 行動 を 起こ す 若者 を 支援 する こと な ど に より 、 若 者 の 主体 的 な 活動 を 活性 化 さ せ 
て いく こと が 必要 で す 。 































































































〇 若者 の 活躍 は 、 今 まで に な い 発想 や 行動 を 生み 出し 、 そ れ ら は 岩手 の 未来 を 切り 拓 き 、 
日 本 の 未来 を 変え る 大 き な 力 に な る こと が 期待 され ます 。 

し か し 、 大 学生 や 専門 学校 生 を は じ め と し た 若者 に は 、 新 た な 活動 を 実施 する に 当 た 
っ て 資金 面 や ノウ ハウ の 不足 な ど 様 々 な 面 で 活動 実施 の 困難 に 直面 する こと が 少な く な 
く 、 こ の よう な 若者 が 一 歩 前 に 踏み 出せ る よう 、 若 者 が 直面 し て いる 課題 を 把握 し な が 
ら 、 若 者 が 活躍 し や すく な る 仕組 み を 充実 し て いく こと が 必要 で す 。 















































































































































る 女 性 の 活躍 タ 

〇 社会 の あら ゆる 分 野 に お いて 男女 が 対等 な 構成 員 と し て 参画 する こと が 誰 も が 生き や 
すい 社会 に つなが り ま す 。 平成 24 年 に 県 が 実施 し た 「 男 女 が 共に 支え る 社会 に 関す る 意 
識 調査 」 に よる と 、 男 女 の 不平 等 感 は 根強く 残っ て お り 、 男 女 共 同 参画 に つい て 幅広 い 

世代 へ の 意識 啓発 が 必要 で す 。 




























































































ノ 


















































〇 本 県 女性 の 労働 力 率 は 、25 て 29 歳 と 45~49 歳 の 二 つ の ピー ク を も つ 「M 字 」 型 の 傾向 
に あり ます が 、 ほ ぼ 全 て の 年 齢 階級 で 全国 平均 を 上 回 り 、 特 に M 字 カー ブ の 底 と な る 30 
へ ~39 歳 で は 約 8 ポイ ント 上 回 っ て お り 、 底 が 浅く な っ て いま す 。 誰 も が 働き や すい 環境 
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づく り を さら に 進め 、 女 性 が 働き 続け な が ら 安 心して 出産 ・ 育 児 が で きる よう な 労働 条 
件 を 整備 する な ど 、 女 性 が 安心 し て 働く こと が で きる 社会 づく り が 必要 で す 。 




































































〇 本 県 の 共働き 世帯 に お ける 家事 時 間 の 割合 は 、 妻 の 負担 が 大 きく な っ て いま す 。 女 性 
が 過重 な 家事 負担 を 負う こと な く 仕 事 と 家庭 の 両立 が 可能 に な る よう 、 固 定 的 な 役割 分 
担 意 識 の 見 直し を 促進 し 、 家 庭 生 活 へ の 男性 の 主体 的 な 参画 を 進め る と と も に 、 男 女 双 
方 に と っ て の ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス (仕事 と 生活 の 調和 ) の 確保 を 推進 し て いく こ 
と が 必要 で す 。 





































































































〇 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 経済 活性 化 を 図る 上 で 、2014 年 5 月 に 設立 し た 官民 連 
携 組織 で ある 「 い わ て 女性 の 活躍 促進 連携 会 議 」 な ど を 通じ て 女性 の 活躍 推進 の 取組 を 
進め て いく こと が 必要 で す 。 






































〇 全て の 人 々 に と っ て 住み よい まち づく り を 進め る た め に は 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 機 能 の 
低下 な どの 地域 課題 の 解決 に 向け た 活動 に お いて 、 男 女 が 共に 対等 な 立場 で 参画 し 、 男 
女 双 方 の 視点 か ら 企 画 ・ 立 案 ・ 実 践 し て いく こと が 必要 で す 。 
















































































〇 女性 に 対す る 茜 力 は 、 重 大 な 人 権 侵害 で ある と と も に 、 女 性 の 活躍 推進 の 障害 と な る 
も の で す 。 特に 配偶 者 等 か ら の 茜 力 に 関し て は 、 そ の 相談 件 数 が 増加 傾向 に ある こと か 
ら 、 関 係 機関 が 連携 し て 、 馬 力 を 許さ な い 社 会 づく り に 向け た 意識 磨 発 、 相 談 窓口 の 整 

備 、 社 会 復帰 や 自立 の た め の 支 援 体制 の 整備 に 取り 組む こと が 必要 で す 。 


























































































































ふる さと 振興 の 具体 的 な 取組 


〔 主 な 取組 内 容 〕 
る 若者 の 活躍 > 
① 若者 間 の ネッ トワ ー ク 構築 の 促進 
既に 活動 し て いる 若者 や 活動 する 意欲 の ある 若者 等 に よる 情報 の 共有 を 図り 、 若 者 
が その 自由 な 発想 を 活か し て 、 地 域 の 課題 解決 に 向け た 活動 に つなげ られ る よう 若者 
の 交流 の 場 を 創出 し ます 。 


ee i oi se nn re nn er do 




































































ーー 


























ーー ニー ミー ニー ニー ニニ ニニ ニニ ニー ニコ ニー ニー ニニ ーー ニー ニコ ニニ ニニ ニニ ニ ニー ニー ご ーー ニー ニー ニニ ーー ミニ ニニ ニ ニニ ーー ニニ ーー ニー ニニ ニー ニー ニー ミニ ーー ニニ ニー ニニ ーー ニー ニー ニニ ー ニ = ニー ニニ ニコ ニニ ニー ニー コニー ニー ニニ ーー ニー ニー ニー ニー ニニ ニー ニニ ニニ ーー ニニ ニニ ニニ ニニ ニー ニニ ニニ ニニ ーー ゴー コー ニニ ニー ニニ ニー ニー ニニ ニニ ニー ニニ ニー ニニ ニー ニニ ーー ニニ ー ニ ニー ニー ニニ J 
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② 若者 の 活躍 を 支援 する 仕組 み の 充実 


「 若 者 が 活躍 し 、 若 者 自身 の 自己 実現 が 図ら れる こと に よる 生き や すさ 」 を 実現 す 
る た め 、 岩 炎 復 興 や 地域 づく ぐり 等 に 関し 、 若 者 団体 自ら が 実施 する 地域 課題 の 解決 
や 地域 の 元気 創出 に 資す る 事業 を 支援 し ます 





































































































| KP I : 置い わ て 若者 交流 ポー タル サイ ト 靖 録 














く 県 民 総 参 加 の 取組 > 











若者 た ち が 虫 動 する 地域 づく り を 進め る た め 、 県 民 の 参加 は も ちろ ん 、 若 者 



































































































































団体 、 企業 
N PO 等 や 市 町 村 な ど が 連携 し て 取り 組み ます 。 
県 以外 | (若者 団体 、 企 業 、N PO 等 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ そ れ ぞ れ が 得意 と する 分 野 で の 若者 に よ | ・ 地 域 の 若者 活躍 に 関す る 情報 把 
る 取組 の 実施 や 、 取組 を 行 お うと する 若者 | 握 と 、 団 体 や 県 と の 情報 共有 
へ の サポ ー ト ・ 団 体 や 県 と 連携 し た 若者 活躍 壇 
・ 基 者 同士 の つなが り づ くり 援 に 関す る 取組 
県 ・ 若 者 の 交流 の 場 の 創出 
・ 若 者 団体 自ら が 実施 する 事業 の 支援 





























88 


る 女性 の 活躍 タ 
① 男女 共同 参画 の 視点 に 立っ た 意識 啓発 

























































































男女 共同 参画 セン ター を 拠点 と し た 、 情 報 収 集 ・ 提 供 、 研 修 ・ 講 座 の 開催 、 人 材 育 
成 等 の 取組 を 通じ て 男女 共同 参画 の 意識 啓発 を 進め ます 。 








ee 


ド 同 参画 サポ ー タ ー 訟 定 者 数 (累計 ) : 145 人 [H26 実績 値 97 人 ] 


Er TO hd Aad A Ee hh TA hh RE Td hE IAN Rh Nn ee eR eh 
































② 女性 の 活躍 推進 の た め の 環 境 づ くり 

経済 団体 や 産業 団体 と 連携 し 、 事 業 所 に お ける ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス や 女性 登 

用 を 推進 する た め の 経 営 者 研修 会 を 開催 する ほか 、 男 性 の 理解 ・ 協 力 を 促進 する た め 
の 講座 の 開催 な ど に 取り 組み 、 事 業 主 や 男性 に 対す る 意識 啓発 を 進め ます 。 


ドコ = ニニ = ニ ニー ニニ = ニニ = に ニニ ーーー ご ニニ ゴー ニュ ご ニコ ーー ニー ゴゴ ミミ ニー ニー ニニ ニニ ニュ ニニ ニー ニー ニニ ニニ ニニ ーーー ニニ コニー ジニ ニー ニニ ニー ニニ ゴー に ゴー ニニ ーー ここ ニコ コー ニニ ニニ ー ニ ーー ニン ゴ ミニ ニニ ーー ニニ ココ ニュ ニー ニー ニー ニコ < ニ ニニ ニニ ーーー ニニ ニニ ニー ニニ ニー ニニ ニー ニュ ニニ ゴー ニニ ー ニ ニュ ニュ ご ニ ニー ニーー ミ = に ミ ニニ ーー ニュ モニ コー ミニ ニニ = ニー ニニ ニュ 


| KPI : 男女 性 活躍 の た め の 経営 者 研修 H 


















































































































































H 席 者 数 (累計 ) : 300 人 [H26 実績 値 50 人 ] 
画 男 人 性 の た め の ワ ー ク ライ フ バ ラン ス セ ミナ ー 出 席 者 数 (累計 ) : 250 人 














③ 女性 自身 の 意識 啓発 


女性 管理 職 経験 を 若い 女性 に ロー ル モ デ ル と し て 提示 する 機会 の 創出 や セミ ナー の 
開催 な ど 、 女 性 自身 が キャ リア アッ プ す る た め の 支 援 に 取り 組み ます 。 


和 


| KPIT : 国 吕 一 少 捷 宛 少 提供 事业 参加 者 数 (累計 ) : 245 人 〔H26 実績 値 20 人 ] 


下 

































































④ 地域 に お ける 男女 共同 参画 の 推進 


地域 づく りや 政策 決定 な ど あ ら ゆ る 場面 に 女性 が 参画 し 、 地 域 の リー ダー と し て 活 


虫 す る こと が で きる よう 、 人 材 の 発掘 、 育 成 を 進め ます 


ーー つよ コン ワリ Stat he EY aD ett cm ett a ttn Ch sia de oo Ch et ne et Cat hn ts es ne a th ea 0 コラ 0 ュー 





















































= 


| 





! 
Dd i gC TN COTTA UIE ETN ei pt eo 


⑤ 女性 に 対す る あら ゆる 暴力 の 根絶 
市 町 村 、 関 係 団体 等 と 連携 し 、 女 情 
力 の 根絶 に 向け た 意識 啓発 、 相 談 ・ 









































こ 対 する あら ゆる 松 力 、 特 に 配偶 者 等 か ら の 壮 
囚 護 体制 の 充実 、 被 害 者 の 自立 支援 に 取り 組み 






































TT 


ESR RE ER 


毎年 度 ) 〔H26 実績 値 61 人 ] 


上 ニニ = ニュ ニー ニー ニニ ニニ = ニー ニー ニニ ーー ニー ニニ ご ュー ニニ ーー ニニ < ニー ニー ニー ニー ニニ ー ニ ニー ニニ ーー ニー ニー ニニ ニニ = ニー ニー ニー ニニ = ニニ = ニー ニー ニー ニニ = ニニ = ニー ニー ニニ ニニ ー ト ニニ ニニ ニニ ニニ ニ ーー ニー ニー ニー ニー ニニ ーー ニニ ー ニ ニー ニーー< ニ ニー ミニ ー ニ ーーー ニー ニュ ニニ ニ ご ニニ ニニ < ニニ = ニー ニー ゴー ニニ = ニニ ニニ ニニ ー ニ ニニ ニュ ニュ ニニ ー ニ ーー ニニ ニニ ニー ニニ ーー ニー ニニ ニコニ J 
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く 県 民 総 参 
若者 ・ 女 性 








加 の 取組 > 
E の 活躍 を 支援 し 、 男 女 が 共 
民 、NPO や 企業 ・ 団 体 、 市 町 村 と 連携 し て 取り 組み ます 。 









































に 4 

















E き や すく ・ 活 気 ある 社会 を 形成 する た め 、 県 






























































































































































・ 女 性 の 活躍 や ワー ク ・ 
め の 環 境 整 備 

・ 女 性 の 活躍 や ワー ク ・ 
業 に 対す る 支援 






































・ 審 談 会 等 政策 ・ 方 針 決定 過程 











ライ ブフ 


ライ ブフ 


* 配偶 者 暴力 防止 计策 突 施 


へ の 女性 の 参画 促進 


県 以外 | (県 民 ・NPO 等 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 家 庭 に お ける 男女 平等 の 推進 ・ 住 民 へ の 意識 盛 発 ・ 広 報 
・ 男 女 の 対等 な パー トナ ー シ ッ プ に 向け た 意 | ・ 配 偶 者 か ら の 暴力 被害 者 へ の 
識 改革 相談 対応 と 防止 に 向け た 意識 啓 
(企業 ・ 団 体 ) 発 
・ 女 性 の 活躍 や ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス ( 仕 
事 と 生活 の 調和 ) を 推進 する た め の 就 労 環境 
整備 
県 ・ 全 県 を 対象 と し た 普及 ・ 啓 発 
・ 全 県 的 な 人 材 の 育成 
・ 市 町 村 が 行う 取組 へ の 支援 








・ バ ラン ス (仕事 と 家庭 の 調和 ) を 推進 する た 


・ バ ラン ス ( 仕 




















事 と 家庭 の 調和 ) に 取り 組む 企 
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人 a 


・ 後期 高齢 者 が 増加 する 一 方 、 生 産 年 齢 人 口 の 減少 が 見 込ま れる 中 に あっ て 、 医 療 、 

福祉 ・ 介 護 に 従事 する 職員 の 確保 を 図る と と も に 、 関 係 機 関 が 連 携 し た 取組 を 推進 し 、 
安心 し て 暮らせ る 地域 づく り を 進め ます 。 

・ 県 民 の 健康 増進 と 長生 き の た め に 、 平 成 26 年 3 月 に 策定 し た 「 健 康 い わ て 21 プラ ン 

(第 2 次 ) 」 に 基づき 、 が ん 対策 や 脳卒中 予防 を 推進 する と と も に 、 平 成 27 年 3 月 に 策定 

し た 「 岩 手 県 自殺 対策 アク ショ ンプ ラン 」 に 基づき 、 包 括 的 自殺 対策 プロ グラ ム の 県 内 全 

No 自殺 対策 に 取り 組み ます 。 アデ 











[现状 上 课题 ] 

ぐる 医療 、 福 祉 ・ 介 護 の 充実 

〇 本 県 の 老年 人 口 は 、2020 年 まで 増加 する こと が 見 込ま れ て お り 、 特 に 後期 高齢 者 人 口 
は 2030 年 まで 増加 し て いく た め 、 医 療 、 福 祉 ・ 介 護 の 需要 の 増加 が 見 込ま れ ま す 。 
一 方 、 生 産 年 齢 人 口 が 減少 し て いく こと が 見 込ま れ て お り 、 こ うし た 需要 を 地域 で 支 

える 人 材 を 確保 し て いく こと が 必要 で す 。 


















































































































































〇 本 県 の 人 口 10 万 人 当たり の 医師 数 は 全国 平均 を 下回っ て お り 、 ま た 、 看 護 職 員 も 不足 
する 中 に あっ て 、 引 き 続 き 、 医 療 従事 者 の 養成 ・ 定 着 や 地域 偏在 の 解消 に 向け て 取り 組 
むこ と が 必要 で す 。 



















































































































































































〇 首都 圏 で は 、 今後 急速 に 老年 人 口 が 増加 し 、 福祉 や 介護 の 需要 増加 が 見 込ま れ て お り 、 
これ ら を 担う 人 材 が 地方 か ら 転 出し て いく お それ が あり ます 。 高 齢 者 等 が 住み 慣れ た 地 
域 で 安心 し て 暮らし 続け る こと が で きる よう 、 市 町 村 が 行う 医療 、 福 祉 ・ 介 護 等 が 連携 
し た サー ビス 提供 体制 の 整備 を 支援 し て いく こと が 必要 で す 。 




















































































































〇 生活 保護 受給 者 や 生活 困 徐 者 が で きる だ け 早 期 に 生活 困 鯛 状態 が 解消 され 、 安 心して 
自立 し た 生活 が 送れ る よう に 、 一 人 ひと り の 状況 に 応じ た 自立 ・ 就 労 支援 等 に 取り 組む 
こと が 必要 で す 。 























91 


ぐる 健康 ・ 長 生き の 支援 タ 
〇 県 民 の 疾病 に よる 死亡 の 最大 の 原因 で ある が ん に よる 死亡 (人 日 10 万 人 あたり の 悪性 
新生 物 に よる 死亡 率 333.0、2013 年 ) を 減少 させ る と と も に 、 が ん 愚者 の 生活 の 質 の 向 
上 を 図る た め 、「 岩 手 県 が ん 対策 推進 条例 」 に 基づい て 、 が ん の 予防 か ら 早 期 発見 ・ 早 期 
治療 、 が ん 医療 、 緩和 ケア まで の 包括 的 な が ん 対策 を 推進 する こと が 必要 で す 。 


口 | 一 





























































































































































































































〇 本 県 は 、 脳 卒 中 年 齢 調整 死亡 率 (2010 年 ) が 全国 で 最も 高い こと か ら 、 こ の 改善 に 向 
け 、 全 県 を 挙げ 一 層 の 取組 を 進め る こと が 必要 で す 。 




































































〇 疾病 予防 や 早期 発見 に つなげ る た め 、 市 町 村 や 医療 保険 者 間 の 連携 を 促進 し 、 県 民 が 
受診 し や すい 環境 の 整備 を 進め る こと に より 、 特 定 健 診 受 診 率 の 向上 を 図る こと が 必要 









































〇 2014 年 に お ける 自殺 死亡 率 多 が 全国 で 最も 高く 、 特 に 、 本 県 で は 50 代 の 男性 、70 歳 以 
上 の 女性 の 自殺 者 が 多い 状況 に ある こと か ら 、 今 後 も 、 メ ンタ ル ヘ ルス 対策 な ど 各 種 の 
自殺 予防 施策 を 強化 し て いく こと が 必要 で す 。 









































ふる さと 振興 の 具体 的 な 取組 


〔 主 な 取組 内 容 〕 
ぐ 医 療 、 福 祉 ・ 介 護 の 充実 タ 
① 人 材 の 確保 ・ 定 着 ・ 育 成 
高齢 化 の 進展 に より 増大 する 医療 、 福 祉 ・ 介 護 需要 に 対応 し た 、「 人 材 の 確保 」、「 人 
材 の 定着 」、「 人 材 の 育成 」 を 推進 する た め 、 関 係 団体 と 連携 し 、 医 師 ・ 看 護 師 等 に 対 
する 修学 資金 の 貸付 や 県 社会 福祉 協議 会 が 実施 する 介護 福祉 士 等 修学 資金 貸付 金 等 に 
より 県 内 就業 者 の 確保 等 を 中 長期 に 実施 し ます 。 












































































































































| KPIT : 軒 県 内 の 保育 土 養成 施 設 卒業 者 の うち 、 県 内 の 保育 所 ・ 認 定 こども 園 に 就職 し た 者 の 数 : 
| 140 人 (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 145 人 ] 

画 キ ャ リア 支援 員 が 介在 し 介護 の 職場 に 就職 し た 人 数 : 210 人 (毎年 度 ) 
[H26 実績 値 288 人 ] 












































































































































画 病 院 勤務 医師 数 (人 口 10 万 人 当たり ) : 134.1 人 (H30) [H26 実績 値 124.6 人 ] 
画 介 護 福 祉 士 等 修学 資金 貸付 金 に より 貸付 を 受け た も の の うち 、 県 内 社会 福祉 施設 等 に 就職 | 






































し た 者 の 数 : 50 人 (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 50 人 ] 


sme ea rene eae eee a dd ecm ne a de nde te ne 





























所 人 日 10 万 人 为 大 DD 自杀 者 数 。 
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② 潜在 有 資 格 者 や 多様 な 人 材 の 参入 

看護 師 、 介 護 福祉 士 、 保 育 士 等 の 潜在 有 資 格 者 の 復職 や 多様 な 人 材 の 新規 参入 ・ 定 
を 支援 する た め 、 ナ ー ス セン ター や 福祉 人 材 セ ンタ ー 等 と 連携 し 、 事 業 所 と の マッ 
チン グ 支 援 を 行う と と も に 、 就 業 に 向け た 研修 や 職場 体験 等 を 実施 し ます 。 


| KP I : 画 潜在 看護 職員 研修 参加 者 数 : 30 人 〔H26 実績 値 24 人 
画 福 祉 人 材 セ ンタ ー か ら の 紹介 ・ 応 募 に より 就業 し た 者 の 数 : 190 人 (毎年 度 ) 
〔H26 実績 値 189 人 ] 

































































































































































画 介 護 分 時 就職 和 希望 者 向け 職場 体験 を 受け た 人 数 : 40 人 (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 34 人 ] 
画 保 育 士 ・ 保 育 所 支援 セン ター を 活用 し た 浴 在 保育 士 の 県 内 保育 所 等 へ の 就職 数 : 60 人 
(毎年 度 ) [H26 実績 値 60 人 ] 











































































































③ 関係 機関 が 連携 し た 取組 の 推進 








































































































近年 、 有 効 求人 倍率 が 高い 状態 に ちり 、 ま た 、 首 都 圏 を 中 心 に 都市 部 に お ける 高齢 
化 の 進展 に より 需 要 が 増加 する こと が 想定 され る こと か ら 、 医 療 、 福 祉 ・ 介 護 の 事業 者 
自ら が 処遇 ・ 待 遇 の 改善 や 、 魅 力 ある 職場 づく り に 取り 組み 、 地 域 で 資格 や 経験 を 生か 














し て 働き 続け られ る 人 材 を 確保 で きる よう 、 関係 団体 と の 懇談 会 等 を 通じ て 環境 づく り 
を 推進 し ます 。 


| KP I : 画 保育 所 に お ける 処遇 改善 実施 率 : 100.0% [HH26 実績 値 78.0%] 
画 特 別 養護 老人 ホー ム に お ける 処 如 改善 実施 率 : 96.0% [H26 実績 値 81.0%] 









































④ 地域 包括 ケア シス テム の 構築 

・ 医療 ・ 介 護 ・ 予 防 ・ 住 まい ・ 生 活 支援 が 一 体 的 に 提供 され る 「 地 域 包括 ケア シス テ 
ム 」 の 構築 を 実現 する た め 、 先 進 事例 の 情報 提供 や アド バイ ザー の 派遣 な ど に より 、 地 
域 の 特性 に 応じ た 市 町 村 の 主体 的 な 取組 を 支援 する と と も に 、 地 域 の 関係 機関 や 団体 の 






























































連携 に より 医療 ・ 介 護 が 一 体 的 に 提供 で きる 体制 を 構築 する た め 、 そ の 仕組 み づ く りや 
研修 等 の 実施 に より 、 在 宅 医 療 や 介護 に お ける 専門 的 な 人 材 の 確保 ・ 養 成 に 取り 組み ま 




















| KP 1 : 国 在 宅 医疗 速 携 所 点 设置 圈 域 煞 (累計 ) : 9 圈 域 【H26 穴 千 值 3 图 城 ] 
画 生 活 支援 コー ディ ネー ター 配置 市 町 村 数 (累计 ) : 33 市 町 村 
還 認 知 症 地域 支援 推進 員 配置 市 町 村 数 (累计 ) : 33 市 町村 
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⑤ 安全 ・ 安 心 の セー フ テ ィ ネッ ト づ くり 

生活 保護 制度 と 生活 困 鯛 者 自立 支援 制度 と の 円 滑 な 連携 に より 、 生 活 保護 を 必要 と 
する 人 に は 確実 に 保護 を 実施 し つつ 、 就 労 に よる 自立 の 促進 等 の 文 援 を 行う と と も に 、 
保護 に 至る 前 の 段階 の 自立 支援 策 と し て 、 自 立 相談 支援 事業 等 を 実施 し ます 。 



















































































































































































く 県 民 総 参加 の 取組 > 

市 町 村 は 、 県 と の 協力 に よる 医学 部 進学 、 医 学生 の 修学 支援 や 地元 医科 大 学 、 臨 床 研修 
病院 等 と 連携 し た 医療 人 材 の 育成 に 取り 組み ます 。 ま た 、 住 み 慣 れ た 地域 で 高齢 者 な どの 
自立 し た 生活 を 適切 に 支援 する た め に 、 社 会 福祉 協議 会 を は じ め と する 社会 福祉 法人 な ど 
地域 の 福祉 事業 者 、 福 祉 活動 団体 等 と 協力 し 、 住 民 参 加 に よる 生活 支援 の 仕組 みつ づく り を 
推進 する と と も に 、 医 療 、 介 護 、 予 防 、 住 まい 、 日 常 生活 の 支援 が 切れ 目 な く 提 供 さ れる 
地域 包括 ケア シス テム の 構築 を 推進 し ます 。 

医療 機関 は 、 住 民 の 生活 や 病態 に 応じ て 、 介 護 施 設 等 と の 連携 の 下 に 適切 な 医療 と 介護 
を 包括 的 に 提供 し て いく た め 、 医 療 従事 者 と 介護 関係 者 に よる 多 職 種 連 携 を 進め 、 必 要 に 
応じ て 専門 医療 や 高度 医療 を 紹介 し 、 良 質 な 医療 サー ビス を 提供 し ます 。 

福祉 事業 者 は 、 福 祉 サー ビス 基盤 の 整備 、 福 祉 サー ビス の 提供 、 専 門 的 知識 を 生か し た 
地域 福祉 活動 の 支援 等 に 取り 組み ます 。 福祉 関係 団体 は 、 ボ ラン ティ ア 状 成 、 ボ ラン ティ 
ア 活動 の 推進 、 生 活 支援 の 仕組 み づ く り へ の 参画 に よる 地域 福祉 活動 の 支援 等 に 取り 組み 
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県 民 は 、 医 療 機 関 の 役 割 分 担 に 応じ た 適切 な 受診 を 心掛け る な ど 、NPO 等 と 共に 地域 
医療 を 支え る 活動 を 推進 し ます 。 ま た 、 県 民 ・NPO 等 は 、 住 民 相互 の 身近 な 支え 合い や 
地域 の 生活 支援 の 取組 に 参加 、 協 力 し ます 。 
県 は 、 市 町 村 と の 協力 に よる 医学 部 進学 、 医 学生 の 修学 の 支援 や 地元 医科 大 学 、 臨 床 1 
修 病院 等 と 連携 し た 医療 人 材 の 育成 、 医 療 機関 の 機能 分 担 や で 連携 の 促進 、 県 民 総 参加 型 の 
地域 医療 体制 づく り に 取り 組み ます 。 ま た 、 市 町 村 和 や 関係 団体 等 と 連携 し 、 市 町 村 計 画 の 
策定 支援 、 相 談 支 援 体制 の 整備 と 強化 、 福 祉 を 担う 人 材 の 確保 ・ 育 成 、 福 祉 サー ビス 基盤 
の 整備 と 充実 な ど を 推進 し ます 。 
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県 以外 | (医療 機関 ・ 高 等 教育 機関 等 ) (市 町 村 ) 
の 主体 | ・ 良 質 な 医療 サー ビス の 提供 ・ 県 と 連携 し た 医師 等 医療 
・ 医 療 機関 の 連携 の 推進 人 材 の 養成 ・ 確 保 
・ 専 門 医療 、 高 度 医療 の 提供 等 ・ 在 宅 医療 を 含む 住民 に 身 
・ 医 師 を は じ め と し た 医療 人 材 の 育成 近 な 医療 を 提供 する 体制 
(福祉 事業 者 ) の 確保 
* 福 祉 の 専門 的 な 知識 を 活か し た 地域 福祉 活動 の 支 | ・ 救 急 医療 に 係る 医療 機関 
援 と の 連携 
ユニ バー サル デザ イン の 考え 方 に 基づく 事業 展開 | ・ 地 域 医療 を 支え る 県 民 運 
質 な 福祉 サー ビス 基盤 の 整備 、 福祉 サー ビス の | 動 の 取組 
提供 ・ 地 域 包括 ケ アシ ステ ム の 
・ 福 祉 サー ビス 事業 従事 者 の 確保 ・ 育 成 構築 
・ 利 用 者 の 権利 擁護 の 推進 市 町 村 計 画 の 策定 
(団体 ・ 企 業 ) ・ 相 談 支 援 機能 の 強化 、 ワ 
・ 地 域 医療 を 支え る 県 民 運 動 の 取組 ンス Sr 
・ 県 、 市 町 村 と 協力 し た 医療 機能 の 分 担 と 連携 の 推 | ・ 生 活 困 徐 者 の 就労 等 に 
進 る 自立 に 向け た 支援 
・ ボ ラン ティ ア の 養成 ・ 活 動 の 推進 ・ 保 健 ・ 医 療 ・ 福 祉 の 関係 
・ 地 域 に お ける 生活 支援 の 仕組 み づ く り へ の 参画 ・| 機関 等 と の 連携 強化 
協 働 ・ 住 民 参 加 に よる 生活 支援 
(県 民 ・N PO 等 ) の 仕組 み づ く り の 推進 
・ 医 療 情報 の 適切 な 活用 ・ 福 祉 サー ビス 基盤 の 計画 
・ 医 療 機 関 の 役 割 分 担 に 応じ た 適切 な 受診 的 な 整備 
・ 地 域 医 療 を 支え る 県 民 運 動 の 取組 
・ 県 ・ 市 町 村 の 計画 策定 や 政策 形成 へ の 参画 
・ 住 民 相互 の 身近 な 支え 合い (見 守り 活動 、 話し 相 
手 、 認 知 症 サ ポー ター 等 ) 
・ 地 域 に お ける 生活 支援 へ の 参加 、 協 力 
・ ボ ラン ティ ア 活 動 の 推進 
県 ・ 医 師 を は じ め と し た 医療 関係 従事 者 の 養成 ・ 確 保 等 
・ 医 療 機能 の 分 担 と 連携 体制 の 推進 
・ 地 域 医療 を 支え る 県 民 運 動 の 総合 的 な 推進 
・ 県 民 へ の 医療 情報 の 適切 な 提供 等 
高度 ・ 専 門 ・ 救 急 医療 の 確保 
・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 の 連携 の 推進 
・ 各 種 計画 の 策定 及び 市 町 村 計 画 の 策定 支援 
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・ 福 祉 ・ 介 護 を 担う 人 材 の 確保 ・ 育 成 と その 支援 

・ ボ ラン ティ ア 活 動 の 促進 

・ 市 町 村 、 事 業者 等 と の 連携 に よる 相談 支援 体制 の 整備 促進 
・ 生 活 困 徐 者 の 就労 等 に よる 自立 に 向け た 支援 

・ 福 祉 サー ビス 基盤 の 整備 促進 

・ 福 祉 サー ビス の 質 の 確保 の た め の 事 業者 指導 

・ 地 域 包括 ケア シス テム の 構築 に 取り 組む 市 町 村 へ の 支援 
・ 認 知 症 に 係る 県 民 の 理解 の 促進 
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健康 ・ 長 生き の 支援 タ 



































































































































① が ん 対策 の 推進 
が ん 予防 及び が ん の 早期 発見 を 図る た め 、 生 活 習 慣 の 改善 及び が ん 検診 に 係る 普及 
麻 発 な どの 取組 を 推進 し ます 。 
質 の 高い が ん 医療 の 提供 や 、 が ん 患者 や その 家族 の 療養 生活 の 質 の 向上 を 図る た め 
が ん 診療 連携 反 点 病院 が 行う が ん 医療 従事 者 研修 や 相談 支援 の 取組 を 引き 続き 支援 す 
る と と も に 、 が ん 患者 や 家族 等 に 対す る 支援 や 、 が ん に 関す る 各種 の 情報 提供 ・ 普 及 
啓発 の 強化 を 図り ます 。 

KPI : 画 75 歳 未満 の が よる 年 齢 調整 死亡 率 (人 口 10 万 人 当たり ) : 72.8 (H28) 
































[H26 実績 値 80.8] 

















と も に 








脳卒中 予 





こ 、「 岩 


企業 等 





ノド 


こ 対 し て 、 岩 手 県 脳 座 





広く 県 





民 の 参画 

















を 





図り な が 
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防 














ら 、 減 塩 等 の 食 4 


ye 
一 “到 














づき 、 広 く 生 活 習 慣 病 の 予防 に 取り 
$S い て 、 全 県 を 挙げ た 活動 を 推進 し まう 
民 会 議 構成 団体 へ の 加入 を 働き か ける な ど 、 


E 活 改善 、 適 度 な 運動 習慣 の 定着 、 禁 煙 施 
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10 万 人 当 た 
10 万 人 当 た 























特定 健 診 


市 町 村 ・ 





医療 





・ 特 定 保健 指導 
・ 健 診 機関 な どの 関係 団 





保険 者 














関係 団体 の 





取組 を 支援 する な ど 、 

















体 と 課題 の 情報 共有 を 図る と と も に 











県 民 が 特定 





診 を 受診 し や すい 環境 の 整備 に 取り 組 








り 、 特 定 保健 指導 の 取組 を 推進 し ます 。 
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④ 自殺 対策 


県 自殺 








「 岩 ヨ 


モデ ル ) の 県 内 全 


啓発 等 に 





取り 組む ほか 、 
町 村 及 び 民 間 





50 代 の 


対策 アク ショ ンプ ラン 」( 
域 で の 実施 ・ 定 着 を 








区 





る た め 、 ゲ ー ト キ 


に 
过 








基づき 、 包 括 的 自殺 





対策 プロ グラ ム (久慈 
等 の 人 材 養 成 や 普及 
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性 \ 




















70 歳 以 上 の 女性 を 対象 と し た 
久 組 を 文 














取組 を 強化 する と 
































当たり ) 





: 23.2 


[H26 実績 値 26.6] 


く 県 民 総 参 加 の 取組 > 


> 





市 町 村 は 、 生 活 習 慣 病 対策 と し て 、 が ん の 
予防 の た め の 健康 教育 、 
施主 体 と し て 受診 
め て いき ます 。 








医療 機関 は 、 


























防 の 
普及 啓発 を 行う と と も (【 
率 の 向上 な ど に 取り 組み ます 。 ま た 、 























we 
ー ュ 





























テン 
ー 日 








が ん の 予防 や 早期 発見 に 寄与 する と と も に 、 




















切な 医療 の 提供 を 行い ます 。 




















自殺 対策 を 






































































































































































































































































































































早期 発見 に 関す る 施策 の 推進 や 脳 卒 
が ん 検診 や 特定 健 診 ・ 特 定 保健 指導 の 
























































域 の 実情 に 応じ て 








が ん 患者 に 対す る 良質 か つ 適 








































































































































































































































































































団体 ・ 企 業 は 、 が ん を 予防 し 検診 を 受診 で きる 職場 環境 の 整備 に 取り 組む と と も に 、 岩 
手 県 脳卒中 予防 県 民 会 議 へ の 参画 や 県 民 大 会 へ の 参加 に よる 普及 啓発 、 減 塩 等 の 取組 を 行 
いま す 。 

学校 は 、 が ん 教育 の 推進 に 取り 組む と と も に 、 健 康 教育 や 健 診 等 を 通じ て 、 児 童 ・ 生 徒 
の 健康 増進 を 図り ます 。 

県 民 ・N PO 等 は 、 が ん に 関す る 知識 を 習得 し 、 が ん 検診 を 受診 する と と も に 、 減 塩 活 
動 に 取り 組み ます 。 

県 は 、 生 活 習 慣 病 対策 と し て 、 が ん 対策 の 推進 、 脳 卒 中 予防 の 取組 、 健 康 課題 に 関す る 
情報 提供 や 保健 指導 を 行う 専門 職員 の 育成 、 地 域 保健 と 職域 保健 の 連携 推進 、 健 診 事 業 に 
関す る 支援 、 県 民 に 対す る 健康 づく り に 関す る 正しい 知識 の 普及 啓 半 を 行い ます 。 ま た 、 
自殺 対策 に つい て 、 関 係 機関 の 連携 ・ 調 整 と 施策 全体 の 推進 方 向 の 企画 ・ 立 案 、 市 町 村 の 
取組 の 支援 等 を 行い ます 。 

県 以外 | (医療 機関 ) (市 町 村 ) 

の 主体 | ・ が ん の 予防 ・ 早 期 発見 へ の 寄与 地域 の 特性 に 応じ た が ん 
・ が ん 患者 ・ 家 族 と の 共通 理解 の 下 で の 良質 か つ | の 予防 ・ 早 期 発見 に 関す る 
適切 な 医療 の 提供 施策 の 推進 
(団体 ・ 企 業 ) 脳卒中 予防 の た め の 各 種 
・ 従 業 員 が が ん を 予防 し 検診 を 受診 で きる 職場 環 | 健 診 等 や 健康 教育 、 普 及 啓 
境 の 整備 発 
・ が ん に 稚 患 し た 従業 員 が 働き な が ら 治 療 ・ 療 養 | ・ 住 民 に 対す る 個別 支援 
し 、 又 は が ん に 槍 患 し た 家族 の 看護 ・ 介 護 が で き | 保健 指導 
る 職場 環境 の 整備 ・ 市 町 村 施 設 に お ける 受動 
・ 岩 手 県 脳卒中 予防 県 民 会 議 へ の 参画 や 、 県 民 大 | 喫煙 防止 対策 の 推進 
会 へ の 参加 に よる 普及 啓発 ・ 自 殺 対 策 に 関す る 普及 啓 
・「 い わ て 減 塩 ・ 適 塩 の 日 」 の 設定 に 伴う 民間 事 | 発 、 相 談 支 援 、 要 支援 者 の 
業者 に よる 減 塩 等 の 取組 早期 対応 、 住 民 組 織 の 育成 
・ 労 働 安 全 衛生 の 観点 か ら の 健康 づく り の 支援 | 及び 支援 
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・ が ん 教育 の 推進 
・ 児 童 ・ 生 徒 の 健康 増進 
(県 民 ・N PO 等 ) 
・ が ん に 関す る 知識 の 習得 、 が ん の 予防 に 必要 な 


注意 









































EA 


LE 





・ が ん 検診 の 受診 

・ 関 係 団体 に よる 減 塩 活動 

・ か か りつ け 医 を 持つ こと 

・ 県 民 の 自主 的 な 健康 づく り の 支援 

・ 自 ら の 生活 習慣 改善 に よる 心身 の 健康 づく り 
・ 疾 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 の た め の 積 極 的 な 健 

































































































































































・ が ん 対策 の 推進 に 関す る 総合 的 な 施策 の 策定 ・ 実 施 
スト 1 か ら の 脱却 と 健康 寿命 の 延 1 



































Ea 
・ 脳 卒 中 死亡 率 全国 ワ 
可 



































へ の 取組 














・ 県 民 や 関係 機関 ・ 
・ 公 共 的 施設 に お ける 受動 喫煙 防止 対策 の 推進 
・ 歯 科 保 健 な ど に つい て の 普及 大 発 
































体 に 対す る 健康 課題 の 周知 啓発 


・ 自 殺 対 策 に 係る 市 町 村 ・ 民 間 団体 へ の 支援 及び 部 局 横断 的 な 施策 の 











総合 調整 
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3-(5) ふる さと の 未来 を 担う 人 づく り ブ プロ ジェ クト 














ーー 


、 


岩手 県 の 将来 を 担う 子ども た ち が 独 土 愛 を 育み 、 課 題 解 決 能力 や 国際 的 な 視野 を 持っ 


て 、 地 域 や 世界 で 活躍 で きる 教育 を 進め ます 。 


また 、 高 等 教育 機関 等 と 連携 し 、 若 者 の 地元 定着 、 雇 用 創出 に つなが る 取組 を 進め ま 


す 。 


さら に 、 地 域 を けん 引 す る 人 材 や 産業 を 担う 人 材 の 育成 を 進め る と と も に 、 誰 も が 生涯 に 





MMS 





4 





[現状 と 課題 
る 教育 を 通じ た 人 づく り の 推進 ふ 


〇 いわ て で 県民 計 画 で は 、 岩 手 の こ ころ を 持つ 「 ひ と 」 が 多様 な 「 つ な が り 」 を 持ち 、 岩 




















手 の 特 人 性 を 生か し た 真 の 「 ゆ た か さ 」 を 育み な が ら 、「 希 望郷 いわ て 」 を 実現 する こ 








目指 し て いま す 。 





と を 


地域 が 活性 化し 、 岩 手 が よ り 上 魅力 ある ふる さと に な っ て いく た め に は 、 地 域 を 担い 、 








地域 で 支え 合い 、 地 域 で 暮らす 「 ひ と 」 の 育成 が 必要 で す 。 








〇 岩手 の 未来 を 担う の は 岩手 の 子ども た ち で あり 、 今 後 の 発展 の た め に 教育 の 充実 は 欠 








か せな いも の で す 。 
































う 子 ども た ちの 育成 が 重要 で す 。 郷土 に 愛 i 
防災 を 支え る 人 材 や 、 地域 の 伝統 文化 を 理解 ・ 尊 重 し 、 国際 的 な 視野 か ら 主体 的 に 2 
発信 で きる グロ ー バ ル な 視点 を 持っ た 人 材 の 育成 が 必要 で す 。 







































































〇 東日本 大 震 災 津 濾 に より 親 や 生活 基盤 を 矢 っ た 児童 生徒 や 低 所 得 世帯 の 児童 生 入 





特に 、 東 日 本 大 震 災 津波 を 乗り 越え 、 未 来 を 創造 し て いく た め に は 、 将 来 の 岩手 を 担 
凶 域 の 


T 動 ・ 











し 、 就 学 支 援 の 充実 が 必要 で す 。 








E に 対 


〇 児童 ・ 生 徒 の 減少 に よる 学校 及び 学級 の 小 規模 化 に 対応 し 、 地 域 に お いて 人 材 の 育成 


RY 





図る こと の で きる 教育 環境 の 維持 ・ 確 保 を 進め る こと が 必要 で す 。 


























〇 平成 26 年 度 の 全日 制 課程 の 県 立 高 校 は 本 校 63 校 、 分 校 1 校 で 合計 64 校 と な っ て いま 
す が 、 募 集 学 級数 が 3 学級 以下 の 学校 の 割合 は 42.9% で 、 全 国 平均 の 19. 6% を 上 回 っ て 






































いま す 。 
小 規模 化し た 高校 で は 、 き め 細 か な 指導 が で きる 等 の メリ ッ ト が ある 一 方 、 生 往 
様 な 進路 希望 の 実現 や 、 学 習 内 容 の 質 の 確保 な どの 課題 へ の 対応 が 必要 で す 。 
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E の 多 





















































〇 東日本 大 震 災 津波 以前 か ら の 地域 コミ 
て は 、 岩 災 以 降 、 応 急 仮設 住宅 等 カ 

ニテ ィ の 形成 が 必要 と な っ て いる な ど 、 
いま す 。 

子ども と 地域 住 

心 と し た 地域 活動 や 学校 を 核 と し た 学習 ・ 











民 と の 交流 を 通じ て 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 を 
交流 の 機会 を 創出 する 取組 が 必要 で す 。 


ュ ニ ティ 機能 の 低下 に 加え 、 
ゝ ら 災 害 公営 住 


バー テン > ん だ 








沿岸 


沿 礎 











被災 災 ] に お い 


SE 
地域 コミ ュ ニ ティ の 重要 必 


EF が 改め て 認識 され て 











区 





ぐ 高 等 教育 機関 等 と の 連携 に よる 若者 定着 の 促進 



























































〇 県 内 学卒 者 が 、 岩 手 で 泊 
生 推進 事業 (COC 十 )」 ぉ な ど に より 、 
業 、N PO 等 が 連携 し 、 
推進 、 新 産業 の 創出 や 創業 へ の 支援 に よ 
る 取組 を 推進 し 、 地 域 ( 


























右 中 で きる よう に する た め 


地域 が 求め る 人 材 の 育成 、 地 元 企業 の 


こ 頁 献 し よう と する 学生 の 希望 








高等 教育 機関 と 県 や 市 





























用 の 創出 等 、 





る 雇 




















村 、 








る た め 、 子 ども を 中 


、「 地 ( 知 ) の 拠点 大 学 に よる 地方 創 
ハロ ー リ ワー ク 、 企 
弥 力 の 向上 や 採 
県 内 学卒 者 の 地元 定着 を 高め 














HPR の 


























自立 し た 社会 人 ・ 職 業 人 の 育成 と 中 核 と な る 産業 人 材 等 の 育成 推進 





QO 


児童 生徒 が 主体 的 に 














進路 を 選択 し 、 社 
活動 を 通じ て 継続 的 に キャ リア 教育 











〇 本 県 に お いて は 、 近 年 有効 求人 



















































































NR EN 人 手 不足 が 発生 





会 人 ・ 職 業 人 と し て 自 





こ 取 り 組 むこ と が 必要 で す 。 









































立 す る た め 、 学 校 の 教育 



































こ 応 えて いく こと が 必要 で す 。 

















oS 商工 業 、 建 設 業 、 ee に お いて 、 今後 一 

、 人 材 の 確保 が 必要 と な り 、 人 材 の 育成 と 定着 は 急務 で す 。 
O i 人 口 減 少 と 著しい 高齢 化 の 進展 に よ 
、 地 域 活動 の リー ダー の 高齢 化 や 地域 活動 の 担い 手 の 不足 が 大 き な 課 題 と な っ て いる 
OM Mat te ni be 


が 必要 で す 。 


生涯 を 通じ た 学び の 環境 づく り の 推進 














O 




















県 
を 個 




















人 の 学び で 完結 する こ 


と な く 、 








43 平成 27 年 
学 が 、 地 方 公 














ド 団 体 、 企 業 、 

















度 か ら 実 施さ れ た 文 


























地域 社会 


























部 科学 省 所 
NPO 等 と 協 働 




















上 を 推 』 





E す る こと を 目的 に 行 


























う 事業 。 








管 の 高等 才 






































9 機関 に 対す る 





十 助 事业 。 地域 に お ける 


民 一 人 ひと り が 生涯 に わた っ て 多様 な 機会 を 通じ て 学び 、 そ こ で 学ん だ 知識 や 技能 
に 生か すこ と が 必要 で す 。 


複数 の 大 

















該 地 域 に お ける 





























創出 や 学卒 者 の 地元 定 





着 率 の 向 


ふる さと 振興 の 具体 的 な 取組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 
る 教育 を 通じ た 人 づく り の 推進 タ 


① 実践 的 な 


「 い わ て の 復興 教育 の 3 つの 教育 
ち 、【 そ な える 】 の 取組 を 一 





防災 


去 
月 


(【 そ な える 】) を 中 核 と し た 「 い わ て の 復興 教育 」 の 推進 
9 価値 【 い きる 】【 か か わる 】【 そ な える 】 の う 
も の に する た め 、 県 内 全て の 学校 が 各 学校 の 実 



































層 充 実 し た 

















情 に 応じ 、 家 庭 ・ 地 域 ・ 関 係 機関 と 協 働 し な が ら 防 災 教 育 に 取り 組み 、 郷 土 に 愛着 や 
誇り を 持ち 、 岩 手 の 復興 ・ 発 展 及 び 地 域 防災 を 支え る 子ども た ち を 育成 し ます 。 












































取り 組ん で いる 学校 の 割合 :100.0% (4 


割 


























H26 実績 値 100.0%] | 











































































































画 教 育 計画 の 中 に 様々 な 自然 災害 等 に 「 そ な える 」 教 育 活動 (防災 教育 ) を 具体 的 に 取り 入 | 
れ て 再 構築 し た 学校 の 割合 : 100.0% 

















国防 炎 教 育 (【 そ な える 】) の 授業 実践 に 取り 組ん だ 学校 の 割合 : 100.0% 


[H26 実績 値 50.0%] 


② グロ ー バ ル 人 材 の 育成 




















県 内 児童 





上 得 








ステ イ 型 の 海外 f 
考 力 等 を 育成 する と と も ( 


走 を 対象 と し た イー ハト ー ブ ・ イ ング リッ シュ キャ ンプ の 開催 や ホー 


























育成 し 、] 
り 組 み 3 








地域 社会 



































修 の 実施 な ど を 通じ 、 幅 広い 教養 や 課題 発見 ・ 解 決 能力 、 









































デ 
= 


、 広 く 世 界 へ 発信 で きる 外国 
の 担い 手 と な る 











語 コ ミュ ニケ ーション 能力 を 
国際 的 素養 を 身 に つけ た グロ ー バ ル 人 材 の 育成 に ] 
































ここ スミ ニニ ーー ニー ジニー で いこ コミ ミニ ニニ で コミ ビス tei re te ro re i で ーー スー サー 

















生 の 海外 派遣 数 : 80 人 


還 イ ー ハ トー ブ ・ イ ング リッ シュ キャ ンプ 参加 者 数 : 90 人 


1 で キー モビー ピエ キ オー に ビビ ピピ ピ = モヨ スモ ピー キャ キャ キオ ピピ トピー ドコ コス ピー ビエ キキ ピピ た ドビー ドコ ミズ ピ トモ ピー ギィ エエ キキ ピピ ビビ ピピ モ ビ ュ ド ソ ゴ ミス キモ ビー セナ キ エ + キ キビ と トピ キビ ボー だ ドコ スー ビビ ー ギ キキ キー デモ キ トニ ニキビ キモ キー ビビ デポ ピピッ = も キヨ ミス [キビ ピー キ キキ エエ キオ ビデ デ モビ ビビ 1 キ コス ロー トキ ピリ 























少 人 数 教育 の 推進 
少 人 数 学級 、 少 人 数 指導 、 サ ポー ト 推 進 事業 に より 少 人 数 教育 を 推進 し 、 児 童 生徒 
E 着 と 、 安 定 し た 学校 生活 を 確保 する と と も に 、 地 域 の 人 材 を 育成 する 





の 基礎 学力 の 定 
教育 環境 の 整備 に 取り 組み 3 






































| KP TI : 国 少 人 数 教育 





まま 
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④ 高校 教育 の 一 層 の 充実 と 小 規模 校 に お ける 教育 の 質 の 維持 
平成 27 年 4 月 に 改訂 し た 「 今 後 の 高等 学校 教育 の 基本 的 方 向 」 に 基づき 、 新 た な 高 
等 学校 再編 計画 (仮称 ) を 策定 し 、 地 域 に 根ざし た 産業 や 地域 づく り を 先導 する た め 、 
10 年 後 、20 年 後 の 岩 手 の 復興 を 支え る 人 材 育成 に 資す る 高校 教育 の 一 層 の 充実 を 図る 
と と も に 、 小 規模 校 に お ける 、 教 育 の 質 の 維持 に 向け た 教員 の 相互 派遣 や 国 の 動向 を 
踏ま えた 1 CT 活用 の 検討 を 進め 、 地 元 市 町 村 と の 連携 ・ 協 力 に より 、 特 色 あ る 小 規 
模 校 の 運営 に 取り 組み ます 。 
私 立 学校 に つい て は 、 生 徒 一 人 ひと り の 進路 の 実現 に 向け た それ ぞ れ の 建 学 の 精神 
に 基づく 特色 ある 教育 活動 を 支援 し ます 。 










































































































































































⑤ 就学 支援 に よる 学び の 環境 の 確保 
高等 学校 等 の 生徒 の 教育 の 機会 を 確保 する た め 、 就 学 支 援 金 、 高 校生 等 奨学 給付 金 
等 の 修学 支援 に より 、 保 護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 に 取り 組み ます 。 
いわ て の 学び 希望 基金 を 活用 し た 就学 支援 の 実施 等 に より 、 東 日 本 大 岩 災 津波 で 生 
活 基 盤 を 失っ た 児童 生徒 の 学び の 環境 の 確保 に 取り 組み ます 。 






































































































































⑥ 学び を 通じ た 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 支援 
学び を 通じ た 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 を 支援 する た め 、 地 域 の 人 材 育 成 や 教育 課題 
へ の 対応 を 図る こと に より 、 学 び の 場 ・ 交 流 の 場 の 確保 に 取り 組み ます 。 


| KP 1 : 軒 放課後 の 公 的 な 居場所 が ある 小学 校区 の 割合 : 92.0% [H26 実績 値 91.0%] 










































































く 県 民 総 参加 の 取組 > 

ふる さと の 未来 を 担う 教育 の 振興 の た め 、 学 校 及 び 関 係 機関 は 、「 知 ・ 徳 ・ 体 」 を 備え 調 
和 の と れ た 人 間 形 成 に 向け 、 児 童 の 基礎 学力 の 向上 、 目 指す 進路 の 実現 や グロ ー バ ル 社 会 
に 適応 で きる 力 の 育成 に 連携 し て 取り 組み ます 。 
また 、 地 域 の 持つ 人 的 ・ 物 的 教育 資源 を 学校 教育 に 活用 する と と も に 、 東 日 本 大 震 炎 間 
波 の 経験 を 踏ま え 、 学 校 ・ 家 庭 ・ 地 域 が 協 働 し て 「 い わ て の 復興 教育 」 に 取り 組み ます 。 

















































































































下 
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県 以外 の 主体 | (学校 ) (市 町 村 教 育 委員 会 
・「 い わ て の 復興 教育 」 の 推進 ng 
・ 国 際 理 解 教 育 の 推進 の 支援 
児童 ・ 生 徒 の 実態 を 踏ま えた 効果 的 | ・ 国 際 理 解 教育 推進 の 取組 や 国 
な 少 人 数 教育 の 実践 際 交 流 事業 等 の 実施 
・ 家 庭 ・ 地 域 等 に 対す る 参画 、 協 働 の | ・ 効 果 的 な 少 人 数 教育 実践 の た 
働き か け め の 支 援 
・ 地 域 人 材 等 の 学校 外 の 教育 資源 の 活 | ・ 学 び を 通じ た 地域 コミ ュ ニ テ 
用 ィ の 再生 及び 活性 化 
・ 私 立 学校 に お ける 特色 ある 教育 活動 | ・ 学 校 教育 を 支援 する 地域 の 仕 
の 実施 組み づく り の 支援 
(国際 交流 団体 ) 
・ 国 際 理 解 、 異 文化 理解 の た め の イ ベ 
ント 等 の 実施 
(奨学 事業 実施 団体 等 ) 
・ 修 学 支援 の 実施 
(家庭 ・ 地 域 ) 
・ 学 校 教 育 へ の 参画 ・ 協 働 
県 県 教育 委員 会 





・「 い わ て の 復興 教 








に 基づい た 教育 活 





・ 児 童 生 和 














・ 学 校 の 状況 、 市 
・ 経 済 的 理由 に よ 














育 」 プ ログ ラム 、 
動 の 推進 




















E を 対象 と し た イン グリ ッシュ キャ ンプ や 海外 派遣 の 








町 村 の 意向 
り 修学 が 


を 踏ま え 
難 な 高校 














今後 の 高等 学校 才 














育 の 基本 的 方 向 








実施 





た 少 人 数 教育 の 推進 
生 等 へ の 支援 

















・ 学 び を 通じ た 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 支援 
・ 学 校 教育 を 支援 する 地域 の 仕組 み づ く り の 支援 














(県 ) 
・ 特 色 あ る 教育 活 














動 に 取り 組む 私 立 





学校 に 対す る 支援 
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ぐ 高 等 教育 機関 等 と の 連携 に よる 若者 定着 の 促進 
① 地域 を 担う 「 ひ と 」 の 確保 ・ 養 成 
県 内 高校 か ら 県 内 大 学 等 へ の 進学 機運 を 高め る た め 、 

















































































































成 を 図り ます 。 







































































県 内 学卒 者 や 県 外 大 学 等 か ら の 県 内 就職 を 促進 する た め 、 高 等 教育 機関 と 県 や 市 町 


村 、 企 業 、N PO 等 が 一 体 と な り 、 地 元 企業 等 の 魅力 向上 や 採 








ー ン シッ プ の 取組 強化 等 に よる 地元 就職 意識 の 醸成 を 図り ます 。 


















































県 内 大 学 が 連携 し た 「! 合 同 進学 説明 会 」 の 開催 や 「 高 大 連携 講座 」 の 拡充 等 に よる 県 
内 高校 生 に 対す る 魅力 紹介 の 取組 に より 、 県 内 高校 生 の 地元 大 





学 等 へ の 進学 意識 の 醸 








HPR の 促進 、 イ ンタ 



































また 、 大 学生 等 の 地元 定着 の 一 層 の 促進 の た め 、 地 元 産業 界 等 と 連携 し 、 奨 学 金 を 











② 産学 官 と の 連携 強化 に よる 若者 の 地元 定着 の 促進 










































































県 内 学卒 者 の 雇用 の 受け 息 を 増やす た め 、 大 学資 源 を 活 











産業 の 創出 や 創業 へ の 支援 に よる 雇用 の 創出 等 に 取り 組み ます 。 





























| KPT : 軒 県 内 学卒 者 の 県 内 就職 率 : 55.0% [H26 実績 値 45.0%] 
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HH 等 を 通じ た 新規 雇用 創出 数 ( 団 計 ) : 16 人 


③ 地域 課題 解決 に 向け た 取組 の 推進 


ふる さと 振興 に 向け た 地域 課題 の 解決 に 向け て 、 高 等 教育 機関 が その 専門 的 知識 を 























活用 し て 、 自 治 体 、 民 間 団 体 、 産 業界 な ど と 連携 ・ 協 働 し て 行う 












































| 








= 


客 の 促進 に 取り 組み ます 。 





履 組 を 推進 し ます 。 








究 の 取組 、 成 果 等 に つい て 、 成 果 発 表 会 や ホー ムペ ー ジ で 発信 し 、 県 民 等 へ の 理 


Ri 





















































数 (累计 ) : 420 件 





[H26 実績 値 69 件 ] 





④ 地域 課題 解決 に 向け た 岩手 県 立 大 学 の 取組 の 推進 























地方 公共 団体 が 設置 する 公立 大 学 は 、 地 域 課題 解決 に 率先 し て 取り 組む 使 全 を 有 し 





て いる こと か ら 、 ふ る さと 振興 に 向け 、 関 係 機関 と 連携 し 、 
育成 、 岩 手 の 活力 を 創出 する 研究 ・ 地 域 真 献 の 取組 を 推 : 









































地域 の 中 核 を 担う 人 材 の 


SIO te EEE SRI EE RII SS RI 








| KP I : 雷 岩手 県 立 大 学卒 業 生 の 県 内 就職 割合 : 54.5% [H26 実績 






































画 岩 手 県 立 大 学 の 受託 ・ 共 同人 研究 数 (累计 ) : 510 件 [H26 実績 値 84 件 











直 44.5%] 





RNS RNA RRNA EIT EA EEN TE 


ぐ 県 民 総 参加 の 取組 > 
若者 の 地元 定着 に 向け 、 高 等 教育 機関 と 県 、 市 町 村 、 企 業 、N PO 等 が 協 働 で 取り 組み 


ます 。 
























































Qc 














県 以外 の 主体 | (高等 教育 機関 ) (市 町 村 ) 
・ 進 学 希 望 に 応え る 魅力 の 向上 ・ 高 等 教育 機関 と の 連携 に よる 地 























・ 地 域 社会 を 支え る 人 材 の 育成 域 課 題 解決 
・ 大 学 の 資源 を 活用 し た 産業 の 創出 | ・ イ ンタ ー ン シッ プ の 受入 れ 及 び 
・ 教 育 研究 の 成果 を 選 元 し 、 地 域 社 | 地元 企業 に よる 受入 れ 支 援 













































































会 に 頁 献 ・ 地 域 産業 の 振興 等 に よる 雇用 の 
(企業 ・N PO 等 ) 確保 
・ 雇 用 の 確保 























・ イ ンタ ー ン シッ プ の 受入 れ 
・ 産 学 官 連 携 に よる 地域 課題 解決 の 
検討 ・ 取 組 へ の 参画 









































(高等 学校) 
・ 生 徒 の 進学 目的 の 明確 化 に 向け た 
大 学 等 と の 連携 促進 

県 ・ 高 等 教育 機関 と の 連携 























・ 県 内 高校 生 の 県 内 大 学 へ の 進学 意識 の 
・ 創 業 支 援 の 強化 、 新 産業 創出 の 取組 支 
・ 地 域 課題 解決 に 向け た 研究 機関 等 と 連 
・ 岩 手 県 立 大 学 の 取組 へ の 支援 












































滞 演 誤 
Nt 
= 


















































106 


ぐる 自立 し た 社会 人 ・ 職 業 人 の 育成 と 中 核 と な る 産業 人 材 等 の 育成 の 推進 > 

① 「 い わ て キャ リア 教育 指針 」 に 基づく キャ リア 教育 の 実践 

各 学 校 に お いて 「 い わ て キャ リア 教育 指針 」 に 基づき キャ リア 教育 全体 計画 を 作成 
し 、 学 校 の 教育 活動 を 通し て キャ リア 教育 に 継続 的 に 取り 組む こと に より 、 児 童 生徒 
が 将来 、 社 会 人 、 職 業 人 と し て 自立 で きる た め の 「 総 合 生活 カカ 」 と 「 人 生 設 計 力 」 を 
育成 し ます 。 


I : 田 イン ター ンシップ を 継続 し て 実施 し た 全 制 高等 学校 の 割合 : 83.0% 〔H26 実績 値 78.0%] | 
画 キ ャ リア 教育 全体 計画 に 沿っ て 地域 や 保護 者 と 連携 し 職場 体験 (2 日 以上 ) を 実施 し た 中 | 
学校 の 割合 : 80.5% 

































































































































































② 本 県 経済 の 基盤 と な る 産業 振興 を 担う 人 材 の 育成 

も の づく り 産 業 や 農林 水産 業 、 建 設 業 な ど 、 幅 広い 産業 に お いて 中 核 を 担う 人 材 の 
育成 に 取り 組み ます 。 特に 、 も の づく り 人 材 の 育成 に あたっ て は 、「 い わ て も の づく り 
计生 玉生 汪 和 地域 も の づく り ネ ットワーク を 通じ て 、 地 場 企業 や 教 
育 機関 、 行 政 等 が 一 体 と な っ た 取組 を 推進 し ます 。 
農林 水産 業 の 担い 手 等 の 育成 に あたっ て は 、 大 学 等 と の 連携 に よる 高度 な 経営 力 を 
習得 する た め の 講 座 の 開設 や 、 技 術 力 向上 の た め の 養 成 機関 等 に お ける 研修 の 実施 な 
どの 取組 を 推進 し ます 。 
中 小 企業 の 持続 的 な 事業 展開 を 支援 する た め 、 後 継 者 や 事業 活動 の 中 核 を 担う マネ 
ジメント 人 材 育成 の た め の 施策 を 積極 的 に 展開 し ます 。 


| KP I : 還 マネ ジメント 人 材 育成 等 に 関す る 研修 会 ・ セ ミナ ー 参 加 者 数 (累計 ) : 250 人 
| 画 高 卒 者 の 県 内 就職 率 : 67.0% 〔H26 実績 値 63.4%] 
画 リ ー デ ィング 経営 体 の 育成 数 ( 黒 計 ) : 80 経営 体 H26 実績 値 21 経営 体 ] 





























































































































































































































③ 地域 づく り の 担い 手 の 育成 ・ 新 た な 担い 手 の 確 保 
地域 づく り の 新た な 担い 手 と し て 、 地 域外 の 人 材 (地域 お こし 協力 隊 や 復興 支援 員 
な ど ) の 活用 を 促進 し ます 。 
地域 外 の 人 材 が 地域 に 定 ee 
視点 を 施策 に 生か す 取 組 を 進め ま 


| KPIT : 軒 地域 づく り 等 に 関す る セミ ナー 参加 者 数 : 220 人 (毎年 度 ) 〔H26 実績 値 290 人 ] 
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く 県 民 総 参 加 の 取組 > 


ふる さと の 未来 の 基盤 づく り と し て 、 産 業 
支援 機関 、 教 育 機 関 、 地 域 づ くり 団体 等 の 関係 機関 は 、 将 来 を 担う 子ども た ち が 職 業 や 























興 や 地域 の 活性 化 を 図る た め 、 県 、 産 業 















































働き 方 に つい て の 考え を 深め る 取組 や 、 様 々 な 分 野 の 人 材 を 育成 する 取組 を 連携 し な が 

























































































ら 行 いま す 。 

県 以外 | (学校 ) (市 町 村 教 育 委員 会 

の 主体 | ・ キ ャ リア 教育 の 実践 と 進路 実現 に 向け た | ・「 い わ て キャ リア 教育 指針 」 等 に 
取組 基づい た キャ リア 教育 の 取組 支援 
・ 地 域 も の づく り ネ ットワーク へ の 参加 (産業 界 ) 
(産業 支援 機関 等 ) ・ 地 域 も の づく り ネ ットワーク へ 
・ 産 学 官 金 連 携 に よる 高度 技術 ・ 技 能 人 材 | の 参加 
育成 な ど ・ 経 営 セ ミナ ー 等 を 通じ た 自己 啓 





当 








・ 地 域 も の づく り ネ ットワーク へ の 参加 

・ 経 営 者 、 後 継 者 向け の 経営 セミ ナー や 経 

営 体験 等 の 機会 提供 

岩手 県 事業 引継 ぎ 支 援 セ ンタ ー 等 と の 連 
る 
















































































発 の 取組 

・ 学 校 が 行う キャ リア 教育 等 の 取 
組 へ の 参画 ・ 協 働 
・ イ ンタ ー ン シッ プ や や 職場 体験 活 























サ 


. 








携 に よる 事業 承継 支援 動 へ の 協力 ・ 支 援 
(県 民 ) 
・ 地 域 の 構成 員 と し て の 地域 コミ ュ ニ ティ 
活動 へ の 参画 
県 (県 ・ 県 教育 委員 会 





「 い わ て キャ リア 教育 指針 」 等 に 基づい た キャ リア 教育 の 取組 支援 
「 い わ て も の づく り 産 業 人 材 育 成 指針 」 に 基づい た も の づく り 人 材 育 成 の 取組 





























援 


・ 地 域 も の づく り ネ ットワーク の 構築 
・ 産 業 支 援 機関 と 連携 し た 後継 者 等 育成 の た め の セ ミナ ー 開 催 
大 学 等 と 連携 し た 農業 経営 者 の 経営 カ 向 上 の た め の 講座 開設 
























































の 養成 



































ービス 業 を 担う 人 材 育成 




















各 産 業 分 野 に お ける 人 材 育 成 の 推進 
地域 コミ ュ ニ ティ 活動 を } 



































・ 産 業 支援 機関 と 連携 し た 専門 家 派 遣 に よる 助言 等 








、 女 性 等 へ の 店 舗 経営 体験 の 機会 提供 な ど を 通し た 、 こ れ か ら の 商業 、 














旧 う 人 材 の 育成 、 外 部 人 材 の ネッ トワ ー ク 構築 
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ぐる 生涯 を 通じ た 学び の 環境 づく り の 推進 > 

① 生涯 を 通じ た 学び の 環境 づく り 

全 県 に お いて 活用 で きる 生涯 学習 情報 支援 シス テム 4 に よる 学習 情報 の 充実 及び 地域 
人 材 の 資質 向上 に 向け た 学習 機会 の 充実 を 図り 、 生 涯 に わた る 継続 的 な 学び を 支え る 
環境 づく り に 取り 組み ます 。 

回 人 が 学ん だ 知識 ・ 技 能 や 体験 を 地域 社会 に 4 
育成 に 取り 組み ます 。 




























































































E か し て 、 地 域 社会 に 貢献 する 人 材 の 


























生涯 学習 リー ダー 登録 者 数 : 830 人 [H26 実績 値 730 人 ] 














KPI : 国生 涯 学 习 
画 生 涯 学習 に 関す る 研修 会 等 へ の 参加 者 数 : 7,200 人 [H26 実績 値 6.194 人 ] 














ぐ 県 民 総 参加 の 取組 > 
学校 、 家 庭 ・ 地 域 等 は 、 県 民 一 人 ひと り が 生涯 に わた っ て 多様 な 機会 を 通じ て 学び 、 地 














域 社会 に 生か すこ と の で きる 環境 づく り を 協 働 し て 進め ます 。 





県 以外 | (学校 ) (市 町 村 教 育 委員 会 ) 
の 主体 | ・ 教 育 活動 を 支援 する ボラ ンティア 等 の 地 | ・ 関 係 機関 や 団体 等 と 連携 し た 多 
動 の 場 の 提供 様 な 生涯 学習 情報 の 提供 


域 人 材 へ の 活 
(家庭 ・ 地 域 ・ 地 域 人 材 を 育成 する 研修 機会 の 


・ 地 域 課 題 を 解決 する 活動 へ の 参加 ・ 推 進 | 充実 







































































県 (県 教育 委員 会 
・ 関 係 機関 や 団体 等 と 連携 し た 多様 な 生涯 学習 情報 の 収集 と 提供 
・ 市 町 村 生涯 学習 ・ 社 会 教育 関係 者 及び 地域 人 材 を 育成 する 研修 機会 の 提供 




























































































"社会 教育 ・ 生 涯 学習 関係 者 が 「 い つ で も ・ ど こ で も ・ 誰 で も 」 学 べ る よう に 支援 する た め の ホ ー ム ペ 
ジ 。 社会 教育 ・ 生 涯 学習 に 関す る 情報 を 幅広 く 提供 し て いる 。 
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| 画 国土 強 束 化 地域 計画 (平成 27 年 度 策定 予定 ) と の 調和 
| [現状 と 課題 ] 
豊か な ふる さと で 安心 し て 暮らし て いく た め に は 、 近 年 多発 する 大 規模 自然 災害 
に よる 被害 を 最小 限 に と ど め る 地域 づく り が 0 

















[ 主 な 取組 内 容 〕 | 
岩手 県 内 に 大 規模 自然 災害 が 発生 し て も 、「 致 命 的 な 被害 を 負わ な い 強 さ 」 と 「 速 や か 
に 回 復 す る し な や か さ 」 を 持っ た 安全 ・ 安 心 な 地域 社会 の 構築 に 向け 、「 岩 手 の 強 朝 化 」 

を 推進 する た め の 指針 と な る 「 岩 手 県 国士 強 各 化 地域 計画 」 (仮称 ) と の 調和 を 図り な が 
ら 、 豊 か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 に 取り 組み ます 。 | 























































































































総合 戦略 の 展開 3ー(1) か ら (5) の 取組 に 加え 、 豊 か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強 
化 を 図る た め 、 生 活 を 支え る 様々 な 社会 資本 の 効率 的 な 維持 管理 ・ 更 新 を 進め る こと が 






























































[現状 と 課題 [ 
〇 高度 経済 成長 期 以降 に 整備 が 進ん だ 道路 や 橋梁 な どの 社会 資本 の 老朽 化 が 進行 し | 
て お り 、 今 後 、 維 持 管理 ・ 更 新 費 が 増大 する 見 込み で す 。 維 持 管理 ・ 更 新 費 等 の 増 
加 を で きる だ け 抑 制す る た め 、 よ り 効 率 的 な 維持 管理 ・ 更 新 の 実現 を 図る こと が 必 
要 で す 。 | 









































































































































〇 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 事業 に 伴い 整備 され る 社会 資本 が 、 将 来 一 斉 
に 更新 時 期 を 迎え る こと を 踏ま え 、 長 期 的 な 視点 に 立ち 、 更 新 費 増加 を 抑制 し て い | 
く こ と が 必要 で す 。 | 















































〔 主 な 取組 内 容 〕 
〇 社会 資本 の 戦略 的 な 維持 管理 ・ 更 新 計画 の 策定 
高度 経済 成長 期 以降 に 整備 が 進ん だ 道路 や 橋梁 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ | 
復興 事業 に より 整備 が 進む 防潮 堤 や 水門 等 な ど 、 これ ら 社 会 次 本 の 維持 管理 ・ 更 新 
等 の 増加 を 抑制 する た め の 「 岩 手 県 公共 施設 等 総合 管理 計画 」 (仮称 ) に 基づく 個 。 
別 施設 計画 を 策定 し 、 公 共 施設 マネ ジメント を 推進 し ます 。 
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1 総合 戦略 の 推進 











「 地 域 経営 」 の 考え 方 で 本 戦略 に 定め た 取組 を 着実 に 推進 する と と も に 、 効 果 を 検 
証し 、 見 直し を 行っ て いく た め 、PDCA サ イク ル を 構築 し ます 。 

















(1) 推進 体制 

ふる さと 振興 の 実現 に は 、 県 民 、 企 業 、N PO、 市 町 村 や 県 な ど 、 地 域 社会 を 構 
成す る あら ゆる 主体 が 、 le 総力 を 結集 し て いく と いう 「 地 域 経 
営 」 の 考え 方 が 重要 で す 。 

この 考え 方 に 基づき 、「m 総合 戦略 の 展開 」 に お いて は 、 各 分 野 か ら 意 見 も 聞 
き な が ら 県 民 総 参加 の 取組 を 盛り 込み まし た 。 ふる さと を 振興 し 、 人 口 減少 に 立ち 
向かう た め に は 、 雇用 の 創出 を 担う 民間 事業 者 や 子育て 支援 を 担う N PO、 各種 団 
体 な ど 、 あ ら ゆ る 主体 が 協 働 し て 取り 組む こと が 必要 で あり 、 県 は 、 今後 も 民間 事 
業者 や 関係 団体 な ど と の 協 働 を 進め な が ら 、 県 民 総 参加 の 取組 と し て 、 本 戦略 に 定 
め た 取組 を 着実 に 推進 し て いき ます 。 

































































































































































(2) 成果 を 重視 し た 数 値 目標 の 設定 と PDCA サ イク ル の 徹底 

SSR 

戦略 の 実効 性 を 高め て いく た め に は 、 今回 策定 し た 戦略 に 基づき 、 施策 を 着実 に 
EC ・ 分 析 を 通じ て 、 次 に 実施 する 施策 を 見 直 
し て いく こと が 重要 で す 。 
県 で は 、 これ まで も 効果 的 か つ 効 率 的 な 行政 を 推進 する と と も に 、 県 民 の 視点 に 
立っ た 成果 重視 の 行政 運営 を 図る た め 、 本 県 の 県 行政 に 関す る 基本 的 な 計画 で ある 
「 い わ て 県 民 計画 」 アク ショ ンプ ラン の 主要 施策 に つい て 指標 を 設定 し 、 そ の 達成 
状況 や 課題 等 を 検証 の 上 、 そ の 結果 を 次 の 政策 等 に 適切 に 反映 させ る 「 政 策 評価 」 
を 行っ て いま す 。 
本 戦略 に お いて も 、 本 県 に お ける こう し た 政策 評価 の 取組 の 実績 を 踏ま えつ つ 、 
PDCA (計画 」 ラ 「 実 行 」 ラ 「 評 価 」 ラ 「 改 善 」) サイ クル を 確立 し 、 前 草 ま で 
に 設定 し た KP I に 基づく 徹底 し た 進捗 管理 を 行い ます 。 
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(KP I の 進捗 管理 ) 

戦略 の 進捗 管理 に 当たっ て は 、 マ ネジ メン ト サ イ クル を 確実 に 機能 させ る こと に 
よっ て 、 戦 略 の 実効 性 を 高め 、 そ の 着実 な 推進 を 図り ます 。 

具体 的 に は 、 本 戦略 に お いて 設定 し た KP I に つい て 、 年度 ご と に その 進捗 状況 
や 成果 、 課 題 等 の 把握 ・ 分 析 を 行い 、 岩 手 県 総合 計画 審議 会 等 に 報告 する と と も に 、 
県 民 に 対し て 公表 する こと と し ます 。 

県 は 、 岩手 県 総合 計画 審議 会 や 県 民 か ら の 意見 等 を 踏ま え 、 更 に 必要 な 対策 の 追 
加 や 見 直し を 行い 、 次 年 度 以降 の 施策 ・ 事 業 に 反映 させ る と と も に 、 必 要 に 応じ て 、 
戦略 の 見 直し を 図っ て いき ます 。 




























































































【 総 合戦 略 の PDCA サ イク ル 】 


戦略 の 策定 

















ふる さと 振興 有識者 会 議 
、 関 係 団体 等 























問題 対策 本 部 


情 興 臣 














KP I の 進捗 管理 
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2 市 町 村 と の 協 働 体制 の 強化 





〇 人 口 減少 は 、 県 内 に お いて も 、 各 地域 に よっ て 特性 が 異な る こと か ら 、 そ れ ぞ れ の 課題 に 
対応 し た 施策 を 検討 し 、 重 点 的 に 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 また 、 連携 中 枢 都 市 圏 、 
定住 自立 圏 な ど 、 地 域 連 携 の 推進 に 取り 組む と と も に 、 県 内 の 地域 連携 の 動き を 支援 し て 
いき ます 。 





























ぶる さと 振興 は 、 地域 づく り を 担 市 町 村 と の 連携 が 不可 欠 で あり 、 県 は 市 町 村 
総合 戦略 の 取組 と 一 体 と な っ て 、 対 策 に 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 

この た め 、 引 き 続き 、 県 ・ 市 町 村人 口 問題 連絡 会 議 等 を 通じ 、 幅 広く 意見 交換 を 
行っ て いく と と も に 、 県 店 各部 局 や 広域 振興 局 に 設置 し た ふる さと 振興 央 を 中 心 に 
積極 的 な 支援 ・ 協 働 体制 を 構築 し な が ら 、 市 町 村 と の 連携 を 十分 寄 な も の と し 、 県 ・ 
市 町 村 の 総合 戦略 で 掲げ る 施策 が 効果 的 に 発揮 され る よう 進め て いき ます 。 
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 【 市 町 村 と 連携 し な が ら 検 討 を 進め る べき 施策 の 例 】 
広域 で の 婚 活 イベ ント 開催 や 縁結び ア ドバイ ザー 設置 
妊娠 期 か ら 子 育て 期 に わた る まで の 様々 な ニー ズ に 応じ て 総合 的 な 相 
談 や 支援 を 行う 子育て 世代 包括 支援 セン ター の 整備 の 促進 

退院 直後 の 母子 に 対し て 心身 の ケア や 育児 の サポ ー ト 等 を 行う な どの 
産後 ケア の 推進 

不妊 治療 給付 費 の 拡充 
児童 生徒 を 対象 と し た 「 誕 生 学 」 等 出前 講座 
育児 アド バイ ザー の 設置 

保育 施設 整備 
成人 式 等 の 機会 を 捉え た 、 又 は 父母 等 を 通じ し た U I ター ン ・ シ ステ ム へ 
の 情報 登録 

父母 等 へ の 県 内 企業 情報 の 提供 

定住 に 関す る 取組 情報 の 共有 
空き 家 等 を 活用 し た 定住 促進 
移住 体験 ツア ー の 広域 化 
移住 者 等 の 地域 受入 れん コー ディ ネー ター の 育成 
地域 お こし 協力 隊 制 度 の 積極 活用 
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く 地 域 状 況 に 応じ た 取組 の 例 > 




















人 口 減少 は 、 岩手 県 全体 で 同時 に 進行 し て いる も の で ある が 、 市 町 村 ご と の 出生 
率 や 人 口 移 動 の 状況 に は 、 人 違い が 見 られ ます 。 

自然 増減 、 社 会 増 三 の 人 口 減少 全体 へ の 影響 度 に つい て 、 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 
生 本 部 の 示す 方 法 に より 分 類 し た の が 、 下 図 5 や で す 。 























































































































下図 5 に よれ ば 、 県 内 の 市 町 村 に は 、 人 日 移動 収束 に よる 人 口 増 加 の 効果 が 高い 
自治 体 、 出 生 率 回 復 に よる 効果 が 高い 自治 体 の 双方 が 存在 し て お り 、 人 口 減少 問題 
に 対し 、 県 内 一 律 の 対応 で は な く 、 地 域 の 事情 に 応じ た 対策 が 必要 で す 。 

( 図 5) 





















































将来 推計 人 口 に お ける 自然 増減 と 社会 増減 の 影響 度 (岩手 県 : 市 町 村 名 表示 ) 





































































































< 一 小 出生 率 回 復 に よる 人 口 増加 の 効果 ( 社 人 研 推 計 の 2040 年 人 口 と の 比較 ) 大 一 > 
1 2 3 4 5 総計 
(100% 未 満 ) (100 て 10596) (105 て 11096) (110 て 11596) (115% 以 上 ) EE 
个 1 0 0 2 0 0 2 
| 滝沢 市 、 金 ケ 崎 町 
2 0 0 4 0 0 4 
人 人 (100~ 盛岡 市 、 花 巻 市 、 北 上 
研 口 | 110%) 市 、 紫 波 町 
推荐 0 3 11 0 0 14 
寺本 大 船渡 市 、 一 関 市 、 陸 
0 em 

2 来 | (110~ 遠野 市 、 西 和賀 町 、 平 前 庫 田 市 、 一 戸 市 、 邊 
0 に | 120%) 泉町 州 市 、 替 石町 、 葛 巻 
4 よ ee 町 、 矢 貼 町 、 住 田町 、 
0 る 軽米 町 、 九 戸村 
年 全 0 2 11 0 0 13 
人 地 
i 宮古 市 、 久 慈 市 釜石 
a 市 、 八 性 平市 、 岩 手 
の 田野 畑村 、 普 代 村 | 町 、 大 村 町 、 山 田町 
比 劾 | 130% 岩泉 町 、 野 田村 、 洋 野 
较 町 、 一 戸町 
月 5 0 0 0 0 0 
(130% 
\ 以上 ) 

総計 0 5 28 0 0 33 

な お 、 県 内 で は 、 連 携 中 枢 都 市 圏 や 定住 自立 圏 の 取組 、 さ ら に は 隣接 県 と の 県 際 










































































連携 の 取組 な ど 、 人 口 減少 問題 に 広域 的 に 連携 し て いく 動き が 見 られ ます 。 

広域 連携 に 当たっ て は 、 人口 行政 サー ビス 、 イン フラ 等 の 生活 基盤 面 だ け で な 
< 、 経 済 雇 用 や 都市 構造 の 面 も 重視 し た 連携 を 行い 、 一 定 の 圏 域 人 口 の 下 で 、 活 カ 
ある 地域 社会 を 構築 する こと が 重要 で す 。 
県 と し て は 、 活力 ある 経済 ・ 生 活 疾 の 形成 に 向け 、 県 内 市 町 村 の 広域 連携 の 取組 
を 積極 的 に 支援 し て いき ます 。 
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4 各市 町 村 で 出生 率 が 人 口 置換 水準 (2.1) に な っ た 場合 と 、 人 口 移 動 が 完全 に 収束 し た 場合 (社会 增 
減 が 上 +0) に これ まで の 推計 と どの 程度 の 差 が 出る か を 影響 度 と し て 示し た も の 。 
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連携 中 枢 都市 園 に つい て は 、 平 成 26 年 度 に 盛岡 市 が 盛岡 広域 園 に お いて 新た な 
広域 連携 モデ ル 構 築 事業 に 取り 組ん だ ほか 、 平 成 27 年 度 の 新た な 広域 連携 促進 事 
業 に 盛岡 市 と 滝沢 市 が 総務 省 か ら 採 択 さ れ 、 取 り 組 ん で いる と ころ で す 。 



































































































































定住 自立 圏 に つい て は 、 現 在 、 一 関 市 と 平泉 町 が 圏 城 を 形成 し 、 取 組 を 進め て い 





























また 、 県 内 に は この ほか 定住 自立 圏 の 中 心 都市 の 要件 を 満た す 市 が 5 市 (宮古 市 、 

大 船渡 市 、 北 上 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 ) あり 、 県 南 地域 で は 北上 市 ・ 奥 州 市 ・ 金 ケ 崎 
町 、 西 和賀 町 の 2 市 2 町 に よる 定住 自立 圏 協定 が 締結 され る な ど 、 広域 連携 に 向け 
た 取組 補 検 討 を 進め て いる 圏 域 も ある こと か ら 、 県 と し て も 、 各地 域 の 実情 に 応じ 
支援 を 積極 的 に 行っ て いき ます 。 






































































































































a 市 町 村 復興 期 成 同盟 会 ( 浴 岸 13 市 町 村 で 構成 ) で は 、 復 興 後 を 見 据 

、 広域 観光 、 三陸 地域 の プラ ンド 化 及び 交通 ネッ トワ ー ク の 利 活用 な ど に 会 員 市 
BK 組む こと と し て いる こと か ら 、 県 と し て も 、 支援 を 行っ て いき 
まず 2% 




























































































また 、 市 町 村 間 や 市 町 村 と 県 の 新た な 連携 を 推進 する た め 、 新 た に 制度 化 さ れ た 
「 連 携 協約 」 に 基づく 地方 公共 団体 間 の 柔軟 な 連携 の 仕組 みな ど 、 様々 な 広域 連携 
の 仕組 み を 市 町 村 が 有効 に 活用 で きる よう 、 研修 会 の 開催 や 先進 事例 の 紹介 等 、 市 
町 村 の ニー ズ に 応じ た 支援 を 行っ て いき ます 。 
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(参考 資料 1) 総合 戦略 に お ける KP I (重要 業績 評価 指標 ) 一 覧 表 



























































※ KP1I に 関し 、 未 確定 等 の 理由 に より 記載 し て いな い 数 値 は | 一 」 と し て いる も の 。 ま た 、 基 準 年 度 以外 の 実績 値 
を 設定 し て いる も の も ある も の 。 
※ 名 市 町 村 に お いて も 設定 が 可能 な KPIT (一 部 例外 あり ) に は 、 文 を 付 し て いる も の 。 
1 や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 られ る 仕事 を 創出 し 、 岩手 へ の 新た な 人 の 流れ の 創出 を 目指 す 施策 
- KPI 関 連 
政策 パッ ケー ジ ees 実績 値 各 年 度 の KPI 


No. KPI 単位 





H24 H25 H26 H27 H28 | H29 H30 | H31 





(1) 商工 業 ・ 観 光 産業 振興 、 仕事 創出 プロ ジェ クト 





① 雇用 の 受け 息 と な る 地域 産業 の 振興 





も の づく り 関 連 分 野 (輸送 機械 、 半 導体 


ー] 計 a 3 > 生 十 呈す 
競争 力 の 高い も の づく り 産 業 の 1 tr 億 円 | 13.135 | 15,387 | 15.362 | 15,440 | 15,650 | 15.980 | 16,300 | 17,000 









































2 基本 于 未 砚 党 首要 灿 考 类 (村 人 :373 | 天 33 80 123 168 219 270 321 373 
3 | 新規 立地 ・ 増 設 件 数 ( 果 計 ) :323 件 件 172 196 223 243 263 283 303 323 
4 | 太 高 卒 者 の 県 内 就職 率 :67.096 % 63.3 64.3 63.4 65.0 65.5 66.0 66.5 67.0 
①-2 食 産業 の 振興 5 | 太 食 料 品 製造 出荷 額 :3.583 億 円 億 円 | 2.584| 3.054| 3.208| 3.280| 3.353| 3.428| 3.505| 3.583 
①-3 地場 産業 の 振興 6 ed 億 円 17.9 26.1 27.6 27.9 28.2 28.5 28.8 29.0 
3 本 = 卸売 ・ 小 売 業 に お ける 就業 者 1 人 当たり 加 
①-4 商業 ・ サ ービス 業 の 振興 7 | の 県 内 総 生産 :4.978 千 円 千 円 4.703 4.786 4.786| 4.834| 4.882| 4.930| 4978 
沿岸 部 の 市 町 村 に お ける 営業 再開 し た 
8 | 商業 サー ビス 業者 の 本 設 移行 率 : % ー 549| 556| seo| 570| 610| 700| 1ooo 
100.096 
産業 分 野 ( 農 林 水 産業 除く ) に お ける 就 
①-5 中 小 企業 の 経営 の 向上 9 | 業者 1 人 当たり の 県 内 総 生産 : 7.451 千 | 千 円 6.857 7.163 一 | 7.163| 7.235| 7.307| 7.379| 7.451 
円 
を の 中 小 企業 東日本 大 震 災 復興 資金 貸付 
①-6 被災 事業 者 の 再建 支援 10 | 金 に よる 融資 額 ( 果 計 ) :3.579 億 円 億 円 475 983 | 1.531| 2.031| 2.481| 2.886| 3.251| 3.579 
11 | 水産 加工 品 粗 付 加 価 値 額 :200 億 円 億 円 96 116 148 160 170 180 190 200 








② 国内 外 と の 交流 人 口 及 び 経 済 交流 の 拡大 




















(②-1 観光 産業 の 振興 12 视 光 入 辽 客 数 (还 信人 禾 ):2895.6 万 人 万 人 | 27401 | 2.884.3 | 2.886.1| 2.888.0 | 2.889.9 | 2.891.8 | 2,893.7 | 2.895.6 























観光 宿泊 者 数 (延べ 人 数 ) :261.0 万 人 
泊 


※ 従業 員 10 人 以上 で 観光 目的 の 宿泊 | 泊 
者 の 割合 が 509%% 以 上 の 宿泊 施設 


265.7 251.8 249.8 252.4| 256.1 256.7 258.8 261.0 








外国 人 宿泊 者 数 (延べ 人 数 ) :8.3 万 人 
14 | 泊 
※ 従業 員 10 人 以上 の 宿泊 施設 











4.3 6.1 7.3 7.5 7.7 7.9 8.1 8.3 





花巻 空 ze 
いわ て 花巻 空港 の 航空 機 利用 者 数 : 万 人 33.4 38.2 39.6 39.7 40.3 42.3 43.1 44.8 














44.8 万 人 
16 | 案内 機能 を 強化 し た 道 の 駅 数 :21 駅 駅 ー = = ee 5 10 15 21 
人 17 UE 億 円 13.3 16.8 22.5 24.8 27.3 30.0 33.0 36.3 
18 | 海外 展開 企業 支援 件 数 (累計 ) :164 件 | 件 21 39 64 84 104 124 144 164 
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政策 パッ ケー ジ 


KPI 関 連 


































































































総合 戦略 に お ける 
実績 値 各 年 度 の KPI 
な 取組 内 容 le KPI 单位 
H24 | H25 | H26 | H27 | H28 | H29 | H30 | H31 
a ed 19 3 万 上 回 2 88 | B21 ass| 是 | we 
④ 若者 や 女性 な どの 創業 支援 の 充 グル ー プ 創業 支援 及び 若者 創業 活動 当 | 有 | 
実 "強化 20 | 支援 に よる 支援 件 数 (累計 ):75 件 | 件 0 7 旧 に 
21 cl 半幅 6.1 131| 213| 282| 351| 420| 489| 558 
@ 経営 人 材 の 育成 と 円 滑 な 事業 承継 マネ ジメント 人 材 育成 等 に 関す る 研修 
支援 22 | 会 ・ セ ミナ ー 参 加 者 数 (累計 ) :250 人 | 人 間隔) 
OAD 23 | 文 高 卒 者 の 県 内 就職 率 :67.0% % 63.3 643| 634| 650| 655| 660| 665| 670 
大 手 就職 サイ ト を 活用 し た 県 内 中 小 企 
⑦ 雇用 ・ 労 働 環 境 の 整備 24 | 業 へ の 経費 補助 に より 就職 決定 し た 人 | 人 ー ー ー 30 60 90| 120| 150 
数 (累計 ) :150 人 
25 PE 人 | 2527| 4773| 6977| 8977| 10977| 12977| 14977| 16.977 
26 | 文 高 卒 者 の 県 内 就職 率 :67.0% % 63.3 643| 634| 650| 655| 660| 665| 670 
27 oh dh % 708| 709| 738| 750| 750| 750| 750| 750 
U・I タ ー ン の 促進 28 AD 件 713| 1348| 1.906| 2606| 3306| 4006| 4706| 5406 
大 手 就職 サイ ト を 活用 し た 県 内 中 小 企 
29 | 業 へ の 経費 補助 に より 就職 決定 し た 人 | 人 本 ー 30 60 90 120 150 
数 (累计 ) :150 人 
@ 建設 業 の 振興 と 人 材 の 育成 ・ 確 保 | 30 NE 社 48 48 50 53 56 59 62 65 
31 ide 人 856 519| 587| 600| 620| 640| 660| 680 
⑩ 優良 建築 スト ッ ク の 流通 促進 を 行う | 3》 | 空き 家 活 用 等 モデ ル 事 業 の 実施 地区 地区 AN ee 旧 加 1 2 3 ー 
事業 者 の 育成 支援 数 (H27>H30 累 計 ) :3 地 区 
し た 産業 振興 等 | 33 | 港湾 取扱 貨物 量 :660 万 トン 万 トン | 399 548 544| 560 560| 560| 580| 660 
34 0960 人 2,740.1 | 2,884.3 | 2886.1| 2.888.0 | 2.889.9 | 2,891.8 | 2.893.7 | 2.895.6 
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KPI 関 連 














































































































政策 パッ ケー ジ Oe 二 ug 実績 人 各 年 度 の KPI 

H24 | H25 | H26 | H27 | H28 | H29 | H30 | H31 
(2) 農林 水産 業 振興 プロ ジェ クト 

あッ チリ ササ 35 | 農業 産出 額 :2440 借 円 億 円 | 2387| 2476| 2433| 2434| 2436| 2438| 2440| 2,440 
36 | 林業 産出 額 :220 億 円 億 円 | 168| 183| 212| 218| 219| 219| 220| 220 
37 | 漁業 生産 額 :390 億 円 億 円 228 289| 314| 320| 330| 350| 370| 390 
38 |6 次 産業 化 に よる 販売 額 :299 億 円 億 円 160 245| 239| 251 263| 275| 287| 299 
39 | 農林 水産 物 の 輸出 額 :29 億 円 億 円 10 14 19 21 23 25 27 29 
AO 40 SM は 4 1 2 35 50 65 80 80 
41 | 太 新 規 就農 者 数 :260 人 (毎年 度 ) 人 201 234| 246| 260| 260| 260| 260| 260 
42 | 林業 技能 者 数 :550 人 人 295 309| 395| 425| 455| 485| 515| 550 
43 | 文中 核 的 漁業 経営 体 数 :505 経 営 体 205 200| 283| 325| 370| 415| 460| 505 
0 44 | 大 水田 整備 率 (30a 程 度 以上 ) :52.696 | % 503| 507| 511| 518| 520| 522| 524| 526 
45 | 造林 面积 :1,180ha ha 723 731 733| 800| 880| 970| 1070| 1180 
46 RC 漁港 = = ー 1 2 4 6 7 
ly 47 iR TS 800| 899| 1112| 1123| 1,134| 1,145| 1,157| 1168 
IE 48 YS ha | 1547| 2573| 2428| 3.500| 4000| 4500| 5000| 5500 
49 | 水田 に お ける 地域 協 働 等 の 取組 面積 | 。 660| 640| 680| 760| 770| 780| 790| 800 




















割合 :800% 
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KPI 関 連 
a > 総合 戦略 に お ける 
政策 パッ ケー ジ 0 実績 値 各 年 度 の KPI 
な 取組 内 容 Mo KPI 単位 
H24 | H25 | H26 | H27 | H28 | H29 | H30 | H31 
(3) ふる さと 移住 定住 促進 プロ ジェ クト 
(① 全 県 的 な 推進 体制 の 整備 50 | 研修 会 等 の 参加 人 数 :100 人 (毎年 度 ) | 人 ー ー ー| 100 100| 100 100| 100 
人 六 二 加 51 | イベ ント 等 へ の 参加 件 数 :5 回 (毎年 度 )| 器 5 5| 5 5| 5 5| 5 5 
県 公式 Twitter フォ ロワ ー 増 加 数 : 
52 |2 000 人 (每 年 度 ) 人 | 5007| 2240| 3706| 2000| 2000| 2000| 2000| 2000 
53 0 就職 支援 件 数 (累計 ):5.406 件 713| 1348| 1,906| 2606| 3306| 4006| 4706| 5406 
大 手 就職 サイ ト を 活用 し た 県 内 中 小 企 
54 | 業 へ の 経費 補助 に より 就職 決定 し た 人 | 人 3 ー 30 60 90 120| 150 
数 ( 果 计 ) :150 人 
55 | 県 外 か ら の 移住 ・ 定 住 者 数 :1.350 人 人 | 1021| 1098| 1107| 1150| 1200| 1250| 1300| 1350 
(③ 相談 窓口 体制 の 強化 56 | 移住 相談 件 数 :540 件 件 一 一 60| 400| 440| 490| 540 
57 |] 県外 か ら の 移住 ・ 定 住 者 数 :1.350 人 人 | 1021| 1098| 1107| 1150| 1200| 1250| 1300| 1350 
(④ 移住 者 の フォ ロー の 充実 58 | 研修 会 等 の 参加 人 数 :100 人 (毎年 度 ) | 人 ー ー ー 00 100| 100 100| 100 
@ 移住 交流 体験 の 推進 59 | いわ て 暮らし 体験 ツア ー 開 催 回 数 :4 回 | 到 是 
(每 年 度 ) 
60 | 県 外 か ら の 移住 ・ 定 住 者 数 :1.350 人 人 | 1021| 1098| 1107| 1150| 1200| 1250| 1300| 1350 
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KPI 関 連 








































































































5 総合 戦略 に お ける 
政策 パッ ケー ジ 実績 値 各 年 度 の KPI 
H24 | H25 | H26 | H27 | H28 | H29 | H30 | H31 
(1) 就労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産ま る こと 支援 ブロ ジェ クト 
内 Cc 61 et 社 17 21 23 26 29 32 35 38 
AN 了 結婚 支援 事業 を 実施 し て いる 市 町 村 | 市 町 本 
② 出会い ・ 結 婚 支援 の 強化 62 | 数 :33 市 四 村 村 17 21 24 27 30 33 
63 UE 900 | ー ー —| 250| 500| 750| 1000| 1000 
64 2 组 a a | PR 20 0 40 50 
周 産 期 医療 情報 ネッ トワ ー ク へ の 参加 
③ 妊娠 ・ 出 産 に 対す る 支援 65 沖合 (市 町 村 及 び 分 學 取 扱 等 医療 機 | % 902 972| 986| 1000| 1000| 1000| 1000| 1000 
関 ) :100.0% 
不妊 治療 に 係る 治療 費 の 延べ 助成 件 
66 数 (男性 不妊 治療 を 含む ) :697 件 件 527 600 632 645 658 671 684 697 
(2) 子育て 支援 プロ ジェ クト 
は 区 「 い わ て 子育て 応援 の 店 」 の 延べ 協賛 
① 子育て に や さ し い 環境 づく り 67 | 店铺 数 (累计 ) .1.800 店 铺 店铺 | 1212| 1373| 1450| 1520| 1,590| 1,660| 1,730| 1,800 
いわ て 子育て に や さ し い 企業 の 延べ 認 
68 | 证 数 (累计 ) .38 社 社 17 21 23 26 29 32 35 38 
训导 文 保育 を 必要 と する 子ども に 係る 利用 本 | 
@ 保育 サー ビス 等 の 充実 69 定員 ・31.477 人 人 26.425 | 29.800 | 30,379 | 31.138 | 31.404 | 31.477 
70 | 放課後 旧 童 クラ ブ の 設置 数 (累計 ): 箇所 295 293| 306| 311 316| 321 326| 331 
331 箇 所 
UEC 1 EC ロ a 出 80 80 92| fo| | 1 
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総合 戦略 に お ける 


KPI 関 連 




























































































































































































































































































政策 パッ ケー ジ に 実績 値 各 年 度 DKPI 
主 な 取組 内 容 No KPI 単位 
H24 H25 H26 | H27 | H28 | H29 | H30 | H31 
(1) 疲 力 ある ふる さと づく り ブ ロジ ェクト 
か Cd 美しく 魅力 ある まち づく り の 推進 72 的 地 区 30 32 35 37 39 41 43 45 
不 特定 多数 の 者 が 利 する 公共 的 施 
② ひと に や さ し い まち づく り の 推進 73 人 % 66.7 611| 68.2| 713 725| 738| 75.0 76.3 
備 実施 項目 の 割合 ) :76.3% 
ee 込 財 a 沿岸 部 の 市 町 村 に お ける 営業 再開 し た 
の 視 潜 し た 沿岸 地域 の に ぎわ い の あ | 74 | 商業 サー ビス 業者 の 本 設 移行 率 : | % —| 549| 556| seo| 570| eto| 7oo| 1ooo 
100.096 
75 に HTTPS % 20 96| 258| 590| 880| 930| 1000| - 
全 人 全 全 和 下 全 这 全 技术 人 76 | 携帯 電話 エリ ア 外人 口 :3.109 人 人 ー 一 | 3980| 3774| 3.732| 3,443| 3.256| 3.109 
77 | イン ター ネッ ト 利 用 率 :78.1% % 68.9 753| 731| 741 751| 761| 771 78.1 
@ ILC 実 現に 向け た 取組 78 IILC 講 演 会 等 の 開催 回 数 :100 四 一 72 84 90 95 100 100 100 
2 加 ds 79 pe 人 306 186 290 220 220 220 220 220 
普 5 度 
80 NR 团体 117 131 137 142 147 152 157 162 
ed 81 Se 人 306 186 290 220 220 220 220 220 
Dl 82 | 消防 团员 数 :22,168 人 (每 年 度 ) 人 | 22.524| 22.411 | 22.168 | 22,168 | 22,168 | 22,168 | 22.168 | 22.168 
83 | 自主 防災 組織 の 組織 率 :91.496 % 79.5 82.6| 841| 856 87 88.6| 900 91.4 
に Sa ① 生活 交通 の 確保 84 Mb 路線 3.8 3.8 3.8 3.8 3.9 3.9 40 40 
② 公共 交通 の 利用 促進 85 302 可 = ー| 183| 185| 188| 190| 193| 195 
86 失明 全て 团体 9 14 16 16 16 16 16 16 
87 人 て 店 線 圭 持 の た め の 麗 若松 肝 中 線 路線 10 15 9 10 10 10 10 10 
88 Ne 千 人 120 160| 180| 300| 320| 340| 360| 360 
トド 89 ko 本 な 103 108 108 108 108 8 08 
90 KA 本 23 33 39 39 39 39 39 39 
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KPI 関 連 
























































総合 戦略 に お ける 
政策 パッ ケー ジ 実績 値 各 年 度 の KPI 
主 な 取組 内 容 No KPI 単位 
H24 H25 H26 | H27 | H28 | H29 | H30 | H31 
PN ① 良好 な 大 気 ・ 水 環境 の 保全 91 OD % 1000| 1000| 1000| 1000| 1000| 1000| 1000| 1000 
形成 > の 
@ 水 と 緑 を 守る 取組 の 推進 92 人 MM 31 31 30 33 33 33 33 33 
ME 93 ko 利用 者 数 : 人 | 45272 | 41.670| 41.497 | 42.000 | 42000| 42.000 | 42000 | 42.000 
图 自然 と の ふれ あい の 促進 94 | グリ ー ン ボラ ンティア 登録 者 数 :240 人 | 人 171 199 188 200 220 230 240 240 
@ 多様 な 野生 動植物 と の 共生 95 | 是 RS 和 局 #612IYOFWL 数 |p| 3 2| 28| 2 28 28 2 2 
@ 再生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 | 96 で % 16.5 186| 189| 190| 200| 220| 250| 290 
凡人 89 es 戸 内 -| 。 79| 1025| 1575| 2150| 2750| 3.375 
(2) 文化 芸術 ・ ス ポー ツ 振 興 プ ロジ ェクト 
Ua ① 県 内 外 へ の 情報 発信 力 の 強化 98 PPU 回 |349.539 | 336,578 |357.025 |357.500 |358.000 | 358,500 |359.000 |359.500 
② 若者 文化 ・ 新 し い 文 化 芸術 分 野 へ 「 い わ て 若者 文化 祭 」 に 出演 ・ 出 展 し 、 
の 支援 99 | 交流 を 行っ た 人 数 :120 人 (毎年 度 ) | 人 ー TH NL 人 | 天 
00 | 世界 遺産 が 所 在 する 市 町 数 :3 市 町 村 MM 1 1 1 2 2 2 3 3 
③ 世界 遺産 の 普及 及び 新規 登録 に 向 
けた 取組 
01 | 平泉 文化 の 研究 実績 件 数 :30 件 件 9 12 15 18 21 24 27 30 
④ 優れ た 文化 芸術 の 鑑賞 機会 の 充実 | 102 | 美術 館 入館 者 数 :70000 人 人 | 75,679 | 123.278 | 44.958 | 50.000 | 55.000 | 60.000 | 65.000 | 70.000 
03 | 博物 館 入館 者 数 :40.000 人 人 | 37.105 | 44210| 32.846 | 36.000 | 37.000 | 38.000 | 39.000 | 40.000 
【 小 学生 】 
04 | 青少年 剧场 0 并 催 回 数 :26 回 ロ 28 26 25 24 26 26 26 26 
【 中 学生 】 
05 | 信男 中 学校 総合 文化 祭 派 遺 数 :27 人 人 36 20 22 23 24 25 26 27 
【 高 校生 】 
06 | 高等 学校 文化 連盟 セミ ナー サポ ー ト 事 | 回 25 26 24 24 25 25 25 25 
業 実施 回 数 :25 回 
AU 0 ti 団体 379 382 a00 0 2408 68 に 0 
0 合志 に お ける 次 條 共 休 衝動 の 08 ee 団体 3 7 人 22 26 30 a | 
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KPI 関 連 












































































































































































































































と 総合 戦略 に お ける 
政策 パッ ケー ジ 実績 値 各 年 度 の KPI 
な 取組 内 容 No KPI 单位 
H24 | H25 | H26 | H27 | H28 | H29 | H30 | H31 
二 GE: \ 1 県 内 に 在住 し て いる 芸術 家 等 の 公立 文 
本 人 09 | 化 施設 及び 学校 へ の 派遣 回 数 :10 回 | 回 15 15 10 10 10 10 10 10 
(毎年 度 ) 
0 人 PS 人 件 ー -| 272| 275| 280| 285| 290| 295 
る 多様 な 文化 交流 ヤン ター に 
の 理解 と 交流 |① 言葉 の 壁 の 解消 1 NT ター に よる 情報 提供 件 件 612| 1300| 1,228| 1240| 1260| 1280| 1,300| 1320 
> 1 
@ 安心 で きる 暮らし の 構築 2 | 外国 人 相談 件 数 :615 件 (毎年 度 ) 件 562 572 615 615 615 615 615 615 
③ 多 文化 共生 の 地域 づく り 3 AR 人 | 10112 | 13372| 11.278 | 11.600 | 11.600 | 11.600 | 11,600 | 11.600 
li 4 A 会 員数 : 人 | 6678| 7368| 9.494| 9850| 10200| 10.200 | 10200 | 10200 
② 生涯 スポ ー ツ 指導 者 の 有効 活用 5 0 人 % 31.0 29.0 ー| 300| 300| 310| 320| 330 
SN 全国 知事 会 が 運営 する スポ ー ツ 施設 
RT テー タバ ー ス サイ 市: が | -| -| 要 可 呈 名 
町 村 
東京 2020 オ リン ピッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 
7 Zoo 0 1 2 3 4 
计 ) :4 
(3) 若者 ・ 女 性 の 活躍 支援 プロ ジェ クト 
Se ① 若者 間 の ネッ トワ ー ク 構築 の 促進 | 118 人 SR タル サイ ト 登録 団 団体 ー ー 18 30 40 50 60 70 
若者 の 活躍 を 支援 する 仕組 み の 充 | 119 OS Ki 団体 到 a 18 30 40 50 60 70 
RA ーー 20 ee CR 人 83 89 97| 105| 115| 15 135| 145 
② 女性 の 活躍 推進 の た め の 環 境 づ く 女性 活躍 の た め の 経 営 者 研修 出席 者 回 記 
り 21 | 数 ( 果 计 ):300 人 人 50| 100| 150| 200| 250| 300 
22 ND ES 大 = ー ー 50| 100| 150| 200| 250 
@ 女性 自身 の 意識 啓発 23 al 人 20 65 110 155 200 245 
男女 いずれ か 一 方 の 委員 の 数 が 委員 
④ 地域 に お ける 男女 共同 参画 の 推進 | 124 | 総数 の 40% 未 満 に な ら な い 審 議会 等 の | % 56.1 594| 603| 635| 668| 701| 734| 767 
割合 :76.7% 
@ 女性 に 対す る あら ゆる 暴力 の 根絶 | 125 Pala 人 51 65 61 50 50 50 50 50 
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KPI 関 連 





















































































































































総合 戦略 に お ける 
政策 パッ ケー ジ に 実績 値 各 年 度 の KPI 
主 な 取組 内 容 No KPI 単位 ー 
H24 H25 H26 | H27 H28 | H29 | H30 | H31 
(4) 保健 ・ 医 療 ・ 福 祉 充実 プロ ジェ クト 
ぐる 医療 、 福 祉 ・ 県 内 の 保育 士 養 成 施設 卒業 者 の うち 、 
介護 の 充実 ① 人 材 の 確保 ・ 定 着 ・ 育 成 126 | 県 内 の 保育 所 ・ 認 定 こども 園 に 就職 し た | 人 130 138 145 140 140 140 140 140 
者 の 数 :140 人 (毎年 度 ) 
キャ リア 支援 員 が 介在 し 介護 の 職場 に 
127 | 就 职 L 大 人 数 -210 人 (每 年 度 ) 人 173 166 288 210 210 210 210 210 
病院 勤務 医師 数 (人 口 10 万 人 当たり ) : 
128 |1341 人 (H30) 人 117.5 ー| 124.6 ー| 129.2 一 | 134.1 一 
介護 福祉 士 等 修学 資金 貸付 金 に より 貸 
付 を 受け た も の の うち 、 県 内 社会 福祉 
129 | 馬 設 等 に 就職 し た 者 の 数 :50 人 (毎年 | 人 48 47 50 50 50 50 50 50 
度 ) 
② 潜在 有 資 格 者 や 多様 な 人 材 の 参入 | 130 | 潜在 看護 職員 研修 参加 者 数 :30 人 人 18 15 24 25 30 30 30 30 
福祉 人 材 セ ンタ ー か ら の 紹介 ・ 応 募 に 
131 | 上り 就業 し た 者 の 数 :190 人 (毎年 度 ) 人 204 178 189 190 190 190 190 190 
介護 分 野 就職 希望 者 向け 職場 体験 を 
132 生け た 人 数 ・40 人 (毎年 度 ) 类 50 43 34 40 40 40 40 40 
保育 士 ・ 保 育 所 支援 セン ター を 活用 し た 
133 | 潜在 保育 士 の 県 内 保育 所 等 へ の 就職 | 人 11 60 60 60 60 60 60 
数 :60 人 (毎年 度 ) 
③ 関係 機関 が 連携 し た 取組 の 推進 | 134 保育 記 に お ける 処 過 改革 補導 束 : % ー 97.0 780| 920 94.0 96.0 98.0 | 1000 
135 人 お ける 処 過 改善 | 96 ー ー| 810| 840| 870| 900| 930| 960 
④ 地域 包括 ケア シス テム の 構築 136 ct 图 域 5 3 PF 8 6 9 3 
生活 支援 コー ディ ネー ター 配置 市 町 村 | 市 町 
137 | 数 (累计 ) :33 市 町 村 村 sl | 人 潮 
認知 症 地域 支援 推進 員 配置 市 町 村 数 | 市 町 
138 | (累計 ):33 市 町 村 村 ロ 和 | 
文生 活 困 牙 者 自立 支援 制度 に お ける 
⑤ 安全 ・ 安 心 の セー フ テ ィ ネッ ト づ くり | 139 | 自立 支援 対象 者 の うち 就労 者 数 :156 人 | 人 ー = = 156 156 156 156 156 
(毎年 度 ) 
る 健康 ・ 長 生き : 75 歳 未満 の が ん に よる 年 齢 調整 死亡 
の 支援 > ① が ん 対策 の 推進 140 率 ( 人 口 10 万 人 当たり ) :72.8(H28) ー 85.7 821| 808| 768| 728 = 
脳 血 管 疾患 の 年 齢 調整 死亡 率 【 男 性 】 | _ 
141 人口 0 万 人 当たり ) :602 72.8 66.5| 619| 614| 611 608| 605| 602 
② 脳卒中 予防 
脳 血 管 疾患 の 年 齢 調整 死亡 率 【 女 性 】| _ 
142 1 人口 10 方 人当たり) :32.0 406 342| 33.1 328| 326| 324| 322| 320 
③ 特定 健 診 ・ 特 定 保健 指導 143 | 文 特定 健康 診査 受診 率 :70.096 9% 43.9 46.2 一 | 550 600| 650 700 700 
④ 自殺 対策 144 | 自殺 死亡 率 ( 人 口 10 万 人 当たり ) :23.2 | - 25.3 26.4 26.6 25.7 250| 244| 23.7 23.2 
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KPI 関 連 





































































































総合 戦略 に お ける 
政策 パッ ケー ジ > 実績 値 各 年 度 DKPI 
主 な 取組 内 容 No KPI 单位 
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 
(5) ふる さと の 未来 を 担う 人 づく り プ ロジ ェクト 
教育 を 通じ の 区 
① 実践 的 な 防災 教育 (そなえ る 】) を 友 「 い わ て の 復興 教育 」 に 取り 組ん で い 
だ ご くり の 提 中 核 と し た 「 い わ て の 復興 教育 」 の 推進 | 145 | る 学校 の 割合 : 100.096( 毎 年 度 ) % 1000| 1o00| 1000| 1000| 1000| 1000| 1000| 1000 
文教 育 計画 の 中 に 様々 な 自然 災害 等 
= ょ え > BY 具 
146 や % ー 一 一 | 70.0 80.0 90.0| 1ooo| 1oo0 
合 :100.096 
147 六 % ー 一 | soo 70.0 80.0 90.0| 1ooo| 1oo0 
② グロ ー バ ル 和 人材 の 育成 148 | 高校 生 の 海外 派遣 数 :30 人 人 = Es 10 20 30 30 30 
149 Tg 人 一 一 一 50 60 70 80 90 
③ 少 人 数 教育 の 推進 150 | 少 人 数 教育 に 係る 加 配 の 実現 率 :89.0%| % 91.0 88.0 84.0 85.0 86.0 87.0 88.0 89.0 
④ 高校 教育 の 一 層 の 充実 と 小 規 模 校 | 151 
に お ける 教育 の 質 の 維持 
⑤ 就学 支援 に よる 学び の 環境 の 確保 | 152 
ER 本 153 人 % 87.2 897| 910| 912| 914| 916| 918| 92o 
高等 教育 機 _ 
に ティコ GD 地域 を 担 3「 ひ と 」 の 確保 ・ 養 成 154 dnl byrne et 人 ー ー 662 700 734 768 802 829 
着 の 促進 
に まる の 155 | 文 県 内 学卒 者 の 県 内 就職 率 :55.096 96 经 = 45.0 47.0 49.0 51.0 53.0 55.0 
大 産学 官 連 携 に よる 新 産業 創出 等 を 通 A i = 
156 | じ た 新規 雇用 創出 数 (累計 ) :16 人 ネネ 时 5 0 13 19 
友 地 域 課 題 解 決 を 目的 と し た 県 内 高等 
③ 地域 課題 解決 に 向け た 取組 の 促進 | 157 | 教育 機関 と 関係 機関 に よる 研究 数 ( 累 | 件 テ 示 69 140 210 280 350 420 
計 ) :420 件 
た 県 立 大 | sg MA 業 生 の 県 内 就職 割合 :| 。。 49.2 36.5 44.5 46.5 48.5 50.5 52.5 54.5 
MFP E ー ー| 84| 170| 255| 340| 425| so 
Bee 
へ DID ru ! 目 針 」 に 基 づ ンタ ー ン シッ プ を 継続 = 
育成 と 中 核 と な ac 列表 基づく | so 人 % ー ー| 78o| 790| soo| 810| szo| 83.0 
る 産業 人 材 等 
の 育成 の 推進 
> 
キャ リア 教育 全体 計画 に 沿っ て 地域 や 
161 | 保護 者 と 連携 し 職場 体験 2 日 以上 ) を | % = = Fo 78.5 79.0 79.5 80.0 80.5 
実施 し た 中 学校 の 割合 :80.596 
② 本 県 経済 の 基盤 と な る 産業 振興 を マネ ジメント 人 材 育 成 等 に 関す る 研修 
担う 人 材 の 育成 162 | 会 .七 = 二 一 参加 者 数 (累计 ) :250 人 人 三 到 = に 100 150| っ 200.|| :250 
163 | 去 高 卒 者 の 県 内 就職 率 :67.09%% % 63.3 64.3 63.4 65.0 65.5 66.0 66.5 67.0 
大 リー ディ ング 経営 体 の 育成 数 ( 累 経営 
164 | 计 ) :80 经 当 体 体 4 11 21 35 50 65 80 80 
Ed 165 DU 人 306 186 290 220 220 220 220 220 
る を 生涯 を 通じ 
た 学び の 環境 |① 生涯 を 通じ た 学び の 環境 づく り 166 | 文生 涯 学習 リー ダー 登録 者 数 :830 人 人 660 694 730 750 770 790 810 830 
づく り の 推進 
文生 涯 学習 に 関す る 研修 会 等 へ の 参 
167 | 加 者 数 .7.200 人 人 6.242| 4.702| 6.194| 6.400| 6.eoo| 6.800| 7.000| 7.200 
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(参考 資料 2) 総合 戦略 に お ける 主 な 平成 27 年 度 ブ ロジ ェクト 構成 事業 一 


※ 


いる も の 。 平成 26 年 度 2 月 補正 予算 事業 に 


充 し て 平成 27 年 度 の 事業 と 一 体 的 に 
1. 


この 事業 一 覧 は 、 平 成 27 年 度 当 初 予 算 ・ 






















































































取り 組む も の を 掲載 し て いる も の 。 











や り が いと 生活 を 支え る 所 得 カ 


(1) 商工 業 ・ 観 光 産業 、 仕 事 創 出 プ ロジ ェクト 


画 平成 27 年 度 当初 予算 事業 


お いて は 、 国 の 地域 住民 生活 等 緊急 支援 交付 











9 月 補正 予算 、 平 成 26 年 度 2 月 補正 予算 に 計上 し た 主 な 事業 で 構成 し て 
し 、 新 た に 、 又 は 拡 





得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 岩手 へ の 新た な 人 の 流れ の 創出 を 目指 す 施 策 












































































































































No. 事业 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 
1 | さん りく 未来 産業 起業 促進 費 114,849 復興 局 
2 | 復興 計画 推進 費 31.171 復興 局 
3 | いわ て 戦略 的 研究 開発 推進 事業 費 40,786 | 政策 地域 部 
4 | 地域 経営 推進 費 500,000 | 政策 地域 部 
5 | 事業 型 NPO 育 成 事業 費 1.393 | 環境 生活 部 
6 | いわ て 人 材 確保 支援 事業 費 23.230 | 商工 労働 観光 部 
7 | 県 外人 材 等 U り ・! タ ー ン 推進 事業 費 6,306 | 商工 労働 観光 部 
8 | ジョ ブ カ フ ェ い わ て 管理 運営 費 88,590 | 商工 労働 観光 部 
地域 人 づく り 事 業 費 112.988 | 商工 労働 観光 部 
3D プ リン タ 等 次 世代 も の づく り 産 業 育 成 事業 費 25.011 | 商工 労働 観光 部 
いわ て も の づく < くり 産業 人 材 育成 事業 費 20.619 | 商工 労働 観光 部 
国際 経済 交流 推進 事業 費 商工 労働 観光 部 
雲南 省 交 流 ・ 連 携 推進 事業 費 商工 労働 観光 部 
自動 車 関連 産 業 創出 推進 事業 費 商工 労働 観光 部 
いわ て フー ドコ ミュ ニケ ーション 推進 事業 費 商工 労働 観光 部 
次 世代 経営 者 育成 事業 費 補助 商工 労働 観光 部 
も りお か 広域 食 産 業 戦略 的 育成 事業 費 盛岡 広域 振興 局 
も りお か 広域 IT 産業 育成 事業 費 盛岡 広域 振興 局 
盛岡 広域 観光 振興 戦略 的 推進 事業 費 盛岡 広域 振興 局 
県 南 広域 圏 も の づく り 力 強化 対策 事業 費 県 南 広域 振興 局 
県 南 広域 圏 「 食 」 の 戦略 的 産業 育成 事業 費 県 南 広域 振興 局 
世界 遺産 平泉 魅力 向上 ・ 誘 客 拡大 事業 費 県 南 広域 振興 局 
沿岸 広域 圏 人 口 減少 対策 型 産業 復興 事業 費 沿岸 広域 振興 局 
沿岸 広域 圏 交流 人 口 拡大 事業 費 沿岸 広域 振興 局 
北 い わ て 若者 ・ 女 性 活躍 支援 事業 費 県 北 広域 振興 局 
北 い わ て 産業 振興 事業 費 県 北 広域 振興 局 
北 い わ て 広域 観光 推進 事業 費 県 北 広域 振興 局 
三陸 観光 復興 支援 事業 費 県 北 広域 振興 局 
企業 立地 促進 奨励 事業 費 補 助 530,200 | 商工 労働 観光 部 
中 小 企 業 ベ ンチ ャ 一 支援 事業 費 148,318 | 商工 労働 観光 部 
三陸 地域 資源 活用 観光 振興 事業 費 37.365 | 商工 労働 観光 部 
いわ て 人 台湾 国際 観光 交流 推進 事業 費 74.182 | 商工 労働 観光 部 
いわ て 観光 キャ ン ペ ー ン 推進 協議 会 負担 金 商工 労働 観光 部 
みち の く < コン ベン ショ ン 等 誘致 促進 事業 費 商工 労働 観光 部 
観光 事業 推進 費 負 担 金 商工 労働 観光 部 
三陸 観光 再生 事業 費 商工 労働 観光 部 
個 店 経営 カ ア ッ プ 応 援 事業 費 1.013 | 商工 労働 観光 部 
被災 商店 等 に ぎわ い 支 援 事業 費 3,192 | 商工 労働 観光 部 
中 小 企業 被災 資産 復旧 事業 費 補 助 274.400 | 商工 労働 観光 部 
被災 中 小 企業 重 層 的 支援 事業 費 107.570 | 商工 労働 観光 部 
中 小 企業 等 復旧 ・ 復 興 支 援 事業 費 14.223.759 | 商工 労働 観光 部 
いわ て 花巻 空港 利用 促進 事業 費 88,.930 | 県 土 整備 部 
港湾 利用 促進 費 2,510 | 県 土 整備 部 
いわ て の 住 文化 継承 事業 費 ( 空 き 家 活用 人 材 育 成 支援 事業 費 ) 4.000 | 県 土 整備 部 
建設 業 総 合 対策 事業 費 県 土 整備 部 
建設 業 技術 者 育成 支援 事業 費 県 土 整備 部 
学校 ・ 地 域 の 協 働 に よる キャ リア 教育 推進 事業 費 教育 委員 会 
特別 支援 教育 推進 事業 費 ( 特 別 支援 学校 キヤ リア 教育 推進 事業 ) 教育 委員 会 
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画 平成 27 年 度 9 月 補正 予算 事業 





No. 事業 名 
プロ フェ ッ シ ョ ナル 人 材 戦略 拠点 運営 費 


予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 


19,729 | 商工 労働 観光 部 








地方 創 生 ・ 地 域 産業 緊急 重点 化 支援 事業 費 補助 
3 | いわ て まる ご と 国際 観光 推進 事業 費 


400.000 | 商工 労働 観光 部 
40,000 | 商工 労働 観光 部 





4 | いわ て 就職 促進 事業 費 


2,255 | 商工 労働 観光 部 





画 平成 26 年 度 2 月 補正 予算 事業 





No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 ) | 担当 部 局 
| 1 | さん りく < 産業 復興 人 材 確保 ・ 育 成 支援 事業 費 218.795 | 復興 局 





2 次 世代 産業 シー ズ 育 成 等 支援 事業 費 (産学 共同 研究 シー ズ 育 成 事業 費 
補助 、 海 洋 エ ネル ギー 産業 創出 支援 事業 費 ) 
3 | いわ て 地域 力 活性 化 推進 事業 費 (県 北 振興 重点 支援 事業 費 ) 


政策 地域 部 





4 | 地域 基幹 産業 人 材 確保 支援 事業 費 補助 
| 5 | さん りく 未来 産業 起業 促進 費 


労働 観光 
117,995 
98,000 





いわ て 花巻 空港 利用 促進 事業 費 
7 | いわ て し ご と 人 材 創 生 事業 費 


8 | いわ て 観光 創 生 プロ モー ショ ン 事 業 費 


84.086 
112,232 | 商工 労 f 





9 | いわ て まる ご と 国際 観光 推進 事業 費 


160,653 | 商工 労 f 





10 | 未来 の 産業 人 材 育成 事業 費 
地方 創 生 ・ 地 域 産 業 緊急 重点 強化 支援 事業 費 補助 


46,908 | 商工 労 
400,000 








いわ て の 県 産品 販売 促進 事業 費 
13 | いわ て に 泊まろ う 誘 客 促進 事業 費 





653,216 | 商工 労 
1.088,784 | 商工 労働 観光 部 











(2) 農林 水産 業 振興 プロ ジェ クト 


画 平成 27 年 度 当初 予算 事業 
事業 名 





地域 経営 推進 費 





いわ て 6 次 産業 化 ネ ットワーク 活動 推進 事業 費 





4 | いわ て 農林 水産 業 6 次 産業 化 推進 事業 費 





HRS 


5 | いわ て ニュ ー フ ァ ー マ 一 支援 事業 費 
6 | 農山 漁村 いき いき チャ レン ジ 支 援 事業 費 


予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 
116,584 | 農林 水産 
3,000 | 農林 水産 部 
592.814 | 農林 水産 





7 | 環境 と 共生 する 産地 づく り 確 立 事業 費 


生 
生 
生 
699 | 農林 水産 部 
197.846 | 農林 水産 





9 | いわ て 地域 農業 マス ター プラ ン 実 践 支援 事業 費 


8,056 | 農林 水産 部 
232.657 | 農林 水産 部 





農業 経営 基盤 強化 促進 対策 事業 費 
11 | いわ て リー ディ ング 経営 体育 成 支援 事業 費 補助 


いわ て 農林 水産 ブラ ンド 輸出 促進 事業 費 
10 





12 | 中 山間 地域 等 直接 支払 事業 費 


21,000 | 農林 水産 部 
2,.782,702 | 农林 水 





園芸 産地 新生 プロ ジェ クト 推進 事業 費 





5 | いわ て 生ま れ ・ い わ て 育ち の 牛 づ くり 促進 事業 費 
16 | いわ て 発 元 気 な 牛 飼 い 女 子 応援 事業 費 


13 | 鳥獣 被害 防止 総合 対策 事業 費 
14 
i 


4,793 | 農林 水産 部 





17 | 中 山間 地域 総合 整備 事業 費 
農地 維持 支払 交付 金 
19 | 資源 向上 支払 事業 費 


部 
立 | 
部 
部 
在 産 
2,724,936 | 農林 水産 部 
時 産 音 
に 部 
部 
立 | 
部 
音 


産 
141,723 | 農林 水産 部 
12,725 | 農林 水産 部 
7,265 | 農林 水産 
Ee 生 


1,625,271 | 農林 水産 


1.705,628 | 農林 水産 部 


2,.649,521 | 農林 水産 部 





20 | 森林 経営 実践 力 アッ プ 事 業 費 
高度 衛生 品質 管理 型 水産 物 生 産 加工 体制 構築 支援 事業 費 


1.155 | 農林 水産 部 


農林 水産 部 





22 | 地域 再生 営 漁 計 画 推進 事業 費 


農林 水産 部 





23 | 浜 の コミ ュ ニ ティ 再生 支援 事業 費 
24 | 浜 の 魅力 発信 ・ 体 感 ・ 発 見 事業 費 








農林 水産 部 


5.039 | 沿岸 広域 振興 局 
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图 平成 26 年 度 2 月 補正 予算 事業 





担当 部 局 




















(3) ふる さと 移住 ・ 定 住 促 進 プ ロジ ェクト 


图 平成 27 年 度 当初 予算 事業 





No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 ) 
1 | いわ て 農林 水産 業 6 次 産業 化 推 進 事業 費 8.838 | 農林 水産 部 
2 | いわ て の 恵み 販路 回 復 ・ 拡 大 事業 費 137.078 | 農林 水産 部 


3 | 農林 水産 業 人 材 確保 ・ 育 成 対策 事業 費 農林 水産 部 


担当 部 局 


秘書 広報 室 














地域 経営 推進 費 


中 いわ て 情報 発信 強化 事業 費 29,770 

2 | いわ て 県 民 参 画 広報 事業 費 3.153 | 秘書 広報 室 
3 

4 


500,000 | 政策 地域 部 


いわ て へ の 定住 ・ 交 流 促進 事業 費 政策 地域 部 
5 | ふる さと づく り 推 進 事 業 費 政策 地域 部 












6 | 県 外人 材 等 り ・1 タ ー ン 推進 事業 費 6,306 | 商工 労働 観光 部 
7 | いわ て 人 材 確 保 支 援 事 業 費 23.230 


商工 労働 観光 部 


8 | いわ て ニュ ー フ ァ ー マ ーー 支援 事業 費 農林 水産 部 


9 | 浜 の 魅力 発信 ・ 体 感 * 発 見 事業 費 
沿岸 広域 圏 交 流 人 口 拡大 事業 費 12.159 


沿岸 広域 振興 局 
沿岸 広域 振興 局 





北 い わ て 広域 観光 推進 事業 費 6,305 


県 北 広域 振興 局 





三陸 観光 復興 支援 事業 費 31.356 


13 | 三陸 観光 再生 事業 偶 





图 平成 26 年 度 2 月 補正 予算 事業 





県 北 広域 振興 局 
商工 労働 観光 部 





No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 ) 


担当 部 局 


1 | 県 外向 け 情 報 発信 事業 費 秘書 広報 室 








2 | いわ て 地域 力 活性 化 推進 事業 費 ( ふ る さと づく り 推 進 事 業 費 ) 
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政策 地域 部 











2. 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 出 生 率 の 向上 を 目指 す 施策 
(1) 就労 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産ま る ご と 支援 プロ ジェ クト 


画 平成 27 年 度 当初 予算 事業 
No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 
1 | 子ども 、 妊産婦 医療 助成 費 731,727 | 保健 福祉 部 


いわ て の 子ども スマ イル 推進 事業 費 保健 福祉 部 


3 | 男性 不妊 治療 費 助 成 事 業 費 2,220 | 保健 福祉 部 
4 | 周 産 期 医療 対策 費 538,739 | 保健 福祉 部 
5 | 特定 不妊 治療 費 助 成 事業 費 116,310 | 保健 福祉 部 


| 6 | 生涯 を 通じ た 女性 の 健康 支援 事業 費 保健 福祉 部 
7 | 妊娠 出産 包括 支援 事業 費 375 | 保健 福祉 部 




















(2) 子育て 支援 プロ ジェ クト 


图 平成 27 年 度 当初 予算 事業 





No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 ) | 担当 部 局 
産休 等 代替 職員 設置 費 補助 保健 福祉 部 








| 2 | 子育て 応援 推進 事業 費 
人 
4 | 子育て 支援 対策 臨時 特例 事業 費 368.563 | 保健 福祉 部 

6 | 施設 型 給付 費 等 負担 金 3.949,204 | 保健 福祉 部 

7 | 地域 子ども ・ 子 育て 支援 事業 交付 金 1.377.623 | 保健 福祉 部 

8 | 子育て 支援 具 研 修 事業 費 補 助 11.814 | 保健 福祉 部 

| 9 | 児童 福祉 施設 整備 費 (児童 館 等 整備 費 補助 ) 
児童 福祉 施設 等 整備 費 補 助 (認定 こども 園 等 環境 整備 費 補助 ) 12,126 | 保健 福祉 部 

11 | 児童 福祉 施設 等 整備 費 補 助 (認定 こども 園 施設 整備 費 補助 ) 209,738 | 保健 福祉 部 

12 | 子ども 、 妊 産婦 医療 助成 費 731.727 | 保健 福祉 部 

| 13 | 未熟 児 養 育 医療 給付 費 


14 | 小児 慢性 特定 疾患 治療 研究 費 261,.172 | 保健 福祉 部 
15 | 小児 科 救 急 医療 体制 整備 事業 費 25,907 | 保健 福祉 部 
16 | 小児 医療 施設 設備 整備 費 補 助 15,120 | 保健 福祉 部 


图 平成 27 年 度 9 月 補正 予算 事業 


























No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 ) | 担当 部 局 
| 1 | 施設 型 給付 費 等 補助 保健 福祉 部 





児童 福祉 施設 等 整備 費 補助 (地域 子育て 支援 拠点 整備 事業 ) 保健 福祉 部 


3 | 小児 慢性 特定 疾患 治療 研究 費 3.570 | 保健 福祉 部 





画 平成 26 年 度 2 月 補正 予算 事業 


担当 部 局 





1 | 子育て 支援 等 推進 費 18,234 | 保健 福祉 部 
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3. 医療 ・ 福 祉 や 文化 、 教 育 な ど 豊 か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め 、 地 域 の 魅力 向上 を 目指 す 施策 





(1) 魅力 ある ふる さと づく り プ ロジ ェクト 








ぐる 魅力 ある まち づく り タ 
画 平成 27 年 度 当 初 予算 事業 

No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 ) | 担当 部 局 
プロ ジェ クト 研究 調査 事業 費 64,697 | 政策 地域 部 


500,000 


政策 地域 部 





1 
2 | 地域 経営 推進 費 
3 | 地域 情報 化 推 進 費 





個 店 経営 カ ア ッ プ 応 援 事 業 費 


2,298 


1,013 


政策 地域 部 





4 | 携帯 電話 等 エリ ア 整 備 事 業 費 補助 130,492 | 政策 地域 部 


商工 労働 観光 部 





被災 商店 街 に ぎわ い 支 援 事業 費 


3,192 
274,400 


商工 労働 観光 部 
工 労働 観光 部 








5 

6 

7 | 中 小 企業 被 災 資 産 復旧 事業 費 補助 
8 | 被災 中 小 企業 重層 的 支援 事業 費 


9 | 中 小 企業 等 復旧 ・ 復 興 支援 事業 費 





る 地域 コミ ュ ニ ティ 強化 タ 
画 平成 27 年 度 当 初 予算 事業 


107.570 








工 労働 観光 部 





事業 名 


予算 額 ( 千 円 ) 


担当 部 局 





地域 経営 推進 費 
草の根 コミ ュ ニ ティ 再生 支援 事業 費 


500,000 
1.302 


政策 地域 部 
政策 地域 部 





交流 促進 事業 費 


140,000 


政策 地域 部 








1 
2 
3 | いわ て へ の 定住 ・3 
4 
5 








地域 防災 力 強 化 プロ ジェ クト 事業 費 10,080 総務 部 
学び を 通じ た 被災 地 の 地 域 コ ミュ ニテ ィ 再 生 支 援 事業 費 276,.079 | 教育 委員 会 
画 平成 27 年 度 9 月 補正 予算 事業 

No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 








1 | 地域 防災 力 強 化 プロ ジェ クト 事業 費 


2.585 





総務 部 





画 平成 26 年 度 2 月 補正 予算 事業 





事業 名 


予算 額 ( 千 円 ) 


担当 部 局 








1 | いわ て 地域 力 活性 化 推進 事業 費 (集落 再生 ・ 活 性 化 支援 事業 費 ) 


19.071 





政策 地域 部 





公共 交通 の 利用 促進 タ 
画 平成 27 年 度 当初 予算 事業 
事業 名 


予算 額 ( 千 円 ) 


担当 部 局 





| 公共 交通 利用 推進 事業 費 


2,373 


政策 地域 部 





三陸 鉄道 強化 促進 協議 会 負担 金 
三陸 鉄道 運営 支援 対策 費 


16,000 
74,079 


政策 地域 部 
政策 地域 部 





三陸 鉄道 安全 輸送 設備 等 整備 事業 費 補助 
いわ て 銀河 鉄道 経営 安定 化 基 金 積立 金 


35,155 
100,000 


政策 地域 部 
政策 地域 部 





いわ て 銀河 鉄道 経営 安定 化 対 策 費 


19,569 


政策 地 域 部 





バス 運行 対策 費 補助 
地域 バス 交通 等 支援 事業 費 補 助 


344,054 
17,510 


政策 地域 部 
政策 地域 部 





地域 公共 交通 活性 化 推進 事業 費 補助 


15,000 
262.000 





政策 地域 部 
政策 地域 部 





0 | 三陸 鉄道 復興 地域 活性 化 支 援 事業 費 補 助 
1 | 三陸 鉄道 活用 地域 の に ぎわ い 創 出 事業 費 


38.559 


政策 地域 部 





画 平成 26 年 度 2 月 補正 予算 事業 





事業 名 


予算 額 ( 千 円 ) 


担当 部 局 





三陸 鉄道 強化 促進 協議 会 負担 金 





2 | 地域 公共 交通 活性 化 推進 事業 費 補助 


15,000 





政策 地域 部 





132 


る 多様 で 豊か な 環境 の 保全 タ 
画 平成 27 年 度 当 初 予算 事業 
No. 


予算 額 ( 千 円 ) 


担当 部 局 





三陸 ジオ パー ク 推 進 費 
再生 可能 エネ ルギー 利用 発電 設備 導入 促進 資金 貸付 金 


13,872 
1,730,000 


政策 地域 部 
環境 生活 部 





戦略 的 再生 可能 エネ ルギー 推進 事業 費 


5,655 


環境 生活 部 





58,441 
1,342 


環境 生活 部 
環境 生活 部 





1 
2 
3 
4 | 再生 可能 エネ ルギー 導入 促進 事業 費 
5 
6 


環境 保全 対策 費 (水生 生物 調査 ) 
環境 王国 を 担う 人 づく り 事 業 費 


環境 学習 交流 セン ター 管理 運営 費 
環境 保全 費 


2,752 


環境 生活 部 


22,.617 | 環境 生活 部 


15,355 


環境 生活 部 





自然 公園 等 保護 管理 費 ( 早 池峰 地域 保全 対策 事業 費 ) 
指定 管理 鳥獣 捕獲 等 地域 戦略 事業 費 ( シ カ 捕 獲 対 策 ) 


1.919 
85,056 


環境 生活 部 
環境 生活 部 





指定 管理 鳥獣 捕獲 等 地域 戦略 事業 費 ( 新 規 狩猟 者 の 確保 ・ 定 着 促 進 事業 ) 
希少 野生 動植物 保護 対策 事業 費 


1.777 


環境 生活 部 





1.877 | 環境 生活 部 

















13 | 木質 バイ オマ ス 熱 電 利 用 促進 事業 費 752 | 農林 水産 部 
画 平成 26 年 度 2 月 補正 予算 事業 

No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 

1 | 三 時 ジオ パー ク 広 域 観光 創造 事業 費 34.072 | 政策 地域 部 





(2) 文化 芸術 ・ ス ポー ツ 振興 プロ ジェ クト 


る 文化 芸術 の 振興 タ 
画 平成 27 年 度 当初 予算 事業 
事業 名 


a 
ご 


予算 額 ( 千 円 ) 


担当 部 局 





世界 遺産 平泉 理念 普及 事業 費 
いわ て 文化 芸術 王国 構築 事業 費 


8,647 


政策 地 域 部 
环境 生活 部 





ソフ トバ パワー いわ て 戦略 推進 事業 費 


環境 生活 部 





若者 文化 支援 事業 費 
郷土 芸能 復興 支援 事業 費 補助 


環境 生活 部 
環境 生活 部 





国際 文化 交流 支援 事業 費 


環境 生活 部 





世界 遺産 平泉 魅力 向上 ・ 誘 客 拡大 事業 費 
文化 財 保 護 推進 費 (民俗 芸能 伝承 促進 事業 ) 


oo | 说 DO 太一 


県 南 広域 振興 局 





柳 之 御所 遺跡 整備 調査 事業 
世界 遺産 登録 推進 事業 費 (平泉 世界 遺産 登録 推進 事業 ) 


© 





世界 遺産 登録 推進 事業 費 (縄文 遺跡 群 世界 遺産 登録 推進 事業 ) 





世界 遺産 登録 推進 事業 費 (近代 化 産業 遺産 群 世界 遺産 登録 推進 事業 ) 
青少年 芸術 普及 事業 





高校 生 文化 活動 支援 事業 
中 学校 文化 活動 支援 事業 





岩手 芸術 祭 開催 負担 金 





博物 館 管 理 運 営 費 (県 立 博物 館 教 育 業務 委託) 





























18 | 美術 館 管理 運営 費 (県 立 美 術 館 教育 業務 委託 ) 179,156 | 教育 委員 会 
る 多様 な 文化 の 理解 と 交流 タ 
画 平成 27 年 度 当初 予算 事業 
No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 
1 | 国際 交流 セン ター 管理 運営 費 18,189 | 環境 生活 部 
2 | 留学 生 等 人 材 ネ ットワーク 形成 事業 費 11.057 | 環境 生活 部 
18.501 | 環境 生活 部 
4 | グロ ー バ ル い わ て 推進 事業 費 ( 希 望 卿 いわ て グロ ー バ ル 人 材 育成 事業 ) 8,574 | 教育 委員 会 
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ぐる スポ ー ツ の 振興 タ 
图 平成 27 年 度 当初 予算 事業 





No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 
戦略 的 県 民 計 画 推進 費 ( ス ポー ツ ツ ー リ ズム の 推進 ) 11.859 | 政策 地域 部 


生涯 ス ボ ー ツ 推進 費 ( 生 涯 スポ ー ツ 推進 プラ ン ) 3.236 | 教育 委員 会 
競技 力 向 上 対策 事業 費 (いわ て スー パー キッ ズ 発 掘 ・ 育 成 事業 ) 12.495 | 教育 委員 会 








图 平成 27 年 度 9 月 補正 予算 事業 
事業 名 予算 額 ( 千 円 ) | 担当 部 局 


ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019 開 催 準 備 費 22,941 | 政策 地域 部 














(3) 若者 ・ 女 性 の 活躍 支援 プロ ジェ クト 


る 若者 の 活躍 タ 

图 平成 27 年 度 当初 予算 事業 

2 事業 名 担当 部 局 
北 い わ て 若者 ・ 女 性 活躍 支援 事業 費 県 北 広域 振興 局 

若者 文化 支援 事業 費 環境 生活 部 

環境 生活 部 

















る 女性 の 活躍 > 
加 平成 27 年 度 当初 予算 事業 
担当 部 局 


いわ て 男女 共同 参画 プラ ン 推進 事業 費 
2 | いわ て 女性 活躍 支援 事業 費 13.662 | 環境 生活 部 
| 3 | 配偶 者 暴力 防止 対策 推進 事業 費 








(4) 保健 ・ 医 療 ・ 福 祉 充実 プロ ジェ クト 


る 医療 、 福 祉 ・ 介 護 の 充実 タ 

画 平成 27 年 度 当初 予算 事業 
No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 
福祉 人 材 セ ンタ ー 運 営 事業 費 25,951 | 保健 福祉 部 


介護 人 材 マ ッ チ ング 支援 事業 費 41.868 | 保健 福祉 部 


1 
2 
3 | 介護 人 材 確保 事業 費 18,466 | 保健 福祉 部 
4 | 地域 包括 ケア シス テム 基盤 確立 事業 費 9,758 | 保健 福祉 部 
5 | 子育て 支援 対策 臨時 特例 事業 費 


地域 リハ ビリ テー ショ ン 支 援 体制 整備 推進 事業 費 


6 
8 | 勤務 医 勤 務 環 境 向 上 支援 事業 費 49,794 | 保健 福祉 部 
地域 医療 医師 支援 事業 費 15,959 | 保健 福祉 部 
在宅 医療 推進 事業 費 393.806 | 保健 福祉 部 
安心 と 希望 の 医療 を 支え る 看護 職員 確 保定 着 推進 事業 費 29,988 | 保健 福祉 部 
看護 師 等 修学 資金 貸付 金 
県 立 宮古 高等 看護 学院 施設 整備 事業 費 320,081 | 保健 福祉 部 
生活 困窮 者 自立 支援 事業 費 82,451 | 保健 福祉 部 
医療 局 医 師 奨 学資 金 貸 付 金 402.000 医療 局 
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る 健康 ・ 長 生き の 支援 
画 平成 27 年 度 当初 予算 事業 
事業 名 予算 額 ( 千 円 ) | 担当 部 局 


下 プラ ン 推 進 事業 費 保健 福祉 部 


脳卒中 予防 緊急 対策 事業 費 10. 950 | 保健 福祉 部 
人 14,500 | 保健 福祉 部 
殺 対 策 緊急 強化 事業 費 68,861 | 保健 福祉 部 
ん 多 療 連携 拠点 病院 機能 強化 事業 費 補 助 122.321 | 保健 福祉 部 

















(5) ふる さと の 未来 を 担う 人 づく り プ ロジ ェクト 


る 教育 を 通じ た 人 づく り の 推進 

画 平成 27 年 度 当初 予算 事業 
事業 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 
| 18.501 | 環境 生活 部 
いわ て の 復興 教育 推進 支援 事業 費 23,.359 | 教育 委員 会 
グロ ー バ ル い わ て 推進 事業 費 (希望 卿 いわ て グロ ー バ ル 人 材 育成 事業 ) 8,574 | 教育 委員 会 
いわ て 高校 生 留 学 促進 事業 7.178 | 教育 委員 会 
指導 運営 費 ( ス ー パ ー グ ロー バル ハイ スク ー ル 推進 事業 ) 32,000 | 教育 委員 会 
































8 | すこ や か サポ ー ト 推進 事業 費 158,129 | 教育 委員 会 
教職 員 費 (学校 生活 サポ ー ト 推進 事業 ) 189,937 | 教育 委員 会 
いわ て の 学び 希望 基金 奨学 金 給付 事業 費 241.713 | 教育 委員 会 

11 | 奨学 の た め の 給 付 金 給付 事業 297.280 教育 委员 会 

13 | 県 立 学 校 復 興 担 い 手 育 成 支援 事業 費 15,843 | 教育 委員 会 

14 | 学び を 通じ た 被災 地 の 地 域 コ ミュ ニテ ィ 再 生 支 援 事業 費 276,079 | 教育 委員 会 





高等 教育 機関 等 と の 連携 に よる 若者 定着 の 促進 
画 平成 27 年 度 当初 予算 事業 
担当 部 局 





1 | 公立 大 学 法人 岩手 県 立 大 学 運営 費 交付 金 3.856,373 総務 部 





画 平成 27 年 度 9 月 補正 予算 事業 








No. 事业 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 
1 [高等 教育 機関 連携 推進 費 (岩手 県 立 大 学 雇 用 創出 研究 推進 事業 ) 12,000 | 政策 地域 部 


政策 地域 部 


る 自立 し た 社会 人 ・ 職 業 人 の 育成 と 中 核 と な る 産業 人 材 等 の 育成 の 推進 
画 平成 27 年 度 当初 予算 事業 
No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 ) | 担当 部 局 
1 | 地域 基幹 産業 人 材 確保 支援 事業 費 補 助 100,.800 復興 局 
了 1.302 | 政策 地域 部 
140,000 | 政策 地域 部 
112,988 | 商工 労働 観光 部 
23,230 | 商工 労働 観光 部 
商工 労働 観光 部 


43,.685 | 商工 労働 観光 部 























8 和 商工 労働 観光 部 

次 世代 経営 者 育成 事業 費 補 助 商工 労働 観光 部 
10 | いわ て 未来 創造 人 サポ ー ト 事業 費 教育 委員 会 
11 | 学校 ・ 地 域 の 協 働 に よる キャ リア 教育 推進 事業 費 5,300 | 教育 委員 会 
12 | キャ リア アッ プ サ ポ ー ト 推進 事業 費 補 助 1.000 | 教育 委員 会 
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图 平成 27 年 度 9 月 補正 予算 事業 











No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 
1 | いわ て 就職 促進 事業 旨 

图 平成 26 年 度 2 月 補正 予算 事業 
事業 名 予算 額 ( 千 円 ) 担当 部局 


| | 地域 共産 業 人 材 確 保 支援 事 糧 補 生 
未来 の 産業 人 材 育 成 事業 費 


る 生 涯 を 通じ た 学び の 環境 づく り の 推進 あ 
图 平成 27 年 度 当初 予算 事業 








担当 部 局 








家庭 教育 推進 費 (家庭 教育 子育て 支援 推進 事業 ) 教育 委員 会 
2 | 学び を 通じ た 被災 地 の 地 域 コ ミュ ニテ ィ 再 生 支 援 事業 費 276.079 | 教育 委員 会 


136 


(参考 資料 3 ) 岩手 県 人 ロビ ジョ ン 及 び 総 合戦 略 策定 まで の 経過 
会 議 等) ( 主 な 議題 等 ) 


平成 27 年 























5/ 7 岩手 県 ふる さと 振興 有識者 会 議 "設置 

5/15 第 1 回 ふる さと 振興 有識者 会 議 ・「 人 口 問題 に 関す る 報告 」 に つい て 

・「 本 県 の 人 口 の 現状 と 将来 推計 」 に つい て 

6/8 第 8 回 人 口 問題 対策 本 部 ・「 岩 手 県 人 ロビ ジョ ン (仮称 ) 」 (素案 ) に つい て 
・「 岩 手 県 な ふる さと 振興 総合 戦略 (仮称 ) 」 (骨子 
案 ) に つい て 

ふる さと 振興 有識者 会 議 ・「 岩 手 県 人 ロビ ジョ ン (仮称 ) 」 (素案 ) 公表 
・「 岩 手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 (仮称 ) 」 (骨子 


案 ) 公表 



















































































1 










































































ロ 











6/ 9 第 2 





















































6/25~7/24 パブ リッ クコ メン ト 
7/21 妊 手 県 ・ 市 町 村人 日 間 題 連 絡 会 議 ・「 岩 手 県 人 ビジ ョ ン (仮称 ) 」 (素案 ) に つい て 
・「 岩 手 県 ね ふる さと 振興 総合 戦略 (仮称 )」 (骨子 
案 ) に つい て 
人 口 問題 対策 本 部 ・ 民 間 団 体 や 各市 町 村 等 か らい た だ いた 御 意 見 
に つい て 
・「 岩 手 県 人 ロビ ジョ ン 」( 案 ) に つい て 
「 岩 手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 」 (素案 ) に つい て 
ふる さと 振興 有識者 会 議 ・ 民 間 団 体 や 各市 町 村 等 か らい た だ いた 御 意見 
(に つい て 
・「 岩 手 県 人 ロビ ジョ ン 」( 案 ) 公表 
・「 岩 手 県 ね る さと 振興 総合 戦略 」 (素案 ) 公表 
9/15 第 10 回 人 口 問題 対策 本 部 ・ 各 市 町 村 等 か らい た だ いた 御 意見 に つい て 
・「 岩 手 県 人 口 ビ ジョ ン 」( 案 ) に つい て 
・「 岩 手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 」( 案 ) に つい て 
9/16 第 4 回 ふる さと 振興 有識者 会 議 ・ 各 市 町 村 等 か らい た だ いた 御 意見 に つい て 
・「 岩 手 県 人 ロビ ジョ ン 」( 案 ) 公表 
・「 岩 手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 」( 案 ) 公表 
10/30 ・「 岩 手 県 人 ロビ ジョ ン ]」、 
「 岩 手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 」 策 定 
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8/ 4 第 9 









































8/11 第 3 


回 
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4 記載 会 議 の ほか 、 県 が 所 管 す る 審議 会 や 会 議 の 場 な ど に お いて 、 幅 広く 意見 交換 を 行っ て いる も の 。 
7 。 まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 法 (平成 26 年 11 月 28 日 法律 第 136 号 ) に 基づい て 策定 する 、 県 版 「 ま ち ・ 

ひと ・ し ご と 創 生 総合 戦略 」 に つい て 意見 を 伺う た め に 設置 され た 会 議 。 産 学 官 金 労 言 の 各 分 野 及び 県 
民 の 代表 者 で 構成 され て いる 
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(参考 資料 4 ) 岩手 県 ふる さと 振興 有識者 会 議 委 員 名 簿 


《委员 》 (敬称 路 ) 


岩手 県 商工 会 議 所 連合 会 
岩手 経済 同友 会 副 代 表 幹 事 








手 県 森林 組合 連合 会 代表 理事 専務 














梶 田 佐知 子 NP0 法 人 岩手 県 地域 婦人 団体 協議 会 事務 局長 
伊 藤 大 介 NP0 法 人 いわ て 連携 復興 セン ター コー ディ ネー ター 











《 才 也 坪 一 八 一 》 (敬称 路 ) 


岩手 県 市 長 会 事務 局長 
岩手 県 町 村 会 事務 局長 
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《地 (和 DD 换 训 | 
文部 科学 省 


平成 27 年 度 大 学 教育 再生 戦略 推進 費 
地 ( 知 ) の 拠点 大 学 に よる 地方 創 生 推進 事業 


[目的 ] 

地域 で 活躍 する 人 材 の 育成 や 大 学 を 核 
と し た 地域 産業 の 活性 化 、 地 方 へ の 人 

口 集積 等 の 観点 か ら は 、 地 方 大 学 が 果 
た すべ き 役 割 に は 、 極め て 大 き な 期 待 

が 寄せ られ て いま す 。 

平成 25 年 度 か ら 「 地 域 の た め の 大 学 」 と 
し て 、 各 大 学 の 強み を 生か し つつ 、 大 学 
の 機能 別 分 化 を 推進 し 、 地 域 再 生活 性 
化 の 拠点 と な る 大 学 の 形成 に 取り 組ん 
で きた 「 地 ( 知 ) の 拠点 整備 事業 (大 学 

COC 事 業 )」 を 発展 させ 、 地 方 公共 団体 

や 企業 等 と 協 働 し て 、 学 生 に と っ て 魅力 
ある 就職 先 を 創出 ・ 開 拓 す る と と も に 、 

その 地域 が 求め る 人 材 を 養成 する た め 
に 必要 な 教育 カリ キュ ラム の 改革 を 断 

行 する 大 学 の 取組 を 支援 する こと で 、 地 
方 劉生 の 中 心 と な る 「 ひ と 」 の 地方 へ の 
集積 を 目的 と し て いま す 。 


(COC+) 


一 COC+ 大 学 と 事業 協 働 地 域 の 機関 が 協 働 し 、 地 域 が 
[COC 办 与 COC へ 】 求め る 人 材 を 育成 し 、 若 年 層 の 地元 定着 を 推進 








一 : 事 業 協 働 地域 
(公募 要領 より ) 
1 


COC+ 


COC+ 大 学 


COC 大 学 


事業 協 働 機関 


事業 協 働 地域 


COC+ 参 加 校 


用 語 に つい て 


「 地 ( 知 ) の 拠点 大 学 に よる 地方 創 生 推進 事業 」 の 略称 


COC+ に 参加 する 大 学 ・ 地 方 公共 団体 ・ 企 業 等 の 取組 を 取り ま 
と め 、 事 業 実施 の 中 心 と な る 大 学 で あり 、 事 業 申請 の 際 に 申 

請 者 と な る 大 学 で 、 事業 責任 大 学 

COC (Center of Community、 地 ( 知 ) の 拠点 大 学 ) の 認定 を 

受け た 大 学 

COC+ に 参加 し 、 事 業 に 取組 む 大 学 、 地 方 公共 団体 、 企 業 等 


COC+ に 参加 し 、 事 業 に 取組 む 大 学 、 地 方 公共 団体 、 企业 等 
が 立地 する 若年 層 が 流出 超過 と な っ て いる 地域 


「 事 業 協 働 機関 」 と し て COC+ に 参加 する 大 学 


(公募 要領 に 追記 ) 


事業 名 : ふる さと いわ て 創造 プロ ジェ クト 
事業 者 : 岩 手 大 学 学長 岩渕 明 
事業 責任 者 : 岩手 大 学 副 学長 (復興 担当 ) 八代 仁 
事業 期間 : 平成 27 年 度 平 成 31 年 度 

事業 の ポイント: 


岩手 県 内 7 高等 教育 機関 に より 「 い わ て を 知り 、 理 解す る 」「 い わ て を 説明 する 」「 い わ 
て を つなぐ 」「 い わ て の 未来 を 創造 する 」 学 生 ( い わ て 創造 人 材 ) を 育成 し 、 岩手 が 培っ て 
きた 強固 な 産学 官 連 携 、 地 域 連 携 を ベー ス に 、 県 内 自治 体 、 経 済 、 産 業 団体 等 と 連携 
し 、 学 生 の 地域 定着 を 加速 する 。 

具体 的 に は 、① 若 者 ・ 女 性 の 地域 定着 を 促す た め の 地 域 企業 等 の 魅力 度 ア ッ プ や 首 
都 圏 等 の 学生 も 受け 入れ て 実施 する イン ター ンシップ 強化 、② 新 産業 及び 雇用 の 創出 
を 図る た め の 産 学 官 連携 拠点 で の イノ ベー ショ ン 推 進 、 商 品 の 販路 拡大 、③ 三 陸 復 興 
の た め の 継 続 的 取組 と 復興 教育 連携 の 先導 モデ ル 創 出 、④ 起 業 家人 材 育 成 の た め の 
地域 リー ダー と の 協 創 体験 や 人 材 育成 道場 開催 な ど に 取り 組む 。 こ れ ら に お いて 、 女 
性 の 視点 か ら の 取り 組み を 積極 的 に 推進 する 。 

この よう な 取組 を 通じ て 県 内 就職 率 を 1096 向 上 させ 、 事 業 終了 時 点 に お ける 岩手 県 
内 の 定着 者 数 155 名 以上 (うち 、 新 規 創 出 分 16 名 以上 ) の 増加 を 図る 。 


事業 協 働 機関 


① 岩 手 大 学 (COC+ 大 学 ) 

② 岩 手 県 立 大 学 (COc 大 学 ) 

③ 岩 手 県 立 大 学 盛岡 短期 大 学 間 
④ 岩 手 県 立 大 学 宮古 短期 大 学 音 


⑤ 盛 岡 大 学 

⑥ 冨 士 大 学 

の ⑦ の 一関 工業 高等 専門 学校 
2. 自治 体 


・ 岩 手 県 ・ 盛 岡市 ・ 宮 古市 ・ 大 船渡 市 ・ 奥 州 市 
“花卷 市 ・ 北 上 市 ・ 久 慈 市 ・ 遠 野市 ・ 一 関 市 
・ 陸 前 高田 市 ・ 釜 石 市 ・ 八 幡 平 市 ・ 滝 沢 市 
・ 矢 巾 町 ・ 金 ヶ 崎 町 ・ 岩 泉町 

3. 企業 等 
岩手 県 商工 会 議 所 連合 会 ・ 岩 手 県 商工 会 連合 会 
岩手 経済 同友 会 ・ 岩 手 県 中 小 企業 団体 中 央 会 
・ 岩 手 県 中 小 企業 家 同友 会 ・ 岩 手 県 農業 協同 組合 中 央 会 
岩手 県 漁業 協同 組合 連合 会 ・ 岩 手 県 森林 組合 連合 会 





过 成 数值 目标 


。 地 元 就 职 率 在 参加 大 学 平均 45% (事業 開 
始 時 ) か ら 5596 (平成 31 年 度 ) に 増やす (実数 
で 155 人 増 ) 。 

・ 事 業 終了 時 点 で 、 上 記 増 加 数 の 1 割 に 相当 
する 16 人 分 以上 の 新規 雇用 を 事業 協 働 機関 
に お いて 創出 する こと を 目指 す 。 

県 内 就職 者 数 県 外 就 職 者 数 

823 人 (45%) 


H26 年 度 1846 人 





| 155 人 , 


H31 年 度 978 人 (55%) 1796 人 









① 地 元 就職 率 1 0% 増 
(45% 一 55%, 155 人 増 ) 

② 雇 用 創出 数 16 人 (① の 10%) 

③ 事 業 協 働 機関 満足 度 1 00% 
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推進 する プロ ジェ クト (1/2) 


・ 若者 地域 定着 プロ ジェ クト 
Action 1-1 地域 企業 ・ 団 体 の 魅力 向上 

「 い わ て キラ リ 企 業 就職 セン ター 試験 」 や 「 地 元 企業 訪問 バス ツア ー」 な ど に より 学生 の 県 内 企業 へ の 就職 を 促す 。 一 例 と し て 、 
老舗 サー ビス 企業 と 女子 学生 の マッ チン グ を 図る 。 
Action 1-2 イン ター ンシップ の 強化 

NPO と の 連携 も 含め て イン ター ンシップ 運営 体制 を 構築 し 、 地 域 企業 へ の イン ター ンシップ の 質 ・ 量 の 充実 を 図る 。 また 、 首 都 
a 受入 体制 を 整備 し 、 首 都 圏 学生 の 地域 定着 を 促す 。 特に 、 女子 学生 の イン ター ンシップ 先 を 充実 
Action 1-3 地元 大 学 進学 率 の 向上 

中 学生 ・ 高 校生 向け の 大 学生 キャ ラバ ン を 派遣 し 、 大 学 の 魅力 を 伝え る ほか 、 県 内 中 ・ 高 校生 を 大 学 に 招待 し 、 大 学生 の 授業 等 
を 体験 し て も ら う 。 


・ 新 産業 ・ 雇 用 創出 プロ ジェ クト 
Action 2-1 大 学資 源 活 用 の 産業 創 生 

イン キュ ベー ショ ン 拠 点 ( コ ラボ MIU: 岩手 大 学内 ) や イノ ベー ショ ン 拠 点 (IPU り イノ ベ セ ン ター : 県 立 大 隣接 ) の 新 産業 創造 拠点 、 
金 型 (北上 市 ) 、 鋳 造 (奥州 市 ) 、 複 合 デ バイ ス ( 花 巻 市 ) 、 難 削 材 加 工 (釜石 ) の も の づく り 基 盤 技術 研究 拠点 、 さ ら に は 三陸 水産 研 
究 拠点 (釜石 ) な ど を 活用 し 、 企業 誘致 や 新 事 業 創出 を 推進 する 。 
Action 2-2 地域 特産 品 の 販路 拡大 ・ ブ ラン ド 化 支援 

産学 官 連 携 に よる 地域 特産 品 の 首都 圏 ・ 海 外 へ の 販売 展開 支援 活動 や 学生 参加 の 商品 開発 ・ マ ー ケ ティ ング 活動 支援 を 行う 。 
Action 2-3 大 学 の 知 を 活用 し た 地方 創 生 支援 ・ 人 材 育 成 


地域 創 生 関連 の 公開 講座 を 拡充 し て 関係 者 に 情報 を 提供 し 、 自 治 体 の 地方 創 生 総 合戦 略 策定 を 支援 する ほか 、 自治 体 か ら の 
提案 ・ 要 望 を 踏ま え 、 チ ー ム を 組織 し て 地方 創 生 実現 に 向け た 受託 研究 ・ 共同 研究 を 推進 する 。 


推進 する プロ ジェ クト (2/2) 


・ 三陸 復興 ・ 先 導 モ デル 創出 プロ ジェ クト 
Action 3-1 復興 人 材 の 育成 
i RR 目指 す た め 、 大 学 、NPO、 自治 体 が 連携 し て 、 継続 的 な ボラ ンティア 派遣 支援 を 共同 で 行う 体制 
整備 6 
Action 3-2 な り わ い ・ コ ミュ ニテ ィ の 再生 
COC 十 参加 大 学 及び 事業 協 働 機関 と の 連携 に より 、 三 陸 復 興 推進 機構 で 蓄積 し た 知識 ノウ ハウ を 活用 し て 、 な り わ い ・ コ ミュ 
ニテ ィ 再 生 を 支援 する 。 
Action 3-3 被災 地 の 産 業 振興 支援 
県 内 の 参加 大 学 が これ まで 行っ て きた 三陸 復興 に 関す る 様々 な 支援 の 取組 を 継続 発展 させ る 。 
Action 3-4 被災 地 先 導 モ デル 創出 
沿岸 地域 の 自治 体 等 と 復興 ・ 地 域 創 生 に 関す る 活動 を 行う 国内 外 の 学生 や 研究 者 に 対し て セン ター 的 機能 を 有する 場 ( 地 域 
復興 創 生 セン ター) を 新設 する (陸前 高田 市 )。 


・ 起業 家人 材 育成 プロ ジェ クト 

Action 4-1 地域 リー ダー と の 協 創 体験 

地域 課題 解決 に 向け て さら に 学習 意欲 が 高い 学生 を 対象 に 、 県 内 で 6 次 産業 化 や 起業 分 野 等 の 様々 な 課題 に 挑ん で いる 社 
会 人 リー ダー の 下 に 学生 を 派遣 し 、 実 践 を 通じ て ブレ ー ク スル ー を 実現 で きる 人 材 を 育成 する 。 

Action 4-2 新 事業 へ の 挑戦 を 支援 

「 も の づく り EF」 や 「 起 業 家人 材 育成 道場 」 の 実施 に より 学生 自ら が 主体 と な っ て 様々 な 社会 課題 や 事業 に 挑む 実践 経験 を 積 
ませ 、 最 終 的 に 起業 を 目指 す 人 材 を 育成 する 。 


平成 27 年 度 活動 予定 


【 推 進 体 制 の 構築 等 】 
・ COC 十 推進 コー ディ ネー ター 他 の スタ ッ フ 配置 
COC+ 推 進 室 な どの 学内 組織 整備 


【 教 育 】 
いわ て 創造 人 材 育成 教育 プロ グラ ム の 実施 準備 
「 教 育 ブ プロ グラ ム 開 発 委 員 会 」 発 足 


【 事 業 協 働 機関 と の 連携 】 
「 い わ て 未来 づく り 機 構 ] ラ ウン ド テ ー ブ ル で の 方 向 性 確認 
「 ふ る さと いわ て 創造 協議 会 」 発 足 


【 広 報 等 】 
・ COC キ シン ポジ ウム を 開催 
パン フレ ッ ト 、 ニ ュー スレ ター 発行 、 HP 整備 


人 材 育 成 目 机 人 xso 印 
起 业 家 人 材 育 成 道场 起 业 化 人 材 





育成 道場 nie 
も の づく り EF 
な ど 
ue 
[いわ て を 知り 、 理 解す る 力 」『 い わ て を 説明 する カ 」 | 「 - COC+ 
「 い わ て を つなぐ 力 」「 い わ て の 未来 を 創造 する 力 」 ul 
共同 研究 な 
20% 卒業 研究 (地域 課題 解決 プロ ジェ クト 等 ) ど 
50% | 地域 課題 演習 上 (地域 発展 ) 専門 科目 2 科目 用 ュー ュ 
シッ プ な ど 
カカ 会 
いわ て 協 凡 人 材 育 
COC 
100% H25 年 スタ ー ト 
目标 育成 率 
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実施 体制 













COC+ 推 進 CD 
三 学長 特別 補佐 ) 






_ 教育 推進 機構 | 
QO 教養 教育 セン ター、 -Coc 推 闪 
グロ ー バ ル 教 育 セ ンタ ー を 新設 。 に 

〇 イン ター ンシップ の 強化 





三陸 復興 ・ 地 域 創 生 機構 
| : 


〇 大 学 の 知 を 活用 し た 
地方 創 生 支援 

〇 新 産業 ・ 雇 用 創出 さ 

〇 大 学資 源 活用 の 産業 









ふる さと いわ て 










NI *. トー 
創造 協議 会 〇 地域 志向 教育 の 充実 
課外 活動 に よる 自発 性 ご 
・ 実 践 力 醸成 新 COC 推 進 室 創 生産 業 振興 









. 〇 若者 ・ 女 性 の 地域 定着 


事業 全体 総括 


、 へ 、 
稚 合 惫 口 


“全 体 调 整 等 








































oc 
研究 推進 機構 O 〇 地域 課題 支援 事業 の 研究 
ーー ニュ 〇 大 学 の シー ズ と 地域 本 ミリ の 
多 c=. ニー ズ の マッ チン グ 企 共同 研究 
4 広報 室 、、| 〇 地域 創 生 実現 に 向け 本 i 
人 | た 共同 研究 の 促進 = 育 に お 還 
の 情報 て 地域 課題 研究 の 推進 男女 共同 向 教育 实践 
の 参画 推進 室 〇 地域 課題 解決 プロ グラ ム 
放 ら 5OC+ の 取組 (卒業 研究 ) の 実施 (学生 指導 ) 
、 積 極 的 な 情報 発信 和夫 
\ 4 男女 共同 参画 の 視点 | 


か ら の 提案 





ステ ー ク ホル ダー 





参考 資料 


地域 課題 


・ 人 口 減少 (2040 年 に は 県 人 口 93 8. 万 人 ?) 
。 震 災 復興 

・ 若年 層 (18 歳 ・22 歳 ) の 人 口 流 

・ 低い 大 学 進学 率 ( 約 4096) 

・ 低い 県 内 求人 数 


年 齢 別 社会 増減 数 2014 年 (平成 26 年 ) 


3% 
no 
0 


H26 年 度 都 道 府 県 別 求人 数 (岩手 大 学 ) 








18 5 3 35 5 50 55 60 65 70 
项 出典 :「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」 (岩手 県 ) 
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県 内 大 学生 の 地元 就職 率 (H26 年 度 ) 


・ 岩手 大 学 36.9%(257 人 /696 人 ) 

・ 岩手 県 立 大 学 44.5%(166 人 /373 人 ) 

・ 岩手 県 立 大 学 盛岡 短期 大 学部 72.6%(53 人 /73 人 ) 
・ 岩手 県 立 大 学 宮古 短期 大 学部 72.4%55 人 /76 人 ) 
・ 盛岡 大 学 60.6%225 人 /371 人 ) 

・ 富士 大 学 30.4%(49 人 /161 人 ) 

・ 一 関 工業 高等 専門 学校 18.8%(18 人 /96 人 ) 


参加 大 学 等 全体 44.6%(823 人 /1.846 人 ) 
(分 母 は 就職 者 数 で 進学 者 は 含ま な い ) 


県 内 入学 者 率 (H27 年 度 ) 


・ 岩手 大 学 40.6%(460 人 /1.134 人 ) 

・ 岩手 県 立 大 学 59.9%(285 人 /476 人 ) 

・ 岩手 県 立 大 学 盛岡 短期 大 学部 68.4%79 人 /122 人 ) 
・ 岩手 県 立 大 学 宮 古 短期 大 学部 67.6%73 人 /108 人 ) 
・ 盛岡 大 学 74.8%(324 人 /433 人 ) 

・ 富士 大 学 27.4%(45 人 /164 人 ) 

・ 一 関 工業 高等 専門 学校 79.5%(128 人 /161 人 ) 


参加 大 学 等 全体 53.7%(1.394 人 ) 


【 


ふる さと いわ て 創造 協議 会 
「 協 議 の 場 」 の 構成 員 等 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































事業 協 働 機関 の 名 称 構成 員 の 所 属 ・ 職 名 | 役割 等 
1 岩手 大 学 学 长 本 事業 の 責任 者 
2 岩手 県 立 大 学 学長 本 事業 の 副 責 任 者 
3 盛岡 大 学 学長 事業 協 働 者 
4 富士 大 学 学長 几 
5 岩手 県 立 盛岡 短期 大 学部 学長 WW 
6 岩手 県 立 大 学 宮古 短期 大 学 音 学長 / 
7 一 関 工業 高等 専門 学校 校長 / 
8 岩手 県 知事 カ 
9 盛岡 市 市 長 几 
10 宮古 市 市 長 / 
11 | 大 船渡 市 市 長 / 
12 | 花巻 市 市 長 / 
13 | 北上 市 市 長 / 
14 | 久慈 市 市 長 / 
15 | 遠野 市 市 長 カ 
16 関 市 市 長 / 
17 陸前 局 巾 市 長 WW 
18 釜石 市 市 長 // 
19 | 八幡 平 市 市 長 カ 
20 大 州 二 市 长 几 
21 滝沢 市 市 長 / 
22 | 矢巾 長 カ 
23 金ケ崎 町 長 几 
24 岩泉 長 WW 
25 岩手 県 商工 会 議 所 連合 会 会 長 WW 
26 | 岩手 県 商工 会 連合 会 会 長 / 
27 | 岩手 经 济 同 友 会 代表 幹事 / 
28 | 岩手 県 中 小 企業 団体 中 央 会 会 長 / 
29 | 君 手 県 中 小 企業 家 同 友 会 会 長 カ 
30 | 岩手 県 農業 協同 組合 中 央 会 会 長 / 
31 | 岩手 県 漁業 協同 組合 連合 会 会 長 / 
32 | 岩手 県 森林 組合 連合 会 代表 理事 会 長 / 
【「 協 議 の 場 」 の 役割 】 

〇 本 事業 実施 に 関す る 基本 方 針 の 決定 

〇 各 事 業 協 働 機関 の ニー ズ の 把握 及び 本 事業 へ の 反映 

〇 本 事業 の 実施 に 関す る 情報 共有 及び 調整 
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岩手 県 人 ロビ ジョ ン 及 び 岩 手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 
等 に 係る 意見 聴取 と その 反映 等 の 対応 に つい て 


参考 資料 1 審議 会 等 に お ける 人 口 問題 に 関す る 意見 聴取 等 の 実績 
に つい て (平成 27 年 度 ) 

参考 資料 2-1 人 口 減少 に 関す る 各種 会 合 等 に お ける 主 な 意見 ・ 提 言 

参考 資料 2-2 総合 戦略 (素案 ) に 関す る 市 町 村 の 主 な 意見 ・ 提 言 

参考 資料 3 岩手 県 ふる さと 振興 有識者 会 議 に お ける 意見 に 対す る 
総合 戦略 へ の 反映 状況 一 覧 





番 議 会 圭 に お ける 人 口 間 題 に 関す る 意見 聴取 等 の 実績 に つい て (平成 27 年 度 ) 参考 資料 1 


1 開催 状況 (政策 推進 室 所 管 ) 
(1) 市 町 村 
・ 市 町 村 と 県 に よる 人 口 間 題 に 関す る 意見 交換 会 (盛岡 7/17、 県南 7/16、 沿岸 7/14、 県 北 7/8) 
・ 岩手 県 ・ 市 町 村人 口 問題 連絡 会 議 (7/21) 
・ 総合 戦略 (素案 ) に 対す る 意見 聴取 (8/12<9/1) ※ 文書 に よる 照会 
(2) 民間 等 
・ いわ て 未来 づく り 機 構 平成 27 年 度 総会 及び 第 1 回 ラウ ンド テー ブル (7/9) 
・ 人 口 ビ ジョ ン 及 び 総 合戦 略 に つい て の 意見 募集 (パブ コメ ) (6/25 て 7/24) 


2 開催 状況 (各部 局所 管 の 審議 会 や 会 合 等 ) 
実績 ( 計 60 件 ) 


| 月 | 内 容 ( 日 付 順 ) 
. 第 2 回 INS ふ る さと 創 生研 究 会 (紫波 町 ) (4/24) ( 政 地 ) 


・ カ シオ ペア 若者 交流 事業 若者 ワー クシ ョ ッ プ 参加 者 へ の 意見 聴取 (5/11) (県 北 局 ) 
・ 県 南 広域 圏 副 誕 長 懇 談 会 (5/12) (県 南 局 ) 
・ いわて 女性 の 活躍 促進 連携 会 議 (5/18) (環境 ) 
区 広域 商工 観光 推進 協議 会 第 1 回 総会 (5/20) (県 北 局 ) 
二戸 管内 市 町 村 企 画 担当 課長 会 議 (5/20) (県 北 局 ) 
・ 岩手 県 汚水 処理 適正 処理 推進 会 議 第 1 回 幹事 会 (5/21) (県 土 ) 
・ 久 慈 地域 市 町 村 企画 担当 課長 等 会 議 (5/22) (県 北 局 ) 
・ 第 3 回 INS ふ る さと 創 生研 究 会 (大 船渡 市 )(5/25) ( 政 地 ) 
・ 岩手 虹 渔 业 士 会 久 慈 支部 给 会 (5/26) (県 北 局 ) 
" 県 南 広域 圏 市 町 政策 課題 研究 会 (5/29) (県 南 局 ) 
・ 釜石 東 部 漁業 協同 組合 へ の 意見 聴取 (5/29) (沿岸 局 ) 
・ 第 1 回 県 北 広域 振興 圏 地 域 運営 委員 会 議 (5/29) (県 北 局 ) 
・ 岩 手 県 と 岩手 県 立 大 学 と の 意見 交換 会 (5/29) (総務 ) 





・ 第 1 回 教育 委員 協議 会 (6/1) (教委 ) 

・ カ シオ ペア 若者 交流 事業 若者 ワー クシ ョ ッ プ 参加 者 へ の 意見 聴取 (6/1) (県 北 局 ) 
・ 第 1 回 県 央 広域 振興 圏 経営 懇談 会 (6/2) (盛岡 局 ) 

・ 平成 27 年 度 第 1 回 岩手 県 男女 共同 参画 審議 会 (6/4) (環境 ) 

・ 新 お お つ ち 漁 業 協同 組合 へ の 意見 聴取 (6/9) (沿岸 局 ) 

・ 第 1 回 岩手 県 中 山間 地域 等 直接 支払 制度 推進 委員 会 (6/10) (農水 ) 

・ 現地 復興 推進 本 部 会 議 ( 釜 石 6/10) (沿岸 局 ) 

・ 岩手 県 建築 士 会 通常 総会 (6/17) (県 土 ) 

・ 第 4 回 INS ふ る さと 創 生研 究 会 (遠野 市 )(6/19) ( 政 地 ) 

・ 第 31 回 岩手 県 環境 審議 会 (6/22) (環境 ) 

・ カ シオ ペア 若者 交流 事業 若者 ワー クシ ョ ッ プ 参加 者 へ の 意見 聴取 (6/22) (県 北 局 ) 
・ 県政 懇談 会 「 が ん ば ろう ! 岩手 」 意 見 交換 会 (6/23) ( 秘 広 ) 

・ 北 いわ て 広域 観光 推進 会 議 (6/29) (県 北 局 ) 


・ 岩 手 県 農協 青年 組織 協議 会 、 岩 手 県 女性 組織 協議 会 、JA 岩 手 県 中 央 会 (7/3) (農水 ) 
・ 岩手 県 東日本 大 震 災 津波 復興 委員 会 第 15 回 総合 企画 専門 委員 会 (7/9) (復興 ) 

・ 第 12 回 「 日 本 の 次 世代 リー ダー 養成 塾 」 岩 手 県 事前 研修 会 (7/9) (教委 ) 

・ 岩手 県 東日本 大 震 災 津 波 復興 委員 会 第 3 回 女性 参画 推進 専門 委員 会 (7/10) (復興 ) 
・ ス ポー ツ 推 進 審 議会 (7/10) (教委 ) 

・ 現地 復興 推進 本 部 会 議 ( 宮 古 7/13) (沿岸 局 ) 

・ 第 16 回 岩手 県 東日本 大 岩 災 津波 復興 委員 会 (7/14) (復興 

・ や ませ デザ イン 会 議 7 月 公開 例会 (7/14) (県 北 局 ) 

・ 現地 復興 推進 本 部 会 議 ( 大 船渡 7/15) (沿岸 局 ) 

・ 県南 広域 圏 市 町 政策 企画 部 課長 会 議 ・ 政 策 課 題 研究 会 (7/16) (県 南 局 ) 

・ 第 1 回 釜石 地域 復興 連絡 会 議 (7/16) (沿岸 局 ) 

・ 第 1 回 いわ て 定住 ・ 交 流 促進 連絡 協議 会 (盛岡 市 )(7/23) ( 政 地 ) 

・ いわ て 福祉 コン ソー シア ム ・ ト ー ク セッ ショ ン (7/24) ( 保 福 ) 

・ 第 1 回 気仙 地域 に お ける 人 口 減少 問題 に 関す る 意見 交換 会 (7/24) (沿岸 局 ) 

・ 第 52 回 岩手 県 商工 観光 審議 会 (7/29) (商工 ) 


・ 平成 27 年 度 岩手 県 金融 懇談 会 (8/3) (商工 ) 

・ 同 手 県 医療 審議 会 医療 計画 部 会 (8/5) ( 保 福 ) 

・ 平成 27 年 度 (第 12 回 ) 県 工業 クラ ブ と 商工 労働 観光 部 と の 意見 交換 会 (8/6) (商工 ) 
・ 岩手 県 都市 計画 審議 会 (8/7) (県 土 ) 

・ 第 2 回 気仙 地域 に お ける 人 口 減少 問題 に 関す る 意見 交換 会 (8/10) (沿岸 局 ) 
・ 岩手 県 建設 産業 団体 連合 会 役員 会 (8/18) (県 土 ) 

・ 岩 手 県 文化 芸術 振興 維 議 会 (8/25) (環境 、 教 委 ) 

・ 岩手 県 私 学 協会 等 私 立 学校 関係 団体 へ の 意見 聴取 (8/25) (総務 ) 

・ 岩手 県 地方 港湾 審議 会 (8/27) (県 土 ) 

・ 岩 手 県 障害 者 施策 推進 協議 会 (8/28) ( 保 福 ) 

・ 全 病院 長 会 議 (8/28) (医療 局 ) 


・ 岩手 県 建設 業 協会 女性 マネ ジン グ ス タ ッ フ 協 議会 (9/1) (県 土 ) 

・ 岩 手 県 子ども ・ 子 育て 会 議 (9/1) ( 保 福 ) 

・ 県 立 病 院 経営 委員 会 (9/2) (医療 局 ) 

"力強い 農林 水産 業 ・ 活 力 あ る 農山 漁村 "の 創造 に 向け た 懇談 会 (9/1) (農水 ) 
・ 農政 審議 会 (9/4) (農水 ) 

・ 第 4 回 教育 委員 協議 会 (9/7) (教委 ) 


会 総合 企画 専門 委員 と の 意見 交換 (10/1) (復興 ) 





社会 減 関係 


人 口 減少 に 関す る 各種 会 合 等 に 


主 な 意見 ・ 提 言 


・ 地 方 久生 も ふる さと 振興 も 人 次 第 。 人材 育 成 を 図る た め 、 様 々 
な 施策 を 多面 的 に 打ち 出し て いく べき 。【 ラ ウン ド テ ー ブ ル 】 


「 人 ロビ ジョ ン 」 及 び 「 総 合戦 略 」 を 実効 性 ある 計画 と する た め 、 
住民 や 事業 者 に 向け た 訴求 力 の ある メッ セー ジ が 必要 で は な い 


か 。【 連 絡 会 議 】 


・ 県 北 地域 は 有効 求人 倍率 が 低く 、 県 の 総合 戦略 案 が 目標 に 
掲げ る 社会 増減 ゼロ を 実現 する こと は 困難 。30 年 後 を 見 据え 、 
人 口 減少 の カー ブ を 緩やか に する こと を 目標 と し た い 。 県 が 地 
域 ご と に 目標 を 設定 すれ ば 、 市 町 村 も 取り 組み や すい の で は な 
いか 。【 意 見 交換 会 】 


・ 東 京 一 極 集 中 を 是正 する た め に は 、 単 独 市 町 村 で 取り 組ん で 
も 効果 は 限定 的 。 県 の 総合 戦略 で 具体 的 な 施策 を 検討 し て ほし 
い 。 大 学卒 業 後 も 、 地域 に 継続 し て 住ん 人 で も ら う よう に する こと 
が 重要 。【 意 見 交換 会 】 


・ 計 画 に お いて 、 岩手 県 と 他 地 域 と の 違い を 明確 に 打ち 出し て い 


く 必 要 が ある 。 そ の 一 つと し て 、 岩 手 県 が 国内 で 最も 起業 し や す 
い 県 で ある こと を 宣言 し て は どう か 、。 現在 民間 で も 、 新 規 起業 者 
へ の 融資 体制 の 整備 を 進め て いる と ころ で ある が 、 こ うし た 動き 
が 出 て くる と 、 新 た に 起業 を 志す 者 に と っ て 岩手 県 の 魅力 が 増 
す の で は な いか 。【 ラ ウン ド テ ー ブ ル 】 


・ 経 営 規模 の 拡大 に 伴い 、 情 報 収 集 や 人 材 確保 の 観点 か ら 、 よ 
り 規模 の 大 きい 都市 に 本 社 を 移転 し よう と する の が 一 般 的 。 県 
内 の 有力 地場 企業 の 流出 を 防ぐ た め の 施 策 も 必要 で は な い 

か 。 【 ラ ウン ド テ ー ブ ル 】 


・ 企 業 の 経営 力 の 強化 を 商工 会 議 所 任せ に せ ず 、 県 も 数 値 目 
票 を 持っ て コミ ッ ト す べき 。 【 パブコメ 】 


・ ク リエ イタ ー の 移住 を 促す 施策 や 環境 整備 な ど を 実施 すべ き 。 
【 パ ブ コ メ 】 


・ 現 在 、 人 材 育 成 や 県 内 企業 へ の 人 材 定 着 と いっ た 観点 に 立っ 
た 民間 企業 と 学生 の 接点 が 不足 し て いる の で は な いか 。 学校 側 
も 企業 側 も 、 より 主体 的 に 学生 と 企業 と の 接点 の 機会 を 増やし 
て いく べき 。【 ラ ウン ド テ ー ブ ル 】 
・ 食 産業 の 育成 は 、 観光 や 一 次 産業 の 振興 に 有効 で あり 、 若 者 
I フン 重点 的 に 取り 組む べ 

。 【 パブ コメ 


・ 進 学 等 の た め に 一 旦 上 京 し 、 地元 に 戻っ て くる 人 材 も 貴重 。 財 
政 面 で の 問題 は ある が 、 助 成 制度 や 優遇 措置 が あれ ば 良い 。 
【 ラ ウン ド テ ー ブ ル 】 

・ 隣 接 県 と の 県 際 連 携 に つい て 留意 し て ほし い 。 


・ 民 間 の 感性 で 着地 型 観 光 を プロ デュ ー ス する DMO( デ ィ ス ティ 
ネー ショ ンマ ネー ジメント オー ガ ナ イ ゼー ショ ン ) の よう な 取組 が 
ビジ ネス と し て 成立 する た め に 、 県 も 応援 すべ き 。 【 パブコメ 】 


・ サ ービス の 向上 、 観 光 事 業者 の 経営 効率 の 改善 、 地 域 の 連携 
促進 な どの 取組 を 補助 すべ き 。 【 パ ブ コメ 】 


・ 農 業 が 衰退 する よう で は 、 人口 減 対 策 に は な ら な い 。 国 を 挙げ 
た 農業 の 施策 が 必要 。 【 連 絡 会 議 


移住 促進 に つい て は 、 漆 や 果樹 栽培 に 関心 を 持つ 層 に ター 
ゲッ ト を 絞る 必要 が ある が 、 所 得 向 上 を いか に 図る か が 課題 。 
【 意 見 交換 会 】 

・U・1 タ ー ン に よる 定住 促進 の た め 、 空 き 家 を 活用 し た 戦略 作り 
が 必要 。【 意 見 交換 会 】 


参考 资料 2 一 1 


総合 戦略 に お ける 県 の 対応 


・ 総 合戦 略 で は 、 ふ る さと の 未来 を 担う 人 づく り プ ロジ ェクト に 加 
人 各 プ ロジ ェクト に 「 人 材 育 成 」 の 視点 に よる 取組 を 盛り 込み ま 
し た 。 


総合 戦略 は 、 県 民 総 参 加 の 取組 と する た め 、 地 域 の 各 主 体 の 
役割 も 盛り 込み まし た 。 策定 後 は 、 よ り 親 し みや すい 内 容 の 普 
及 版 を 作成 する な ど 、 県 内 外 へ の 浸透 に 努め て いき ます 。 

・ 県 に お いて 、 市 町 村 単 位 に 人 口 の 展望 を 表す こと は 困難 で あ 
り 、 そ れ ぞ れ の 市 町 村 に お いて 地域 の 実情 を 踏ま え 、 県 の 考え 
方 も 参考 に 検討 し て 頂き た いと 考え て いま す 。 


お ける 主 な 意 


: 提 言 


・ 総 合戦 略 で は 、 高 等 教育 機関 等 と の 連携 に よる 学卒 者 の 地元 
定着 の 促進 等 の 取組 を 盛り 込ん だ と ころ で す 。 

・ 東 京 一 極 集中 の 是正 は 、 県 や 市 町 村 の 努力 は も ちろ ん 、 国 に 
よる 大 胆 な 経済 財政 政策 が 必要 で あり 、 強力 に 訴え て いき ま 
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総合 戦略 で は 、 産 業 支援 機関 や 金融 機関 と 連携 し 、 創 業 を 希 
望 す る 方 に 対し 、 資 金 面 で の 支援 や 専門 家 派遣 に よる 助言 な ど 
の 取組 を 盛り 込み まし た 。 今後 、 創 業 支援 の 一 層 の 強化 と ア 
ピー ル を 図り ます 。 


総合 戦略 の 策定 に 先行 し 、 本 年 度 か ら 、 地 場 企業 の 設備 投資 
へ の 補助 を 創設 し 、 緊急 ・ 重 点 的 な 支援 に 取り 組ん で いま す 。 


・ 総 合戦 略 で は 、 も の づく り 関 連 分 野 製造 品 出荷 額 や 卸売 ・ 小 売 
業 に お ける 就業 者 1 人 当たり 県 内 総 生 産 な どの 目標 (KPI) を 設 
定 し 、 施策 に 取り 組む こと と し て いま す 。 


・ 総 合戦 略 で は 、 県 内 大 学 の 理工 系 学科 等 に お ける 研究 成果 を 
基盤 と する ベン チャ ー 企 業 の 支援 や IPU イ ノ ベ ー シ ョ ン セ ンタ ー 
入居 企業 等 の フォ ロー アッ プ な どの 取組 を 盛り 込み まし た 。 


・ 学 生 と 県 内 企業 と の マッ チン グ が 重要 で ある こと か ら 、 総 合戦 
略 で は 、 企 業 の 採用 力 の 強化 や 学生 へ の 情報 提供 、 キ ャ リア 教 
育 の 推進 な どの 取組 を 盛り 込み まし た 。 


総合 戦略 で は 、FCP 岩 手 ブ ラン チ を 活用 し 、 本 県 な ら で は の 地 
域 資源 を 生か し た 付加 価値 の 高い 商品 づく り を 通じ た 支援 を 盛 
り 込み 、 持 続 的 な 発展 を 目指 し て 取り 組み ます 。 


・ 御 意見 は 、 財 源 の 確保 等 の 課題 も あり ます が 、 国 の 制度 等 も 
参考 に し 、 検 討 し て 参り ます 。 


・ 県 内 で は 、 連携 中 枢 都 市 園 や 定住 自立 圏 の 取組 に 加え 、 隣 接 
権 と の 県 際 連 携 な ど に より 人 口 減少 問題 に 広域 的 に 連携 し て い 
く 動 き が 見 られ ます 。 県 で は 、 現 在 、 広 域 振 興 局 を 中 心 に 、 観光 
分 野 や ILC な どの 分 野 で 県 際 連 携 事業 を 展開 し て いる と ころ で 
あり 、 周遊 人 口 や 産業 人 口 の 拡大 を 目指 し て 市 町 村 と 連携 し た 
取組 を 強化 し て いき ます 。 


・ 総 合戦 略 で は 、 観光 マネ ジメント 人 材 の 育成 な どの 取組 を 盛り 
込み 、 観 光 サ ービス の 向上 を 図る こと と し て お り 、 日 本 版 DMO 
の 整備 促進 の 取組 を 盛り 込み まし た 。 


・ 総 合戦 略 で は 、 観光 マネ ジメント 人 材 の 育成 な どの 取組 を 盛り 
込み 、 観 光 サ ービス の 向上 を 図る こと と し て いま す 。 


総合 戦略 で は 、 農 林 水 産業 振興 プロ ジェ クト を 掲げ 、 農 業 所 得 
の 向上 や 雇用 機会 の 確保 、 農 山 漁村 へ の 移住 ・ 定 住 促進 の 取 
組 を 盛り 込み まし た 。 国 に 対し て は 、 地 方 の 実情 に 応じ た 施策 
の 実施 を 積極 的 に 提言 ・ 要 望 し て いき ます 。 


・ 総 合戦 略 で は 、 農 林 水 産業 の 生産 性 向上 や 農林 水産 物 の 高 
付加 価値 化 の 取組 を 盛り 込み 、 就 業者 の 所 得 向 上 と 雇用 の 創 
出 を 図り ます 。 

総合 戦略 で は 、 市 町 村 と の 連携 に よる 空き 家 等 を 活用 し た 短 
期 滞在 型 住宅 の 整備 や 優良 スト ッ ク の 流通 促進 を 行う 事業 者 の 
育成 ・ 支 援 等 の 取組 を 盛り 込み 、 移住 プ ロ ヨロ セス に 沿っ た きめ 細 
か な 取組 を 推進 し ます 。 





社会 減 関係 


自然 減 関係 


その 他 


主 な 意見 ・ 提 言 


・ 首 都 圏 在住 者 に 話 を 聞い た が 、 寒さ が 厳し い 岩 手 県 の 住宅 事 


総合 戦略 に お ける 県 の 対応 
総合 戦略 で は 、 市 町 村 と の 連携 に よる 空き 家 等 を 活用 し た 短 


情 が 悪い た め 、U り ターン の 妨げ に な っ て いる の で は な いか 。 県 の | 期 滞在 型 住宅 の 整備 や 優良 スト ッ ク の 流通 促進 を 行う 事業 者 の 


総合 戦略 で は 、 空 き 家 政策 も 含め て 、 住 宅 政 策 が 弱い 印象 。 
【 連 絡 会 議 】 


・ 首 都 園 へ の 転出 者 を 対象 に し た アン ケー ト の 結果 、 若 い 世代 
ほど 首都 園 と の 所 得 格差 が U タ ー ン の 支障 と な っ て いる 。 岩手 
で の 生活 費 は 首都 圏 よ り も は る か に 安く 済む と いう メリ ッ ト を 総 
合戦 略 に 盛り 込ん で は どう か 。【 連 絡 会 議 】 


・ 県 と し て 地域 コミ ュ ニ ティ 対策 に も っ と 具体 的 な 取組 案 を 提示 
すべ き 【 意 見 交換 会 】 


・ 地 元 の 人 々 と の 交流 体験 な ど 、 岩 手 フ ァ ン の 求め る 体験 を プロ |・ 
デュ ー ス する た め 、 地 域 に 根 づ き 、 長 期 的 な 交流 を 担う 取組 を 
応援 すべ き 。【 パ ブ コ メ 】 


「 優 良 企 業 」 と そう で な い 企 業 の 基準 を 明確 に する と と も に 、 後 
継 者 確保 の 見 通し が な く 将 来 性 が 見 込め な い 企業 に 廃業 を 促 
し 、 優 良 な 企業 に 人 材 を 再 配置 する な ど 、 選 択 と 集中 に より 優 

良 企業 の 育成 ・ 支 援 を 図る べき 。 【 パ ブ コ メ 】 


・ 県 内 は 人 手 不足 が 深刻 。 財政 上 、 法 律 上 の 問題 も ある が 、 県 
内 へ の 移民 の 受入 れ を 検 対し て は どう か 。【 ラ ウン ド テ ー ブ ル 】 


・ ビ ジョ ン 、 総 合戦 略 の 内 容 は 、 全 体 的 に 若年 層 に 目 が 向い て 
いる と の 印象 を 受け る 。 長寿 県 で あり な が ら も 医療 費 が 最低 の 
長野 県 の 事例 も 参考 に 、65 歳 以上 の 高齢 者 に 対し て も 何ら か の 
施策 を 講じ て いく 必要 が ある の で は な いか 。【 ラ ウン ド テ ー ブ ル 】 


・ 当 町 で も 結婚 し な い 若 者 が いる た め 、 県 の 結婚 支援 セン ター 
の サテ ライ ト の よう な も の を 県 北 地 区 に 設け て ほし い 。【 意 見 交 


換 会 】 

結婚 支 援 セ ンタ ー の 設置 され る 予定 の 盛岡 市 や 宮古 市 に 足 を 
運ば な く て も 、 各 振興 局 に お いて 情報 を 入手 で きる よう な シス テ 
ム の 構築 を お 願い し た い 。【 連 絡 会 議 】 


・ 県 の 総合 戦略 に お ける 子育て 支援 策 は 、 就 学 前 の 乳幼児 を 対 
象 と し た も の が ほとん ど で あ る た め 、 就 学 後 の 児 童 ・ 生 徒 を 対象 
と し た 施策 を 盛り 込む こと も 検討 し て ほし い 。【 意 見 交換 会 】 


・ 脳 卒 中 予防 の た め に 、 減 塩 運動 に も っ と 取り 組む べき 。【 ラ ウ 
ンド テー ブル 】 


・ 県 と 町 で は 役割 や 行う べき 施策 も 異な る が 、 例 えば 不妊 治療 
に お いて 県 と 町 が 連携 し 、 パ ッ ケ ー ジ 的 に 支援 で きれ ば よい 。 
【 意 見 交換 会 】 


今後 の 復興 事業 の 進捗 に 伴い 、 災 害 公営 住宅 に も 空 室 が 生じ |・ 
る こと が 見 込ま れる 。 市 外 か ら の 転入 者 も 災害 公営 住宅 に 入居 
で きる よう 柔軟 な 対応 を 検討 し て ほし い 。【 連 絡 会 議 】 


育成 ・ 支 援 等 の 取組 を 盛り 込み 、 移住 プロ セス に 沿っ た きめ 細 
か な 取組 を 推進 し ます 。 

・ ま た 、 省 エネ 性 能 を 加え た 「 岩 手 型 住宅 」 の 取組 を 支援 する な 
ど 、 岩 手 ら し さ を 生 か し た 取組 を 進め ます 。 


・ 総 合戦 略 の 展開 に 当たっ て は 、 岩 手 と 首都 圏 の 所 得 と 生活 費 
の 関係 な ど を 比較 し 、 岩 手 で の 生活 に メリ ッ ト を 感じ る よう な ア 
ピー ル を 積極 的 に 行っ て いき ます 。 


総合 戦略 で は 、 地 域 活動 の 担い 手 育成 、 過 疎 地 域 に お ける 課 
題 解決 に 向け た モデ ル 活 動 へ の 支援 等 の 取組 を 盛り 込み 、 地 
域 の 主体 的 な 取組 を 積極 的 に 支援 し て いき ます 。 


総合 戦略 で は 、 新 た な 地域 づく り の 担い 手 と な っ て いる 地域 お 
こし 協力 隊 や 復興 支援 員 の 活動 支援 、 市 町 村 が 行う 地域 コミ ュ 
ニテ ィ 活 性 化 へ の 取組 支援 等 を 盛り 込み 、 積 極 的 に 推進 し ま 
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・ 御 意見 は 、 産 業界 と の 検討 が 必要 で あり 、 た だ ち に 県 の 施策 
に 反映 する こと は 難し いと 考え ます が 、 中 長期 的 な 構造 改革 に 
関す る 提言 と し て 参考 と させ て いた だ きま す 。 


・ 御 意見 は 、 た だ ち に 県 の 施策 に 反映 する こと は 難し いと 考え ま 
す が 、 国 に 対す る 提言 と し て 参考 と させ て いた だ きま す 。 

な お 、 被 災 地 に お ける 人 手 不 足 に 対応 する た め 、 特 区 を 活用 
し た 外国 人 技能 実習 生 の 受入 拡大 等 に つい て 、 有 要件 緩和 を 国 
に 要望 する な ど 取 り 組 ん で いま す 。 


・ 御 意見 を 踏ま ほえ 、 人 ロビ ジョ ン 「10 の 基本 方 針 」 の 一 部 を 見 直 
し 、「 高 齢 者 の 元気 が あら ゆる 世代 の 活力 を 引き 出し 、 人 々 が と 
も に 生き 生き と 暮らす 地域 づく り を 進め る 」 と し まし た 。 


・ 総 合戦 略 で は 、 出 会 い 、 結 婚 支援 の 強化 を 図る た め 、 結 婚 支 
援 セ ンタ ー の 設置 、 運 営 の 取組 を 盛り 込み まし た 。 具体 的 に な 
セン ター の 運営 に 当たっ て は 、 速 や か に 登録 、 マ ッ チ ング 業務 を 
実施 し 、 運 営 ノ / ウ ハウ を 確立 する と と も に 、 職員 養成 も 行う こと 
か ら 、 ま ず は 、 盛岡 及び 宮古 セン ター で の 業務 を 中 心 に 行っ て 
いき た いと 考え て いま す 。 
・ ま た 、 沿 岸 地 域 を 管轄 する 宮古 セン ター で は 、 利用 者 の 利便 
性 を 図る た め 、 定 期 的 に セン ター 職員 が 出張 し て 、 登 録 手続 き 、 
マッ チン グ 、 相 談 対応 等 の サー ビス を 行う こと と し て いま す 。 こ の 
出張 相談 は 、 来 年 、 年 明け か ら 月 2 回 程度 実施 し 、H28 年 度 以 
降 は 、 セ ンタ ー が 無い 3 地域 (久慈 、 釜 石 、 気仙 ) に お いて 月 1 回 
実施 する よう 考え て いま す 。 

・ 総 合戦 略 で は 、 就学 以降 の 子育て 支援 策 と し て 、 ひ と り 親 世帯 
へ の 支援 や 奨学 金 支援 等 の 取組 を 盛り 込み まし た 。 


・ 総 合戦 略 で は 、 健 康 ・ 長生 き を 支援 する た め 、 脳卒中 予防 の 取 
組 を 盛り 込み 、 具 体 的 に は 県 が 定め た 「 減 塩 ・ 適 塩 の 日 」( 毎 月 

28 日 ) の 普及 啓発 に よる 減 塩 等 の 食 生活 改善 等 の 取組 を 全 県 

を 挙げ て 推進 し ます 。 

不妊 治療 に つい て は 、 今 年 度 か ら 男 性 不妊 治療 費 も 助成 する 
よう 対象 を 拡充 し て お り 、 総 合戦 略 に も 盛り 込み まし た 。 事業 実 

の 対象 者 へ の 周知 な ど に つい て 連携 を 図っ て い 


・ 現 時 点 に お いて は 、 多く の 方 が 仮設 住宅 で の 生活 を 余儀 な くさ 
i まず は 被災 者 の 方 々 の 入居 を 最 優先 と し て お 
今後 の 参考 と させ て いた だ きま す 。 





※ 類 似 の ご 意見 に つい て は 、 1 つ に まとめ て 掲載 し て いま す 。 
※ 表 中 の 略称 に 対応 する 会 議 等 は 以下 の と お り 。 


「 意 見 交換 会 」: 市 町 村 と 県 に よる 人 口 問題 に 関す る 意見 交換 会 (平成 27 年 7 月 8 日 開催 (二戸 ) 、 平 成 27 年 7 月 17 日 開催 (盛岡 )) 
「 連 絡 会 議 」: 岩 手 県 ・ 市 町 村人 口 問題 連絡 会 議 (平成 27 年 7 月 21 日 開催 ) 


「 ラ ウン ド テ ー ブ ル 」 : いわて 未来 づく り 機 構 平成 27 年 度 総会 及び 第 1 回 ラウ ンド テー ブル (平成 27 年 7 月 9 日 開催 ) 
「 パ ブ コ メ 」:「 岩 手 県 人 ロビ ジョ ン ( 仮 称 ) 」( 素 案 ) に つい て の 意見 募集 (平成 27 年 6 月 24 日 実施 ) 


社会 減 対策 


総合 戦略 
主 な 意見 ・ 提 言 


「 生 き に くさ 」、「 結 婚 し に くさ 」、「 生 き に くさ 」、「 子 育て の し に く 
さ 」 な ど 「 し に くさ 」 と いう 表現 の 使用 は 避け た 方 が 良い 。 


「 支 援 等 を 行い 、 結 婚 し に くさ を 解消 し て いき ます 。 」 を 「 支 援 等 
に 取り 組ん で いき ます 」 と し た ほう が 良い 。 


・ 記 載 は 総論 的 な も の と な る こと は や む を 得 な いと 理解 する が 、 
従来 か ら 市 町 村 に 求め られ て いる も の と 、 本 戦略 に より 新た に 
求め られ て いる 役割 が 明確 で は な い 。 本 戦略 に より 、 岩手 県 が 
特に 重視 する も の と 、 新た な に 市 町 村 に 求め られ て いる 役割 が 
ある と すれ ば 、 具 体 的 に 説明 を いた だ きた い 。 


・ い わ て 県 民 計 画 の アク ショ ンプ ラン (地域 編 ) の よう な も の は 総 
合戦 略 で は 定め る 予定 は な いか 。 市 町 村 に お ける 総合 戦略 を 
検討 する うえ で 、 県 の 総合 戦略 と 関連 付け 、 よ り 効 果 を 高め る こ 
と を 期待 する と すれ ば 、 地 域 別 の 課題 に 対応 し た 総合 戦略 が 求 
め ら れる と 考え る 。 


三陸 ジ オバ パーク 」 や 「 み ちの く < 潮風 ト レイ ル 」 な ど 新 た な 資源 も 
活用 し て いく 内 容 を 盛り 込ん だ ほう が 良い 。 


く 県 民 総 参加 の 取組 > 

・ 交 通 事 業者 間 の 「 連 携 」 に よる 利用 促進 に よる 記述 が 必要 で 
は な いか 。 

[記述 例 ] 

(交通 事業 者 ) 

・ 利用 促進 策 ( 交 通 事業 者 ( 三 鉄 ・*GR・JR) 間 連 携 な ど ) の 展 
開 に よる 利用 の 拡大 

(市 町 村 ・ 県 ) 

交通 事業 者 ( 三 鉄 ・IGR・JR 等 ) 間 の 連携 に よる 利用 促進 支 
友 


く 県 民 総 参加 の 取組 > 

*JR の 利用 促進 に つい て 、「 公 共 交 通 の 利用 促進 」 の 記述 で 綱 
比 し て いる も の と も 考え られ る が 、「 被 災 JR 線 の 早期 復旧 」 の み 
が 特記 され て お り 違 和 感 が ある こと か ら 、 併せ て JR ロ ー カ ル 線 
の 沿線 市 町 村 の 利用 促進 の 記述 が 必要 で は な いか 。 


く 県 民 総 参加 の 取組 > 

・ 集 約 型 都市 構造 の 構築 に より 都市 機能 の 集積 を 図り 、 賑 わい 
の ある 商業 地 を 形成 する と いっ た 旨 の 記載 を 追加 し て ほし い 。 
(人 口 減少 や 財源 縮小 の 時 代 を 迎え る な か 、 無 秩序 な 拡大 を 抑 
制 し 、 既存 スト ッ ク の 有効 利用 な ど に より 中 心 拠点 の 再 構築 を 


参考 資料 2 一 2 


総合 戦略 に お ける 県 の 対応 


「 生 き に くさ 」 は 、 人口 減 少 を 引き 起こ し て いる と 考え られ る 様々 
人 こ 対 し 、 人 々 が 率直 に 抱く 思い を 表す 言葉 と し て 用 いて 
いま す 。 
県 と し て は 、 今 般 の 総合 戦略 の 展開 に よっ て 、 雇用 や 結婚 、 子 
育て な ど に お いて 発生 し て いる 様々 な 課題 を 克服 し 、 県 民 が 「 生 
きやすい 」 と 感じ る 岩手 を 目指 すこ と が 重要 と 考え て お り 、 よ り 多 
く の 方 々 が 生き や すさ を 実感 する こと の で きる ふる さと 振興 を 展 
開 し て まい り ま す 。 


(素案 ) に 関す る 市 町 村 の 主 な 意見 ・ 提 言 


・ 総 合戦 略 (素案 ) で の 記述 を 見 直 
えて いき ます 。 」 と 改め まし た 。 


し 、「 結 婚 し た いと の 希望 に 応 


・ 総 合戦 略 で は 、 人 ロビ ジョ ン を 踏ま え 、「 社 会 減 ゼ ロ を 目指 す 」 
「 出 生 率 の 向上 を 目指 す 」「 願 い に 応え る 豊か な ふる さと 岩手 を 
つく りあ げ る 」 の 施策 推進 目標 と その 達成 を 目指 す 施策 群 と し て 
10 の プロ ジェ クト を 据え まし た 。 盛り 込ん だ 主 な 取組 内 容 に は 、 
「 地 域 経営 」 の 考え 方 に 基づい て 、 市 町 村 を は じ め 地 域 を 構成 
する あら ゆる 主体 の 取組 も で きる だ け 表 し 、 県 民 総 参加 の 取組 
を 目指 し ます 。 
・ ふ る さと 振興 は 、 地 域 づ くり を 担う 市 町 村 と の 連携 が 不可 欠 で 
あり 、 県 は 市 町 村 総 合戦 略 の 取組 と 一 体 と な っ て 、 対策 に 取り 
組む こと と し て いま す 。 今後 、 総 合戦 略 の 取組 を 具体 化す る に 
当たっ て は 、 市 町 村 の 意見 も 聞き な が ら 、 そ れ ぞ れ の 地域 の 課 
題 に 対応 で きる よう 検討 し て いく ほか 、 市 町 村 に よる 広域 的 な 連 
携 を 支援 し て いき ます 。 


・ ふ る さと 振興 は 、 地 域 づ くり を 担う 市 町 村 と の 連携 が 不可 欠 で 
あり 、 県 は 市 町 村 総 合戦 略 の 取組 と 一 体 と な っ て 、 対策 に 取り 
組む こと と し て いま す 。 いわて 県 民 計 画 アク ショ ンプ ラン (地域 
編 ) に 相当 する 総合 戦略 の 地域 版 を 策定 する 予定 は あり ませ ん 
が 、 今 後 、 総 合戦 略 の 取組 を 具体 化す る に 当たっ て は 、 市 町 村 
の 意見 も 聞き な が ら 、 そ れ ぞ れ の 地域 の 課題 に 対応 で きる よう 
検討 し て いく ほか 、 市 町 村 に よる 広域 的 な 連携 を 支援 し て いき ま 
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・ 御 意見 を 踏ま え 、 総合 戦略 に は 、 三 陸 ジ オバ パー ク や 潮風 トレ イ 
ル な どの 新た な 魅力 を 生か し た く 、 観光 周遊 ルー ト 構 築 の 促進 
を 盛り 込み まし た 。 


・ 御 意見 の と お り 、 利 用 促進 の た め に は 、 交 通 事業 者 間 の 連携 
が 重要 な こと か ら 、 総 合戦 略 で は 、 交 通 事 業者 の 取組 と し て 「 交 
通 事業 者 間 の 連携 」 を 盛り 込み まし た 。 


・ 人 ロビ ジョ ン に 掲げ た 「 ふ る さと 振興 の 10 の 基本 姿勢 」 の 「② 


被災 者 一 人 ひと り に 寄り 添い 東日本 大 岩 災 津波 か ら の 復興 を 
推進 する 」 を 踏ま え 、 総 合戦 略 で は 、 復興 の 重要 課題 で ある 被 
災 JR 線 の 早期 復旧 に つい て 特に 取り 上 げた も の で あり 、 御 理 
解 願い ます 。 


・ 総 合戦 略 で は 、 魅 力 あ る ふる さと プロ ジェ クト に 魅力 ある まち づ 
くり の 取組 を 盛り 込み 、 具 体 的 に は 、 市 町 村 及 び 商 工 団体 等 と 
連携 し た 商店 街 の 活性 化 の 取組 や 、 拠 点 集約 ・ 連 携 型 の 都市 
構造 の 構築 等 に よる 持続 可能 な まち づく り を 進め る こと と し 、 こ う 
し た 観点 か ら 広域 的 な 見 地 に よる 特定 大 規模 集客 施設 の 適切 


図る こと で 、 衰 退 する 市 街 地 を 再生 し 、 商 店 街 の 賑わい を 取り 戻 | な 地域 へ の 立地 の 誘導 を 行っ て いま す 。 


す と いっ た 趣旨 ) 





社会 減 対策 


く 県 民 総 参加 の 取組 > 

・「 地 域内 の 民間 事業 者 と の 連絡 調整 、 取引 支 援 」 に つい て は 、 
「 取 引 」 に 行政 が 介入 する こと は 難し い 面 が ある こと か ら 、「 取 組 
支援 」 の 表現 が 望ま し いと 思わ れる 。 

また 、「 地 域内 の 二 次 交通 の 整備 促進 」 に つい て は 、「 整 備 」 に 
特 化 せ ず 利便 性 向上 の た め の 連 絡 調整 等 を 考慮 し 、「 地 域内 
の 二 次 交 通 の 利便 性 向上 、 整 備 促進 」 と し て ほし い 。 


く 県 民 総 参加 の 取組 > 


総合 戦略 に お ける 県 の 対応 


・ 総 合戦 略 (素案 ) で の 記述 を 見 直し 、 御 意見 の と お り 反 映し まし 
だ 5 


・ 総 合戦 略 で は 、「 ふ る さと の 未来 を 担う 人 づく り ブ プロ ジェ クト 」 に 


・ 当 市 で は 、 岩 手 大 学 と の 協定 を 締結 し 、 共 同 研究 員 を 派遣 し て |「 高 等 教育 機関 等 と の 連携 に よる 若者 定着 の 促進 」 を 盛り 込 


いる こと か ら 、 市 町 村 の 役割 と し て 「 大 学 と の 連携 に よる 共同 研 
究 の 推進 」 を 追加 いた だ きた い 。 


< 県 民 総 参加 の 取組 > 
・ ポ ボー ト セ ー ル ス の あり 方 と し て 、「 い わ て ポー ト セ ミナ ー」 以 外 の 
県 ・ 市 町 村 の 連携 手法 に つい て 検討 が 必要 と 思わ れる 。 


く 現状 と 課題 > 

・ 現 状 と 課題 の 最初 の 項目 に 「 耕 作 放 棄 地 の 増大 」 も 大 き な 課 
題 で あり 、 特 出し を し た 方 が 良い 。 

〇 ・・ 担 い 手 の 減少 や 高齢 化 の 進行 、 こ れ ら に 伴う 耕作 放棄 地 
の 増大 な ど 様 々 な ど 


・ 当 市 は 、 政 府 関係 機関 の 地方 移転 に つい て 、 森 林 技 術 総合 研 
修 所 を 久慈 市 に 移転 する よう 要望 し 、 現在 策定 中 の 「 久 慈 市 ま 
ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合戦 略 」 に も 一 つの 柱 と し て 打ち 出す こと 
と し て いる こと か ら 、 県 と し て も 林業 振興 の 観点 か ら も 当該 移転 
に つい て 県 の 戦略 に 位置 づけ て し っ か り と 取り 組ん で いた だ き 
た い 。 

く <① 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 の 形成 、6 次 産業 化 等 の 推進 > 
(・ の 5 つめ の 文中 に 下線 を 挿入 ) 

…・ 地 域内 外 の 食 関連 企業 や 大 学 な ど 、 研 究 機 関 等 と ・…・ 
また 、 6 次 産業 化 を 説明 する 項目 の 中 に 、 地 産地 消 を 積極 的 に 
推進 すべ き と 思 うこ と か ら 、 そ の 文言 を 入れ た ほう が 良い 。 

(・ の 5 つめ の 文中 に 下線 を 挿入 ) 

〇 ・・・ 給 食 施設 等 で の 県 産 食 材 の 利用 に よる 地産 地 消 の 促 
進 、 輸 出 商 社 ・…・ 


く 県 民 総 参 加 の 取組 > 

(市 町 村 ) 農 業 の 欄 

「・ 地 域 農業 マス ター プラ ン の 作成 と 実践 」 と ある が 、 市 の 直接 事 
業 で は な いた め 実 践 の 次 に 「 支 援 」 を 追加 し て ほし い 。 


・ 青 森 県 が 平成 27 年 度 か ら 青 森 県 総合 流通 プラ ッ ト フ ォ ー ム 「A! 
Premium」 輸 送 サ ービス を 開始 し スピ ー ド 輸送 と 保冷 一 貫 輸送 を 


実現 し 、 国 内 で は 翌日 午前 配達 エリ ア を 、 現状 の 東北 エリ ア ( 人 | 未 


ロカ バー 率 7.596) か ら 本 州 ・ 四 国 ・ 九 州 まで 一 気 に 拡大 (人 口 カ 
バー 率 84.79%%) し た と ころ で ある が 、 新 鮮 な 海産 物 の 一 層 の 流通 
拡大 を 通じ て 漁業 者 の 所 得 向上 等 を 支援 する た め の 取 組 に つ 
いて 、 岩 手 県 に お いて も 取り 組む べき で は な いか 。 


く 県 民 総 参加 の 取組 > 

(市 町 村 ) 

「・ 企 業 や 大 学 な ど 研 究 機関 等 と 連携 し た 6 次 産業 化 の 推進 」 を 
追加 し て ほし い 。 


く ふ る さと 移住 ・ 定 住 促 進 プ ロジ ェクト に つい て > 
2 ・ 賃 貸 な ど ) 住 環境 の 整備 に つい て の 表現 を 入れ て いた 
= こい 。 


み 、 そ の 主 な 取組 内 容 と し て 掲げ た 「 地 域 課題 解決 に 向け た 取 
組 の 推進 」 で は 、 高 等 教育 機関 が その 専門 的 知識 を 活用 し て 、 
自治 体 、 民間 団体 、 産 業界 な ど と 連携 ・ 協 働 し て 行う 取組 を 推進 
する こと と し て いま す 。 市 町 村 の 取組 と し て 、 高 等 教育 機関 と の 
連携 に よる 地域 課題 解決 を 掲げ 、KPI と し て 「 地 域 課題 解決 を 
目的 と し た 県 内 高等 教育 機関 と 関係 機関 に よる 研究 数 」 を 設定 
し た と ころ で あり 、 積 極 的 な 取組 を お 願い し ます 。 


・ 総 合戦 略 で は 、 主 な 取組 内 容 と し て 、 港 湾 市 町 村 と 連携 し た 
ポー ト セ ー ル ス の 展開 を 掲げ ば まし た が 、 今後 、 取 組 の 具体 化 に 
当たっ て は 、 御 意見 を 踏ま え 、 関 係 市 町 村 と 有効 な 連携 方 策 を 
検討 し て まい り ま す 。 

・ 総 合戦 略 で は 、 現 状 と 課題 を 踏ま えて 主 な 取組 内 容 に 荒廃 農 
地 の 再生 利用 や 農地 調整 の 支援 を 盛り 込み 、 荒 廃 農 地 の 解 消 
に 取り 組ん で いき ます 。 


・ 総 合戦 略 で は 、 国 を 挙げ て 取り 組む べき こと と し て 、 政府 関係 
機関 の 地方 移転 を 盛り 込ん で お り 、 関 係 市 町 村 と 連携 し て 積極 
的 に 取り 組む こと と し て お り ま す 。 


・ 御 意見 を 踏ま え 、 総合 戦略 (素案 ) に は 、 大 学 や 研究 機関 等 と 
の 連携 し 、 バ イオ テク ノロ ジー を 活用 し た 品種 開発 等 の 取組 を 
盛り 込み まし た 。 また 、 外食 産業 等 で の 県 産 食 材 の 利用 拡大 と 
いっ た 地産 池 消 の 取組 を 盛り 込み まし た 。 


・ 御 意見 を 踏ま え 、 総合 戦略 (素案 ) で は 、「 実 践 支援 」 と し まし 
だ 


・ 総 合戦 略 で は 、 水 産業 の 高 次 加工 等 に よる 付加 価値 を 向上 す 
る 取組 を 盛り 込ん で お り 、 漁 業者 の 所 得 向上 に 取り 組ん で いき 
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総合 戦略 で は 、「 ふ る さと の 未来 を 担う 人 づく り プ ロジ ェクト 」 に 
「 高 等 教育 機関 等 と の 連携 に よる 若者 定着 の 促進 」 を 盛り 込 
み 、 そ の 主 な 取組 内 容 と し て 掲げ た 「 地 域 課題 解決 に 向け た 取 
組 の 推進 」 で は 、 高 等 教育 機関 が その 専門 的 知識 を 活用 し て 、 
自治 体 、 民間 団体 、 産 業界 な ど と 連携 ・ 協 働 し て 行う 取組 を 推進 
する こと と し て いま す 。 市 町 村 の 取組 と し て 、 高 等 教育 機関 と の 
連携 に よる 地域 課題 解決 を 掲げ 、KPI と し て 「 地 域 課題 解決 を 
目的 と し た 県 内 高等 教育 機関 と 関係 機関 に よる 研究 数 」 を 設定 
し た と ころ で あり 、 積 極 的 な 取組 を お 願い し ます 。 


総合 戦略 で は 、 市 町 村 や 関係 機関 と 連携 を 図り な が ら 、 空き 家 
等 を 活用 し た 短期 滞在 住宅 の 整備 推進 を 盛り 込み 、 移 住 ・ 交 流 
体験 の 推進 を 図っ て いき ます 。 
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主 な 意見 ・ 提 言 総合 戦略 に お ける 県 の 対応 


<③ 被 災 し た 沿岸 地域 の に ぎわ い の あ る まち づく り の 推進 > ・ 総 合戦 略 で は 、 復興 まち づく り の 直接 的 な 施策 に つい て 、 重 点 
当 市 で は 、 県 内 で 唯一 湾口 防波堤 の 整備 が 、 平成 40 年 完成 | 的 に 記載 し て お り 、 防 波 堤 の 整備 な ど ハ ー ド 面 の 記載 を し て お り 

の 予定 と され て お り 、 そ れ ま で は 市 内 中 心 部 を 含め て 災害 に 対 ませ ん 。 

し て 脆弱 で 危険 な 状態 で ある こと か ら 、 復興 まち づく り に あたっ 

て は 一 日 も 早い 整備 が 必要 不可 欠 で ある こと か ら 、 そ の 旧記 載 

を し て いた だ きた い 。 


< 県 民 総 参 加 の 取組 > ・ 総 合戦 略 (素案 ) で の 記述 を 見 直し 、 被災 地 に 限っ た も の で は 
(市 町 村 ) な く 、 全 県 共通 の 取組 と し て 、「①ー4 商業 ・ サ ービス 業 の 振興 」 
「・ 空 き 店 舗 解消 の 取り 組み な ど 、 商 店 街 の 魅力 向上 に 向け た | に 盛り 込み まし た 。 

取り 組み に 対す る 支援 」 を 追加 し て ほし い 。 


社会 減 対策 スポ ー ツ の 振興 > 総合 戦略 で は 、 文 化 芸術 ・ ス ポー ツ 振 興 プ ロジ ェクト に お いて 、 

信光 が 系 |・ 当 市 で は 、 総 合 運動 公園 の 整備 を 進め て お り 、 ス ポー ツ 合 宿 |2020 オ リン ピッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 東 京 大 会 を は じ め と し た 国際 的 
の 誘致 に よる 交流 人 口 の 拡大 を 目指 すこ と と し て いる こと か ら 、| ス ポー ツイ ベン ト に 向け て の スポ ー ツ 合宿 の 誘致 や 関連 イベ ン 
県 と し て も スポ ー ツ を 通じ た 交流 人 口 の 拡大 に つい て 支援 を い | ト の 実施 を 盛り 込み 、 ス ポー ツ を 通じ た 交流 人 口 の 拡大 に 向け 
た だ きた いこ と 。 た 取組 を 推進 し ます 。 


<② 産 官学 と の 連携 強化 に よる 若者 の 地元 定着 の 促進 > ・ 総 合戦 略 で は 、 県 内 学卒 者 の 地元 定着 を 高め る た め 、 高 等 教 

国 で は 、「 奨 学 金 」 を 活用 し た 大 学生 等 の 地方 定着 の 促進 に | 育 機関 と 県 や 市 町 村 、 企 業 、NPO 等 が 一 体 と な っ た 地元 企業 
つい て 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 基 本 方 針 2015」 に お いて 、「 地 元 学 | 等 の 魅力 向上 や 採用 PR の 促進 、 イ ンタ ー ン シッ プ 等 の 取組 強 
生 定 着 促 進 プ ラン 」 の な か で 位置 づけ て いる と ころ で ある こと か | 化 等 を 盛り 込み まし た 。 御 意見 の 内 容 は 、 行 政 、 企 業 、 大 学 等 
ら 、 県 と し て も 地元 企業 へ の 就職 に 対す る イン セン ティ ブ を 与え | の 関係 者 に よる 財政 負担 等 に 関す る 調整 が 必要 な た め 、 引 き 
る な どの 制度 創設 に つい て ご 検討 いた だ きた い 。 続き 検討 し て まい り ま す 。 


く 県 民 総 参 加 の 取組 > ・ 総 合戦 略 で は 、 身 近 な 医療 を 提供 する 体制 の 確保 に 向け て 、 
「 在 宅 医 療 を 含む 住民 に 身近 な 医療 を 提供 する 体制 の 確保 」 | 在宅 医療 に お ける 専門 的 な 人 材 の 確保 ・ 養 成 の 取組 や 、 先 進 
を 市 町 村 の 取組 と し て いる が 、 達 成 は 非常 に 難し い 。 事例 の 情報 提供 や アド バイ ザー の 派遣 な どの 取組 を 盛り 込み 、 
「 地 域 医療 を 支え る 県 民 運動 の 取組 」 の 具体 性 が 必要 。 市 町 村 の 取組 を 積極 的 に 支援 し て いき ます 。 
・ 地 域 医療 を 支え る 県 民 運 動 と し て は 、「 県 民 み ん な で 支え る 岩 
手 の 地域 医療 推進 運動 」 な ど を 実施 し て お り 、 個 別 の 内 容 に つ 
いて は 、 県 HP 等 を 通じ て 幅広 く 周 知 し て いき ます 。 


・ 当 市 で は 、 合 計 特 殊 出生 率 が 県 内 で 高い に も か か わら ず 、 産 |・ 安 心して 子ども を 生み 育て る た め に は 、 産 婦人 科 体 制 の 充実 

婦人 科 医 が 不足 し て いる 現状 に ある こと か ら 、 県 立 久 慈 病院 で | が 必要 な こと か ら 、 総 合戦 略 で は 、 周 産 期 医療 を 確保 する た め 

の 産婦 人 科 体 制 の 充実 を 図っ て いた だ きた い 。 の 取組 を 盛り 込ん で お り 、 引 き 続 き 産 婦人 科 医 を は じ め と し た 医 
師 不 足 の 解消 に 向け た 取組 を 行っ て いき ます 。 


・ 児 童 生徒 の 学力 向上 に 向け た 取組 を 追加 すべ き 。 ・ 総 合戦 略 で は 、 少 人 数 教育 の 推進 を 盛り 込ん で お り 、 児童 生 
徒 の 基礎 学力 の 向上 を 図り ます 。 また 、 私立 学校 も 含め 、 高 校 
教育 の 一 層 の 充実 を 図る 取組 を 行っ て いき ます 。 


く 県 民 総 参 加 の 取組 > ・ 総 合戦 略 で は 、 市 町 村 の 取組 と し て 、(①⑪⑰「 率 先導 入 」 と ②「 導 入 

・ 再 エネ に 関し 項目 が 2 つ あ る が 、 と も に 「 導 入 」「 普 及 啓発 」 を う | 支援 」 と 区 分 し て お り ま す 。 

た うな ど 、2 つ の 違い が 明確 に な っ て いな い 。「 市 町 村 自 ら が 導 

入 す る 」 も の と 「 民 間 事 業 を 誘致 する 」 も の と も 読め る が 、 明確 に |・ 先 導 的 な 取組 に 対す る 支援 に 関す る 御 意見 に つい て は 、 財 政 

記載 し た 方 が 伝わり や すい も の と 思わ れる 。 負担 を 伴う こと か ら 、 た だ ち に 県 の 施策 に 反映 する こと は 難し い 
な お 、71 ペ ー ジ の 上 段 ⑥ に 、「 市 町 村 と 連携 し な が ら 、 地 域 の | と 考え ます が 、 今 後 、 具 体 的 な 整備 構想 等 を 御 提示 いた だ き な 

特性 に 応じ た 再生 可能 エネ ルギー 設備 の 導入 を 促進 し 」 と あり 、 | が ら 、 国 に 対し 財政 支援 を 働き か ける と と も に 、 県 の 支援 の あり 

特に も 、 先導 的 な 取組 み に 対 し て は 、 厚 い 支 援 を 頂け る よう 県 と [方 に つい て 検討 し て まい り ま す 。 

し て の 仕組 み づ く り も お 願い し た い 。 


<⑯ 再 生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 > ・ 御 意見 の 内 容 は 、 国 の 動向 や 地域 に お ける ニー ズ 等 を 踏ま え 

・ 国 で は 、 水 素 社会 へ 向け た 取組 を 進め て いる と ころ で あり 、 自 | な が ら 、 ま ず は 、 本 県 に お ける 水素 エネ ルギー の 利 活 用 の 検討 

立 ・ 分 散 型 エ ネル ギー の 一 つと し て 「 水 素 」 に 着目 し 、 そ の 普及 | を 行う 必要 が ある こと か ら 、 た だ ち に 県 の 施策 に 反映 する こと は 

啓発 や 導入 促進 に 向け た 取組 に つい て 記載 いた だ きた いこ と 。 | 難し いと 考え ます が 、 将来 的 な 再生 可能 エネ ルギー 施策 の あり 
方 を 検討 する た め の 参 考 と させ て いた だ きま す 。 


・ 地 域 の 文化 芸術 活動 は 久慈 市 芸術 文化 協会 が 主体 と な り 実 | 総合 戦略 で は 、 文 化 振興 基金 事業 を 活用 し た 文化 芸術 活動 の 
施し て いる が 、 芸 術 活動 を 行う 各 団 体 に お いて は 、 構 成員 の 高 | 担い 手 育成 を 盛り 込ん で お り 、 活動 の PR と 合わ せ て 活動 の 活 
齢 化 が 進む 一 方 で 、 若 い 世 代 の 参加 が 少な いと いう 課題 を 抱え | 性 化 を 図っ て いき ます 。 

て いる 。 現役 世代 は 仕事 等 の 理由 に より 文化 ・ 芸 術 活動 を 行う |・ 文 化 財 の 調査 等 に つい て は 、 積 極 的 に 協力 し て いき ます 。 

時 間 と 機会 が 限ら れる 傾向 が ある と 考え られ 、 活 動 の PR だ け で 

は 難し い 側 面 が ある 。 

文化 財 の 調査 等 に つい て は 、 専門 的 な 知識 を 持つ 職員 が 不足 

し て お り 、 人 的 な 支援 や 、 知 識 ・ ノ アウ ハ ウ と いっ た 面 で の 協力 を 

お 願い し た い 。 
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主 な 意見 ・ 提 言 総合 戦略 に お ける 県 の 対応 


・ 当 市 を は じ め 、 多く の 市 町 村 に お いて も グロ ー バ ル な 人 材 育成 |・ 御 意見 は 、 関 係 機関 と の 調整 も 必要 な こと か ら 、 た だ ち に 県 の 
を 目的 と し た 中 高生 海外 派遣 事業 を 実施 し て いる こと か ら 、 市 | 施策 に 反映 する こと は 難し いと 考え ます が 、 総 合戦 略 で は 、 グ 

町 村 事 業 と の 整理 を 行っ た 上 で 、 県 教育 委員 会 と し て 必要 な 事 | ロー バル 人 材 の 育成 を 盛り 込ん で お り 、 取組 の 具体 化 に 当たっ 
業 実施 に つい て 検討 され た いこ と 。 例え ば 、 国 の 「 ト ビタ テ ! 留 | て は 、 御 意見 を 踏ま え 、 市 町 村 事業 と の 整理 を 図る な ど 検 討 し 


学 JAPAN 日 本 代表 プロ グラ ム 地域 人 材 コ ー ス 」 に より 、 地 域 | て まい り ま す 。 
に 根ざし た グロ ー バ ル ・ リ ー ダ ー の 育成 を 地域 の 企業 や 経済 団 

体 、 高 等 教育 機関 、 地方 公共 団体 が 主体 と な っ て 行う な ど に つ 

いて ご 検討 いた だ きた い 。 
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LLI 


人 口 問題 が 顕著 な の が 農村 地帯 。 特に 中 山間 地域 で は 高齢 者 が 
農業 を 営ん で お り 、 ど の よう に 振興 し て いく か が 重要 。 


八幡 平 市 の 馬 糞 を 使っ た マッ シュ ルー ム の 生産 の よう に 、 地 域 の 
も の を 生か し 、 付加 価値 を 高め 、 人 を 呼ぶ と いう 拠点 を 作る こと が 
対策 の 一 つ に な る 。 


岩手 に は 良い 物 が た くさ ん ある が 、 県 か ら の 情報 発信 が 不足 し て 
いる と 思う 。 今回 の 戦略 で は 、 県 内 外 に 発信 し 、 県 外 か ら 人 を 呼ぶ 
こと も 施策 の 柱 に な る と 思う 。 


木材 価格 の 問題 に つい て 、 下落 の 一 途 を た どっ て お り 、 従 業 員 の 
給与 所 得 水準 も 他 産業 に 比べ る と 低い 。 

林業 は 木 を 植え て か ら 伐 採 し 、 収 入 を 得る まで 50 年 か か る 。 定住 
を 進め る た め に は 、 そ の よう な 状況 に 対し て 手当 て し な いと いけ な 
い 。 


収入 の 不安 定 さ な どか ら 、 組 合 員 の 人 数 は 減少 し て きた 。 
裾野 を 広げ る た め に は 、 生産 だ け で は な く 、 市场、 加 工业 者 太一 
体 と な っ た 取組 が 必要 。 

より 組合 員 を 増やし 、 生 産 や 収入 を 増やす こと が 人 口 問題 の 対策 
と し て 重要 。 


子育て する 20<40 代 の 女性 が どう すれ ば 岩手 に 住ん で も ら え る 
か 。 女性 に 対す る 子育て と 仕事 が し や すい 環境 整備 を 進め て いく 
必要 。 


学童 保育 所 が 足り て お ら ず 、 ま ち づ く り を 進め る 中 で 考え て ほし 
い 。 


岩手 県 ふる さと 振興 有識者 会 議 に お ける 意見 に 対す る 総合 戦略 へ の 反映 状況 一 覧 


反映 前 (た た き 台 の 内 容 ) 


検討 結果 (県 の 考え 方 ) 反映 状況 


総合 戦略 で は 、 生 産 性 の 向上 の 取組 や 基盤 整備 、 地 域 共同 の 取 
C( 趣 旨 同 一 ) 


地域 の 潜在 的 な 資源 の 活用 は 、 地 域 の 魅力 向上 に つなが る も の 
と 考え て お り 、 総合 戦略 で は 、 農 山 漁村 の 魅力 を 発信 する な ど 交 
流 人 口 の 拡大 の 取組 強化 を 盛り 込み まし た 。 


P45 | 農山 漁村 に 受け 継が れ て きた 地域 の 食 | 農山 漁村 に 受け 継が れ て きた 豊か な 自 
文化 や 伝統 文化 の 発信 、 多 彩 な 地域 | 然 や 伝統 的 な 行事 ・ 食 文化 な どの 地域 
資源 を 最大 限 に 活用 し た 農林 漁業 体験 | 資源 を 活用 し た 体験 プロ グラ ム の 開発 
プロ グラ ム の 充実 、 都 市 ・ 地 域 住 民 と の | な ど 受入 れ 体 制 を 整備 する と と も に 、 地 


交流 拡大 の 取組 を 強化 する と と も に 、 
若い 女性 農業 者 の ネッ トワ ー ク 化 や 経 
営 発展 の た め の 実 践 活動 、 漁 協 女 性 
部 活動 の 活発 化 に 向け た 魅力 ある 浜 
料理 の 発掘 や 発信 な ど を 推進 する 。 


組 な ど を 具体 的 に 盛り 込み 、 農 林 水 産業 振興 の 全体 の 取組 を 通 

じ 、 生産 条件 の 不利 な 中 山間 地域 の 農業 振興 の 取組 を 展開 し て 
B( 一 部 反映 ) 
C( 趣 旨 同 一 ) 


いき ます 。 
| 
P43 
| 


本 県 は 優れ た 価値 を 有する 観光 資源 や 特産 物 を 有 し て いま す 
が 、 委 員 ご 指摘 の と お り 対 外 的 な 情報 発信 が 不足 し て いる と 認識 
し て お り ま す 。 対外 的 に いわ て を 総合 的 に 売り 込ん で いく た め 、 今 
年 度 新 た に 設置 し た 「 い わ て まる ご と 売込み 推進 本 部 」 が 中 心 と な 
り 、 県 産品 の 販路 拡大 や 観光 振興 移住 ・ 定 住 促進 な ど 、 部 局 横 
断 的 な 取組 を 総合 的 に 展開 し 、 外 貨 の 獲得 や 雇 用 の 確保 を 推進 
する よう 総合 戦略 に 盛り 込み まし た 。 


農林 水産 業 の 中 心 と な る 経営 体 の 育成 を 図る た め 、 経 営 体 の 生 
活 安定 対策 を 充実 させ る と と も に 、 就農 等 に 関す る 情報 を 広く 発 
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新規 就業 者 の 生産 技術 や 経営 能力 の 
向上 、 地 域 活動 へ の 参加 促進 や 地域 
に お ける ネッ トワ ー ク づく り 等 を 支援 し 、 
農山 漁村 へ の 移住 ・ 定 住 を 促進 する 。 


総合 戦略 で は 、 漁 業 の 生産 性 向上 の ほか 、 地 元 で 水揚げ され た 
原料 の 高 付加 価値 化 の 取組 等 を 盛り 込み 、 漁業 と 加工 ・ 流 通 の 一 
体 的 な 振興 を 図っ て いき ます 。 また 、 地域 再生 営 漁 計画 に お ける 
経営 体 の 育成 を 推進 し 所 得 向 上 等 を 図っ て いき ます 。 


漁獲 から 流通 ・ 加 工 ま で の 一 貫 し た 水 
産物 の 生産 体制 を 構築 する 。 


御 意見 を 踏ま え 、 総合 戦略 で は 、 女性 に と っ て 子育て と 仕事 が し 

や すい 環境 整備 が 重要 で あり 、 子 育て し や すい 労働 環境 の 整備 

を 図る た め 、 岩 手 労働 局 等 と 連携 し た 、 関係 団体 へ の 要請 活動 
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し た 。 


また 、 放課後 児童 クラ ブ の 充実 な ど を 図り 、 子 育て 世代 の 女性 に 
と っ て 働き や すい 環境 整備 を 進め て いき ます 。 


① 就労 環境 の 整備 
必用 維持 や 待遇 改善 な どの 産業 関係 


業 に お ける 働き や すい 職場 づく り の 啓 
I 就労 環境 の 整備 を 推進 
る 。 


B( 一 部 反映 ) 


総合 戦略 で は 、「 保 育 サ ービス 等 の 充実 」 と し て 、 放課後 児童 クラ 
ブ の 充実 な どの 取組 に 盛り 込み まし た 。 


C( 趣 旨 同 一 ) 


団体 へ の 要請 活動 を 行う ほか 、 県 内 企 | 


域 の 魅力 を 発信 する こと に より 、 グ リー 
ン ・ ツ ー リ ズム な ど 都 市 と 農山 漁村 の 交 
流 を 促進 し ます 。 


・ 就農 等 に 関す る 情報 を 広く 発信 する 
と と も に 、 地域 住民 と の ネッ トワ ー ク づく 
りな ど を 支援 する こと に より 、 農 業 に 就 
業 し な が ら 他 業 種 に も 従事 する 「 半 農 半 
X( 兼 業 就業 )」 な ど 農 山 漁 村 へ の 移住 ・ 
定住 を 促進 し ます 。 


・ 水産 業 に お いて は 、 サケ 、 ア ワ ビ 等 
の 安定 的 な 資源 造成 や 天然 資源 の 適 
切な 管理 、 養 殖 生産 の 効率 化 、 高 次 加 
工 等 に よる 生産 物 の 付加 価値 向上 な ど 
を 推進 し 、 漁 業 ・ 養 殖 業 の 持続 的 な 生 
産 体制 の 構築 を 図り ます 。 


① 子育て し な が ら 働 きやすい 労働 環 
境 の 整備 

男女 が と も に 仕事 と 子育て を 両立 さ 
せな が ら 働 き 続 ける こと が で きる よう 、 
事業 主 は 、 子 育て し や すい 労働 環境 の 
整備 を 図る こと が 必要 で す 。 この た め 、 
岩手 労働 局 等 と 連携 し 、 雇用 の 維持 、 
長 時 間 労 働 の 抑制 等 の 「 働 き 方 改革 」 
や 育児 休業 の 性 別に 関わ ら な い 取 得 
促進 の 取組 、 賃金 な どの 労働 条件 の 改 
善 等 に つい て 、 企 業 ・ 関 係 団体 へ 継続 
し て 働き か け ま す 。 

また 、 国 等 と の 連携 に よる 労働 相談 
や 、 労 働 関係 法令 、 助 成 制度 等 の 周 
知 ・ 啓 発 活動 を 行い ます 。 





岩手 で 仕事 や 子育て も 含め 、 質 の 高い 生活 を し て いる ロー ル モ デ 
ル を 積極 的 に 情報 発信 し 、 若 者 に 対し 、 首都 圏 に 行か ず と も 豊か 
な 生活 が で きる と いう こと を 示す こと が 重要 。 


東京 一 極 集 中 が 問題 。 働く 場所 で 賃金 の 格差 が で き て お り 、 最 低 
賃金 の 差 が 東京 と 岩手 で どん どん 開い て いる 。 それ を 是正 する 必 
要 。 


外国 人 に つい て 、 永 住 者 、 研 修 生 、 外 国人 労働 者 が 伸び て いる 。 
今後 地方 で も 外国 人 が 実際 に 住む 場面 が 増え て くる と 思う が 、 県 
の 多 文化 共生 の 施策 は 物足りな い 。 


日 本 の エネ ルギー は ほとん ど が 輸入 。 エ ネル ギー の 地 消 地産 と い 
う 考 え 方 で 、 外 に 流出 し て いる お 金 を いか に 地域 で 回 すか 、 地 域 
で 作れ る も の に 如何 に 置き 換え て いく か と いう こと が 、 地域 に 産業 
や 雇用 を 生み 出す た め に 重要 。 

特に 山間 部 や 沿岸 部 に お いて 、 岩手 の エネ ルギー を 生み 出す ポ 
テン シャ ル は 高い 。 


仕事 づく り を 進め る 上 で 、 楽 し みな が ら や れる 、 失敗 し て も 大 丈夫 
な と ころ か ら 始 め て 、 そ れ が 大 き な 仕 事 に な っ て いく よう な 段取り を 
踏め る よう 行政 で 応援 する こと が 必要 。 


検討 結果 (県 の 考え 方 ) 反映 状況 


岩手 の 豊か な 生活 を イメ ー ジ で きる よう に 積極 的 な 情報 発信 が 必 


要 で す 。 総 合戦 略 で は 、 移 住 情報 の 発信 等 の 取組 を 盛り 込み 、 具 

体 的 に は 、 全 国 移住 ナビ 等 、 イ ンタ ーネット を 活用 し 、 岩 手 な ら で 

は の ライ フス タイ ル や 、 若 者 ・ 女 性 を 中 心 と し た 本 県 へ の 移住 者 イ 

ンタ ビュ ー を 掲載 する ほか 、 本 県 の 多彩 な 魅力 を 紹介 する PR 動画 | じ (趣旨 同一 


に よる 情報 発信 の 取組 を 強化 する こと と し て いま す 。 


総合 戦略 で は 、 本 県 に お ける 女性 の 活躍 に 関す る 機運 を 醸成 す 

る た め の 取 組 の 推進 を 盛り 込ん で お り 、 具 体 的 に は 、 県 内 の 女子 

大 学生 、 専 門 学校 生 等 を 対象 に 、 県 内 企業 の 女性 管理 職 自身 の 

キャ リア や 仕事 と 家庭 の 両立 等 に つい て 学ぶ 「 女 性 キャ リア アッ プ 

セミ ナー」 を 開催 する ほか 、 県 内 で 活躍 し て いる 女性 や 、 ワ ー ク ラ |c ( 趣 旨 同一 
イフ バラ ンス 推進 に 積極 的 に 取り 組ん で いる 事業 所 な ど を 紹介 す 

る 小冊子 の 作成 ・ 配 布 等 に 取り 組み ます 。 

東京 圏 と の 賃金 の 格差 の 是正 の た め 、 総合 戦略 で は 、 県 内 企業 


等 に お ける 処遇 の 改善 な ど 若 者 に 魅力 ある 企業 づく り の 支援 を 盛 

り 込み 、 岩 手 労働 局 へ の 要請 等 を 通じ て 、 東 京 園 と の 賃金 の 格差 

の 是正 を 図っ て いき ます 。 

また 、 仕 事 に 相応 し た 賃金 が 得 ら れる よう 、 い わ ゆ る カイ ゼン な ど |C( 趣 旨 同 一 


を 全 県 的 に 普及 させ 、 県 内 中 小 企業 の 労働 生産 性 を 高め る 取組 
を 進め 、 県 内 企業 の 所 得 の 向上 を 図っ て いき ます 。 


今後 、 外 国人 県 民 等 の 増加 に より 、 当該 子弟 に 対す る 日 本 語 
育 充実 化 、 よ り 多 く の 言 語 に よる 情報 提供 な ど 、 新 た な ニー ズ が 
生ずる こと が 予想 され ます 。 総合 戦略 で は 、 市 町 村 及 び 国 際 交 流 
協会 等 の 関係 団体 と 連携 の 下 、 外 国人 の 生活 上 の 不安 を 解消 す 
る た め の 取 組 を 盛り 込ん だ ほか 、ILC の 実現 を 見 据え た 外国 人 研 
究 者 の 子弟 等 の 受入 れ に 関す る 教育 環境 整備 の 検討 な ど に 取り 
組ん で いき ます 。 
B( 一 部 反映 ) 


本 県 で は 、 風 力 ・ 地 吾 ・ 水 力 を は じ め 、 木質 パイ オマ ス や 大 陽光 な 
ど 多様 な 再生 可能 エネ ルギー の 活用 が 進ん で いま す 。 こ の よう な 
特性 を 活か し 総合 戦略 で は 、「 地 域 の 特性 に 応じ た 再生 可能 エネ 
ルギー 設備 の 導入 を 促進 し 、 自 立 ・ 分 散 型 の エネ ルギー 供給 体制 | 。( 役 邊 同一 


の 構築 に 取り 組む 。」 よ う 盛 り 込 み 、 本 県 の 高い ポテ ン シ ャ ル を 活 
か し た 再生 可能 エネ ルギー 導入 を 推進 し て いき ます 。 


「 若 者 や 女性 な どの 創業 支援 の 充実 ・ 強 化 」 を 図る 上 で 、 創業 を 希 

望 す る 者 に 対し て 丁寧 に 対応 し て いく こと が 必要 な こと か ら 、 委員 

(見 を 踏ま え 、 総合 戦略 で は 、 県 の 取組 を 具体 的 に 盛り 込み 
し た 。 

また 、 創業 に 対す る 支援 ば か り で な く 、 創業 後 の 企業 支援 も 必要 

で ある こと か ら 、 創 業 後 の 密着 し た 企業 支援 も 盛り 込み まし た 。 


B( 一 部 反映 ) 


反映 内 容 


反映 前 (た た き 台 の 内 容 ) 


の ほか 、 医療 や 教育 な ど 日 本 と 制度 の 
異な る 分 野 に お ける サポ ー ト 体制 の 構 
築 、 地 域 や 生活 に 関す る ルー ル 等 に つ 
いて の 周知 、 地 域 に お ける 見 守り 体制 
の 構築 な ど 、 生 活 上 の 不安 を 解消 する 
取組 を 通じ て 、 外 国人 で も 安心 し て 暮 ら 
すこ と が で きる よう 支援 する 。 


若者 や 女性 が 創業 に チャ レン ジ す る 
際 の リス ク 軽 減 策 の 検討 やめ 、 い わ て 産 
業 振興 セン ター な ど 支 援 機 関 に よる 創 
業 支援 の 強化 を 図る 。 


・ 外国 人 で も 安心 し て 暮らす こと が で 
きる よう 、 生活 に 関す る 外国 人 相談 窓 
口 の 設置 や 、 行 政広 報 誌 ・ ホ ー ム ペー 
ジ 等 に より 、 地域 や 生活 に 関す る ルー 
ル 等 に つい て の 周知 を 図り まず 。 

市 町 村 ・ 関 係 団体 等 と 連携 し 、 医療 
や 教育 な ど 日 本 と 制度 の 異な る 分 野 に 
お ける サポ ー ト 体制 の 構築 、 地域 に お 
ける 見 守り 体制 の 構築 、ILC の 実現 を 
見 据え た 外国 人 研究 者 の 子弟 等 の 受 
入れ に 関す る 教育 環境 整備 の 検討 な 
ど 、 生 活 上 の 不安 を 解消 する 取組 を 通 
じ て 、 外 国人 で も 安心 し て 暮らす こと が 
で きる よう 支援 し ます 。 


・ 創業 を 目指 す 若 者 や 女性 等 に 対し 、 
創業 セミ ナー の 開催 や 事業 計画 の 策定 
支援 、 創 業 体験 の 場 の 提供 を 行う と と 
も に 、 個 人 の みな ら ず グル ー プ で の 創 
業 も 支援 し ます 。 

・ 創業 時 に 取り 組む 新た な 商品 ・ サ ー 
ビス の 開発 等 に 対し 、 資 金 面 で の 支 
援 、 専 門 家 を 派遣 し て の 助言 な ど 継 続 
的 に 創業 後 ま で 密着 し た 支援 を 行う こと 
に より 、 創業 支援 の 一 層 の 強化 を 図り 


oO 
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育て が 苦手 な 親 に 対す る 支援 も 必要 。 


一 度 県 外 に 出 た 人 が 岩手 に 戻っ て くる た め に は 、 岩 手 に 住ん で い 
る 段階 で ファ ン に な っ て も ら う こと が 必要 。 例え ば 小 中 高 校生 で の 
地域 づく り へ の 参加 や 、 環境 教育 を 徹底 し て 行う こと も 重要 。 


高齢 者 に は 健康 で 長生 き し て も ら う こと に より 、 人 口 減少 の スピ ー 
ド を 緩和 する こと が 重要 。 


民間 施設 で 幼 老 統合 施設 が オー プン し て いる が 、 高 齢 者 も 一 緒 に 
ケア で きる 体制 を つく れ な いか と いう よう に 、 や れる こと に は 何で も 
取り 組ん で 、 結果 を 見 て か ら 取 組 を 再考 し て いく こと が 必要 。 


10 の 基本 姿勢 と 3 本 の 柱 の 位置 づけ 、 結 び つ き を 整理 し た 方 が よ 
い 。 


戦略 の 切り 口 と し て 、 例 えば 「 雇 用 の 場 を 提供 で きる 農業 の 確立 」 
と し 、 雇用 の 観点 か ら 、 全 て の 分 野 に 記載 する の も いい の で は な 
いか 。 


雇用 の 場 を 創出 する た め 、 生 産 か ら 流通 加工 まで 取り 組み 、 食 品 
企業 の 育成 ・ 誘 致 を し な が ら 、 食品 産業 が 地域 を 支え る と いう イ 
メー ジ が 必要 。 


半 X で 交流 の 場 を 提供 する こと も 一 案 。 


検討 結果 (県 の 考え 方 ) 反映 状 


総合 戦略 で は 、 子 育て マン ガ の 配布 や 「 い わ て 子育て 応援 の 店 」 
C( 趣 旨 同 


反映 前 (た た き 台 の 内 容 ) 


協賛 店 舗 へ の 登録 の 働き か け な ど の 具体 的 な 取組 を 盛り 込み 、 
「 子 育て に や さ し い 環境 づく り 」 を 推進 し ます 。 


総合 戦略 で は 、「 い わ て の 復興 教育 」 を 推進 を 盛り 込み 、 岩 災 津 波 
の 経験 を 踏ま えた 仲間 や 地域 の 人 々 の つなが り 、 地域 づく り 、 社 
会 参画 に 取り 組ん で いき ます 。 


対策 」、「 脳 卒 中 予防 」、「 特 定 健 診 ・ 特 定 保健 指導 』 な どの 取組 を 
盛り 込み 、 健 康 ・ 長 生き の 支援 に 取り 組ん で いき ます 。 


高齢 者 が いき いき と 暮らす こと が 重要 で あり 、 総 合戦 略 で は 「 が ん に 


総合 戦略 に 掲げ た 施策 の 具体 化 に 当たっ て は 、 御 意見 も 参考 に 
し 、 地 域 の 実情 に 応じ た サー ビス が 効果 的 ・ 効 率 的 に 提供 され る 
よう 、 主 体 と な る 市 町 村 等 と 十分 に 相談 し 、 そ の 実現 を 積極 的 に 


状況 
同一 ) 
同一 ) 
同一 ) 
支援 し て いき ます 。 ) 


考 
勢 は その 柱 を 進め る に 当たっ て 有 す べ き 原 則 を 示し て いま す 。 こう My 
し た 整理 に つい て 、 分 か りや すい 説明 に 努め ます 。 


ビジ ョ ン の 柱 で 、「 仕 事 の 創出 」 を 揚げ て いる こと に 鑑み 、 総 合戦 略 
で は 、 特に 商工 業 や 農林 水産 業 に 関す る 施策 分 野 に お いて 、 各 i 


C 
C 
D 

ふる さと 振興 を 進め る た め の 基 本 目標 を 3 つの 柱 と し て 定め 、3 つ 

の 柱 ( 基 本 目標 ) を 実現 する た め の 施 策 を 立案 推進 し て いく 基本 

的 な 考え 方 、 視 点 を 10 の 基本 姿勢 と し て 掲げ まし た 。 10 の 基本 次 |A( 全 部 反映 ) 

取組 項目 に 雇用 創出 を 目指 す 視点 に よる 取組 を 盛り 込み 、 統 一 |B 

的 な 推進 を 図り ます 。 


素案 P24 記 載 の 「①-2 食 産業 の 振興 」 に 、 御 意見 を 踏ま え 、 総 合 
戦略 の 食 産業 の 振興 に お いて は 、 商 品 開発 や 農 商工 連携 、 人 材 
育成 の 視点 に よる 取組 を 盛り 込み まし た 。 
B( 一 部 反映 ) 
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進め て いき ます 。 
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本 県 に 特色 ある 地域 資源 を 活用 し た 
る た め 、 事 業者 の 経営 基盤 の 強化 、 販 


P 
食 産 業 を 付加 価値 の 高い 総合 産業 と す 
路 開拓 、 地 域 連携 等 を 総合 的 に 支援 す 
る 。 


反映 内 容 


(10 の 基本 方 針 に つい て 、 説 明 を 追加 ) 


特に 商工 業 や 農林 水産 業 に 関す る 施 
策 分 野 に お いて 、 雇用 創出 の 取組 を 盛 
り 込 み ま し た 。 


・ 本 県 な ら で は の 地域 資源 を 生か し た 
付加 価値 の 高い 商品 づく り を 通じ て 、 食 
産業 が 持続 的 に 発展 する た め 、 事 業者 
や 生産 者 に 加え 産業 支援 、 金 融 、 行政 
の 各 機 関 に よる 協 働 体制 の 「 フ ー ド ・ コ 

ミュ ニケ ーション ・ プ ロジ ェクト (FCP) 岩 
手 ブ ラン チ 」 等 を 活用 し 、 農 商工 連携 や 
事業 者 間 連 携 に よる 新た な 事業 展開 や 
人 材 育 成 に 向け た 取組 を 強化 し ます 。 


環境 の 変化 に 柔軟 に 対応 し 、 起 業 や 
新 商品 ・ 新 サー ビス の 開発 な ど 新 た な 
事業 活動 に 取り 組む 事業 者 等 の 商品 
開発 や 販路 開拓 、 工 程 改善 等 に よる 経 
AM 


就農 等 に 関す る 情報 を 広く 発信 する 


業 し な が ら 他 業種 に も 従事 する 「 半 農 半 


X( 兼 業 就業 )」 な ど 農 山 漁村 へ の 移住 ・ 


定住 を 促進 し ます 。 





総合 戦略 で は 、 農 山 漁村 に お ける 交流 人 口 の 拡大 に つなが る 取 45 | また 、 新 た に U・1 タ ー ン し て 、 農 業 に 就 |・ 

組 の 推進 を 盛り 込み 、 具 体 的 に は 、 就農 等 に 関す る 情報 発信 や 業 し な が ら 他 産 業 に も 従事 する 「 半 農 半 | と と も に 、 地 域 住 民 と の ネッ トワ ー ク づく 

地域 住民 と の ネッ トワ ー ク づく り を 支援 し な が ら 、 交流 の 場 づ くり を X( 兼 業 就業 )」 を 市 町 村 と 連携 し 促進 す | り な ど を 支援 する こと に より 、 农业 [= 就 
B( 一 部 反映 ) 


3 一 12 


反映 内 容 
反映 前 (た た き 台 の 内 容 ) 


検討 結果 (県 の 考え 方) 反映 状況 一 


誤 由 回 NM 帯 


移住 に 関し 、 誰 を ター ゲッ ト に する か 、 何 を PR する か を まとめ 、 行 
動 する 仕組 み が 必 要 。 


人 口 問題 の 最小 単位 は 人 だ が 、 家族 の 視点 が 重要 。 漁業 は 一 人 
で は で き な い の で 、 家 族 の 力 が 必要 。 親 と 同居 すれ ば いろ ん な 形 
で 支援 する と いう 施策 も 必要 で は な いか 。 子 育て 世代 は 忙し い の 
で 、 家族 単位 で の 対応 も 施策 に 盛り 込ん で も ら え る と よい 。 


若者 と 女性 の 活躍 の た め に は 、 人材 育 成 が 重要 。 

また 、 生活 を 支え る 仕事 の 創出 が 必要 だ が 、 支 援 を 一 過 性 に 終わ 
ら せ な いた め に 、 そ こ で 働く 人 、 暮らす 人 が 活躍 で きる よう に する 
支援 が 必要 。 人 を 育て る こと が 重要 。 


戦略 を 読み 、 子 育て 支援 は 、 小 学校 に 入る 前 の 人 た ち を 対象 に し 
て いる と 見 た が 、 子 育て 中 の 親 は 、 大 学 ま で の 教育 費 な ど 、 も っ と 
先 ま で 考え て いる と 思う 。 その よう な と ころ まで 盛り 込ま れ て いな 
い 。 県 と し て 、 そこ まで 見 せ た 方 が これ か ら 子 育て を 頑張 る 人 が 増 
える 。 


10 の 基本 姿勢 に 納得 し て いる 。 ロー カル 経済 と 地域 経済 と 違う 意 
味 で 使っ て いる こと は 分 か る の で ロー カル に カギ カッ コ を 付け る な 
どの 工夫 が 必要 。 


ビジ ョ ン に 書か れ て いる こと は 全て 必要 な こと と 認識 し て いる 。 付 
け 加 える と 、 最 大 の 人 口 を 抱え て いた 時 代 に 戻ら いない なら ば 、 現 
実 を 見 据え 、 伸 びき っ た まち づく り を 見 直す 必要 も ある 。 


人 口 が 増加 し て いく 60<79 歳 は 、 お 金 も あ り 元気 、 こ の 世代 に 合う 
まち づく < くり を 進め て 行け ば 、 若 者 に 十分 な 賃金 を 払え る 環境 も 作 
れる の で は な いか 。 


移住 定住 施策 の 推進 の 当たっ て は 、 そ れ ぞ れ の 世代 や 家族 構 
成 、 ラ イフ スタ イル に 応じ た 提案 型 の 情報 提供 な ど 、 施策 ター ゲッ 
ト を 明確 化し た 取組 が 必要 と 考え て お り 、 総合 戦略 で は 、 ラ イフ ス 
タイ ル に 応じ て 移住 パタ ー ン を 類型 化し 、「 い わ て な ら で は の 暮らし 
方 」 な ど 提 案 型 の 情報 提供 を 強化 する と と も に 、 首都 園 へ の 常設 
型 の 情報 提供 ブー ス の 設置 や 移住 コン ン ェ ル ジ ュ の 配置 等 に よ 
る 、 オ ー ダ ー メ イド 型 の 相談 窓口 体制 の 整備 を 盛り 込み まし た 。 


子育て 世代 が 親 と 同居 する こと に つい て は 、 高 齢 者 介護 の 問題 や 
子育て 支援 に 寄与 する 効果 も 期待 され 、 御 意見 は 個々 の 世帯 ・ 個 
人 の ライ フス タイ ル の 尊重 な ど 慎 重 な 検討 を 要する こと か ら 、 た だ 
ち に 県 の 施策 に 反映 する こと は 難し いと 考え ます が 、 今 後 の 施策 

を 検討 する 上 で の 参考 と し ます 。 


人 材 の 育成 は 全て の 施策 の 基盤 と な る も の で あり 、 あら ゆる 施策 
分 野 に お いて 必要 な 取組 で す 。 御 意見 を 踏ま え 、 人 材 育成 ・ 担 い 
手 育成 に 関す る 取組 を 可能 な 限り 、 各 施策 分 野 に 盛り 込み ます 。 


総合 戦略 で は 、 ひ と り 親 家庭 に 対す る 医療 費 助 成 や 、 子 育て の 経 
済 的 負担 の 軽減 の た め 経済 的 理由 に より 修学 が 困難 な 高等 学校 
生徒 等 へ の 就学 支援 金 や 授業 料 減免 補助 事業 に よる 学費 助成 、 

奨学 の た め の 給 付 金 に よる 修学 支援 の 取組 を 盛り 込み 、 子 ども の 
成長 に 応じ た 経済 的 な 負担 の 軽減 に 努め ます 。 


御 意見 を 踏ま え を 、「 ロ ー カ ル 経 済 」 と の 表記 に 改め ます 。 


総合 戦略 で は 、 魅 力 あ る ふる さと プロ ジェ クト に 魅力 ある まち づく り 
の 取組 を 盛り 込み まし た が 、 具 体 的 に は 、 市 町 村 及 び 商 工 団体 等 
と 連携 し た 商店 街 の 活性 化 の 取組 と と も に 、 拠 点 集約 ・ 連 携 型 の 
都市 構造 の 構築 等 に よる 持続 可能 な まち づく り を 進め る た め の 観 
点 か ら 、 広 域 的 な 見 地 に よる 特定 大 規模 集客 施設 の 適切 な 地域 
へ の 立地 の 誘導 を 行っ て いま す 。 


高齢 者 に 住み 良い まち は 、 あ ら ゆ る 人 々 に と っ て 住み や すい まち 
と 考え ます 。 総合 戦略 で は 、 公共 的 施設 等 が ユニ バー サル デザ イ 
ン の 視点 に 基づい た 施設 と な る よう 、 市 町 村 や 民間 部 門 と 連携 し 
な が ら 整 備 す る と と も に 、 歩 道 の 段差 解消 等 に 取り 組む ひと に や さ 
し いま ち づ く り の 推進 や 、 住 まい 、 医 療 、 介 護 、 生 活 支 援 な ど を 総 
合 的 に 展開 し 、 高 齢 者 が 、 住 み 慣れ た 地域 で 安心 し て 生活 し 続け 
る こと が で きる 地域 包括 ケア の まち づく り を 盛り 込み まし た 。 


に 、 就 学 前 児童 (妊産婦 を 含む 。 ) に 係 
る 医療 費 助成 の 現物 給付 化 に 取り 組 


就学 支援 に よる 学び の 環境 の 確保 


いわ て の 学び 希望 基金 を 活用 し た 就学 |- 


支援 の 実施 等 に より 、 東 日 本 大 岩 災 津 
波 で 生活 基盤 を 失っ た 児童 生徒 や 低 所 
得 者 世帯 の 児童 生徒 の 学び の 環境 の 
確保 に 取り 組む 。 


関連 する 施策 分 野 ご と に 人 材 の 育成 に 
つい て 盛り 込み まし た 。 


・ 小児 医療 遠隔 支援 シス テム の 利 活 
用 の 促進 を 図る な ど 小 児 医療 体制 の 強 
化 に 取り 組む と と も に 、 未 熱 児 や 小児 
慢性 特定 疾病 に 対す る 医療 費 助 成 を 
行い ます 。 また 、 子 ども 妊産婦 医療 費 
助成 及び ひと り 親 家庭 医療 費 助成 等 を 
行う と と も に 、 未 就学 児 及 び 妊 産婦 に 
EAA 
み ま す 。 


就学 支援 に よる 学び の 環境 の 確保 
高等 学校 等 の 生徒 の 教育 の 機会 を 
確保 する た め 、 就 学 支援 金 、 高 校生 等 
奨学 給付 金 等 の 修学 支援 に より 、 保護 
hs 0 


・ いわ て の 学び 希望 基金 を 活用 し た 就 
学 支援 の 実施 等 に より 、 東 日 本 大 震 災 
津波 で 生活 基盤 を 失っ た 児童 生徒 の 学 
び の 環境 の 確保 に 取り 組み ます 。 


「 ロ ー カ ル 経 済 」 を 振興 する 





反映 内 容 


間 を 短く し 、 家 庭 の 生活 時 間 を 確保 する こと が 重要 。 人 研修 会 等 の 開催 に 取り 
組み o 





誤 由 回 NM 帯 


新規 高卒 者 の 県 内 就職 は 、 岩 手 県 63%、 宮城 81% で 、 岩手 に は | 御 意見 を 踏ま え 、 総 合戦 略 で は 、 生 産 性 向上 を 観点 と し た 施策 を 
留まっ て いな い 。 引き 止め 、 戻 っ て き て も ら う こと が 必要 。 企業 ・ 産 | 積極 的 に 盛り 込む こと と し 、 具 体 的 に は 、 自 動車 関連 産業 を 中 心 
が 生 上 ! り 、 付 加 上 ! に 進め て きた 専門 アド バイ ザー に よる 工程 改善 ・ コ スト 削減 等 生産 
賃金 を 上 げ て いく シス テム に し な いと 持続 可能 な 環境 に は な ら な | 性 向上 の 取組 を 水産 加工 業 へ の 拡大 な ど に 取り 組み ます 。 総合 す 。 また 、 三 次 元 デ ジタル 技術 や 情報 
い 。 戦略 で は 、 生 産 性 向上 を 観点 と し た 施策 を 各所 に 盛り 込み ます 。 通信 技術 等 を 活用 し た 設計 開発 や 生産 
(盛り 込ん だ 例 は 右記 の と お り で す ) 技術 力 の 強化 な ど 「 も の づく り 革 新 」 を 

支援 し 、 地 場 企業 の 「 高 生産 性 」「 高 付 
加 価値 型 」 へ の 転換 を 促進 し ます 。 





本 県 に 特色 ある 地域 資源 を 活用 し た |・ 本 県 な ら で は の 地域 資源 を 生か し た 
食 産業 を 付加 価値 の 高い 総合 産業 と す | 付 加 価 値 の 高い 商品 づく り を 通じ て 、 食 
る た め 、 事 業者 の 経営 基盤 の 強化 、 販 | 産業 が 持続 的 に 発展 する た め 、 事 業者 
路 開拓 、 地 域 連 携 等 を 総合 的 に 支援 す | や 生産 者 に 加え 産業 支援 、 金 融 、 行 政 
る 。 の 各 機 関 に よる 協 働 体制 の 「 フ ー ド ・ コ 
ミュ ニケ ーション ・ プ ロジ ェクト (FCP) 岩 
手 ブラ ンチ 」 等 を 活用 し 、 農 商工 連携 や 
事業 者 間 連携 に よる 新た な 事業 展開 や 
B( 一 部 反映 ) 人 材 育成 に 向け た 取組 を 強化 し ます 。 


・ 環境 の 変化 に 柔軟 に 対応 し 、 起 業 や 
新 商品 ・ 新 サー ビス の 開発 な ど 新た な 
事業 活動 に 取り 組む 事業 者 等 の 商品 
開発 や 販路 開拓 、 工 程 改善 等 に よる 経 
AA 


雇用 を 生み 出す た め に も 、 地 域内 循環 マネ ー を 創出 し て いく こと が | エネ ルギー を 地域 内 で 循環 させ る た め に 、 総 合戦 略 で は 、 地 域 の 記述 無し ) 〇 環境 と の 共生 や 地域 特性 を 活か し 
ポイ ント 。 岩手 県 は エネ ルギー に お 人 金 を 払っ て 買っ て いる 。 岩手 に | 特性 に 応じ た 再生 可能 エネ ルギー 設備 の 導入 促進 、 自 立 ・ 分 散 型 た 住ま いづ くり な ど 、 環 境 に 配慮 し 快適 
は エネ ルギー 分 野 で 大 き な 可 能 性 が ある 。 断熱 性 の 低い 建物 が | の エネ ルギー 供給 体制 の 構築 、 本 県 の 高い ポテンシャル を 活か し で 豊か に 暮らせ る 居住 環境 づく り を 推 
多い 岩手 県 で は 、 省エネ 改修 、 断熱 改修 も 大 き な 意 味 が ある 。 た 再生 可能 エネ ルギー 導入 を 推進 し ます 。 進 す る こと が 必要 で す 。 
公営 住宅 の 断熱 改修 、 バ リア フリ ー 化 な ど を 進め 、 資材 調達 コス ト | また 、 省エネ 性 能 を 有する 「 岩 手 型 住宅 」 の 建設 促進 を 追加 し て 成 

の 低減 、 民間 既存 建築 物 の 省エネ 化 を 進め 、 県 の エネ ルギー シフ | り 込 み ま す 。 

ト の モデ ル と し て 発信 し て いく と いう こと は 、 地方 が 主役 に な る 日 本 

の 姿 が 岩手 で 実現 する と いう こと に 繋が っ て いく と 思う 。 


⑦ 地域 特性 や 環境 に 配慮 し た 住宅 の 
普及 促進 

・ 岩手 県 の 特性 を 生か し た 住ま いづ く 
りや 省エネ ルギー 化 を 推進 する た め 、 
県 産 木材 の 活用 や 地域 性 の 配慮 等 の 
岩手 らし さ に 省エネ ルギー 性 能 を 加え 
た 「 岩 手 型 住宅 ] の ブラ ンド 化 の 促進 、 
普及 を 図り ます 。 


商業 の 観点 か ら ま ち が 拡 散 す る の は 、 危 機 的 状況 。 中 心 商店 街 | 総合 戦略 で は 、 魅 力 あ る ふる さと プロ ジェ クト に 魅力 ある まち づく り 
の まち の 機能 の 充実 が 必要 。 中 心 回 帰 が 必要 。 金沢 市 で は 中 心 | の 取組 を 盛り 込み まし た が 、 具 体 的 に は 、 市 町 村 及 び 商 工 団体 等 
地 に 商業 ・ 非 商業 施設 等 が 集約 され て いる 。 車 中 心から 公共 交通 | と 連携 た 商店 街 の 活性 化 の 取組 と と も に 、 拠 点 集約 ・ 連 携 型 の 都 
中 心 の まち づく り を 進め る 必要 が ある 。 市 構造 の 構築 等 に よる 持続 可能 な まち づく り を 進め る た め の 取 組 
の 観点 か ら 、 広 域 的 な 見 地 に よる 特定 大 規模 集客 施設 の 適切 な 
地域 へ の 立地 の 誘導 を 行っ て いま す 。 
また 、 岩手 県 公共 交通 利用 推進 協議 会 に よる 、 減 クル マ の 取組 
を 盛り 込み 、 公 共 交 通 の 利用 促進 を 進め ます 。 
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誤 由 回 NM 帯 


地域 を 愛し て 住ん で いく と いう 教育 が 必要 。 


子育て 支援 の 人 の 質 を 上 げ る こと も 必要 。 子育て の た め 離 職 し た 
場合 で も 、 ス キル アッ プ が で き て 、 企 業 が 受入 られ る よう 制度 と し 
て 整備 し て いく こと が 重要 。 


岩手 を 子育て 特区 に する と いう よう な 思い 切っ た こと も ーー つの アイ 
ディ ア で ある 。 他 県 か ら の 社会 増 も 考え られ る 。 


沿岸 若者 の 人 口 増 が 挙げ られ て いる が 、NPO の 目 で 見 る と 、 外 
部 支援 団体 は 撤退 する と ころ が 多い 。 一 過 性 の 明る さ の よう に 感 
じ る 。 2 年 前 に 内 閣府 の 事業 に お いて 、 東 北 で 600 名 の 起業 家 が 
生ま れ た が 、 現 在 半分 以上 が 廃業 や 休業 状態 。200 万 円 を 多く の 
人 に 配分 する より も 1000 万 円 で も 魅力 ある 企業 に 投資 を し た 方 が 
雇用 を 生む の で は な いか 。 


高齢 者 に つい て も 、10 の 基本 姿勢 に 入れ て ほし い 。 今 ま で 岩手 を 
作り 上 げ て きた の に 、 突 然 、 若 者 と 女性 の み を 言わ れる と 、 は じ か 
れ た 印象 を 受け る の で 、 是非。 


移住 に 関し 、U タ ー ン は いい が 、! タ ー ン は 効率 が 悪い 。 基本 は 地 
元 か ら 出さ な い 、 出 て 行っ た 人 を 戻す 施策 が 必要 。 転勤 し た 人 に 
老後 に 住ん で も ら う 方 策 な ど を 考え る こと も 必要 。 


ILC を 誘致 し 、 人 口 が 増え る 夢 の 数 値 を 入れ て みる と 明る い 展 望 
が 見 える の で は 。 


給食 を 県 産品 に し て 、 県 の 農林 水産 業 を 守る こと も 必要 だ と いう こ 
と を 発信 する の も よい 。 


検討 結果 (県 の 考え 方 ) 反映 状 ; 

総合 戦略 で は 、「 い わ て の 復興 教育 」 の 推進 を 盛り 込み 、 具 体 的 

に は 、 震 炎 津 波 の 経験 を 踏ま えた 仲間 や 地域 の 人 々 の つなが り 、 
C( 趣 旨 同 

総合 戦略 で は 、「 職 業 訓 練 」 と し て 、 母 子 家庭 の 母 等 を 対象 と し た 
離職 者 訓練 及び 育児 等 に より 就業 経験 に 逐 し い 女性 を 対象 と し た 
女性 就業 援助 講習 の 取組 を 盛り 込み 、 女 性 の 再 就職 支援 を 進め |C( 趣 旨 同 

(参考 ) 


地域 づく り 、 社 会 参画 に 取り 組み ます 
ます 。 


见 
三 ) 
=) 


当面 は 「 岩 手 県 ふる さと 振興 総合 戦略 (仮称 )」 に 掲げ る 子育て 支 
援 の 取組 を 着実 に 進め る こと と し 、 そ の 成果 や 国 の 制度 に 係る 課 
題 も 見 な が ら 、 必 要 に 応じ て 検討 し て 参り ます 。 


県 で は 、 御 指摘 の あっ た 被災 地 に お ける 起業 促進 の ほか 、 中 小 
企業 の 経営 力 の 向上 を 支援 する た め 、 中 小 企業 者 が 行う 新た な 
事業 活動 へ の 取組 に つい て 、 経 営 革新 計画 承認 制度 等 に より 支 
援 を 行っ て お り 、 こ うし た 経営 革新 計画 に 基づく 事業 実施 段階 で の 
支援 や 中 小 企業 の 人 材 育 成 な どの 県 の 取組 に つい て は 、 総 合戦 
略 に 盛り 込み 、 積 極 的 に 推進 し ます 。 


B( 一 部 反映 ) 


人 口 の 展望 が 実現 し た 岩手 は 、 当然 に 高齢 者 が 生き 生き と 暮らす 
岩手 で あり 、 御 意見 を 踏ま そえ 、 ビ ジョ ン ( 素 案 ) に お いて 、 基 本 姿勢 
の 1 つ に 掲げ た 「 あ ら ゆ る 人 々 が 共に 生き 生き と 暮らす 地域 づく り 

を 進め る 」、「 高 齢 者 の 元気 が あら ゆる 世代 の 活力 を 引き 出し 人 々 
が 共に 生き 生き と 暮らす 地域 づく り を 進め る 」 に 改め ます 。 


総合 戦略 で は 、 移住 者 の フォ ロー と し て 、 移 住 者 が 地域 に 溶け 込 
み 、 住 み 続 ける た め の 継 続 的 な 支援 の 実施 、 転 勤 等 で 県 外 に 転 
出し た 人 を 含め 、 移 住 希 望 者 一 人 ひと り の ニー ズ に 対応 する た め 
の 、 首 都 圏 へ の 常設 型 の 情報 提供 ブー ス の 設置 や 移住 コン シェ 
ル ジ ュ の 配置 等 に に る オー ダー メイ ド 型 の 相談 窓口 体制 の 整備 を 
盛り 込み まし た 。 

東北 ILC 推 進 協議 会 の 試算 に よる と 、ILC の 誘致 が 実現 し た 場 
合 、ILC 運 用 定常 時 (20 年 目 頃 ) に お いて は 、 関連 し て 10,400 人 程 
度 が 地域 に 居住 する と 想定 され て お り 、 総 合戦 略 で は 、 更 な る 人 
口 増 の 可能 性 に つい て も 記述 し まし た 。 


総合 戦略 で は 、 給 食 施設 等 で の 県 産 食 材 の 利用 促進 の 取組 を 盛 
り 込 ん で お り 、 実 施 に 当たっ て は 、 御 意見 を 踏ま え 、 積 極 的 な 情報 
発信 に も 努め て いき ます 。 


反映 ペー ジ 


ARE 1 地域 づく り を 進め る 


ジョ ン ) 





反映 内 容 
反映 前 (た た き 台 の 内 容 ) 


を 果たし て いる 中 小 企業 に 対し て 、 商工 | 化 に 的 確 に 対応 し 、 新 分 野 へ の 進出 、 
関係 団体 と 連携 し て 総合 的 ・ 継 続 的 な | 新 商品 の 開発 な ど 新た な 事業 活動 に 取 
経営 支援 、 円 滑 な 資金 繰り を 支援 する | り 組め る よう 、 経 営 革 新 計 画 の 策定 段 
と と も に 、 企 業 人 材 の 育成 を 支援 する 。 | 階 か ら 、 事 業 実施 、 目標 達成 まで を 一 
県 内 企業 等 に お ける 新た な ビジ ネス | 貫 し て 支援 し ます 。 
モデ ル の 構築 、 販 路 や 新 技術 の 拡大 、| な お 、 計画 に 基づく 事業 実施 の 段階 に 
処遇 の 改善 な ど 若者 に 魅力 ある 企業 づ | お いて は 、 資 金 面 、 技 術 面 、 販 路 開 拓 
くり を 支援 し て いく 。 な ど 企 業 ニ ー ズ に 応じ た 重層 的 な 支援 
を 行い ます 。 
・ 中 小 企 業者 の 持続 的 な 発展 を 図る 
た め 、 事 業 活動 の 中 核 を 担う マネ ジ メ ン 
ト 人 材 の 育成 に 取り 組み 、 経 営 力 の 一 
層 の 向上 を 支援 し ます 。 
・ 製造 業 ・ 水 産 加 工業 に お いて 導入 を 
進め て きた 工程 改善 等 に つい て 、 他 業 
種 へ の 普及 拡大 を 図り ます 。 


高齢 者 の 元気 が あら ゆる 世代 の 活力 を 
引き 出し 人 々 が 共に 生き 生き と 暮らす 
地域 づく り を 進め る 


記述 無し ) また 、 日 本 で の 建設 が 最 有 力 と され て 
いる 国際 リニア コラ イダ ー(ILC) は 、 日 
本 が 世界 に 大 きく 貢献 する こと の で きる 
施設 で す 。 東北 ILC 推 進 協議 会 の 報告 
に よる と 、ILC の 建設 に よる 関連 人 口 の 
増加 は 20 年 間 で 1 万 人 以上 と され 、 人 
口 減少 が 進む 東北 地方 に お いて 大 き な 
起爆 剤 と な る こと は 確実 で す 。 
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誤 由 回 @ 帯 


検討 結果 (県 の 考え 方 ) 反映 状況 


① P5 の 2 行 目 、「6 次 産業 化 」 の 取組 の 前 に 「 生 産 振興 と と も に 」 |① 生産 振興 も 重要 な こと か ら 、 御 意見 の 趣旨 を 総合 戦略 に 盛り 
を 入れ た ほう が 良い の で は な いか 。 込み まし た 。 


② P39 の プロ ジェ クト 名 は 人 口 減少 に 対応 する カカ が 見 えな い の |② タイ トル は 原案 どおり 包括 的 な 名 称 に と ど め 、「 取 組 の 方 向 」 に 
で 、 例 えば 農林 水産 業 所 得 と 雇用 交流 促進 プロ ジェ クト の よう な イ | お いて 、 安定 し た 所 得 と 新た な 雇用 の 創出 、 都 市 農村 交流 等 に つ 
ン パ クト の ある タイ トル が 良い の で は な いか 。 いて 記載 し まし た 。 


③ P41 の 半 農 半 X と 移住 の 項目 に つい て は 、 地 域 の 維持 活性 化 |③ 御 意見 を 踏ま え 、 半 農 半 X に つい て は 、「④⑭ 農 山 漁村 に お ける 
と いう 位置 づけ だ と 思わ れる の で 、P42 の 「 農 山 漁村 に お ける 交流 | 交流 人 口 の 拡大 と 移住 ・ 定 住 の 促進 」 に 位置 づけ まし た 。 
人 口 の 拡大 」 に 移し た ほう が よい 。 


④ 企業 の 農業 参入 に つい て 記載 が な い 。 P41 の 「 新 規 就農 者 の [④ 御 意 見 を 踏ま え 、 企 業 の 農業 参入 に つい て 盛り 込み まし た 。 
確保 ・ 育 成 対策 を 」 の 箇所 を 、「 確 保 ・ 育 成す る と と も に 、 地 域 と 調 
和 し た 企業 等 の 参入 を 促進 し 」 と いう 記載 に し 、 前 向き な 意思 表示 


を する べき 。 
⑤ 御 意見 を 踏ま よ え 、 農 ・ 林 ・ 水 産業 の 分 野 ご と に 人 材 育成 の 取 
⑤ 担い 手 の 経 営 者 と し て の 能力 向上 に つい て 記載 が 薄い 。 農林 | 組 を 盛り 込み まし た 。 
水 の 各 分 野 に お いて 、 ど の よう に 人 材 育 成す る か を で きる だ け 丁 
室 に 記載 すれ ば 良く な る の で は 。 


新しい 施策 と し て 、 例 えば 、 最 先端 の バイ オ 技 術 を 用 いる と か 、 木 | 工業 技術 セン ター に お いて 、 バ イオ 技術 を 活用 し た 食品 機能 性 成 

材 の バイ オマ ス 産 業 化 、 海 洋 産業 開発 に よる 水産 業 振興 の ほか 、 | 分 等 に 係る 技術 や 、 木 貨 バ イオ マス 燃料 に 係る 技術 な どの 研究 

岩手 大 、 県 立 大 、 医大 、 生 工 研 セン ター と 連携 し た 起業 促進 な ど と | 開発 に 引き 続き 取り 組ん で いき ます 。 

いっ た こと も 検討 願い た い 。 総合 戦略 で は 、 バ イオ マス 関 連 産業 の 展開 に 連動 し た 木質 バイ オ 
マス の 利用 拡大 、 研 究 機関 や 大 学 と の 連携 に よる 品種 や 特産 品 
の 開発 推進 に つい て 盛り 込み 、 よ り 生 産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 の 
形成 に 取り 組ん で いき ます 。 


A( 全 部 反映 ) 


P43 | 
B( 一 部 反映 ) 


反映 内 容 

①… 農 林 水 産物 の 生産 性 ・ 市 場 性 を 高 
め 、6 次 産業 化 を 推進 する こと な ど に よ 
り 所 得 ・ 雇 用 機会 を 確保 - 拡 大 する と と 


①… 本 県 の 基幹 産業 で ある 農林 水産 
業 を 一 層 活 性 化し 、6 次 産業 化 の 取組 
等 に より 所 得 ・ 雇 用 機会 を … 


② る 取組 の 方 向 あ 農山 漁村 に お ける 
人 口 の 社会 減 を 食い 止め る た め 、「 強 
い 農 林 水 産業 」 と 「 活 力 ある 農山 漁村 」 
を 創造 し 、 所 得 ・ 雇 用 機会 の 確保 を 進 
め る と と も に 、 都 市 農村 交流 や 農山 漁 
村 へ の 移住 定住 を 促進 し ます 。 


③ <② 農 林 水 産業 の 中 心 経営 体 の 育 
成 、 新 規 就業 者 の 確保 ・ 育 成 と 移住 ・ 定 
住 の 促進 > 

… 農 業 に 就業 し な が ら 他 産業 に も 従事 
する 「 半 農 半 X( 兼 業 就業 )」 の 促進 や … 


(④… 県 内 外 か ら の 多様 な 新規 就業 者 
の 確保 ・ 育 成 対策 を 推進 し 、 意 欲 あ る 
OR り 込 み と 地 域 へ の 定着 を 図り 


oO 


⑤ ⑤ 
・「 地 域 農業 マス ター プラ ン 」 や 「 地 域 再 |・ 


生 営 漁 計 画 」 で 位置 づけ られ た 経営 体 

及び 「 森 林 経 営 計画 」 の 作成 ・ 実 行 を 担 
う 林 業 経営 体 な ど 、 地 域 の 農林 水産 業 

を 牽引 する 中 心 経営 体 の 育成 を 進め 、 

経営 規模 の 拡大 や 多角 化 を 通じ た 所 得 
向上 と 雇用 機会 の 拡大 を 図り ます 。 


林業 に お いて は 、 豊 富 な 森林 資源 を 
活用 し 、 多様 で 品質 の 高い 木材 製品 の 
安定 供給 体制 を 確立 する と と も に 、 計 
画 的 な 伐採 、 造 林 に よる 森林 資源 の 循 
環 利 用 を 推進 し ます 。 


(記述 無し ) 


② る 取組 の 方 向 農 山 漁村 に お ける 
人 口 の 社会 減 を 食い 止め る た め 、 安 定 
し た 所 得 と 新た な 雇用 を 生み 出す 「 強 い 
農林 水産 業 」 と 都市 農村 交流 や 移住 ・ 
定住 に より 、 若者 等 が 集い 、 に ぎわ う 

「 活 力 ある 農山 漁村 」 を 創造 し ます 。 


③ <④ 農 山 漁村 に お ける 交流 人 口 の 
拡大 と 移住 ・ 定 住 の 促進 > に 移動 


④… 他 産業 か ら の U・1 タ ー ン 者 な ど 多 
様 な 新規 就農 者 の 確保 ・ 育 成 に 取り 組 
Me 企業 の 農業 参入 を 促進 し ま 


農業 に お いて は 、 リ ー デ ィング 経営 
体 を は じ め 地 域 の 中 心 と な る 経営 体 へ 
の 農地 の 利用 集積 を 進め 、 経 営 の 規模 
拡大 や 効率 化 を 促進 する と と も に 、 法 
人 化 を 支援 する な ど 地 域 農 業 を けん 引 
し 雇用 の 受け 息 と な る 先導 的 な 経営 体 
を 育成 し ます 。 

また 、 農 家 子 弟 、 若 者 ・ 女 性 や 新規 
学卒 者 、 他 産業 か ら の U・I タ ー ン 者 な ど 
多様 な 新規 就農 者 の 確保 ・ 育 成 に 取り 
eu 企業 の 農業 参入 を 促進 し 
・ 林業 に お いて は 、 地 域 け ん 引 型 林業 
経営 体 の 育成 や 研修 機関 等 に よる 林 
業 技能 者 の 養成 、 新 規 就業 者 の 確保 ・ 
育成 な ど に 取り 組み ます 。 
・ 水産 業 に お いて は 、 専 業 漁家 の 経 
営 規 模 の 拡大 を 促進 する と と も に 、 研 
修 ・ 雇 用 機会 の 創出 や 住居 確保 な ど 受 
入れ 環境 の 整備 、 就 業 の マッ チン グ な 
ど に より 、 生産 性 ・ 収 益 性 の 高い 中 核 的 
漁業 経営 体 の 育成 や 新規 漁業 就業 者 
の 確保 に 取り 組み ます 。 


・ 林業 に お いて は 、 計 画 的 な 伐採 ・ 千 
林 や 木質 バイ オマ ス の 利 活用 な ど に よ 
る 森林 資源 の 循環 利用 を 促進 する と と 
も に 、 多様 で 高 品質 な 木材 製品 の 安定 
供給 体制 を 確立 し ます 。 


・ 県 内 外 の 研究 機関 ・ 大 学 等 と 連携 
し 、 バイ オ テ ク ノロ ジー を 活用 し た 品種 
開発 や 特産 品 の 開発 な ど に 取り 組み ま 


oO 
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再 造 林 に つい て も 、 採 算 が 合わ な いと 言わ れ て いる が 、 再 造 林 と 
いう こと も 具体 的 な 施策 と し て 盛り 込ん で ほし い 。 


人 口 の 社会 減 に 関す る 目標 に 関し 、「 社 会 増減 ゼロ を 目指 す 」 と し 
て いる が 、 こ の 表現 だ と 「 社 会 増 」 も ゼロ を 目指 すこ と に な る 。 社会 
減 ゼ ロ を 目指 す と いう 意味 と 理解 し て よい か 。 


岩手 で は 車 を 利用 し な いと 子育て で き な い と いう 話 を 聞く 。 クル マ 
を 利用 し な く て も 生活 で きる よう な まち づく り と いう の が 岩手 県 で で 
き な い か と 考え る 。 

三 鉄 の 利用 と か IGR の 利用 、LRT や BRT な ど が うま く リ ンク し て 、 
クル マ を 所 有 し な く て も 生活 が で きる よう な まち づく り 、 県 づく り が で 
きれ ば 、 エ ネル ギー の 無駄 を 相当 な くせ る 。 


「 生 き に くさ 」 と いう こと だ が 、 岩手 が 生き に くい の か 、 と いう こと を も 

う 一 度 考 える 必要 が ある 。 統計 を 見 る と 、 例え ば 岩手 で は 通勤 時 

間 が 全国 に 比べ 3/4 で 済む 、 睡 眠 時 間 も 長 い 。 男性 が 家事 に 携 わ 

る と いう の は 各 家 庭 で 差 が ある か も し れ な い が 、 そ うい う デ ー タ も 

Re 岩手 で の 生活 の メリ ッ ト を アピ ー ル する 部 分 が も っ と 
っ て いい 。 


ビジ ョ ン も 戦略 も お 役所 的 な の で 、 例え ば 「 岩 手 で "元気 "に 働く 」 
「 岩 手 で "楽し く " 育 て る 」「 岩 手 で "豊か に "暮らす 」 と か 書く と 民間 
的 に な る の で は な いか 。 

「 幸 せ 」 づ くり と いう 文言 も どこ か に 入る と いい 。 幸せ ラン キン グ で 
岩手 は 22 位 。 逆転 の 発想 で 幸せ を 見 つけ る 施策 を 見 せら れれ ば 
いい 。 


i > 反映 内 容 
討 結 県 
検討 結果 (県 の 考え 方 ) 反映 状 反映 前 (た た き 合 の 内 容 ) 


総合 戦略 で は 、 伐 採 後 の 「 再 造林 」 と 伐採 跡地 へ の 「 人 工 造 林 」 を 

合わ せ て 「 造 林 」 の 取組 と し 、 森 林 資 源 の 循環 利用 の 推進 を 盛り 
込み まし た 。 

な お 、 林業 の 経営 効率 化 の 取組 の ほか 、 経 営 体 の 育成 を 通じ て | 。、 
伐採 か ら 再 造 林 ま で を 一 体 的 に 行う 施業 の 普及 を 図る な ど 、 総 合 |D( 参 考 ) 


戦略 と いわ て 県 民 計 画 ア クシ ョ ンプ ラン の 施策 を 推進 し 、 造林 等 、 
森林 整備 に 係る 費用 負担 の 低減 に 取組 み ま す 。 


御 指摘 の と お り 、 社 会 増減 に 関す る 目標 は 、 県 外 へ の 転出 超過 を 
解消 する 「 社 会 減 」 を ゼロ と する も の で す 。 

より 分 か りや すく 、 明確 に する た め に 、 施 策 推 進 目標 を 「 社 会 減 ゼ 
口 を 目指 し ます 」 と 改め ます 。 


公共 交通 は 地域 と 地域 を つなぐ 重要 な 交通 機関 で あり 、 県 と し て 
も 、 地 域 公共 交通 の 維持 確保 や 利用 促進 に 向け た 施策 を 実施 す 
る こと を 総合 戦略 に 盛り 込ん だ と ころ で す 。 

今後 の 取組 を 具体 化す る に 当たっ て は 、 御 指摘 の 子育て の 視点 
も 参考 に し な が ら 、 交 通 事 業者 と 一 体 と な っ た 取組 を 検討 し て まい 


せる 社会 増減 ゼロ を 目指 し ます 。 


ゼロ を 目指 し ます 。 
A 


り ま す 。 


人 口 減少 を 引き 起こ し て いる と 考え られ る 様々 な 要因 に 対し 、 人 々 
が 率直 に 抱く 思い を 表す 言葉 と し て 「 生 き に くさ 」 用 いて お り 、 こ れ 

を 「 生 き や す さ 」 に 転換 し て いく た め 、 岩 手 の 持 つ 特 性 を 生か し 、 ふ 
る さと 振興 の 3 つの 柱 を 推し 進め ます 。 総合 戦略 の 取組 の 具体 化 
に 当たっ て は 、 例 えば 、 移 住 ・ 定 住 を 促進 する た め 、 今年 度 、 県 外 
居住 者 に 対し て 岩手 暮らし を 訴求 する た め の パ ン フ レッ ト の 作成 を 
Ee 御 意見 も 参考 に 岩手 の 魅力 を アピ ー ル し て まい り ま 


状況 
反映 ) 
) 
) 
) 


部 
参考 
参考 
参考 


総合 戦略 の 策定 後 、 広 く 県 民 の 周知 を 図る た め に 普及 版 の 作成 
を 予定 し て お り 、 御 意見 を 踏ま え 、 よ り 親 し みや すい 、 訴求 力 の 高 
い 構 成 ・ 表 現 等 を 工夫 し て まい り ま す 。 


( 全 
D( 参 
D( 参 
D( 参 
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反映 内 容 


討 結 果 ( 県 の 考え 状 ; 
ola eda 反映 前 (た た き 台 の 内 容 ) 


① P42 の 現状 と 課題 に 関し 、 企 業 と の 連携 を 素案 の よう な 表現 と |① ご 意見 を 踏ま え 、【 現 状 と 課題 ]、【 主 な 取組 内 容 」 に 「 農 林 水 産 ① ① 
し て 盛り 込む べき 。 業 関連 企業 の 立地 」 に つい て 盛り 込み まし た 。 [現状 と 課題 ] 
〇 … 農 商工 連携 な ど を 進め る こと に よ 
② P107 に 関し て 、 人 材 の 育成 に つい て 、 農 林 水 産 の 分 野 を も っ |② 人 材 育成 の 取組 に 、 農 林 水 産業 の 担い 手 の 育成 に つい て 盛り り 、 農 山 漁村 ・ 農 林 水 産業 の 所 得 と 雇 
と 盛り 込む べき 。 込み まし た 。 Le 
[ 主 な 取組 内 容 〕 
・ 農林 漁業 者 が 農林 水産 物 の 加工 ・ |・ 
販売 等 に 取り 組む 6 次 産業 化 や 農 商 工 
連携 を 推進 し ます 。 
[ 主 な 取組 内 容 ]〕 
② 本 県 経済 の 基盤 と な る 産業 振興 を 
担う 人 材 の 育成 日 う 
A( 全 部 反映 ) ※ 記 述 な し ・ 
ます 
の 取組 > 
a 員 会 県 
ーーーー = 一 | ーー コー ュー ミン ーー = 


ご 県 民 総 参加 の 取組 > 
・ 各 種 生涯 学習 情報 の 提供 
(県 教育 委員 会 ) 

・ 各 種 生涯 学習 情報 の 収集 と 提供 


社会 人 や 職業 人 の 学び な お し の た め に 、 学び た いと 思わ せる よう | 生涯 を 通じ た 学び の 環境 づく り に つい て は 、 地 域 の 生涯 学習 推進 

な 支援 や 環境 の 整備 が 必要 。 の 中 核 と な る 人 材 を 育成 する た め 、 各 種 研修 会 等 を 開催 し て いる 

また 、 生涯 学習 に 関し て は 職業 と 結び つけ た 学び な お し が 大 事 。 | と ころ で す が 、 委 員 御 指摘 の と お り 、 学 び た いと 思わ せる よう な 支 

も う 少 し 踏み 込ん で 考え て ほし い 。 援 や 環境 整備 も 大 切 で ある た め 、 今 後 は 、 関 係 機関 や 団体 と 連携 
し 、 多 様 な 生 注 学習 情報 の 提供 を 行う な ど 、 必 要 な 支援 や 環境 の | rt 
整備 を 推進 し ます 。 B( 一 部 反映 ) 


若い 女性 の 流出 を 食い 止め る た 


催す る ほか 、 男性 の 理解 ・ 協 力 を 促進 
IA 


oO 


KPI : 

男女 性 の 職業 生活 に お ける 活躍 推進 
法 に 基づく 一 般 事業 主 行動 計画 策定 届 
人 ( 累 

計 ):80 


若 生 の 流 =- め に 、P89 の 取組 や KPI が 資す る | 若い 女性 の 流出 を 食い 止め 、 女 性 の リー ダー 育成 が 図ら れる こと P89 |〔 主 な 取組 内 容 ] 
も の な の か 、 も う 少 し 吟味 し て ほし い 。 ③ の ロー ル モ デ ル の 提示 は | を 示す も の と し て 、 事 業 主 、 男 性 等 周囲 の 意識 啓発 に 関す る 取組 ② ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス ( 仕 事 と 生 
大 事 だ が 、 女性 の リー ダー 育成 に 関し て 見 えな い 。 を 指標 に 修正 し まし た 。 活 の 調和 ) の 推進 の た め の 環 境 づ くり 
企業 風土 を 変え な いと 、 女性 の 活躍 は 難し い 。 ト ッ プ の 意識 改革 ・ 経済 団体 や 産業 団体 と 連携 し 、 事 業 
が 必要 。 所 に お ける ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス や 女 |・ 
性 登用 を 推進 する た め の 研 修 会 等 を 開 
A( 全 部 反映 ) 


[現状 と 課題 ] 

〇 … 農 商工 連携 、 農 林 水 産業 関連 企 
業 の 立地 な ど を 進め る こと に より 、 農山 
漁村 ・ 農 林 水 産業 の 所 得 と 雇用 機会 を 
確保 ・ 拡 大 し て いく こと が 必要 で す 。 


[ 主 な 取組 内 容 ] 

農林 漁業 者 が 農林 水産 物 の 加 エ ・ 
販売 等 に 取り 組む 6 次 産業 化 や 農 商 エ 
連携 、 地 域 の 農林 水産 物 の 加工 等 に 
関わ る 企業 の 立地 な ど を 進め ます 。 


[ 主 な 取組 内 容 ] 

② 本 県 経済 の 基盤 と な る 産業 振興 を 
担う 人 材 の 育成 

農林 水産 業 の 担い 手 等 の 育成 に あ 
た っ て は 、 大学 等 と の 連携 に よる 高度 
な 経営 力 を 習 入 与 する た め の 講 座 の 開設 
や 、 技 術 力 向上 の た め の 養 成 機関 等 に 
お ける 研修 の 実施 な どの 取組 を 推進 し 


oO 


KPI: 
画 リ ー デ ィング 経営 体 の 育成 数 ( 累 
計 ) :80 経 営 体 [H26 実 績 値 21 経 営 体 ] 


く 県 民 総 参 加 の 取組 > 

(県 ・ 県 教育 委員 会 ) 

・ 大 学 等 と 連携 し た 農業 経営 者 の 経営 
力 向上 の た め の 講 座 開設 

林業 技能 者 の 養成 


く 県 民 総 参 加 の 取組 > 

(市 町 村 教 育 委員 会 ) 

関係 機関 や 団体 答 と 連携 し た 多様 な 
昌和 の 

(県 教育 委員 会 ) 

関係 機関 や 団体 等 と 連携 し た 多様 な 

生涯 学習 情報 の 収集 と 提供 


[ 主 な 取組 内 容 ] 
② 女性 の 活躍 推進 の た め の 環 境 づ く 
り 


経済 団体 や 産業 団体 と 連携 し 、 事 業 
所 に お ける ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス や 女 
性 登用 を 推進 する た め の 経 営 者 研修 
会 を 開催 する ほか 、 男性 の 理解 ・ 協 力 
を 促進 する た め の 講 座 の 開催 な ど に 取 
り 組み 、 事 業 主 や 男性 に 対す る 意識 刻 
発 を 進め ます 。 

KPI: 

画 女 性 活躍 の た め の 経 営 者 研修 出席 
者 数 (累計 ) : 300 人 [H26 実 績 値 50 人 ] 
画 男 人 性 の た め の ワ ー ク ライ フ バ ラン ス セ 
ミナ ー 出 席 者 数 (累計 ) :250 人 
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魅力 ある ふる さと づく り P に 「 食 」 の 視点 が な い の が 残念 。 ま た 、 
P79 の 生活 文化 の 継承 と ある が 、 食 文化 が 見 えな い 。 他 の パー ト 
に も 散り ば め て ほし いと 思う 。 


ILC は 地方 創 生 の 本 質 的 な 取組 。 政府 の 動向 に 関わ ら ず 、 も う 少 
し 具体 的 に 書い た ほう が よい の で は な いか 。 


検討 結果 (県 の 考え 方 ) 反映 状況 


御 意見 を 踏ま え 、 農 林 水 産業 振興 プロ ジェ クト の 、「④⑭ 農 山 漁村 に 
お ける 交流 人 口 の 拡大 と 移住 ・ 定 住 の 促進 」 に 、 食 文化 に つい て 
盛り 込み まし た 。 


また 、 文 化 芸術 ・ ス ポー ツ プ ロジ ェクト の 、「⑤ 伝 統 文化 ・ 生 活 文 化 
CE 生活 文化 に か か る 記載 を 修正 し ま 
し た 。 


A( 全 部 反映 ) | P79 


御 意見 を 踏ま え 、 国際 交流 団体 の 取組 や 県 の 取組 に つい て 、 具 
体 的 に 盛り 込み まし た 。 


P63 
界 
P68 
A( 全 部 反映 ) 
P68 


反映 内 容 


反映 前 (た た き 台 の 内 容 ) 


[ 主 な 取組 内 容 ] 

④ 農山 漁 寺 に お ける 交流 人 口 の 拡大 
と 移住 ・ 定 住 の 促進 

・ 農山 漁村 に 受け 継が れ て きた 豊か 
な 自然 や 伝統 ・ 文 化 な どの 地域 資源 を 
活用 し た 体験 プロ グラ ム の 開発 な ど … 


[ 主 な 取組 内 容 ] 
⑤ 伝統 文化 ・ 生 活 文化 の 次 世代 へ の 
確実 な 継承 


・ 伝統 文化 ・ 生 活 文 化 に 対す る 地域 が |・ 


一 体 と な っ た 理解 推進 へ の 取組 や 、 保 


[ 主 な 取組 内 容 ] 

④ 農山 漁村 に お ける 交流 人 口 の 拡大 
と 移住 ・ 定 住 の 促進 

・ 農山 漁村 に 受け 継が れ て きた 豊か 
な 自然 や 伝統 的 な 行事 ・ 食 文化 な どの 
地域 資源 を 活用 し た 体験 プロ グラ ム の 
開発 な ど … 


[ 主 な 取組 内 容 ] 

⑤ 伝統 文化 ・ 生 活 文化 の 次 世代 へ の 
確実 な 継承 

文化 財 、 伝 統 芸能 を は じ め と する 伝 
統 文化 や 衣食 住 等 を 基盤 と し た 生活 文 


存 ・ 継 承 し て いく た め の 機 会 の 確保 に 取 | 化 を 魅力 ある 地域 資源 と し て 、 地域 が 


り 組み ます 。 


[現状 と 課題 ] 
〇 国際 リニア コラ イダ ー(1LC) は 、 世 


に 1 箇所 だ け 建 設 さ れる 世界 最高 ・ 最 
設 

化 さ せる 起爆 剤 と な り 、 大 き な 経 済 効果 
を も た ら す と と も に 、 外国 人 研究 者 や そ 
の 家族 に 限ら ず 定 住人 口 を 拡大 する こ 
と が 見 込ま れ ま す 。 … 


【 主 な 取組 内 容 】 
⑤ ILC 実 現に 向け た 取組 
※ 記 述 な し 


ぐ 県 民 総 参加 の 取組 > 
(国際 交流 関係 団体 ) 
※ 記 述 な し 


(県 ) 


・ 国 内 外 で の 情報 発信 、 外 国人 研究 者 
へ の 情報 発信 


一 体 と な っ た 理解 の 促進 を 図る と と も 
に 、 保 存 ・ 継 承 し て いく た め の 機 会 の 確 
保 に 取り 組み ます 。 


[現状 と 課題 ] 
〇 国際 リニア コラ イダ ー(ILC) は 、 世 
界 


に 1 箇所 だ け 建 設 され る 世界 最高 ・ 最 
先端 の 大 規模 研究 施設 で す 。 

ILC が 実現 する こと で 、 世界 の 基礎 科 
学 水準 の 向上 や 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン が 促進 
され る と と も に 、 日 本 の 国際 的 影響 カ 
の 向上 や 大 き な 経 済 波及 効果 及び 雇 
用 創出 効果 等 が 期待 され ます 。 
es 本 県 の みな ら ず 、 東 北 
を 活性 化 さ せる 起爆 剤 に な る と と も に 、 
東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 と 再生 に 
も 大 きく 寄与 し 、 さ ら に は 、 外 国人 研究 
者 や その 家族 ら の 居住 に より 定住 人 口 
を 拡大 させ る こと が 見 込ま れ ま す 。 … 


【 主 な 取組 内 容 】 

⑤ ILC 実 現に 向け た 取組 

・ 大 学 と の 共同 研究 や 、 関 係 機関 等 
が 行う 現地 調査 等 へ の 支援 を 通じ 、IL 
C の 実現 に 向け た 取組 を 進め ます 。 


ぐ く 県 民 総 参加 の 取組 > 

(国際 交流 関係 団体 ) 

・ 地 域 の 国際 化 ・ 多 文化 共生 推進 に 向 
けた 取組 


(県 ) 


已 


・ 地 域 の 取組 等 を 紹介 する 英語 版 広報 
紙 の 発行 等 に よる 外国 人 研究 者 へ の 
情報 発信 

・ 大 学 と の 共同 研究 に よる 調査 事業 等 
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誤 由 回 き 帯 


KPI に 関し 、 国際 交流 セン ター の 利用 者 数 は 、 意 味 が な いと は 言 


検討 結果 (県 の 考え 方 ) 反映 状況 


全て が 「 国 際 交 流 セ ンタ ー 施 設 利用 者 数 」 と な っ て いた KPI に つい 


わな い が 、 非常 に さみし い 。 ILC に 関す る 記載 は 手厚い が 、 そ れ 以 | て 、「① 言葉 の 壁 の 解消 」 に つい て は 、 外 国人 に も 分 か りや すい 


外 の 外国 人 へ の 対応 に つい て 、 き ちん と KPI で 示す こと が で きる 
の で は な いか 。 


情報 提供 t の 普及 、 外国 人 で も 訪れ や すく 、 暮らし や すい 環境 づく り 
の 推進 等 を 行っ て いく こと か ら 「 国 際 交 流 セ ンタ ー に よる 情報 提供 

件 数 」 に 、 ま た 、「② 安心 で きる 暮らし の 構築 」 に つい て は 、 外国 
人 の 生活 上 の 不安 を 解消 する 取組 を 通じ 、 安心 し て 暮らす こと が 
US 
し た 。 


県 民 総 参加 に は 、 ~ 必 要 で す 、 と ある が 、 実際 に 実現 する た め に | 御 意見 を 踏ま え 、 県 民 総 参加 の リー ド 文 に お いて 、「< が 必要 で 
は 容易 で は な い 。 い か に 当事者 意識 を も っ て も ら う か が 重要 。 どの | す 」 と いう 表現 を 、 より 当事者 意識 を 持っ て 取組 を 進め る た め 、「~ 


よう に 具体 化し て いく か 示し て も ら え れ ば と 思う 。 


多様 な 働き 方 の 中 で 子育て を し て いく た め に は 、 保 育 園 の あり 方 
に つい て 考え る 必要 が ある 。 24h 営 業 の 保育 施設 が ある と 、 安 心 
し て 預け られ る と いう 話 が あっ た 。 また 子ども が 熱 を 出し た と き に 


し ます 」 に 修正 し まし た 。 


就労 形態 の 多様 化 を 踏ま えた 保育 サー ビス と し て は 、 通 常 の 利用 
日 ・ 利 用 時 間 以 外 の 日 ・ 時 間 に お いて 保育 を 実施 する 「 延 長保 
育 」、 病 児 等 に つい て 、 病 院 ・ 保 育 所 等 に 付設 され た 専用 スペ ー ス 


病院 に 連れ て 行っ て も ら え る サー ビス な ど が あれ ば 、 さ ら に 具体 の | 等 に お いて 、 看 護 師 等 が 一 時 的 に 保育 等 を 実施 する 「 病 児 ・ 病 後 


計画 に 盛り 込ま れる と 良い 。 


子ども の 貧困 は これ か ら 大 き な 問 題 と な っ て くる 。 P59③ に 触れ ら 
れ て は いる が 、 盛 り 込ん で も ら え る と 安心 。 


児 保 育 」 な ど が ある こと か ら 、 総合 戦略 で は 、 例示 と し て 「 延 長保 
育 、 病 児 ・ 病 後 児 保育 等 の 実施 」 に つい て 明記 し ます 。 


子ども の 貧困 対策 に つい て は 、 現 在 、 策 定 を 進め て いる 「 い わ て 
の 子ども の 貧困 対策 推進 計画 」 に お いて 、 重 点 施策 と し て 、 教 育 
支援 、 生 活 支援 、 保 護 者 へ の 就労 支援 、 経 済 的 支援 等 を 掲げ る こ 
と と し て お り ま す が 、 こ れ ら の 支援 は 、 総 合戦 略 に お いて も 各 プ ロ 
ジェ クト で 盛り 込ん で いる と ころ で す 。 


く 各 支援 の 掲載 箇所 > 

〇 教育 支援 ・・「 ふ る さと の 未来 を 担う 人 づく り プ ロジ ェクト 」 の うち 

少 人 数 教育 の 推進 、 就 学 支援 に よる 学び の 環境 の 確保 な ど 

人 …「 子 育て 支援 プロ ジェ クト 」 の うち 保育 サー ビス 等 の 
実 な ど 

〇 保護 者 へ の 就労 支援 ・・「 商 工業 ・ 観 光 産 業 振興 、 仕 事 創出 プ 

ロジ ェクト 」 の うち 雇用 ・ 労 働 環境 の 整備 な ど 

〇 経済 的 支援 ・・「 子 育て 支援 プロ ジェ クト 」 の うち 子ども に 対す る 

医療 の 充実 と 子育て 家庭 へ の 支援 な ど 


P8 
A( 全 部 反映 ) 


反映 内 容 


Z 【 王 な 取組 内 鶴 ] 

① 言葉 の 壁 の 解消 

KPI: 

画 国 際 交 流 セ ンタ ーー 施設 利用 者 数 : 
11.600 人 (毎年 度 )[H26 実 績 値 11.278 
人 ] 


② 安心 で きる 暮らし の 構築 

KPI: 

画 国 際 交 流 セ ンタ ー 施 設 利用 者 数 : 
11.600 人 (毎年 度 )[H26 実 績 値 11.278 
人 ]〕 


③ 多 文化 共生 の 地域 づく り 

KPI: 

画 国 際 交 流 セ ンタ ー 施 設 利用 者 数 : 
11.600 人 (毎年 度 )[H26 実 績 値 11.278 
人 ] 


〔 主 な 取組 内 容 ] 
② 保育 サー ビス 等 の 充実 


・ … 小 規模 保育 事業 、 放 課 後 児 童 ク ラ |・ 


ブ の 充実 な ど を 図る こと な ど に より 、 待 
机 選 音 の 解消 や 就労 有 2 態 の 多様 化 に 
対応 し た 各種 保育 サー ビス 等 の 充実 を 
支援 し ます 。 


反映 前 (た た き 台 の 内 容 ) 


[ 主 な 取組 内 容 ] 

① 言葉 の 壁 の 解消 

KPI: 

画 国 際 交 流 セ ンタ ー に よる 情報 提供 件 
数 :1.320 件 [H26 実 績 値 1.228 件 ] 


② 安心 で きる 暮らし の 構築 

KPI: 

国外 国人 相 谈 件数 :615 件 (每 年 度 ) 
[H26 実 績 値 615 件 ] 


共生 の 地域 づく り 


画 国 際 交 流 セ ンタ ー 施 設 利用 者 数 : 
11.600 人 (毎年 度 )[H26 実 績 値 11.278 
人 ] 


く 県 民 総 参加 の 取組 > 

リー ド 文 に お いて 、「 て が 必要 で す 」 と い 
う 表 現 を 、 よ り 当 事 者 意識 を 持っ て 取組 
を 進め る た め 、「 て し ます 」 に 修正 し まし 


一 D 


[ 主 な 取組 内 容 〕 

② 保育 サー ビス 等 の 充実 

… 小 規模 保育 事業 、 放 課 後 児童 クラ 
ブ 、 延 長保 育 、 病 児 ・ 病 後 児 保育 等 の 

実施 な ど に より 、 待机 喝 章 の 解消 や 就 
労 形態 の 多様 化 に 対応 し た 各種 保育 

サー ビス 等 の 充実 を 支援 し ます 。 
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本 反映 内 容 
| 灯 介 の あえ | FAX に コー WE の 
① P55 に つい て 、「 女 性 が 結婚 ・ 出 産後 も 」 と ある が 、 男 性 の 目線 | 御 意 生生 より 明確 な 表現 と な る よう 盛り 込み まし た 。 P55 |① ① 
の 内 容 だ と 感じ た 。 〔 主 な 取組 内 容 ] 〔[ 主 な 取組 内 容 ] 
また 、「 男 性 も 含め た 育児 休業 」 だ と 、 男性 は 別 と 認識 し て いる と ① 子 育て し な が ら 働 きやすい 労働 環境 |① 子 育て し な が ら 働き や すい 労働 環境 
見 られ る の で は な いか 。 の 整備 の 整備 
例え ば 「 子 育て 家庭 を 営む お 男女 が 」 と いう よう な 表現 に で き な い か ・ 女性 が 結婚 ・ 出 産後 も その 能力 を 発 |・ 男女 が と も に 仕事 と 子育て を 両立 さ 
検討 し て ほし い 。 揮 し な が ら 働き 続け る こと が で きる よう 、 | せな が ら 働き 続け る こと が で きる よう 、 
雇用 主 が 子育て し や すい 労働 環境 の | 事業 主 は 、 子 育て し や すい 労働 環境 の 
② P55 に つい て 、 男 性 の 理解 ・ 協 力 促進 の と ころ に 、 経 営 者 の 理 整備 を 図る こと が 必要 で す 。 この た め 、| 整備 を 図る こと が 必要 で す 。 この た め 、 
解 を 加え る の を 検討 し て も ら え れ ば 。 岩手 労働 局 等 と 連携 し 、 雇用 の 維持 、 | 岩手 労働 局 等 と 連携 し 、 雇用 の 維持 、 
長 時 間 労働 の 抑制 等 の 「 働 き 方 改革 」 | 長 時 間 労働 の 抑制 等 の 「 働 き 方 改革 」 
や 男性 も 含め た 育児 休業 の 取得 促進 | や 育児 休業 の 性 別に 関わ ら な い 取 得 
の 取組 、 賃金 な どの 労働 条件 の 改善 等 | 促進 の 取組 、 賃金 な どの 労働 条件 の 改 
に つい て 、 企 業 ・ 関 係 団体 へ 継続 し て | 善 等 に つい て 、 企 業 ・ 関 係 団体 へ 継続 
MES し て 働き か け ま す 。 


lo ② 
[ 主 な 取組 内 容 ] [ 主 な 取組 内 容 ] 


① 子 育て し な が ら 働 きやすい 労働 環境 |① 子 育て し な が ら 働き や すい 労働 環境 

の 整備 の 整備 

・ 経済 団体 や 産業 団体 と 連携 し 、 事 業 |・ 経済 団体 や 産業 団体 と 連携 し 、 事 業 

所 に お ける ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス や 女 | 所 に お ける ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス や 女 

性 登用 を 推進 する た め の 研 修 会 等 の | 性 登用 を 推進 する た め の 研 修 会 等 の 

開催 や 、 男 性 の 理解 ・ 協 力 促進 の た め | 開催 、 経 営 者 や 男性 の 理解 ・ 協 力 促進 
の 講座 を 開催 する な どの 取組 を 実施 し 人 

実 し oO 













































































※ 件 数 は 第 1 回 か ら 第 4 回 会 議 まで の 累計 。 
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